
資料２

「経営改革プラン」経営目標評価シート

（最終版）



団体名 所管局 ページ 団体名 所管局 ページ

1 （公財）東京都人権啓発センター 総務局 1 25 （株）東京スタジアム オリンピック・パラリンピック準備局 245

2 （公財）東京都島しょ振興公社 総務局 11 26  多摩都市モノレール（株） 都市整備局 253

3 （公財）東京税務協会 主税局 21 27  東京臨海高速鉄道（株） 都市整備局 263

4 （公財）東京都歴史文化財団 生活文化局 29 28 （株）多摩ニュータウン開発センター 都市整備局 273

5 （公財）東京都交響楽団 生活文化局 39 29 （株）東京国際フォーラム 産業労働局 281

6 （一財）東京都つながり創生財団 生活文化局 51 30 （株）東京臨海ホールディングス
港湾局
産業労働局

291

7 （公財）東京都スポーツ文化事業団
オリンピック・パラリンピック準備局
教育庁

59 31  東京交通サービス（株） 交通局 303

8 （一財）東京マラソン財団 オリンピック・パラリンピック準備局 71 32 東京水道（株） 水道局 311

9 （公財）東京都都市づくり公社 都市整備局 81 33  東京都下水道サービス（株） 下水道局 321

10  東京都住宅供給公社 住宅政策本部 91

11 （公財）東京都環境公社 環境局 101

12 （公財）東京都福祉保健財団 福祉保健局 111

13 （公財）東京都医学総合研究所 福祉保健局 123

14 （社福）東京都社会福祉事業団 福祉保健局 131 合　計　団　体　数

15 （公財）東京都保健医療公社 病院経営本部 141 　 ３３団体

16 （公財）東京都中小企業振興公社 産業労働局 155 　　　公益財団法人　　１９団体

17 （公財）東京しごと財団 産業労働局 165 　　　一般財団法人　　　３団体

18 （公財）東京都農林水産振興財団 産業労働局 175 　　　社会福祉法人　　　１団体

19 （公財）東京観光財団 産業労働局 187 　　　特別法人　　　　　１団体

20 （公財）東京動物園協会 建設局 199 　　　株式会社　　　　　９団体

21 （公財）東京都公園協会 建設局 211

22 （公財）東京都道路整備保全公社 建設局 219

23 （一財）東京学校支援機構 教育庁 227

24 （公財）東京防災救急協会 東京消防庁 237

目　次



団体

戦略番号

戦
略
１

組織体制の強化
継
続

1

【目標①】中期計画等に基づく進行管理の徹底による効果的・効率的な事業執行（事業の
必要性を見据え、再構築、見直しを実施）
【目標②】新人事制度に基づく有為な人材の育成及び組織執行体制の強化
【目標③】DX推進やポスト・コロナを踏まえた適時適切な業務改善による業務の効率化、
デジタル化

組織
運営

〇

戦
略
２

自主財源の確保
継
続

2
【目標①】研修講師出講事業、派遣研修事業の積極的な実施（講師出講　150団体以上）
【目標②】自治体からの受託等事業の拡大（年２団体）
【目標③】賛助会員の魅力作りと収入の確保（1,160千円以上）

事業
運営

〇

戦
略
３

啓発機会の拡大と実施事
業の質の強化

継
続

3

【目標①】学校や企業など現場のニーズを反映した事業の見直し（体験学習会25回、出張
展示18回）
【目標②】特別展示等を活用した新たな事業の展開（年６回）
【目標③】都民講座の会場参加者とライブ配信視聴者獲得。「人権について考えるきっか
けになった」と評する受講者の割合（80％）

事業
運営

〇 〇 〇 〇 〇

戦
略
４

東京都人権プラザのＰＲ
強化

継
続

4

【目標①】自治体の人権研修受託拡大に向けた区市町村等への積極的なPR活動(年10回以
上)
【目標②】都内学校の社会科見学受入れ増やWebを活用したPR活動(社会科見学100校)
【目標③】プラザHPを活用した効果的な情報発信
【目標④】当事者に由来する情報の発信によるプラザの認知度向上

事業
運営

〇

戦
略
５

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京都人権啓発センター （所管局） 総務局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

1



経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

個別取組事項

◆　東京都人権プラザの指定管理期間が令和
９年度までと長期間であることに加え、「未
来の東京」戦略ビジョンに掲げられた「イン
クルーシブシティ東京」の実現が至上命題で
あるなど、施設の機能強化や事業の拡充に向
けた財団の役割が増大している。

◆　次々に顕現化するとともに、複雑・多様
化する人権課題に組織全体で機動的に対応し
ていくためには、人権啓発を担う人材の育
成、能力向上を図り、マンパワーとして活用
するのに併せ、これまで以上に効率的な業務
執行体制を確立することが喫緊の課題であ
る。

◆　中期計画をベースとした年次計画に基づ
いて、明確な目標を設定し、確実に進行管理
を行うとともに、定期的に評価・検証を実施
する。
◆　小規模かつ専門的事業を担う組織に相応
しい人材育成を確立するために、所要の予算
獲得を目指す。
◆　人材の育成及び現有人材のより有効な活
用を図るため、組織の見直しを含めた組織体
制の強化を行い、計画的かつ効率的な業務執
行を実現する。
◆　積極的に業務改善を進め、DX推進やポ
スト・コロナの観点も踏まえ、生産性の向上
や働き方改革に有効なものから優先的に実施
する。

【目標①】
中期計画等に基づく進行管理の徹底
による効果的・効率的な事業執行
（事業の必要性を見据え、再構築、
見直しを実施）

【目標②】
新人事制度に基づく有為な人材の育
成及び組織執行体制の強化

【目標③】
DX推進やポスト・コロナを踏まえた
適時適切な業務改善による業務の効
率化、デジタル化

進行管理手法の検証・見
直し

新たな人材育成方針の確
立

適時適切な業務改善（毎
年度）

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を契機に新たな人権課題に対する取組も必要となり、さらに、現下の新型コロナウイルス感染症により新た
な差別事象が発生するなど、人権課題が急激に複雑・多様化し、人権啓発教育の体制の質及び量の強化が必要となっている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標

（様式２）
(公財)東京都人権啓発センター

戦略１ 組織体制の強化
組織
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

企画広報課を設置し、事業構築の核となる中期計画の策定に
向け、概要骨子案を作成し、検討

年次計画を策定、定期的な進行管理や評価・検証を実施
年次計画を策定、定期的な進行管理や評価・検証を実施
前年度の実績を踏まえ、事業内容、進行管理や評価・検証方
法の見直しを実施

第二期中期計画の策定、進行管理や評価・検証の仕組みの確
立

・新人事制度について概要骨子案を作成し検討
・同案中、主任制度の導入を検討
・能力・経験に基づく職・職責の分化を図り人材育成を図る
ことを計画

新人事制度の構築
新人材育成方針の策定
職員研修基本計画の策定、それに伴う研修実施計画の見直し

新たな人材育成方針に基づく、研修実施計画を策定、本格実
施

コロナ禍により、必要に応じて、アンケート形式等により、
職員提案を実施
今後も実施予定

生産性の向上や働き方改革に有効なものから優先して改善 生産性の向上や働き方改革に有効なものから優先して改善 生産性の向上や働き方改革に有効なものから優先して改善

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

◆　財団の自主財源は、自らの専門性を活か
し、試行的あるいは先駆的な独自事業を実施
するための原資である（現状の財団の自主財
源は、基本財産の運用益、事業収益並びに賛
助会員からの会費）。基本財産運用益は、近
年の金利低下により、2020年度予算ベース
で24万円であり、賛助会費も個人会員の高
齢化や団体会員の頭打ちにより、賛助会員数
が2018年度は33団体52名、2019年度は32
団体53名と横ばいである。さらに、2020年
度は研修講師の出講事業がコロナ禍による
キャンセルで大幅に減少した。

◆　財団の能動的な実施を可能にする自主財
源が限られる中、新規事業を立ち上げ、ま
た、収益を大きく伸長させることは容易では
ない。そのため、既存研修事業の着実な実施
に加え、自治体が実施する研修の新規受託等
を拡大すべく積極的にＰＲ活動を実施する。

【目標①】
研修講師出講事業、派遣研修事業の
積極的な実施（講師出講　150団体
以上）

【目標②】
自治体からの受託等事業の拡大（年
２団体）

【目標③】
賛助会員の魅力作りと収入の確保
（1,160千円以上）

研修講師出講事業、派遣
研修事業の回復と積極的
な実施

自治体からの受託等事業
の拡大

賛助会員の募集に係る広
報の強化

財団における経常収益の90％以上が都からの補助金並びに指定管理料である一方、新型コロナウイルス感染症や税制改革の影響により、都の財政環境は一層厳
しくなることが予想されることから自主財源の確保が必須となる。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都人権啓発センター

戦略２ 自主財源の確保
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

2020年４月に研修講師派遣の出講料を改訂
2020年度から専門員を活用した人権研修講師派遣事業を実
施

研修講師出講事業、派遣研修事業の積極的な実施
自治体や民間企業などの人権啓発担当者や研修受講者などの
ニーズに即応した事業の見直し

研修講師出講事業、派遣研修事業の積極的な実施
自治体や民間企業などの人権啓発担当者や研修受講者などの
ニーズに即応した事業の見直し

研修講師出講事業、派遣研修事業の積極的な実施
自治体や民間企業などの人権啓発担当者や研修受講者などの
ニーズに即応した事業の見直し

2018年度から受託している港区の区民向け人権連続講座を
実施
港区以外の自治体からの受託に向け、役員が区市町村等を訪
問し営業活動を実施

区市町村等へのPR活動の実施
委託者のニーズや最新の人権課題等に即したカリキュラムの
提案など魅力ある事業の実施

自治体からの受託等事業の実施
区市町村等へのPR活動の実施
委託者のニーズや最新の人権課題等に即したカリキュラムの
提案など魅力ある事業の実施

自治体からの受託等事業の実施
区市町村等へのPR活動の実施
委託者のニーズや最新の人権課題等に即したカリキュラムの
提案など魅力ある事業の実施

団体会員と個人会員の合計で904千円の収入を確保

センターホームページのリニューアルにあわせ、賛助会員募
集の広報を強化
センターが発行している情報誌への掲載や、講座、学習会等
の行事の実施時など、あらゆる機会を捉えたＰＲ活動の実施

センターが発行している情報誌への掲載や、講座、学習会等
の行事の実施時など、あらゆる機会を捉えたＰＲ活動の実施

センターが発行している情報誌への掲載や、講座、学習会等
の行事の実施時など、あらゆる機会を捉えたＰＲ活動の実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

②

③

③

◆　従前の人権課題全般にわたる啓発事業を
充実拡大することなくして、人権を取り巻く
環境の変化に的確に対応していくことはでき
ない。
　　とりわけ、東京都が「未来の東京」戦略
ビジョンに掲げる多様な人がともに支え合う
「インクルーシブシティ東京」の実現には、
都の人権啓発の拠点である人権プラザの機能
強化が必須である。そのためには、「専門
性、現場性及び機動性」という強みを発揮し
て、人権啓発・教育をより効果的に実施する
とともに、都庁各局や民間と連携して事業内
容の更なるレベルアップを図ることが必要で
ある。

◆　学校や企業に対する啓発活動を一層推進
するため、展示アウトリーチ活動を強化す
る。アウトリーチ活動に活用可能な展示品の
充実を図るとともに、ICT技術等を活用した
オンライン展示（企画展のオンラインツアー
等）についても実施する。併せて、体験学習
会も拡充する。

◆　民間の知恵を活用し、広く当事者を起点
とした特別展示を展開するとともに、当事者
等との体験交流型イベントを開催し、新たな
成果物を産み出し、その活用を図っていく。

◆　ポスト・コロナ時代を見据えDXを推進
し、都民講座におけるQOSの向上を図り、
その普及啓発効果の維持・向上を図る。

【目標①】学校や企業など現場の
ニーズを反映した事業の見直し（体
験学習会25回、出張展示18回）

【目標②】特別展示等を活用した新
たな事業の展開（年６回）

【目標③】都民講座の会場参加者と
ライブ配信視聴者獲得。「人権につ
いて考えるきっかけになった」と評
する受講者の割合（80％）

アウトリーチ活動に活用
可能な展示の充実・強化

出張展示・体験学習会の
充実・強化

「特別展示」等を活用し
た新たな事業の展開

都民講座のオンライン配
信の推進

「人権について考える
きっかけになった」受講
者の割合向上

新型コロナウイルス感染症による新たな差別事象の発生やSNSによる誹謗中傷などを背景に、様々な人権課題に対する都民の関心が高まってきていることに加
え、東京都では「未来の東京」戦略ビジョンで「インクルーシブシティ東京」の実現を掲げており、人権啓発・教育の推進が至上命題となっている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都人権啓発センター

戦略３ 啓発機会の拡大と実施事業の質の強化
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

新規
アウトリーチ活動に活用可能な展示の検討
ICT技術等の活用の検討
プラザのコンテンツの活用に向けた都庁各局等への情報提供

アウトリーチプログラムの開発
成果の検証、次年度に向けた活用の検討
現場ニーズの反映

アウトリーチ活動に活用可能な展示の充実・強化

体験学習会の実施回数12回
アンケート意見を踏まえた事業の見直し
出張展示の実施回数４回

体験学習会の実施回数25回
出張展示実施回数16回（うち新しい場所での出張展示１回）
学校などの外部研修等参加の拡充

体験学習会の実施回数25回
出張展示実施回数17回（うち新しい場所での出張展示１回）
学校などの外部研修等参加の拡充

体験学習会の実施回数25回
出張展示実施回数18回（うち新しい場所での出張展示１回）
学校などの外部研修等参加の拡充

12月のリニューアルオープンに向け、特別展示を更新
当事者等との体験交流型イベント（６回）
動画配信をはじめとするオンラインコンテンツの検討
イベントにおける民間等との連携

当事者等との体験交流型イベント（６回）
動画配信をはじめとするオンラインコンテンツの検討・実施
イベントにおける民間等との連携

新たなテーマによる特別展示の制作、展開
動画配信をはじめとするオンラインコンテンツの検討・充実
前年度までの特別展示の成果の活用策、常設展示化の検討

都民講座の実施回数３回のうち、各回会場定員40名に対し
て、第１回は30名（録画配信再生回数50回）、第２回は38
名（ライブ配信視聴者33名）、第３回は38名（ライブ配信
視聴者44名）が参加

都民講座の会場参加者とライブ配信視聴者の確保 都民講座の会場参加者とライブ配信視聴者の確保 都民講座の会場参加者とライブ配信視聴者の確保

アンケートで「人権について考えるきっかけとなった」と回
答した者の割合は、２講座で60％（１講座は集計中）

社会的なニーズへの対応とともに、常に講座の質の向上を図
る。
アンケートで「人権について考えるきっかけとなった」と回
答した者の割合80％

社会的なニーズへの対応とともに、常に講座の質の向上を図
る。
アンケートで「人権について考えるきっかけとなった」と回
答した者の割合80％

社会的なニーズへの対応とともに、講座の質の向上を実現す
る。
アンケートで「人権について考えるきっかけとなった」と回
答した者の割合80％

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

②

③

④

◆　コロナ禍を誘因として社会全体でデジタ
ル化が進展している。これをレバレッジとし
て、機動性があるHPをはじめ、様々なWeb
サービスを活用し、多角的にプラザのPR強
化を図ることが重要である。

◆　自治体や企業等に、これまで多様な啓発
活動を展開することで財団が培った知識・ノ
ウハウを活用した具体的な連携事業を提案す
るとともに、プラザの事業内容の理解の深化
を図る。

◆　現在の人権プラザのHPは機動性を欠
き、情報を周知する機能が悪く、新規性を欠
き、発信力がないため、早急に見直す必要が
ある。

◆　区市町村連絡会議での広報に加え、役職
員の個別訪問などにより、自治体が実施する
人権研修の受託に向けて積極的にPR活動を
実施
◆　教員や自治体職員、修学旅行生等の積極
的な受入を行うとともに、展示物や展示室を
活用した事業をWeb上で発信することによ
り、PRを強化
◆　情報発信力の強化のため、人権プラザ
HPの内容の充実を図り、訴求力を向上する
ことが必要であるため、見直しを実施
◆　都民の身近な人権啓発施設として、当事
者の声を遍く拾うとともに、広く発信するた
めに都庁各局や関係団体と連携してネット
ワークを構築

【目標①】自治体の人権研修受託拡
大に向けた区市町村等への積極的な
PR活動（年10回以上）

【目標②】都内学校の社会科見学受
入れ増やWebを活用したPR活動（社
会科見学100校）

【目標③】プラザHPを活用した効果
的な情報発信

【目標④】当事者に由来する情報の
発信によるプラザの認知度向上

区市町村等へのPR活動の
実施

社会科見学受入れ増の取
組の実施

Webを活用したPR活動

人権プラザHPの充実強化

当事者の声を広く収集
し、効果的に情報発信す
る方法の検討・実施

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、DXに関する関心が一気に高まるとともに、日々デジタルツール技法が進展している。こうした点を意識し、今
後は様々なWebサービスを活用した多角的な情報発信を強化していくことが肝要である。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都人権啓発センター

戦略４ 東京都人権プラザのＰＲ強化
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・2018年度から港区から受託して実施している人権啓発事
業については、全４回を実施
・次年度の受託事業に向け、役員が区市町村等に営業活動を
実施

人権施策推進都区連絡会全体会などの会議を活用したPR活動
の実施
役職員の訪問による営業活動の実施

人権施策推進都区連絡会全体会などの会議を活用したPR活動
の実施
役職員の訪問による営業活動の実施

人権施策推進都区連絡会全体会などの会議を活用したPR活動
の実施
役職員の訪問による営業活動の実施

展示室の入場者数1,267人（前年度比82.1％減）
新型コロナウイルス感染症拡大防止の影響を受け、修学旅行
は全てキャンセル

社会科見学受入れ増の取組の実施 社会科見学受入れ増の取組の実施 社会科見学受入れ増の取組の実施

新規 イベント等の動画配信によるPR活動の強化 イベント等の動画配信によるPR活動の強化 イベント等の動画配信によるPR活動の強化

新規 プラザのホームページのリニューアル プラザホームページの充実強化 プラザホームページの充実強化

新規
当事者の声の収集方法の検討、試行
都庁各局や関係団体等との積極的な情報共有によりネット
ワークの足がかりを形成

当事者の声を反映した情報発信
都庁各局や関係団体等と連携して、より効果的な情報発信を
実施

当事者を起点とした事業の実施
都庁各局や関係団体等との連携や事業成果の発信など情報発
信の強化

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績

9



FAXでしかやり取りできない業務以外は極力FAX以外の手段で対応している。 原則としてFAXを廃止する。

複合機のカウンターを設置し、使用数量の縮減について職員に働きかけ、コ
ピー用紙の枚数の削減に努めている。

引き続き、コピー用紙削減に努める（2019年度比で40％削減）

①徴収手続の大部分を占める研修講師出講料金は、口座振込等で徴収してい
る。
②現金で徴取することとなっている文書の開示請求等は、ほぼ申請がない。

引き続き、口座振込等を徹底する（口座振込　100％）。

テレワーク テレワーク端末が未整備である。

クラウドで作業する携帯可能なパソコンを予算の範囲内で購入し、テレワーク
可能な職員については月40％（※）実施（2021年７月対象）。
また、当該月以外については、週１回テレワークを実施する。
※「実施件数/当月の勤務日数/テレワーク勤務可能な職員数」により算出

キャッシュレス

タッチレス

①一般人権相談は、電話・面接・Eメール・手紙で受け付けている。
②都民講座など一部の行事において、YouTubeを利用し、リアルタイムで動
画配信を行っているほか、一部展示について「オンライン展示」を実施してい
る。

行事におけるオンライン配信等を拡充する（100％。ただし、対面を講師が要
望した場合は除く。）。

５
つ
の
レ
ス

はんこレス
押印の定めがある手続きのうち団体の規定等の改正により対応が可能な手続き
等について、押印廃止の可否を検討している。

押印の定めがある手続きのうち団体の規定等の改正により対応が可能な手続き
等については、慣習的に求めてきた押印を原則廃止とすべく、規程等を改正す
る。

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

事業の性格上、現在、申請や手続きは紙ベースで行われているものが中心と
なっている。また、件数の多い研修講師出講申込などは、紙媒体の書類の元本
確認・交付を必要としている。

関係団体の意見も聞きながら、ペーパーレス化・ハンコレス化を進め、手続き
等のオンライン化を図るため、対応可能な手続きについては、全件規程等を改
正する。

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

(公財)東京都人権啓発センター

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

自律改革の推進
継
続

1
【目標①】長期的なスパンで財政状況を分析し、都・他団体との重複事業を中心に事業の
あり方を見直し、移管、統廃合を実施する。真に必要な施策を展開することで、交通アク
セス・産業分野の事業の担い手として島しょ振興を一層推進していく。

組織
運営

〇 〇 〇

戦
略
２

特産品の販売拠点として
の機能強化

継
続

2

【目標①】ショップで取り扱う特産品の種類を20％増加させる。
【目標②】魅力的な商品の開発・販売、ショップの運営方法の見直しにより、コロナ前の
2018年度水準まで売上高を回復させる。
【目標③】通信販売を独自に実施できない島内事業者を「東京愛らんど」通販に取り入
れ、スケールメリットを働かせることで、toB向けの販路拡大を一層推進していく。

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
３

関係人口増加を目的とし
た情報発信の強化

継
続

3

【目標①】漁業・農業就業体験事業の実施による新規就業者を10名以上創出する。
【目標②】効果が低い広報宣伝手法の縮小・廃止、効果が高い広報宣伝手法の充実強化を
図るとともに、島しょ町村が提供する情報を集約し、ＳＮＳ等で発信するポータル機能を
強化する。

事業
運営

〇 〇 〇 〇

戦
略
４

ヘリコミューター利用者
の利便性の向上及び事業
収支の改善

継
続

4

【目標①】適切な事業のあり方についての方針を策定する。
【目標②】より適正な運賃体系について検討・見直し、収支の赤字幅を縮減する。
【目標③】利用者の利便性・満足度の向上を図ることで、コロナ禍以前の過去最高搭乗率
60.3%を上回る搭乗率61％以上を達成し、収入増につなげる。

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
５

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京都島しょ振興公社 （所管局） 総務局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①

個別取組事項

◆公社は、都及び島しょ町村からの派遣職員
によってのみ構成されているため、人事異動
による職員交代のスパンが短く、プロパー職
員を抱える他団体と比較し執行体制が脆弱で
ある。
◆また、出捐金・貸付金の運用益について
は、長引く低金利により、利回りの上昇が見
込めず、予算の確保が厳しい状況が続いてい
る。
◆一方、新型コロナウイルス感染症の影響に
より島への観光客は減少しているため、公社
はより一層、島しょ地域の産業・観光振興を
推進し、特産品生産者、観光事業者等を支援
することが求められる。

◆限られた人員及び予算を最大限有効活用し
成果を生み出すため、一定の役割を終えた事
業については、見直しを検討するなど、事業
の選択及び集中を進める。

【目標①】長期的なスパンで財政状
況を分析し、都・他団体との重複事
業を中心に事業のあり方を見直し、
移管、統廃合を実施する。真に必要
な施策を展開することで、交通アク
セス・産業分野の事業の担い手とし
て島しょ振興を一層推進していく。

事業の効果検証の可視化

後年度収支予測の実施

事業の移管、統廃合

　人員を都・島しょ町村からの派遣職員、予算を出捐金・貸付金の運用益で賄う公社の執行体制は脆弱である。今後も、必要な事業を安定的に継続し、サービ
スの質を維持・向上させていくためには、限られた人員及び予算を最大限有効活用することが必要となる。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標

（様式２）
(公財)東京都島しょ振興公社

戦略１ 自律改革の推進
組織
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
　第5次中期計画改訂版に基づき見直し・検証を行うことと
した事業について、全職員が自律改革に取り組んだ。確実な
成果が上げられるよう、取り組んだ内容をシートに記載する
ことで可視化し、理事・監事・評議員に報告することで、説
明責任を果たした。

　第6次中期実施計画案を作成し、理事会において策定す
る。

　第6次中期実施計画に基づき着実に事業を推進し、自律改
革を推進する。取り組んだ内容をシートに記載することで可
視化し、理事・監事・評議員に定期的に報告する。

　第6次中期実施計画に基づき着実に事業を推進し、自律改
革を推進する。改革が終了したと判断した事項については、
取組を総括し、理事・監事・評議員に報告する。

　毎年度減少を続けている財産運用益を確保するため、証券
会社や資金運用を専門とする都職員の助言を仰ぎ、基本財産
の運用対象に金融債を加える財産運用規程の改正をし、購入
できる債券の種類を増やすことで、柔軟な運用が可能となっ
た。

　2022年度の事業計画・予算策定に先立ち、実績を考慮し
た後年度収支予測を実施し、長期的スパンで財政状況を分析
する。

　2023年度の事業計画・予算策定に先立ち、実績を考慮し
た後年度収支予測を実施し、長期的スパンで財政状況を分析
する。

　2024年度の事業計画・予算策定に先立ち、実績を考慮し
た後年度収支予測を実施し、長期的スパンで財政状況を分析
する。

（新規）
　事業の洗い出しを行い、移管、統廃合のスキームの方針を
決定する。

　決定した方針に基づき、事業スキームを策定し、事業の移
管、統廃合を実施する。

　決定した方針に基づき、事業スキームを策定し、事業の移
管、統廃合を実施する。公社を取り巻く状況を踏まえ、必要
がある場合は方針を修正し、事業の移管、統廃合を実施す
る。

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

①

③

◆コロナ前までは着実に売り上げを伸ばして
いたものの、新型コロナウイルス感染症の感
染拡大により「東京愛らんど」の休業、時短
営業等を余儀なくされた。そのため、島の特
産品販売、PRの機会が減少している。
◆さらに、立地の問題や、客船ターミナル内
という客層が限定されている中では、「特産
品PRの場」としての役割には限界がある。

◆限られた予算を有効に活用するため、「東
京愛らんど」を「島しょ特産品の販売拠点」
としての役割に限定させるため、特に赤字幅
が大きく、新型コロナウイルス感染症を拡大
させるリスクのある飲食事業を廃止する。
◆新しい「東京愛らんど」運営受託事業者の
もと、物販や通信販売の事業に注力し、特産
品の販売機会の確保、拡大を図る。
◆従来のショップ主軸の手法から、通販等の
対面でない手法を強化していく。
◆島内生産者を掘り起こし、ショップや通販
で取り扱う商品を充実させることで島しょ地
域の魅力を伝え、訪島につなげる。

【目標①】
　ショップで取り扱う特産品の種類
を20％増加させる。
【目標②】
　魅力的な商品の開発・販売、
ショップの運営方法の見直しによ
り、コロナ前の2018年度水準まで売
上高を回復させる。
【目標③】
　通信販売を独自に実施できない島
内事業者を取り入れ、toB向けの販
路拡大を一層推進していく。

新しい「東京愛らんど」
運営受託事業者と連携し
た物販事業の充実

島の農水産物等を加工し
た新商品の開発

通信販売事業の効率化、
強化

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、都は、緊急事態措置の発表、東京アラートの発動、酒類の提供を行う飲食店に対する二度にわたる自粛要請を
行った。飲食店を営む事業者にとって、厳しい環境となっている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都島しょ振興公社

戦略２ 特産品の販売拠点としての機能強化
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

　町村や都の意見を反映した東京愛らんどあり方検討報告書
を作成して理事・監事・評議員に報告し、飲食事業を廃止す
ることとした。店舗運営と通信販売事業の両方を請け負える
事業者を公募した。

　島の生産者・加工業者を掘り起こす。他の事例も参考に
し、魅力ある店舗を運営する。
　ショップ以外の販路を開拓する。
　取り扱い商品数2020年度比+10%を目標とする。

　島の生産者・加工業者を掘り起こす。他の事例も参考に
し、魅力ある店舗を運営する。
　ショップ以外の販路を開拓する。
　取り扱い商品数2020年度比+15%を目標とする。

　島の生産者・加工業者を掘り起こす。他の事例も参考に
し、魅力ある店舗を運営する。
　ショップ以外の販路を開拓する。
　取り扱い商品数2020年度比+20%を目標とする。

（新規）
　商品化に向け、島しょに赴くとともに、必要に応じて食品
加工業者等にも協力を仰ぎ、島の農水産物を調査研究する。

　新規開発した商品を店舗や通信販売で取り扱う。更なる商
品化に向け、島しょに赴くとともに、必要に応じて食品加工
業者等にも協力を仰ぎ、島の農水産物を調査研究する。

　新規開発した商品の売れ行き状況により商品販売の継続・
中止を判断し、商品の流動性を高めマンネリ化を防ぐ。更な
る商品化に向け、島しょに赴くとともに、必要に応じて食品
加工業者等にも協力を仰ぎ、島の農水産物を調査研究する。

　通信販売事業の委託化の必要性、委託に当たっての課題、
今後の方向性を明らかにしたあり方検討資料を作成し、理事
会・評議員会に報告した。

　「東京愛らんど」運営受託事業者への委託化により事業の
効率化を図る。
　通信販売を独自に実施できない島内事業者を掘り起こし、
「東京愛らんど」通販に取り入れ、スケールメリットを働か
せる。あわせてtoB向けの販路拡大方法を検討する。

　「東京愛らんど」通販のスケールメリットを働かせること
で、toB向けの販路拡大を一層推進していく。
　島内事業者が使いやすく、数ある通販サイトに埋もれず消
費者に届くような、新たな通信販売事業の仕組み・運用方法
を検討する。

　「東京愛らんど」通販のスケールメリットを働かせること
で、toB向けの販路拡大を一層推進していく。
　前年度の検討結果を踏まえ、新たな通販事業の運用を開始
する。課題が生じた場合は、都度解決策を検討する。

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

①②

①②

◆新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴
い、従来主軸にしていた対面型イベントが大
幅に減少し、島の魅力、各種情報等の発信機
会が減少している。
◆また、これまでは「島の認知度向上」を目
的に情報発信を実施してきたが、目的・ター
ゲットが混在しており、特に、観光関係の情
報については、都や関係団体が行う広報・情
報発信と重複している。

◆情報発信の主な目的を「特産品の魅力」
「島への移住・定住情報」「島で暮らすこ
と・働くことの魅力」等を発信することによ
る「関係人口の増加」とし、「島と関わりを
持とうとする人」を増やしていく。
◆その上で、より力を入れるべき広報媒体や
事業の選別などを行い、広報宣伝事業実施に
よる効果を測定する。
◆町村広報担当者との連携を深め、町村が発
信する移住定住に関する情報やワーケーショ
ンに関する情報を集約し発信することで、情
報を求めている方に必要な情報を届きやすく
する。

【目標①】
　漁業・農業就業体験事業の実施に
よる新規就業者を10名以上創出す
る。
【目標②】
　効果が低い広報宣伝手法の縮小・
廃止、効果が高い広報宣伝手法の充
実強化を図るとともに、島しょ町村
が提供する情報を集約し、ＳＮＳ等
で発信するポータル機能を強化す
る。

ポータル機能の強化

就業体験事業の実施

広報宣伝事業にかかる効
果測定の実施

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、旅行者の減少や従来のような対面型イベントの開催が困難となっている中で、情報発信の機会、質の確保が必
要となる。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都島しょ振興公社

戦略３ 関係人口増加を目的とした情報発信の強化
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

（新規）

　町村などが提供する移住定住やワーケーションなどに関す
る情報を集約し、SNS等で発信する。
　また、都と連携し、移住定住に関する新たなポータル機能
のあり方について検討する。

都と連携し、新たなポータル機能の構築を行う。 新たなポータル機能の運用を行い、実績を把握する。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、第一次産業の重
要性が見直されたこともあり、応募者数が過去最高となる67
名に増加した。

　就業体験事業の充実・強化、実施内容の工夫を図ること
で、新規就業者数３名を目標とする。

　就業体験事業の充実・強化、実施内容の工夫を図ること
で、新規就業者数３名を目標とする。

　就業体験事業の充実・強化、実施内容の工夫を図ること
で、新規就業者数４名を目標とする。

（新規）
　SNSごとの情報発信件数や取組内容を整理して効果測定の
方法を検討し、実施する。

　前年度の効果測定の結果を踏まえ、広報宣伝媒体の充実強
化・縮小廃止を行う。

　必要に応じ、新たな要素を加味して効果を測定し、広報宣
伝媒体の充実強化・縮小廃止を行う。

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①③

①③

①②③

◆ヘリコミューター事業は、収支差額を都の
補助金により補填している。長期的に事業を
継続する観点から、今後もサービスを維持・
向上させていくためには、少しでも収支の赤
字幅を減少させ、事業収支を改善していく必
要がある。

◆ヘリコミューター事業の経営改善を図るた
めには、「収入の増加」を図る必要がある。
そのため、利用者の満足度向上により利用頻
度を高めること及び適正な運賃体系について
検討する。
◆また、都・公社・運航事業者の役割を踏ま
えつつ、都と共に事業スキームの在り方を検
討する。

【目標①】
　適切な事業のあり方についての方
針を策定する。
【目標②】
　より適正な運賃体系について検
討・見直し、収支の赤字幅を縮減す
る。
【目標③】
　利用者の利便性・満足度の向上を
図ることで、コロナ禍以前の過去最
高搭乗率60.3%を上回る搭乗率61％
以上を達成し、収入増につなげる。

事業スキームの見直し、
方針策定

現行ダイヤの分析、検討

運賃体系の分析、検討

　新型コロナウイルス感染症の影響による旅行者の減少、不要不急の外出抑制により、全国的に航空業界が低迷している中で、「東京愛らんどシャトル」の搭
乗率も減少し、収支の赤字幅が拡大している。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都島しょ振興公社

戦略４
ヘリコミューター利用者の利便性の向上及び事業収支の改
善

事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

（新規） 　都と連携し、検討事項の洗い出しを行う。

　航空会社へのヒアリング等を含めた外部調査を都と協働で
行い、本事業のあり方について検討する。
　また、利用者ニーズの把握に当たっては、搭乗者アンケー
トを活用する。

　都と連携し、本事業のあり方について方向性を整理する。

　八丈島を出発する時刻、三宅島空港における発着時刻、大
島空港における待機時間、八丈島に到着する時刻、の4点の
課題があることが明らかになった。

　現行ダイヤの課題を踏まえた合理的なダイヤを比較検討す
るなどし、改正を行う。
　その他、搭乗者アンケートを活用し、懸案事項、都度生じ
る課題、要望の現状把握を行い、実現・解決を図る。

　搭乗者アンケートを活用し、懸案事項、都度生じる課題、
要望の現状把握を行い、実現・解決を図る。

　新しい運航ダイヤに課題がないか、利便性向上につながっ
ているかなどの検証を行う。
　その他、搭乗者アンケートを活用し、懸案事項、都度生じ
る課題、要望の現状把握を行い、実現・解決を図る。

（新規）
　他の交通機関の運賃体系を参照し、路線ごとの搭乗率を基
にシミュレーションするなどして収支を改善させるための運
賃体系を検討する。

　外部調査の結果や、搭乗者アンケートを活用し、新たな運
賃体系を構築する。

　新しい運賃体系を導入する。導入後も、搭乗者アンケート
を活用しながら利用者のフォローを図る。

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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従来FAXで行っていた会議の開催通知文送付や出欠確認を、メールで行うよう
にするなど、FAXレスの推進に取り組んでいる。

デジタルツール等の活用により、FAXの送信数・受信数の削減△９８％

会議が終了した際、欠席委員に会議資料を紙ベースで郵送するのではなく、
PDFに変換したデータをメールで送信するなど、ペーパーレスの推進に取り組
んでいる。

コピー用紙の使用量を2019年度比で40％削減する。

「東京愛らんど」の運営において、運営事業者はクレジットカード決済、IC
カード決済を導入しており、既に対応済み。

ー

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

(公財)東京都島しょ振興公社

５
つ
の
レ
ス

はんこレス
公社における申請にかかる手続き（事業者等からの申請、発出する通知）は、
押印の定めがある。

押印の定めがある手続きのうち公社の規程改正により対応が可能なものについ
ては、2021年度に規程を改正し、押印を不要にしてメールにより手続きが行
えるようにする。

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

公社における申請にかかる手続き（事業者等からの申請、発出する通知）は、
押印の定めがある。

押印の定めがある手続きのうち公社の規程改正により対応が可能なものについ
ては、2021年度に規程を改正し、押印を不要にしてメールにより手続きが行
えるようにする。

キャッシュレス

タッチレス 団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し ー

テレワーク 全職員週2回のテレワーク日を割り振り、テレワーク率16.9%
テレワーク可能な職員については月４０％※実施
※「実施件数64件(2回×4週×8人)／当月の勤務日数20日／テレワーク勤務可
能な職員数8人」により算出

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

オンライン化を通じた新
たな自治体支援

継
続

1

下記のとおりオンライン化の取組を推進する。
【目標①】ハイブリッド型セミナー受講者数：850人（2019年度実績の1.1倍相当）
【目標②】講師派遣研修100講座（2019年度の約5割に相当）程度をオンラインで実施
【目標③】Ｗｅｂ講義配信数：670自治体（全国約1,720自治体の約4割に相当）

事業
運営

〇 〇 〇 〇

戦
略
２

収入確保による経営基盤
の安定化

新
規

下記収入額を確保する。
【目標①】Wｅｂ講義：1,610万円
【目標②】書籍：200万円
【目標③】ハイブリット型セミナー：2,170万円
【目標④】広告:190万円
目標①～④の取組により3年間合計10,500万円の収入（利益：4,500万円）を確保し、経
営基盤の安定化を図る。

事業
運営

〇 〇 〇 〇 〇

戦
略
３

固有職員を中心とした新
たな組織運営

継
続

4

固有職員を中心とした組織運営を実現し、税務実務の補完や全国自治体の習熟支援などの
協会の機能維持・向上を図る。
【目標①】固有職員に占める無期雇用職員（主任級以上のコア人材）の確保（5割）
【目標②】固有職員の管理職ポスト等への登用（管理職2名、課長補佐8名）

組織
運営

〇

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京税務協会 （所管局） 主税局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

個別取組事項

◆ウィズコロナ、ポストコロナを見据え、新
たな自治体のニーズに応じたセミナー手法を
確立し、当協会の支援を更に充実させる必要
がある。
◆また、新任税務職員等がいつでも学ぶこと
のできるＷｅｂ講義（令和3年度から自主事
業として実施）を多くの自治体に配信するこ
とで、人材育成を支援する必要がある。

◆新型コロナウイルス感染症の状況にかかわ
らず税務セミナーや講師派遣研修を受講でき
るよう、集合とオンラインを組み合わせたハ
イブリッド型セミナーやオンライン研修（派
遣先又は協会側で配信）など、配信業者等の
民間企業の協力を得て、自治体のニーズや状
況の変化に対応できる研修等を展開する。
◆Ｗｅｂ講義は自主事業に切り替えた上、協
会Ｗｅｂサイト、機関誌（東京税務レポー
ト）で周知するほか、全国に展開している地
方関係機関やセミナー参加団体に集中的に広
報活動を行い、その有用性をＰＲする。

下記のとおりオンライン化の取組を
推進する。
【目標①】ハイブリッド型セミナー
受講者数：850人（2019年度実績の
1.1倍相当）
【目標②】講師派遣研修100講座
（2019年度の約5割に相当）程度を
オンラインで実施
【目標③】Ｗｅｂ講義配信数：670
自治体（全国約1,720自治体の約4割
に相当）

ハイブリッド型セミナー
の実施

オンライン型講師派遣研
修の実施

Ｗｅｂ講義事業の拡大
（協会自主事業）

・全国自治体では今般のコロナ禍において税務知識・ノウハウの継承が一層困難となっている。
・税務セミナーの開催や講師派遣を見送った多くの自治体からオンライン研修等の要望がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標

（様式２）
(公財)東京税務協会

戦略１ オンライン化を通じた新たな自治体支援
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
・新型コロナウイルス感染症の影響から税務セミナー受講者
数は192名（昨年比585名減）だった。
・セミナー受講を取りやめた自治体（36自治体）にアンケー
トを実施（オンライン、集合研修ともに要望あり）。
・オンラインセミナーを試行実施

・ハイブリッド型（オンライン＋集合）セミナーを実施す
る。受講者数540人以上
・受講者の情報交換の場であるオンラインサロンの開設に向
けた準備を行う。

・ハイブリッド型セミナーを実施する。受講者数700人以上
・オンラインサロンの運用を開始する。

・セミナー受講者数850人以上を目指す。
・オンラインサロンを継続しながら、管理・運用方法を見直
す。

・新型コロナウイルス感染症の影響から講師派遣研修は120
講座（昨年比76講座減）だった。
・オンライン研修導入自治体等に講師を派遣した。
・機関誌によりオンライン研修手法を全国に周知

・講師派遣先自治体の意向（オンライン研修の可否）を確認
したうえで、それに応じた研修を実施
・60講座（年間講座数の約3割に相当）のオンライン研修を
目指す（未実施自治体にＰＲも実施）。

・未実施自治体へのＰＲの実施
・80講座（年間講座数の約4割に相当）のオンライン研修を
目指す。

・未実施自治体へのＰＲの実施
・100講座（年間講座数の約5割に相当）のオンライン研修
を目指す。

・都の共存共栄事業として希望する自治体にＷｅｂ講義の一
部の科目を無償配信した（406アカウント）。
・12月に滞納整理、2021年1月に償却資産、2月に固定資産
税課税及び個人住民税等を配信する。（配信数：7科目）

・Ｗｅｂサイト・機関誌でＷｅｂ講義の周知を行うととも
に、全国に展開している地方関係機関等に集中的に広報活動
を実施。配信数470自治体
・Ｗｅｂ講義購入自治体にアンケートを実施

・全国自治体に広報活動を行いＷｅｂ講義の有用性を周知す
る。配信数570自治体

・全国自治体に広報活動を行いＷｅｂ講義の有用性を周知す
る。配信数670自治体
・税制改正を的確に反映したリニューアルの実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

④

◆近年の人件費高騰やコロナ禍におけるセミ
ナー等の事業の中止等の影響により、協会の
経営状態は厳しい状況にある（2020年度収
支決算は1,600万円の赤字見込(2020年11月
末時点)）。収入確保による協会経営の安定
化を図る必要がある。
◆Ｗｅｂ講義は、全国自治体で広く利用でき
る価格を設定。一方、配信費等の毎年一定の
費用が発生するとともに税制改正を的確に反
映するため、３年に一度大幅なリニューアル
が必要。最新の講義を継続的に提供するため
には、必要な収入を確保する必要がある。
◆受講者数の減少により大幅な減収となった
税務セミナーについても、今後継続していく
ためには、オンライン型も加えることにより
必要な収入を確保する必要がある。

◆Ｗｅｂ講義については、協会Ｗｅｂサイ
ト、機関誌（東京税務レポート）で周知する
ほか、全国に展開している地方関係機関やセ
ミナー参加団体へ集中的に広報活動を行い、
受講を促す。
◆Ｗｅｂ講義参加自治体に対しては、講義に
利用できる書籍を割引価格で提供するなどイ
ンセンティブを付す。
◆税務セミナーの開催は、遠隔地で受講可能
なオンライン型セミナーと集合型セミナー
（従来型の討議）を組み合わせたハイブリッ
ド型セミナーを展開し、受講者数の回復（増
加）を図ることで、収入確保も図る。
◆また、協会Ｗｅｂサイトに民間企業の広告
掲載をすることで、収入確保の一助とする。

下記収入額を確保する。
【目標①】Wｅｂ講義：1,610万円
【目標②】書籍：200万円
【目標③】ハイブリット型セミ
ナー：2,170万円
【目標④】広告:190万円

目標①～④の取組により3年間合計
10,500万円の収入（利益：4,500万
円）を確保し、経営基盤の安定化を
図る。

Ｗｅｂ講義による収入確
保

Ｗｅｂ講義販売促進に合
わせた書籍販売収入確保

ハイブリッド型セミナー
による収入確保

Ｗｅｂサイトを活用した
バナー広告収入確保

・今般のコロナ禍において社会的にオンライン研修等に対するニーズが高まっているほか、各自治体においてもＤＸ推進の取組が急速に進むなど、新たなビジ
ネスチャンスが生まれている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京税務協会

戦略２ 収入確保による経営基盤の安定化
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
・都の共存共栄事業として希望自治体にＷｅｂ講義を無償配
信。12月以降、滞納整理、償却資産、固定資産税課税及び個
人住民税等を配信（配信数：7科目）
・販売価格決定（5アカウント：3万円、3アカウント：2万
円）

・Ｗｅｂ講義販売収入額1,210万円（配信数470自治体）
・Ｗｅｂ講義について、協会Ｗｅｂサイト・機関誌で周知を
行うとともに、全国に展開している地方関係機関等（地方税
共同機構等）に集中的に広報活動を実施する。

・全国自治体への広報活動の実施
・Ｗｅｂ講義販売収入額1,410万円（配信数570自治体）

・全国自治体への広報活動の実施
・Ｗｅｂ講義販売収入額1,610万円（配信数670自治体）
・税制改正を的確に反映したリニューアルの実施

・書籍の割引価格及び販売方法等を検討
・Ｗｅｂ講義とのセット販売開始
・Ｗｅｂ講義とあわせた広報活動の実施
・書籍販売収入額140万円（上記470自治体の5割）

・Ｗｅｂ講義とあわせた広報活動の実施
・書籍販売収入額170万円（上記570自治体の5割）

・Ｗｅｂ講義とあわせた広報活動の実施
・書籍販売収入額200万円（上記670自治体の5割）

・新型コロナウイルス感染症の影響から税務セミナー受講者
数が大幅に減少し、2019年度収入（1,980万円）の75％減
の490万円となった。
・セミナー受講を取りやめた自治体にアンケートを実施した
うえ、オンラインセミナーを試行実施した。

・ハイブリッド型セミナーを本格実施
・セミナー収入額1,380万円（2019年度の70％まで回復）

・ハイブリッド型セミナー実施
・セミナー収入額1,780万円（2019年度の90％まで回復）

・ハイブリッド型セミナー実施
・セミナー収入額2,170万円（2019年度の110％）

・Ｗｅｂサイトを活用した収入確保策等を検討

・機関誌（東京税務レポート）の広告掲載事業者に加え、
ウィズコロナ、ポストコロナを見据えてデジタル化に資する
事業者等を想定した募集を実施
・バナー広告収入額100万円（4社）

・新規事業者を開拓
・バナー広告収入額140万円（6社）

・新規事業者を開拓
・バナー広告収入額190万円（8社）
・Ｗｅｂサイトの改修（広告掲載数拡大）を検討

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

◆これまでマネジメントを担ってきた都ＯＢ
職員は、退職者数の減少から職員の確保が困
難な状況となっている。
◆人材の確保が厳しさを増しており固有職員
を中心に据えた組織運営への転換が必要と
なっている。
◆そのため、2020年度に新たな組織・人事
制度及び給与制度を設計したところであり、
2021年度から新制度に基づいた運営を開始
する（予定）。

◆都ＯＢ職員（所長等）に代わって事業運営
を行う固有職員を確保するため、協会キャリ
アプラン・人材育成計画に合わせた人材育成
を図る。
◆業務の中核を担うコア人材（無期雇用職
員）の中から、マネジメントを担う人材を選
抜し、ＯＪＴや協会内研修に加え、人材育成
事業団等の外部研修機関等も活用することで
管理監督者の登用に向けた育成に取り組む。
◆管理職ポストである事業所長や課長補佐級
ポストである管理係長への計画的登用を進
め、将来的にはＯＢ職員の配置は真に必要な
ポストに限定し、8事業所の所長・管理係長
（課長補佐）は全て固有職員へ切り替える。

固有職員を中心とした組織運営を実
現し、税務実務の補完や全国自治体
の習熟支援などの協会の機能維持・
向上を図る。
【目標①】固有職員に占める無期雇
用職員（主任級以上のコア人材）の
確保（5割）
【目標②】固有職員の管理職ポスト
等への登用（管理職2名、課長補佐8
名）

無期雇用職員（主任級以
上のコア人材）の確保

固有職員（マネジメント
人材）の管理職・課長補
佐級ポストへ登用

・団塊世代（再任用職員）の大量退職時代が過ぎたことによる定年退職者の減少等の影響等により、都ＯＢ職員の確保が困難な状況になっている。
・また、公務員の定年延長の動向等に鑑みると、更に人材確保が困難になると見込まれる。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京税務協会

戦略３ 固有職員を中心とした新たな組織運営
組織
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・無期雇用職員（主任級以上のコア人材）約40％
・面談等を通じて無期雇用選考の受験を勧奨
・無期雇用職員（主任級以上のコア人材）43％確保

・面談等を通じて無期雇用選考の受験を勧奨
・無期雇用職員（主任級以上のコア人材）46％確保

・面談等を通じて無期雇用選考の受験を勧奨
・無期雇用職員（主任級以上のコア職員）50％確保

・課長補佐級3名登用（22ポスト中）
・管理職登用0名（14ポスト中）
・管理職試験制度年度内の創設に向けて準備中

・管理職選考試験及び課長補佐選考試験を実施
・面談等を通じて選考試験の受験を勧奨
・管理職及び課長補佐登用に向けた研修やOJTを実施

・管理職選考試験及び課長補佐選考試験を実施
・面談等を通じて選考試験の受験を勧奨
・管理職及び課長補佐登用に向けた研修やOJTを実施
・事業所長1名、課長補佐4名登用

・管理職選考試験及び課長補佐選考試験を実施
・面談等を通じて選考試験の受験を勧奨
・管理職及び課長補佐登用に向けた研修やOJTを実施
・事業所長1名、課長補佐4名登用

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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FAXは、大部分が受託事業により使用されているものである。自主事業では、職員募集や
税務相談など年間で100件程度の使用となっており僅少である。受託事業分については委
託者と協議を行い、外部要因に係る分を除き代替え手段への切り替えを実施した。

自主事業分におけるFAX送受信件数については、オンライン等への変更を進め、職員募集
（ハローワークはFAXに限定されている）等、外的要因以外のもの全てにおいて使用を取
りやめる。（協会の責に帰する案件の削減率100％）

2019年度におけるコピー用紙の総使用実績は約300万枚程度あるが、この数値は受託事業
を含んだ数値であり、自主事業分での使用は約44万枚である。自主事業分については、経
費削減を目的としたＰＴを立ち上げ、メール等により紙使用量削減の意識啓発を定期的に
実施している。また、定期開催している幹部会議においてプロジェクターを使用するな
ど、ペーパーレスに取り組んでいる。

自主事業により使用するコピー用紙については、削減に対する意識啓発を引き続き行うと
ともに、会議のペーパーレス化などを更に推進することで、使用量を30%減少させる。
（2020年度比）

団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し
なお、東京税務セミナーや講師派遣研修の参加費など、会員団体等からの徴収は全て口座
振込を利用しており、キャッシュレスを実施済みである。

ー

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

(公財)東京税務協会

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

５
つ
の
レ
ス

はんこレス
団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し
なお、契約事務などで求められる押印以外、対外的文書については印章を省略し、はんこ
レスを実施済みである。

ー

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し
なお、協会主催の東京税務セミナーや講演会の申し込み手続きについては、既にWebによ
る申し込みもハガキなどと並行して実施している。

ー

キャッシュレス

タッチレス 会員団体向けの研修において、ハイブリッド型の開催を試行（会場５名、Web７名）。
東京会場で実施する東京税務セミナー21講座をハイブリット型により開催し、非接触によ
る受講環境を整備する。

テレワーク
自宅でのテレワークを可能とするため、グループウェア（サイボウズ）や協会メインファ
イルサーバーへのアクセス環境を整備。在宅勤務が可能な職員を対象に、11月16日より週
１度のテレワークを本格実施。

ZoomやＷebexなどのWEB会議やSkypeなどのチャットツールの使用を定着化させ、業務
の効率化と質の向上を図るとともに、週２回のテレワークを実施し、2021年4月のテレ
ワーク実施率40％を目指す。【実施回数（252回）／当月の勤務日数（21日）／テレワー
ク勤務可能な職員数（30名）】

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

デジタルを活用した都立
文化施設の利便性・アク
セス性の向上

見
直
し

③

【目標①】「文化的な行事や場所、あるいは活動についての情報の入手」の「十分入って
来ている」「ある程度入って来ている」の割合増
【目標②】収蔵品目録公開点数90,000点
【目標③】オンライン参加プログラムの視聴者数増

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
２

最先端技術による芸術文
化の新しい鑑賞体験の創
出

見
直
し

④
【目標①】整備可能な施設における高品質で安定的な通信基盤の整備率 100%
【目標②】収蔵品3Dデータ・高精細画像の公開
【目標③】xRによるバーチャルミュージアムの公開

事業
運営

〇 〇 〇 〇

戦
略
３

芸術文化版SDGsによる
「誰一人取り残さない」
共生社会の実現に寄与

見
直
し

⑥
⑦

【目標①】「障害者対象事業の利用経験・認知について」の認知率の増
【目標②】各施設新規プログラムの効果検証（参加者満足度、専門家レビュー）
【目標③】クリエーターと障害者・高齢者等の当事者による協働プログラムの効果検証
（参加者満足度、専門家レビュー）

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
４

芸術文化の創造活動の支
援

見
直
し

⑧

【目標①】支援の取組や成果をわかりやすく発信するとともに、アーティストや芸術文化
を支える人材を着実に育成・支援
【目標②】アーティストのキャリアや芸術団体等の活動ステージ、活動規模に応じた柔軟
な支援プログラムを開発し、多様な創造活動の担い手のステップアップを後押し

事業
運営

〇 〇 〇

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京都歴史文化財団 （所管局） 生活文化局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

個別取組事項

◆都立文化施設が発信する情報はアクセシビ
リティの面で更なる改善が必要である。
「文化的な行事や場所、あるいは活動につい
ての情報の入手」（当財団「障害者の文化活
動参加機会の拡大状況の指標化報告書
2019年度」）の「十分入って来ている」
「ある程度入って来ている」の合計は
46.8%

◆都立文化施設における収蔵品、展覧会や公
演等の活動記録の公開点数は海外の状況と比
較して低い状況にある。
都立文化施設の収蔵品目録公開点数約
56,000点（2019年）
MET…PDの所蔵品37万5千点以上をオープ
ンアクセス化
MoMA…約20万点の収蔵品のうち、約8万3
千点をオンライン公開

◆デジタルを活用して情報保障の拡充や文化
資源の情報公開を推進していく。
◆バリアフリー設備・サービス・事業の情報
を一元化し、情報発信力を強化していく。
　情報アクセシビリティ向上を図り、情報格
差の是正を図る。

◆都立文化施設の収蔵品公開のための連携シ
ステムの構築、データの拡充を行う。
◆ワークショップやシンポジウム等のオンラ
イン参加プログラムの拡充を推進していく。
　参加体験機会の拡充により、新たな文化価
値を創出する。

【目標①】
「文化的な行事や場所、あるいは活
動についての情報の入手」の「十分
入って来ている」「ある程度入って
来ている」の割合増

【目標②】
収蔵品目録公開点数90,000点

【目標③】
オンライン参加プログラムの視聴者
数増

情報アクセシビリティ向
上に向けた環境整備

東京都コレクション（都
立文化施設の収蔵品）公
開

オンライン参加プログラ
ムの公開

　東京2020大会に向けたTokyo Tokyo FESTIVALの取組により文化事業が拡大し、アートを楽しむ人、創造・発信する人が益々増加している（令和元年11月
19日生活文化局局務報告資料より）。一方、コロナ禍において文化施設の社会的役割が変化している。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標

（様式２）
(公財)東京都歴史文化財団

戦略１
デジタルを活用した都立文化施設の利便性・アクセス性の
向上

事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

環境整備に向けた調査・ヒアリングの実施
新規ウェブサイト（ロゴ・ビジュアルアイデンティティ作成
含む）の公開

車いす利用者・障害者等に向けた施設のバリアフリー設備、
施設までのアクセス等の一元公開

芸術文化分野における専門分野の変換機能を高めるUDトー
クのシステム機能向上

Tokyo Digital Museumのリニューアル・横断検索の実装
（2020年3月リニューアル公開予定）

収蔵品画像新規公開点数約4000点 一部画像データのダウンロード利用対応開始 収蔵品目録新規公開点数約9万点

双方向対話型プログラムの一部先行実施 ワークショップ等双方向対話型プログラムの実施 高品質映像オンデマンド配信の実施 高品質映像ライブ配信の実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

◆専門人材が横断的に連携し、コンテンツへ
の戦略的投資等の仕組みを検討するととも
に、体制強化のための専門人材の継続的な拡
充が必要。

◆高品質な施設インフラの整備が必要。

◆世界の最先端の動きを取り込んだコンテン
ツの生産により東京の魅力を高め、競争力を
強化することが必要。

スミソニアン博物館・大英博物館等…所蔵品
の3Dデータを公開
MoMA・Tateモダン…オンラインVRで展覧
会を鑑賞できる360度映像等を公開

◆財団事務局に配置した専門的知見を有する
人材を中心に、学芸・舞台制作・舞台技術等
横断的な専門人材によるタスクフォースを結
成し事業を推進する。

◆施設インフラ・情報環境を整備していく。
　いずれの都立文化施設においても常に高品
質なデジタルコンテンツの提供を可能として
いく。

◆先進的なDXの推進により、収蔵品3Dデー
タや高精細画像の公開、VRやイマーシブ体
験を提供する新たなデジタルコンテンツの開
発・提供を行っていく。
　収蔵品の新しい楽しみ方を提供するととも
に、リアルとデジタルを往来する新たな体験
を創造していく。

【目標①】
整備可能な施設における高品質で安
定的な通信基盤の整備率 100%

【目標②】
収蔵品3Dデータ・高精細画像の公開

【目標③】
xRによるバーチャルミュージアムの
公開

各施設の情報通信基盤の
整備

収蔵品3Dデータや高精細
画像の公開

xRによるイマーシブシア
ター、バーチャルミュー
ジアムの整備

　都立文化施設を拠点に、都民に幅広く親しまれている芸術文化に加え、テクノロジーを駆使した新たなアートやエンターテインメント性の高いイベント等が
創造発信されるよう、これまでの枠を超えた取組・連携が求められている。（「『未来の東京』戦略ビジョン」より）

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都歴史文化財団

戦略２ 最先端技術による芸術文化の新しい鑑賞体験の創出
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

各施設の情報通信基盤の調査・ヒアリング 高品質情報通信基盤の構築 2施設 高品質情報通信基盤の構築 2施設 高品質情報通信基盤の構築 2施設

収蔵日3Dデータ・高精細画像の公開に向けた調査・ヒアリ
ング

収蔵品3Dデータのテスト撮影と公開 高精細・特殊撮影等のテスト撮影と公開 収蔵品3Dデータ、高精細・特殊撮影等の本格公開

デジタルコンテンツ開発に向けた調査・ヒアリング 常設展の参加型VR映像コンテンツの新規公開 常設展等の360度全景映像コンテンツの新規公開
常設展示3D+VR映像等によるバーチャルミュージアムの構
築

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①③

①②

①③

◆各施設ではこれまでも多言語対応・バリア
フリー対応を進めるとともに、高齢者、障害
者、乳幼児等に向けたプログラムを実施して
きたが、多様な東京の社会課題に包括的に対
応していくためには内外の体制整備が必要

「障害者対象事業の利用経験・認知につい
て」（当財団「障害者の文化活動参加機会の
拡大状況の指標化報告書　2019年度」）の
認知率は16.4%

MoMA・シンガポール美術博物館等…教育普
及プログラムとは別途アクセスプログラムを
開始

◆従来の各施設での取組に加え、財団全体の
重点的な取組として財団事務局に設置したコ
アチームを中心に、本プロジェクトを「面」
として拡げていく。

◆コアチームのコーディネートにより、各施
設横断的な担当者会・テーマ別打ち合わせを
実施する。これらの取組により内部連携体制
を強化し、現場の課題やニーズを共有する。

◆外部の専門機関・団体等と新たなネット
ワークを構築する。このネットワークを活用
し、新たなプログラムの企画開発やインター
フェイス開発を推進していく。

【目標①】
「障害者対象事業の利用経験・認知
について」の認知率の増

【目標②】
各施設新規プログラムの効果検証
（参加者満足度、専門家レビュー）

【目標③】
クリエーターと障害者・高齢者等の
当事者による協働プログラムの効果
検証（参加者満足度、専門家レ
ビュー）

内外連携体制の構築

新規プログラムの企画開
発・検証

民間連携によるインター
フェイス開発

　海外の主要文化施設では、芸術文化の力による社会課題解決の取組が進展しており、アートの力や都立文化施設の資源を活用し、多様な価値観を認めあう共
生社会の実現への貢献が求められている。（「『未来の東京』戦略ビジョン」より）

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都歴史文化財団

戦略３
芸術文化版SDGsによる「誰一人取り残さない」共生社会の
実現に寄与

事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

財団内連携体制の構築 財団内でのテーマ別研究会の実施 外部専門機関・団体との連携体制構築に向けた検討 外部専門機関・団体との連携による企画開発

（新規） 新規プログラムの企画検討 新規プログラムの開発・実施 新規プログラムの検証・改善

「都政課題解決スタートアップピッチイベント」
プロジェクトによるテーマ提案とピッチコンテスト（産業労
働局主催）への協力

ピッチコンテスト参加者と文化施設との協働開発・検証1件
クリエーターと障害者・高齢者等の当事者による協働プログ
ラムの企画検討

クリエーターと障害者・高齢者等の当事者による協働プログ
ラムの開発・実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

◆これまでも都立文化施設等において多様な
支援の取組を実施しているが、それぞれの取
組は充実している一方、団体としての体系整
備や、都の文化政策との連動性の確保が必
要。

◆コロナ禍で影響を受けた芸術文化活動への
緊急支援として、アーティスト等個人や団体
を支援する「アートにエールを!東京プロ
ジェクト」を、都との共催により実施してき
たが、長期化するコロナ禍により落ち込んだ
芸術文化活動に対しては、今後も継続的な支
援強化が必要。

◆都が策定する新たな文化戦略と連動し、中
長期的な視点により支援事業を体系的に展
開。

◆「アートにエールを!東京プロジェクト」
をレガシーとして継承・発展させ、助成プロ
グラムの新設・拡充等により、助成事業全体
を強化。

【目標①】
支援の取組や成果をわかりやすく発
信するとともに、アーティストや芸
術文化を支える人材を着実に育成・
支援

【目標②】
アーティストのキャリアや芸術団体
等の活動ステージ、活動規模に応じ
た柔軟な支援プログラムを開発し、
多様な創造活動の担い手のステップ
アップを後押し

アーティストや芸術文化
を支える人材の支援育成
事業の体系化

芸術文化事業助成の継続
実施

　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う入国制限措置や外出自粛などにより、様々な文化イベントが中止となり、アーティストや団体等の活動の場が失われ
た。アフターコロナに備え、芸術文化の担い手を継続的に支援する取組が求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都歴史文化財団

戦略４ 芸術文化の創造活動の支援
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・都立文化施設においてアーティストや芸術文化を支える人
材の支援育成事業を実施
・都の新たな文化戦略の検討に参画

・新文化戦略に沿ってアーティストや芸術文化を支える人材
の支援育成事業を体系化

・アーティストや芸術文化を支える人材の支援育成事業の実
施と取組・成果の提示

・アーティストや芸術文化を支える人材の支援育成事業の継
続実施

・助成事業全体の見直し・再構築 ・新規助成事業の開始 ・助成事業の適切な運用・評価・改善 ・助成事業の適切な運用・評価・改善

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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・FAX通知のみだった業務（入札質問受付、見積競争結果通知等）をメール通知へ変更を
推進
・公演ご招待について、ＦＡＸからメール申し込みへの変更などを推進

紙排出していたＦＡＸ受信について、ＰＤＦ等で取り込む方式を採用することで、受信件
数を削減する。また、ＦＡＸ送信についても各種申請手続きや広報業務、公演招待等を
メール等で行う検討を進める。これらの取組を通じ、ＦＡＸ送受信件数の98％減を目指す
（対2019年度・財団事務局・例外除く）

・コピー用紙削減にむけ、両面印刷や割り付け印刷を日頃から心がけている。
・グループウェアの掲示板機能を活用し、極力回覧する文書の印刷を控えている。

打ち合わせや会議の電子会議化（プロジェクタやモニターの導入、資料配布のＰＤＦ化）
を行うことでコピー用紙の40％減を目指す（対2019年度・財団事務局・例外除く）

・画像貸出（約450件）は業務委託（全件振込対応）
・その他の手続きについて、費用対効果も含め、対応方法について検討

専用受付で対応する観覧料（2020年度全施設対応済）に加え、事務室等で対応している施
設使用料についても、2021年度末までに機器導入やシステム改修等を検討すると共に事務
フローなどを見直すなどしキャッシュレス化に対応する（全施設）

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

(公財)東京都歴史文化財団

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

５
つ
の
レ
ス

はんこレス
・押印の定めがある手続きについての実態把握
・団体の規程等の改正により対応が可能か否かの検証を開始
・指定管理業務に係る規程について順次改正

押印の定めがある手続等については、2021年度末までに全件団体の規程等の改正を行う。

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

・申請の手続き等についての実態把握
・団体の規程等の改正により対応が可能か否かの検証を開始

対応可能な手続については、全件規程等を改正。
さらに、指名競争入札による契約において、先行的に財団事務局にて電子入札の導入を進
め、電子入札率100％を目指す。

キャッシュレス

タッチレス

・講演等について、一部オンライン開催
・ワークショップなどの一部を、Ｗｅｂで配信
・展覧会（約1,500日=件数）、公演（約600回=件数）を除くイベント等についても実態
を把握

・東京2020大会前までにインバウンドを対象とした非接触型（電子チケット）の導入（美
術館・博物館全館）
・2021年度の展覧会について混雑、行列が想定される場合に事前予約制の導入（３展覧会
程度）

テレワーク
コロナ禍における私物端末（ＢＹＯＤ）によるテレワークを認めているものの、情報セ
キュリティの観点等から本来は財団としてテレワーク用のＰＣ端末を整備することが望ま
しい。他方、経費の観点で導入ができておらず、一層の推進に向けては課題がある状況

グループウェアをクラウド化し外部からアクセスできる機能を追加するなど、職員のテレ
ワーク環境を整備していく。
これにより、テレワーク可能な職員についてのテレワーク実施率を４０％へと向上する。

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

新たなクラシックファン
層の獲得による音楽芸術
の更なる普及向上

見
直
し

①

【目標①】大規模音楽祭の開催地域拡大・定着化
　　　　　大規模音楽祭における実行委員会方式の運用
　　　　　子供向け音楽事業の推進
【目標②】ヤングシート（青少年招待席）事業の更なる成長
【目標③】自主公演の年間入場者率の確保：82.0%

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
２

日本を代表するオーケス
トラとしての社会貢献と
サービス向上

見
直
し

②

【目標①】社会貢献に資する出張演奏会の推進：65回
　　　　　社会貢献に関するPRの実施
【目標②】来場者の期待に応えるサービスの提供
【目標③】キャッシュレス・チケットレスサービスの導入による利便性の向上
【目標④】外国人対応の更なる充実

事業
運営

〇 〇

戦
略
３

発信力の強化による認知
度の向上

見
直
し

③
【目標①】関係者連携を踏まえた広報活動の広域的展開
【目標②】魅力発信に係る広報・営業活動の実施
【目標③】動画や音源を活用した効果的なPRの実施

事業
運営

〇 〇

戦
略
４

財政基盤の段階的な改善
見
直
し

④
【目標①】自主公演の年間入場料収入の確保：273,000千円
【目標②】企業協賛金と個人寄付金の獲得に向けた関係者連携・戦略の構築
【目標③】助成団体や各種補助事業の調査と計画的な申請：8,000千円

組織
運営

〇 〇 〇

戦
略
５

演奏水準の維持向上と事
務局の質的・量的な強化

見
直
し

⑤
【目標①】都響サウンドの更なる充実
【目標②】若手からベテランまでの連携体制構築に向けた環境整備
【目標③】多彩な知見を持つ事務局職員の育成

組織
運営

〇 〇

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京都交響楽団 （所管局） 生活文化局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

②

③

（様式２）
(公財)東京都交響楽団

戦略１
新たなクラシックファン層の獲得による音楽芸術の更なる
普及向上

事業
運営

　「首都東京の音楽大使」として芸術文化都市東京の実現に寄与するという使命を踏まえ、多くの人々へ良質な音楽に触れる機会を提供し、音楽芸術の更なる
普及を図ることが必要である。また、コロナ禍により、業界全体で顧客離れが懸念されることから、音楽芸術の灯を絶やさない取組が求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆当楽団においても、コロナへの不安から、
従来の定期会員の多くが演奏会場へ足を運ぶ
ことを懸念するなど、顧客離れ（従来の入場
者数の40%程度）が進んでいる。

◆このような中、ウィズ・コロナに係る対応
を踏まえながらも、当楽団の使命を果たすべ
く音楽芸術の普及向上に向けた事業活動を継
続し、最低限従来の水準（※）まで賑わいを
取り戻すことが必要である。
※自主公演の年間入場者率：2019年度実績

◆「演奏会再開への行程表と指針」に基づ
き、舞台上・客席・楽屋等における適切なコ
ロナ対策を講じる。

◆ウィズ・コロナ時代においても、本戦略の
柱である「クラシックファン・都響ファン」
の獲得を目指す施策を、関係企業や関係者と
連携しながら各種事業の中で展開していく。
※新たなファン獲得に向けた取組として、歌
う！聴く！踊る！をコンセプトとして誰もが
音楽の楽しさを体感・表現できる大規模音楽
祭を実施する。

【目標①】
・大規模音楽祭の開催地域拡大・定
着化
・大規模音楽祭における実行委員会
方式の運用
・子供向け音楽事業の推進

【目標②】
・ヤングシート（青少年招待席）事
業の更なる成長

【目標③】
・自主公演の年間入場者率の確保：
82.0%

誰もが音楽の楽しさを体
感・表現・発信できる大
規模音楽祭の実施

子供向け音楽事業の着実
な実施

ヤングシート（青少年招
待席）事業の成長に向け
た戦略構築

自主公演の年間入場者率
の確保
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
・メインプログラムを４日間から２日間に縮小して実施
・WEBを活用したコンサート等の動画配信を実施
（実施規模）
・オーケストラ公演：２回、ミニコンサート：12回、動画配
信：９本

・大規模音楽祭の開催地域拡大（多摩・島しょ）
・大規模音楽祭の定着化
（実績を踏まえた各種事業の検討実施）
・実行委員会方式の導入、効果検証

・大規模音楽祭の定着化
（実績を踏まえた各種事業の検討実施）
・効果検証を踏まえた実行委員会方式の運用

・大規模音楽祭での子供向け音楽事業を実施
・教育支援プログラムの室内楽型を４校で実施

・オリンピック・パラリンピック教育推進支援事業と連携し
た教育支援プログラムの実施
・音楽鑑賞教室やコロナ禍で代替となる子供向け音楽事業の
着実な実施

・教育支援プログラムの再構築
・音楽鑑賞教室やコロナ禍で代替となる子供向け音楽事業の
着実な実施

・教育支援プログラム（再構築後）の実施
・音楽鑑賞教室やコロナ禍で代替となる子供向け音楽事業の
着実な実施

・効果検証の実施
・新規応募者率 36.4％

・ウィズ・コロナ時代において効果的なPR手法・招待方法等
の検討

・効果検証を踏まえた検討実施 ・効果検証を踏まえた検討実施

・77.3％
・78.0%
・魅力的なプログラムの実施
・各種広報媒体を用いた販売促進

・80.0%
・魅力的なプログラムの実施
・各種広報媒体を用いた販売促進

・82.0%
・魅力的なプログラムの実施
・各種広報媒体を用いた販売促進

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

④

（様式２）
(公財)東京都交響楽団

戦略２
日本を代表するオーケストラとしての社会貢献とサービス
向上

事業
運営

　コロナへの不安が生じる閉塞的な時代だからこそ、人々の心を豊かにすべく音楽芸術を通じた社会貢献が求められている。オーケストラ業界においても、社
会の潮流であるウィズ・コロナを踏まえた新しいサービスのあり方を模索していく必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆当楽団は、都民のオーケストラとして、社
会貢献活動を着実に実施し、その取組を発信
していくことが求められている。

◆また、更なる利便性向上を実現すべく、コ
ロナ対応を前提としながらも、より多くの来
場者が満足できるサービスを提供することが
必要となる。具体的には、５つのレスに係る
対応やサービス向上に資する各種取組をこれ
まで以上に推進することが重要である。

◆加えて、東京2020大会後のレガシーとし
て、外国人対応の充実をこれまで以上に推進
していくことが必要である。

◆演奏会場に来場できない方々に直接音楽を
届け、あらゆる人々に良質な音楽に触れる機
会を提供するため、関係企業や関係者と連携
しながら青少年・高齢者・多摩島しょに向け
た「出張演奏会」を継続実施する。
※コロナ禍により、主催者からの出演依頼が
減少しているため、過年度実績水準（2020
年度計画）まで段階的な回復を目指す。

◆来場者アンケートにおける要望や事務局職
員向けの各種研修等を踏まえ、サービス向上
に取り組む。また、キャッシュレス・チケッ
トレスサービス導入を促進する。

◆日本を代表するオーケストラとして、
WEBの多言語対応に積極的に取り組むこと
により、外国人へのサービスを向上させる。

【目標①】
・社会貢献に資する出張演奏会の推
進：65回
・社会貢献に関するPRの実施

【目標②】
・来場者の期待に応えるサービスの
提供

【目標③】
・キャッシュレス・チケットレス
サービスの導入による利便性の向上

【目標④】
・外国人対応の更なる充実

社会貢献に資する出張演
奏会の着実な実施

来場者サービス向上に向
けた各種取組の推進

キャッシュレス・チケッ
トレスサービスの導入

WEBチケットサービス等
における多言語対応の促
進
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・21回
（コロナによる主催者からのキャンセルの申し出に伴う公演
中止または延期（11回））
・PRの効果検証

・45回
・事業の意義や主催者への働きかけを通じた社会貢献に関す
るPRの実施

・55回
・事業の意義や主催者への働きかけを通じた社会貢献に関す
るPRの実施

・65回
・事業の意義や主催者への働きかけを通じた社会貢献に関す
るPRの実施

・新型コロナウイルス感染予防対策の強化
・動画配信に係るニーズの把握

・来場者アンケートに記載された要望等を踏まえた対応 ・効果検証を踏まえた検討実施 ・効果検証を踏まえた検討実施

・演奏会場におけるキャッシュレスサービス導入の準備
・サラダ音楽祭（日比谷野音　※中止）の来場者向けに電子
チケットを導入
・都響WEBチケット購入サービスで電子チケットを導入する
ため、テスト版にて検証し、改修点をシステム業者と調整中

・キャッシュレスサービスに係る対応の充実
・チケットレスサービスの試行導入、効果検証
（左記調整を踏まえ、数回の定期演奏会で試行）

・キャッシュレスサービスに係る対応の充実
・チケットレスサービスの本格導入
（半分程度の定期演奏会で実施）

・キャッシュレスサービスに係る対応の充実
・チケットレスサービスの着実な運用
（全面的に定期演奏会で実施）

・WEBチケット購入サービス（英語版）の導入に向けてシス
テム業者が開発中

・テスト版を用いた本格導入に係る検討
・多言語対応の充実
（英語版のページ数の拡大や見やすさの改善等）

・多言語対応の充実
（英語版のページ数の拡大や見やすさの改善等）

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

（様式２）
(公財)東京都交響楽団

戦略３ 発信力の強化による認知度の向上
事業
運営

　コロナ禍では、日本国内のみならず世界中でSNSや動画配信等の新たな媒体を用いた広報活動の実施が加速しており、オーケストラ業界全体においても、音
楽芸術に係る発信力の強化は喫緊の課題となっている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆近年のSNSの発展はめざましく、多種多様
な広報媒体が社会に普及しており、認知度向
上や魅力発信に向けた業界内の競争は激化し
ている。

◆このような中、当楽団においても、都響
ファンの拡大・増加に向けてこれまで以上に
戦略的な広報活動を実施しなければ、都響の
魅力や先進的な事業活動等を効果的に社会へ
訴求できなくなってしまう懸念がある。

◆各種SNSによる情報発信のほか、出演者・
企業等の関係者との連携を踏まえ、より効果
的かつ広範に都響サウンドを伝えていく。

◆各種メディアと連携し、世代等に応じたき
め細かな広報・営業活動を実施する。

◆都響ファンの裾野を広げるべく、動画・音
源配信に注力するなど、新たなリソースを活
用した効果的なPR活動を展開する。

【目標①】
・関係者連携を踏まえた広報活動の
広域的展開

【目標②】
・魅力発信に係る広報・営業活動の
実施

【目標③】
・動画や音源の活用に伴う効果的な
PRの実施

出演者等と効果的に連携
した広報活動の展開

各種メディアや広報媒体
を活用した戦略的な広
報・営業活動の実施

動画・音源配信事業の更
なる推進
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

（新規）

・発信力のある出演者や協賛企業等と連携した広報活動
（HP、Twitter、Facebook、Instagram等における都響の紹
介など）の実施
・新たな魅力発信の方策として、楽団員の練習風景等の公開
を検討

・効果検証を踏まえた検討実施 ・効果検証を踏まえた検討実施

・6/11、6/12の試演会や演奏会休止後初めて観客を入れた
形での演奏会（都響スペシャル2020（7/12）、（7/19））
を広くメディア等に公開
・都内の医療関係者を主催公演へ招待する「ブルーチケッ
ト」を実施

・各種メディアとの連携や各世代ごとに有効な広報媒体・広
報手法を用いたPRの実施

・効果検証を踏まえた検討実施 ・効果検証を踏まえた検討実施

・オリジナルDVDの映像を１本配信
・演奏会音源を７本配信
・演奏会映像をチャリティ配信し、収益を東京都へ全額寄付
（収益・楽員有志による寄附の合計：553,214円）
・コンマス30周年記念演奏会の有料生配信・アーカイブ配信
（各１回）

・撮影・録音した動画や音源を用いた配信事業の実施 ・効果検証を踏まえた検討実施 ・効果検証を踏まえた検討実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

②

③

（様式２）
(公財)東京都交響楽団

戦略４ 財政基盤の段階的な改善
組織
運営

　コロナ禍において、オーケストラ業界及び文化事業全体の各種収益は大幅に減少し、関係法人における収支改善の取組は不可欠となっている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆コロナ禍においては多くの演奏会が中止・
延期になるなど、当楽団においても入場料収
益等の大幅な減少や協賛金等の獲得が困難に
なるなど、収支は極めて厳しい状況にある。

◆今後も、現行の演奏会の開催方法（使用座
席数の削減など）に伴う入場料収益等の減少
は不可避であり、最低限従来の水準（※）ま
で収益を取り戻すことが必要である。
※入場料収益：H27～H31実績（コロナの影
響を受けた中止公演分を含む）／５年

◆自主公演における収益について、過年度実
績水準まで段階的な回復を目指す。

◆企業・個人からの協賛金・寄付金の獲得に
ついて、段階的な回復を目指すため、関係者
連携を踏まえたより効果的な戦略構築を図
る。

◆例年申請している各種助成金に加え、コロ
ナ対応に係る助成金への申請により、更なる
外部資金の獲得を目指す。

【目標①】
・自主公演の年間入場料収入の確
保：273,000千円

【目標②】
・企業協賛金と個人寄付金の獲得に
向けた関係者連携・戦略の構築

【目標③】
・助成団体や各種補助事業の調査と
計画的な申請：8,000千円

自主公演の年間入場料収
入の確保

企業協賛金の獲得に向け
た連携・戦略構築

個人寄付金の獲得に向け
た協調・戦略構築

助成金の安定的な確保
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・29,648千円
（前年同月比約▲90％）

・140,000千円
・2020年度に実施したオンライン配信の効果検証

・207,000千円
・効果検証を踏まえた検討実施

・273,000千円
・効果検証を踏まえた検討実施

・79社
（前年同月比▲9社）

・企業との継続的かつ新たな連携関係の構築、ウィズ・コロ
ナ時代において効果的な協賛金獲得方法の検討

・効果検証を踏まえた検討実施 ・効果検証を踏まえた検討実施

・380人
（前年同月比＋95人）

・サポーターとの継続的かつ新たな協調関係の構築、ウィ
ズ・コロナ時代において効果的な個人支援獲得方法の検討
・サポーター向けイベントやリハーサル見学などのより効果
的な活用策を検討

・効果検証を踏まえた検討実施 ・効果検証を踏まえた検討実施

・助成団体の調査と計画的な申請を実施
　（助成金5,500千円を申請）
・新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受ける事業者を対
象に新設された助成制度に申請
　（助成金21,609千円を申請）

・従来の助成申請に加え、コロナ対応に係る各種助成金への
申請を実施
（従来規模の助成金8,000千円に加え、新型コロナウイルス
感染症拡大の影響を受ける事業者を対象に新設された助成制
度等の各種助成金の募集状況を踏まえた申請）

・各種助成金への申請を着実に実施
（助成金8,000千円を申請）

・各種助成金への申請を着実に実施
（助成金8,000千円を申請）

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

（様式２）
(公財)東京都交響楽団

戦略５ 演奏水準の維持向上と事務局の質的・量的な強化
組織
運営

　オーケストラは専門的な知識・経験・技術を要する特殊な業界であることなどから、優秀な人材確保が極めて難しい環境下にある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆このような中、当楽団においても、楽員
オーディションを踏まえた採用を計画的に進
めるほか、事務局職員の人材育成にも注力す
る必要がある。

◆具体的には、受験者が受けやすい方法によ
るオーディションの実施や、優秀な事務局職
員の育成に向けた取組が不可欠となってく
る。

◆オーディション等による採用を計画的に行
うなど、優秀な楽員確保に努める。

◆当楽団を下支えする事務局職員の指導育成
体制を構築する。

◆都や他団体等との人材交流を実施すること
で多彩な知見獲得に繋げ、楽団事務局の強固
な運営体制を構築する。

【目標①】
・都響サウンドの更なる充実

【目標②】
・若手からベテランまでの連携体制
構築に向けた環境整備

【目標③】
・多彩な知見を持つ事務局職員の育
成

計画的・戦略的な楽員の
採用

「東京都交響楽団事務局
職員チューター制度」の
策定・運用

他組織との人材交流の活
性化
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
・オーディションを１回実施
（応募者：20名、採用：2021年度中を予定）
・希望者にはピアノ伴奏者を楽団で手配
・受験しやすいよう二次以降のオーディション日程を分散
・コロナ対策を考慮したオーディションを実施

・オーディション実施方法の工夫等を踏まえた優秀な楽員の
採用

・効果検証を踏まえた検討実施 ・効果検証を踏まえた検討実施

・事務局職員の新規採用に向けて採用試験を実施（一次（筆
記）まで実施済）
（応募者：67名、採用：2021年中を予定）
・きめ細かな人材育成の実施

・「東京都交響楽団事務局職員チューター制度」の策定及び
新規採用職員に対する運用
・インターン制度や契約職員を経由した採用など、中長期的
視点に基づくリクルート体制の検討

・効果検証を踏まえた検討実施 ・効果検証を踏まえた検討実施

・長期派遣研修の実施（１名）
・研修効果の検証

・都への研修派遣（音楽分野以外の業務も多く担当）の実施
・新たな他組織（他団体等）との人材交流に係る検討・交渉

・効果検証を踏まえた検討実施 ・効果検証を踏まえた検討実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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・招待状案内の受付手段について、FAXからメールによる受付への切り替えを随時実施
・招待状案内の受付手段：原則としてメール受付のみとすることで、受信件数を98%減少
させる。（2019年度比）

・紙資料で配布していた演奏会場におけるアンケートについて、電子媒体を導入するな
ど、ペーパーレスの推進に取り組んでいる。

・ミーティング資料：原則として電子媒体とすることで、使用量を50%減少させる。
（2019年度比）

団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し ー

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

(公財)東京都交響楽団

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

５
つ
の
レ
ス

はんこレス 団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し ー

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し ー

キャッシュレス

タッチレス
①定期演奏会において電話やオンライン予約を原則としている。
②YouTube都響チャンネルにおける演奏動画の配信やソロ・コンサートマスターの記念演
奏会のリアルタイム配信を実施した。

・各種演奏会におけるオンライン配信の本数を拡大

テレワーク
・テレワーク実施規定の整備とともにリモートデスクトップを導入することで、テレワー
クを実施可能とした。

・テレワーク可能な職員については月40％※実施（職員が設定するテレワーク月間を対
象）
※「実施件数：48回／当月の勤務日数：20日／テレワーク勤務可能な職員数：６人（トラ
イアルとして各部２人抽出）」により算出

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

多文化共生社会づくりの
推進

新
規

【目標①】AIチャットボットの活用等による多文化共生ポータルサイトのアクセス数増
（2021年度比10％増）
【目標②】地域の外国人相談窓口に対する支援件数　300件/年
【目標③】やさしい日本語の認知度 40%
【目標④】地域日本語教育データベースの構築、パイロット事業の開始

事業
運営

〇 〇 〇 〇

戦
略
２

共助社会づくりの推進
新
規

【目標①】システムの稼働による参加者の裾野拡大とボランティア団体の活性化により、
参加団体数及び登録者数増（2021年度比）
【目標②】地域コミュニティの活性化事業の本格実施、参加自治体数累計９自治体

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
３

財団の運営基盤の整備
新
規

【目標①】文書の電子決定率１００%
【目標②】２０２０年度比一人当たり紙使用量５０％削減
【目標③】採用から退職までに必要な人事制度の確立
【目標④】公益認定の取得

組織
運営

〇

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

都長期
戦略

（様式１）

(一財)東京都つながり創生財団 （所管局） 生活文化局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

①②

②

③

④

（様式２）
(一財)東京都つながり創生財団

戦略１ 多文化共生社会づくりの推進
事業
運営

都内の在住外国人は過去30年間で21万人から57万人に増加するとともに東南アジア出身者を中心に多様化が進んでいる。在住外国人と日本人が相互理解を深
め、共に快適に暮らすまちを実現するため、都、区市町村、国際交流協会や民間団体等と連携し、重層的な多文化共生施策を展開する必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆東京都国際交流委員会から事業を継承（令
和３年４月）し、都の多文化共生推進の中核
を担う必要がある。

◆そのため、地域において多文化共生を担う
区市町村、国際交流協会や民間団体等のニー
ズに応えていかなければならない。

◆また、地域日本語教育や、「やさしい日本
語」の都内における活用状況などの現状把
握・分析を行い、都と連携した効果的な事業
を行う必要がある。（文化庁が公表した「令
和元年度　国語に関する世論調査」ではやさ
しい日本語の認知度は約30%）

◆連絡会議等を通じ、区市町村や協会等との
継続的な信頼関係を構築するとともに、DX
の推進により、地域における課題の把握や情
報の共有化を図る。

◆区市町村等地域の窓口では対応困難なケー
スについて、広域的な支援を展開する。

◆都と連携し、ITを活用した地域日本語教
育の推進や、「やさしい日本語」の普及啓発
に資する事業を展開する。

【目標①】
・AIチャットボットの活用等による
多文化共生ポータルサイトのアクセ
ス数増（2021年度比10％増）

【目標②】
・地域の外国人相談窓口に対する支
援件数　300件/年

【目標③】
・やさしい日本語の認知度 40%

【目標④】
地域日本語教育データベースの構
築、パイロット事業の開始

情報提供の充実

広域ネットワーク型の外
国人相談体制の構築

通訳支援体制の構築

「やさしい日本語」普及
啓発事業

地域日本語教育の推進
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

（新規）
※東京都国際交流委員会において、「Living information」
「多文化共生ポータルサイト」を運営

・多文化共生ポータルサイトを開設し、やさしい日本語をは
じめ多言語で情報発信
・AIチャットボットの検討・構築
・外国人コミュニティとつながる情報提供ネットワークの構
築検討

・外国人のニーズを捉え、多文化共生ポータルサイトのコン
テンツを充実（アクセス数2021年度比５％増）
・AIチャットボットおけるFAQの充実、回答率の目標設定
・外国人コミュニティとつながる情報提供ネットワークの充
実、強化

・外国人のニーズを捉え、多文化共生ポータルサイトのコン
テンツを充実（アクセス数2021年度比10％増）
・AIチャットボットにおけるFAQの充実、回答率の改善
・外国人コミュニティとつながる情報提供ネットワークの充
実、強化

・東京都多言語相談ナビ開設
・有志の弁護士と連携した法律相談を開始
・相談員研修の企画（12月実施）
・地域の外国人相談窓口に対する支援件数29件

・東京都多言語相談ナビの体制拡充
（TOCOS機能の一部継承を含む）
・弁護士会と連携した専門相談開始・相談員研修の実施
・都内外国人相談事例共有システム（仮称）構築に向けた区
市町村等との調整
・地域の外国人相談窓口に対する支援件数250件

・専門相談の拡大検討
・相談員研修の実施
・都内外国人相談事例共有システム（仮称）要件定義
・地域の外国人相談窓口に対する支援件数270件

・専門相談の拡充
・相談員研修の実施
・都内外国人相談事例共有システム（仮称）構築
・地域の外国人相談窓口に対する支援件数300件

（新規）
・区市町村で対応困難な言語等について、通訳支援の仕組み
を検討
・通訳に関する研修を検討

・通訳支援をパイロット実施
・通訳に関する研修実施
・地域の外国人相談窓口に対する支援件数270件【再掲】

・通訳支援の実施
・通訳に関する研修実施
・地域の外国人相談窓口に対する支援件数300件【再掲】

（新規）
※都においてやさしい日本語活用状況調査を実施

・ターゲット別普及啓発の検討、実施
・リーフレットを作成
・研修会の実施
・活用事例や役立つツールの発信
・やさしい日本語の認知度 30%

・ターゲット別普及啓発の検討、実施（前年度の取組を踏ま
え改善）
・研修会の実施
・活用事例や役立つツールの発信
・やさしい日本語の認知度 35%

・ターゲット別普及啓発の検討、実施（前年度の取組を踏ま
え改善）
・研修会の実施
・活用事例や役立つツールの発信
・やさしい日本語の認知度 40%

（新規）
※都において地域日本語教育実態調査を実施

・日本語教室等データベース作成、紹介
・地域日本語教育ネットワークの構築

・都と連携して地域日本語教育実態調査の結果を踏まえ、区
市町村やボランティア支援等のパイロット事業を実施

・前年度の実績を踏まえたパイロット事業の改善

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

（様式２）
(一財)東京都つながり創生財団

戦略２ 共助社会づくりの推進
事業
運営

都内においても少子高齢化や単身世帯の増加などが進み、またコロナ禍で人と人とのつながりが希薄になる中、地域コミュニティの重要性は増す一方である。
そうした状況を踏まえ、人と人とのつながりを取り戻す共助社会づくりの取組が必要である。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆東京2020大会では多くの大会関連ボラン
ティアが活動するが、ボランティアに関心を
持った人たちの活動を継続させる仕組みづく
りが必要である。

◆現在は活動希望者が、個々の団体に直接ア
プローチすることが必要となっており、興
味・関心のある活動につながりにくいといっ
た課題がある。

◆また、コロナの影響により現地での活動が
難しくなっている状況を踏まえ、活動の継続
や機運を維持する取組が必要である。

◆また、地域の中核を担ってきた町会・自治
会では、深刻な担い手不足の中、新たな地域
課題への対応が期待される状況である。外部
人材を活用するなど、新たな発想や手法を取
り入れていく必要がある。

◆共助社会づくりを担当するポストを新設
し、都と連携して新たな事業を開始する。

◆東京2020大会を契機としたボランティア
文化の定着を図るため、都が構築したボラン
ティアレガシーネットワーク（仮称）システ
ムの運営を開始する。

◆これにより、ボランティアの魅力を伝える
とともに、受入団体間で運営ノウハウを共有
し、活動の継続を支援する。

◆民間企業等との連携により、デジタル化な
ど新たな視点を加えた取組を促進し、地域の
中核である町会・自治会の活動の活性化を図
る。

【目標①】
・システム稼働による情報提供充実
等を通した参加者の裾野拡大とボラ
ンティア団体の連携強化による活性
化
・参加団体数及び登録者数増（2021
年度比）

【目標②】
・新たな課題への対応を含めた地域
コミュニティの活性化事業の本格実
施
・参加自治体数累計９自治体（パイ
ロット事業実績により見直し）

ボランティアレガシー
ネットワーク（仮称）の
構築・運営

地域コミュニティの活性
化事業の実施
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

（新規）
※都においてレガシーネットワーク（仮称）システムの構築
準備（2020年度中に構築予定）
※都とともに2021年度の実施体制を検討

・システムの運用開始・改善
・中間支援団体との連携実現及び参加団体の募集
・シティキャスト・おもてなし語ボラのうち希望者の登録
一般参加者の募集（検討中）

・システムの運用
・2021年度の運用実績を踏まえ、利用者の自主的な活動に
つなげる仕組みについて検討・改善を実施
・中間支援団体との連携強化及び新規開拓による参加団体数
の増
・参加者数の増

・システムの運用
・2022年度の運用実績を踏まえ更なる改善を検討
・中間支援団体との連携強化及び新規開拓による参加団体数
の増
・参加者数の増

（新規）
※都が地域コミュニティの活性化事業を検討
※都とともに2021年度の実施体制を検討

・パイロット事業「ちょいボノ東京（仮称）」の実施
・参加自治体数累計３自治体

・実績を踏まえたパイロット事業の改善
・企業・大学・NPO等とのマッチングコーディネート事業の
実施
・参加自治体数累計６自治体（2021年度実績により到達目
標を見直し）

・マッチングコーディネート事業の本格展開
・参加自治体数累計９自治体（2022年度実績により到達目
標を見直し）
・パイロット事業の結果を踏まえた今後の実施事業や実施対
象について検討

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

③

④

（様式２）
(一財)東京都つながり創生財団

戦略３ 財団の運営基盤の整備
組織
運営

財団は設立から間もないため、各種制度設計やシステム化への早急な対応が課題である。また、都民ニーズに柔軟に対応した独自事業を展開するため、自主財
源確保に向けた取組が必要である。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆設立間もない団体であり、現在、最小限の
人員体制で稼働しているため、文書管理、勤
怠管理等の総務系システムが未導入であるこ
とから、全てが紙による決裁となっている。

◆同様に人事考課や昇任制度が導入されてお
らず、職員の業績を適正に評価する仕組みの
構築が必要である。

◆また、収入が都補助金のみとなっている
が、独自事業の展開に向けた自主財源の確保
に取り組む必要がある。

◆各業務システムを導入し、業務の効率化や
ペーパーレス化を推進する。

◆業績評価や昇任制度など人事制度を確立す
ることにより、職員のキャリア形成を支援す
る。

◆自主財源確保に向けた賛助会員制度等の検
討を行う前提として、寄付者への税制優遇が
可能となる公益認定を取得する。

【目標①】
・文書の電子決定率１００%

【目標②】
・２０２０年度比一人当たり紙使用
量５０％削減

【目標③】
・採用から退職までに必要な人事制
度の確立

【目標④】
・公益認定の取得

団体の業務効率化に資す
る各システムの導入

モチベーション向上に資
する人事制度の構築

公益認定の取得
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
・給与・経理ソフト導入済み
・テレワーク端末全職員対応済み
・会議用モニター設置済み
・ペーパーレス会議実施済み
・出退勤管理、文書管理、庶務事務システム等未導入
・紙使用量　A４換算　約 10,000枚（1,428枚/人）

・文書管理システム、勤怠管理システム、庶務事務システム
等必要なシステムについて検討
・システム導入に合わせた規程改正を順次実施

・各システムを順次導入し、ペーパーレス化を推進
文書の電子決定率１００％（人事案件等を除く）
２０２０年度比一人当たりの紙使用量５０％削減

・ペーパーレス化に向けた取組を浸透させ、さらなる削減を
実現
文書の電子決定率１００％（人事案件等を除く）

・就業規則、給与規程整備済み
・人事考課制度、退職金制度、昇任制度等未導入

・業績評価制度の検討及び導入（試行）
・財団が求める人材像を明確化し、他団体との連携などノウ
ハウを持った専門人材の確保に向けた取組について検討

・業績評価を導入し、昇給及び勤勉手当に反映
・財団の求める人材の育成方法について昇任制度と合わせ検
討を実施
・退職金制度の検討

・昇任及び退職金制度導入
・運用を通じた改善及び規程整備を実施

（新規）
・公益認定に向けた専門家への相談を行い、認定までに必要
な事項出し及びスケジュールについて検討

・公益認定を前提とした財務・会計書類の整備 ・公益認定の申請、取得

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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FAX受信の電子化を実施(100%） ー

会議室におけるモニター設置、ペーパレス会議を実施している
設立から11月末までで約１万枚（月間の一人当たり約700枚）

文書管理システム等を2022年度の導入に向けて、ペーパーレス化の取組を推進
※２０２２年度以降の詳細の取組については戦略３参照

団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し ー

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

(一財)東京都つながり創生財団

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

５
つ
の
レ
ス

はんこレス 団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し ー

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し ー

キャッシュレス

タッチレス
多言語相談ナビにおける法律相談のオンライン対応を実施
相談員研修をオンラインで実施

多言語相談ナビにおける法律相談のオンライン対応を継続
今後実施する研修等についてもオンライン対応を継続

テレワーク 現状すべての職員がテレワーク実施可能な体制を整備している。
テレワーク可能な職員については月４０％※実施（２０２１年８月対象）
※「実施件数/当月の勤務日数/テレワーク勤務可能な職員数」により算出

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

スポーツが日常生活に溶
け込んだ「スポーツ
フィールド東京」の実現

見
直
し

①
【目標①】都内でスポーツができる場の情報一元化
【目標②】無関心層や「新しい日常」にも対応する多角的なスポーツ情報の発信

事業
運営

〇 〇 〇 〇

戦
略
２

アスリートの活躍機会の
拡大

見
直
し

①
【目標①】地域におけるスポーツの裾野拡大及びアスリート等の活動の場の拡大
【目標②】アスリートの活動や情報発信への支援
【目標③】東京都スポーツ推進企業とアスリート等の連携によるスポーツ活動の実施

事業
運営

〇 〇 〇 〇

戦
略
３

レガシーの活用及びDXの
推進による都立スポーツ
施設の魅力向上

見
直
し

②

【目標①】指定管理施設の利用拡大
【目標②】大会等におけるWEB等を活用した映像配信サービスの提供や5G等の活用
　　　　　(２施設)
【目標③】指定管理施設を活用した都施策への積極的な貢献

組織
運営

〇 〇 〇 〇 〇

戦
略
４

専門性を活かした企画立
案機能向上及び組織体制
の強化

見
直
し

④

【目標①】東京都へのスポーツ事業等の提案件数毎年５件以上
【目標②】体育施設管理士等の資格取得支援制度等、能力開発に関する支援制度の
　　　　　拡充
【目標③】デジタル専任組織の設置及び将来の組織の中核を担う主任級職員を５名
　　　　　以上育成

組織
運営

〇 0

戦
略
５

埋蔵文化財事業における
若手職員の育成

見
直
し

⑤

【目標①】開発事業者との調整や設計積算など、所の中核業務を担う職員を育成
【目標②】考古学的知見に加え、高い専門技術を備え、質の高い報告書を作成できる
　　　　　職員を育成
【目標③】現場の責任者として、請負業者への指示・監督ができるまで新人職員を
　　　　　育成

組織
運営

〇 0

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京都スポーツ文化事業団 （所管局）
オリンピック・パラリンピック準備局、教
育庁

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

②

個別取組事項

・スポーツ実施率70％の達成などスポーツ
振興という都政の重要課題について取り組ん
できた。しかし、現状、スポーツ実施率は
60％に止まっており、加えて、コロナ禍の
ためスポーツの実施が困難な状況となってい
る。

・そのような現状を打破するため、幅広い層
をターゲットとしたソフト事業の充実を図っ
ていくことが必要である。

・「スポーツフィールド東京」の実現に寄与
するため、スポーツ東京案内事業を軸に「新
しい日常」を踏まえたより戦略的な事業展開
を図る。

・スポーツ実施率向上については、事業団の
強みである柔軟性を生かし、無関心層への働
きかけ等事業展開を図っていく。

【目標①】
　都内でスポーツができる場の情報
一元化

【目標②】
　無関心層や「新しい日常」にも対
応する多角的なスポーツ情報の発信

都民誰もがスポーツ施設
にアクセスできる環境の
整備

WEBを活用した新規コン
テンツ創出

新しい日常において都民
がスポーツに親しむため
の情報発信

「スポーツフィールド東京戦略」において、都民の日常にスポーツが溶け込んだまちを創出するために、スポーツの場を拡げる取り組みが求められている。加
えて、コロナ禍により都民の健康に対する認識が高まっている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標

（様式２）
(公財)東京都スポーツ文化事業団

戦略１
スポーツが日常生活に溶け込んだ「スポーツフィールド東
京」の実現

事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

施設検索システムを含むスポーツ情報WEBサイトを制作。初
年度(2020年度)は都内公立施設、都立学校活用促進モデル事
業施設、TOKYOスポーツ施設サポーターズ登録施設、障スポ
ナビ掲載施設の一元化に向けて都や事業者と調整中

１）施設情報の更新
２）レコメンド機能の実装
３）民間施設等の導入に向けてCMSを開発
４）需要の高い競技施設の特集

１）施設情報の拡充
２）レコメンド機能の充実
３）民間スポーツ施設や公開空地・商業施設等スポーツ施設
以外の活用に向けた検討

１）施設検索機能の充実に向けた更なる見直し
２）レコメンド機能の精度向上・内容充実等に向けた改善
３）スポーツ施設以外の活用策の調整・実施

無関心層にも興味を持ってもらえるような情報発信コンテン
ツの検討

１）無関心層に響くような多角的な切り口からの情報発信
２）スポーツイベント情報を掲載
３）問い合わせ機能充実に向けた検討(チャットボット等)

１）コンテンツを改良・追加
２）イベント情報にレコメンド機能や検索機能を追加
３）チャットボット等の実装

１）更に新たな切り口からのコンテンツを追加
２）イベント内容の拡充

１）”新しい生活様式”を考慮した情報発信を検討（身近な運
動特集、足を運ばず施設に親しむ情報特集など）
２）広く一般に配信されているスポーツ動画を分かりやすく
分類・整理して紹介（93動画）

１）新しい日常を踏まえた情報の内容充実
２）スポーツ動画の紹介を2020年度の倍以上に増加

コロナ禍の状況に対応しながら継続的に実施
ポストコロナの視点も踏まえ、コロナ禍の状況に対応しなが
ら継続的に実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

・事業団では、東京都と連携しアスリートの
発掘・育成・強化を行っている。しかし、多
くのアスリートがスポーツで培った経験を地
域等で活かしたいと思っている一方で、活躍
できる機会が少ない。

・コロナ禍において、人が集まる大規模なス
ポーツイベント・教室等が実施できない。

・アスリートや競技団体とのパイプを持つ東
京都体育協会と連携し、アスリートを区市町
村へ派遣する等の事業を実施していく。

・オフライン・オンラインを問わず、アス
リートによるスポーツの裾野拡大に向けた事
業を支援していく。

・コロナ禍で活動の場が減少しているアス
リートのキャリアパスの形成にも寄与できる
事業を展開していく。

【目標①】
　地域におけるスポーツの裾野拡大
及びアスリート等の活動の場の拡大

【目標②】
　アスリートの活動や情報発信への
支援

【目標③】
　東京都スポーツ推進企業とアス
リート等の連携によるスポーツ活動
の実施

東京2020大会で活躍し
たアスリート等指導者の
派遣事業

WEBを活用したアスリー
トの情報発信

東京都スポーツ推進企業
Enjoy Sports促進事業

東京2020大会に向けて東京都と連携して育成・強化したアスリートが大会で活躍することが期待されている。こうした取組を大会後もレガシーとして最大限
に活用していく必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都スポーツ文化事業団

戦略２ アスリートの活躍機会の拡大
事業
運営

62



（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

指導者派遣について区市町村へ調査実施。意向を示した自治
体を中心に東京都体育協会と連携しながら実施に向けて調整
中

１）指導者派遣を実施（40件）するとともに、アスリート等
の活躍の機会拡大について検討、関係機関と調整
２）WEBサイト上で指導者派遣の実例紹介

１）アスリート等派遣の実施
２）アスリートの体験談や指導紹介をWEB等で発信
３）指導内容や対象等の見直し・拡充検討

１）体験談や指導紹介の発信について更なる見直し
２）2022年度の実績を踏まえ、指導内容や対象等の見直
し・拡充実施

新規 社会的認知拡大のため、アスリート動画を紹介 アスリート動画の追加 アスリート動画の更なる追加・精査

新規
東京都スポーツ推進企業へのアスリートやインストラクター
等の派遣に向けた各種調整、資料作成

2021年度の実績を踏まえ、適宜見直しを行いながら継続実
施

2022年度の実績を踏まえ、適宜見直しを行いながら継続実
施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

・新型コロナ拡大により、スポーツ施設の利
用率が低下している。一方で、感染拡大防止
の観点から、参集型ではなく、オンライン等
デジタル技術を活用したイベントが求められ
ている。

・事業団の管理しているスポーツ施設の指定
管理期間が2022年度までとなっている。
2023年度以降も引き続き指定管理業務を担
えるよう、施設の魅力を高める企画を検討す
る必要がある。

・指定管理施設においてレガシーやデジタル
技術の活用を検討していく。
　1）東京2020大会のレガシーを活用した
事業を展開し、都民のスポーツへの関心を高
め、施設利用や事業参加者の増加へ繋げる。
　2）WEBや５G等デジタル技術の活用を推
進し、スポーツをより親しみやすいものとす
る。

・現状の指定管理業務を検証し、これまで
培った事業団のノウハウや東京2020大会の
レガシーを最大限に活用し、より東京都のス
ポーツ振興施策に沿った提案を実施する。

【目標①】
　指定管理施設の利用拡大

【目標②】
　大会等におけるWEB等を活用した
映像配信サービスの提供や5G等の活
用(２施設)

【目標③】
　指定管理施設を活用した都施策へ
の積極的な貢献

事業メニューの充実

デジタル技術を活用した
施設利用サービスの拡大

施設の魅力向上に寄与す
る企画の提案

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

スポーツ施設の魅力を最大限発揮し、都民が集うことができる拠点となるための取組が求められている。

（様式２）
(公財)東京都スポーツ文化事業団

戦略３
組織
運営

レガシーの活用及びDXの推進による都立スポーツ施設の魅
力向上
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
一部事業について新型コロナの影響で中止。「新しい日常」
に合わせた対応を行いながら実施
例）「駒沢6時間耐久リレーマラソン」中止⇒オンラインを
活用した「駒沢6時間耐久リレーマラソン（リモート大
会）」実施予定

「新しい日常」に対応した事業の検討（自宅でも参加できる
ものなど）
スポーツ実施率の低い層に向けた事業の検討
大会レガシーを活用した事業の検討・実施

2021年度に行った検討を踏まえ、実施可能なものについて
は早期に事業開始
大会レガシーを活用した事業の実施

2022年度の実績を踏まえ、適宜見直し
大会レガシーを活用した事業の実施

東京体育館の５G等の整備について東京都及び通信事業者等
と調整中

東京体育館及び東京アクアティクスセンターについて、東京
2020大会の結果を踏まえた５G等の活用の検討
スポーツ大会等における映像配信など新サービスの検討

2021年度に行った検討を踏まえ、機能の構築や試行等を実
施。運用可能なものについては早期に事業開始

2022年度の実績を踏まえ、適宜見直し

各都立スポーツ施設の次期指定管理期間が開始する2023年
度に向けて、それらの指定管理の受託に向けた具体的検討を
開始

現在の取組を検証し、新たな指定管理提案書の作成を開始
都に対して施設のさらなる魅力向上を実現するための提案を
実施
次期指定管理者決定

2022年度の提案に基づき次期指定管理業務を開始

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

・スポーツ実施率の向上を目指し、スポーツ
振興を推進していく組織として、これまで以
上に高い企画立案機能が求められる。

・時代に即した新たな事業等を展開するた
め、デジタル化を推進していく必要がある。

・施策の実行力を高めるため、固有職員の人
材育成が不可欠であるが、スポーツ部門にお
ける固有職員の監督職が不在であり、主任級
も少ない。

・プロジェクトチーム等の活用により施策提
言や事業提案を行っていく。

・研修制度の充実等により、職員の能力開発
を支援し、企画力の底上げを図る。

・DXを効果的・効率的に実施することが可
能な組織体制とする。

・将来、監督職として事業団の中核を担う主
任級職員を育成し、事業団の組織体制を強化
する。

【目標①】
　東京都へのスポーツ事業等の提案
件数毎年５件以上

【目標②】
　体育施設管理士等の資格取得支援
制度等、能力開発に関する支援制度
の拡充

【目標③】
　デジタル専任組織の設置及び将来
の組織の中核を担う主任級職員を５
名以上育成

プロジェクトチームを活
用した事業の企画・提案

研修の充実等による職員
の能力開発支援

デジタル専任担当の設
置・主任級職員の育成

東京都による政策連携団体の役割見直しに伴い、時代に即した新たな事業を展開する等、戦略的に事業を企画立案することが求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都スポーツ文化事業団

戦略４ 専門性を活かした企画立案機能向上及び組織体制の強化
組織
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

（新規）
新たな企画立案等を行うためのプロジェクトチームを発足す
るなど、新規事業等の検討・提案（提案５件）

職場のデジタル化により可能となった横断的なデータ活用に
よって組織内のアイデアを吸い上げ、企画検討に生かす（提
案５件）

継続実施（提案５件）

資格取得等の支援制度を実施
情報周知

資格取得支援制度の拡充（対象資格の拡大）
職員の職務能力向上を目指した研修受講機会拡充の検討（企
画、ICT、広報、交渉力などスキルアップ等）

資格取得支援制度の拡充について継続実施
研修制度の充実

適宜見直しを行いながら継続実施

主任級職昇任選考を実施（対象者2名）
主任級職昇任・主任級職研修実施予定

デジタル専任担当職員1名
デジタル専任担当部署の検討
主任級職昇任選考を実施（対象者3名）
主任級職昇任及び主任級職研修実施

デジタル専任担当部署設置
主任級職昇任選考を実施（対象者5名）
主任級職昇任及び主任級職研修実施

主任級職昇任選考を実施（対象者3名）
主任級職昇任及び主任級職研修実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

　埋蔵文化財センターの調査研究員（職種：
学芸研究）については、平成9年度から平成
23年度までの15年間にわたり採用を中断し
たため、ベテラン職員の多くが退職期を迎え
る中、事業の中核を担う若手職員への技術継
承・人材育成が急務となっている。

①ベテラン職員（監督職）が行っている業務
を主任・中堅職員に実務経験させていく。ま
た、都教委に職員派遣し、事業者調整や文化
財行政全般の知識を習得させる。

②中堅・新人職員の現場調査能力、報告書作
成能力の向上を図るため、ベテラン職員から
の実践研修を実施する。

③新人職員には、中堅職員とのペア制度を実
施するとともに、継続的な研修・OJTを実施
する。中堅職員にはリーダー養成研修を行
う。

実務経験等による高度な
知識・能力等の習得（主
任・中堅職員）

実践研修による高度な専
門知識の習得（中堅・新
人職員）

ペア制度、研修・OJTの
実施（新人職員）

【目標①】
　開発事業者との調整や設計積算な
ど、センターの中核業務を担う職員
を育成

【目標②】
　考古学的知見に加え、高い専門技
術を備え、質の高い報告書を作成で
きる職員を育成

【目標③】
　現場の責任者として、請負業者へ
の指示・監督ができるまで新人職員
を育成

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

　文化財保護法改正（H31.4）に伴い、文化財の保存だけでなくその活用も求められるなど埋蔵文化財を取り巻く状況が変化する中で、ベテラン調査研究員の
多くが退職時期にあたり、採用中断後に採用された職員のレベルアップが必要となっている。

（様式２）
(公財)東京都スポーツ文化事業団

戦略５ 埋蔵文化財事業における若手職員の育成
組織
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

　主任級職昇任者を都教委に派遣し、開発事業者・自治体等
との事業調整・事務手続、埋蔵文化財の取扱等の研修を実施
（１名派遣）

・主任・中堅職員をセンター事業調整部門に配置し、事業調
整・設計積算等を実務経験させる。
・主に主任級職昇任者1名を都教委に派遣し、開発事業者と
の調整や文化財行政全般の知識を習得させる。

・主任・中堅職員をセンター事業調整部門に配置し、事業調
整、設計積算等を実務経験させる。
・引き続き、別の主任級職員１名を都教委に派遣する。

・主任・中堅職員をセンター事業調整部門に配置し、事業調
整、設計積算等を実務経験させる。
・引き続き、別の主任級職員１名を都教委に派遣する。

　調査に必要な知識、技術等を早期取得するための実践研修
について、当初計画通り全７回を予定し、現在までに５回を
実施した。新型コロナウィルス感染防止のため、感染者数の
少ない時期に実施してきたことから、残り2回は同一日に実
施予定

・中堅・新人職員には、土層の見分け方や各時代の住居跡の
発掘方法、高度な測量技術等を、ベテラン職員からの実践研
修により習得させる。

前年度の実践研修をベースに、出土した遺物等の整理・分類
方法や写真撮影技術、報告書作成ソフトなどの操作技術等
を、ベテラン職員からの実践研修により習得させる。

前２年度の実践研修をベースに、遺物の保存や活用のための
専門知識（Ｘ線ＣＴ装置などを利用した科学的分析技術）等
を、ベテラン職員からの実践研修により習得させる。

・新規採用時研修の実施（3日間）
・リーダーと新人職員のペアによる指導（通年）
・リーダー養成研修（１日）
・リーダー養成研修受講後のフィードバック研修（１日）

・中堅職員とのペア制度や研修・OJTにより、新人職員の業
務遂行力（現場の業務管理・安全管理等）を向上させる。
・中堅職員にリーダー養成研修を受講させ、ペアリーダーと
する。

・分室長（現場責任者）を補助し、分室長不在時も請負会社
等への指示が適切にできるようにする。（2年目職員）
・引き続き、研修・OJTにより業務遂行力の向上を図る。
・引き続き、中堅職員にリーダー養成研修を受講させ、ペア
リーダーとする。

・分室長（現場責任者）として、業務遂行上の課題に対して
も上司の指示や助言により的確に取り組めるようにする。
（3年目職員）
・3年目職員にもリーダー養成研修を受講させる。

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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WEBからのイベント申し込み誘導のためチラシにQRコードを貼付する等、FAXレスの推進
に取り組んでいる。

FAXの電子化により、送受信件数を98%削減する（事務局・3月）

会議においてタブレットを活用することや、一部の申請書類等についてデータでの提出を
可能とする等、ペーパーレスの推進に取り組んでいる。

コピー用紙の使用量を2017年度比で50%削減する（事務局・2月‒3月）

施設利用料のキャッシュレス化(全5施設中0施設)
施設利用料のキャッシュレス化(4施設※)
※東京アクアティクスセンターは未開業

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

(公財)東京都スポーツ文化事業団

５
つ
の
レ
ス

はんこレス
押印の定めがある手続きのうち団体の規程等の改正により対応が可能な手続等について、
規程等の改正に向けて検討中。

団体の規程等に基づく対応可能な手続等については、全件規程等を改正する

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

手続きのデジタル化を推進できるよう、団体の規程等の改正によりデジタル化の対応が可
能か調整中。

団体の規程等に基づく対応可能な手続等については、全件規程等を改正する

キャッシュレス

タッチレス イベントにおいて、一部オンライン開催を実施 イベントにおける非接触型での開催を拡充

テレワーク タブレット端末の導入やVPN構築によるテレワーク環境を整備している。
テレワーク可能な職員について月40％※実施する。
※「実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数」により算出

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

長期的な経営戦略に基づ
く事業展開及び効果検証

見
直
し

1
①東京マラソンの更なる発展やランニングスポーツ振興、ボランティアやチャリティ事業
が一層拡充され、戦略的・効果的に財団事業が推進されている
②財団の安定的な運営の確保に向け、収益構造の多角化や事業費の抑制が図られている

組織
運営

〇

戦
略
２

継続した収益の確保
見
直
し

2
①経常収益　38億円
※2021大会年度予算並み
②単年度における収支均衡の維持

組織
運営

〇 〇 〇 〇 〇

戦
略
３

財団事業の拡充、多様化
見
直
し

3

①ONE TOKYO会員　68万人
※2020年７月１日時点会員数619,632人を10%増加
②ひとびとが健康づくりに取り組む社会の実現に向け、積極的に取り組んでいる
③VOLUNTAINER会員　３万７千人
※2020年７月１日時点会員数33,537人を10%増加

事業
運営

〇 〇

戦
略
４

東京マラソンチャリティ
等の更なる充実

見
直
し

4
①チャリティ寄付金額　８億円
※2020大会年度約7.2億円を10%増加
②東京マラソンを通じた持続可能な大会運営が一層、推進されている

事業
運営

〇 〇 〇

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

都長期
戦略

（様式１）

(一財)東京マラソン財団 （所管局） オリンピック・パラリンピック準備局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

（様式２）
(一財)東京マラソン財団

戦略１ 長期的な経営戦略に基づく事業展開及び効果検証
組織
運営

2019年７月に今後10年間の事業の方向性を示した長期経営計画「アクションプラン beyond2020」を公表した。今後は、新型コロナウイルス感染症等、状況
変化も踏まえ、計画に基づき事業展開を図るとともに、適宜、効果検証を行うことで、戦略的かつ効果的な財団運営を行うことができる。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆計画に沿って、東京マラソン連続落選者へ
の対応やアクティブチャリティの充実など、
具体的な取組みにつなげている。

◆策定した計画について、「新しい日常」や
東京2020大会後の社会情勢等の状況変化も
踏まえ、戦略的・効果的に事業を執行してい
く必要がある。

◆新型コロナウイルス感染症等、新たな課題
に対しても、計画の趣旨、目的を達成できる
よう、創意工夫を施した事業展開により、計
画を推進していく。

◆PDCAサイクルに基づき計画の実施状況を
確認・検証していく。

①東京マラソンの更なる発展やラン
ニングスポーツ振興、ボランティア
やチャリティ事業が一層拡充され、
戦略的・効果的に財団事業が推進さ
れている。

②財団の安定的な運営の確保に向
け、収益構造の多角化や事業費の抑
制が図られている。

計画に基づく事業の実施
及び検証
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・新型コロナウイルス感染症の影響下においても適切・効率
的に対応し、計画に則した運営を実施
・PDCAサイクルに基づき計画の実施状況を確認、検証し、
適切に事業を推進

・新型コロナウイルス感染症等、新たな課題に対しても、計
画の趣旨、目的を達成できるよう、創意工夫を施した事業展
開を図る
・PDCAサイクルに基づき計画の実施状況を確認、検証

前年の実績や検証等を踏まえ、引続き計画を推進 前年の実績や検証等を踏まえ、引続き計画を推進

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

①②

①②

②

（様式２）
(一財)東京マラソン財団

戦略２ 継続した収益の確保
組織
運営

財団収益は、ランニングイベントをはじめとした事業等のサービスの価値やスポーツビジネスとしてのブランドを高めることで確保する企業からの協賛金や大
会参加料等、自己収益が大半となっている。安定した財団運営を行っていくためには、引き続き継続した自己収益の確保が必要である。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆財団収益の約66％は協賛金であり、収益
の半分以上を占めている。新型コロナウイル
ス感染症の影響による経済状況や東京2020
大会後のスポーツビジネスに対する変化によ
り、協賛金収入の確保の困難が見込まれる。

◆新型コロナウイルス感染症の影響により、
通常の規模・実施方法でイベント等ができな
いことによる収益減が見込まれている。協賛
金に加え、新たな日常をはじめ、時代のニー
ズに則した手法を取り入れた事業の実施によ
る、収益確保が必要である。

◆コロナ禍にあっても、東京マラソンをはじ
め、各事業について創意工夫を行うことで財
団のブランド価値を維持・向上させること
で、協賛金額の維持を目指す。

◆バーチャルマラソンやオンラインボラン
ティア講習の拡充など、「新しい日常」に適
合したICT、DX等を活用した事業の充実を
図り、事業収益の維持・向上を図る。

◆東京マラソンにおいては、新型コロナウイ
ルス感染症対策を講じ、安全・安心な大会を
実施するとともに、運営の工夫などにより、
経費の縮減に努めていく。

①経常収益　38億円
※2021大会年度予算並み

②各事業セグメントにおける独立採
算を目指した事業展開により、単年
度における収支均衡を維持する

協賛金収益（協賛物品含
む）の維持

バーチャルマラソン等、
新しい収益事業

ボランティア受託事業収
益

競技運営経費の精査
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
・協賛金収益　約21.7億円（暫定値）
・物品提供物　0億円（暫定値）

・計　21.7億円（約52.4％）
※2021大会年度は、協賛金の3割を収入予定

・コロナ禍の現状など、社会情勢の変化や課題の下にあって
も、マーケット・ビジネスの機会として、パートナーセール
スを行い、既存の協賛企業の維持や新規協賛企業の獲得を目
指す
・2021大会年度予算25.0億円の達成

・コロナ禍の現状など、社会情勢の変化や課題の下にあって
も、マーケット・ビジネスの機会として、パートナーセール
スを行い、既存の協賛企業の維持や新規協賛企業の獲得を目
指す
・2021大会年度予算25.0億円の達成

・コロナ禍の現状など、社会情勢の変化や課題の下にあって
も、マーケット・ビジネスの機会として、パートナーセール
スを行い、既存の協賛企業の維持や新規協賛企業の獲得を目
指す
・2021大会年度予算25.0億円の達成

（新規）
・ICT、DX等を活用したイベントなどに加え、運営における
活用について検討していく
・既存のオフィシャルイベント並みの収入1,500万円を確保

・前年実績等を踏まえ、更なる事業の検討等を進める
・収入1,750万円

・前年実績等を踏まえ、更なる事業の検討等を進める
・収入2,000万円

８件（約130万円）

・オンラインによる講習等、新しい日常を踏まえた実施方法
をPRするなど、マラソン関係業務やボランティア研修等を積
極的に受託する
・15件

・前年実績や委託側のニーズ等を踏まえサービスを向上し、
多くの受託を得られるようにする
・東京2020大会後も受託規模を維持（15件）

・前年実績や委託側のニーズ等を踏まえサービスを向上し、
多くの受託を得られるようにする
・東京2020大会後も受託規模を維持（15件）

2021大会の競技運営について検討中
・適切な新型コロナウイルス感染症対策を講じるなど、安
全・安心な大会運営に取り組んでいく

・新型コロナ感染症の動向や2021大会、2022大会の実績等
を踏まえて見直しを行い、経費の縮減を図る

・新型コロナ感染症の動向や前回大会の実績等を踏まえて見
直しを行い、経費の縮減を図る

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

④

（様式２）
(一財)東京マラソン財団

戦略３ 財団事業の拡充、多様化
事業
運営

「アクションプラン beyond2020」において、東京マラソンの質の向上やランニングスポーツの普及振興に加え、少子高齢化等の社会的課題、社会貢献の視
点を踏まえ、事業セグメントを再構成し、東京マラソンのほか、多角的な事業を通じて、健康で豊かな暮らしの実現への貢献を目指している。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆「ランニングイベント事業」「ランニング
ライフ事業」「ウェルネス事業」「社会貢献
事業」の４つに再構築した事業セグメントに
基づき多角的に事業を実施

◆東京2020大会後の更なるスポーツ振興や
スポーツビジネス環境の変化を見据え、東京
マラソンに加え、新たなコンテンツを創造
し、財団経営のもう一つの柱に育てていくこ
とが必要である。

◆事業セグメントごとの目的・テーマを明確
にし、目的に沿って、既存事業の深化や新規
の取組を進め、東京マラソン以外の財団事業
を充実させていく。

◆東京2020組織委員会と締結した連携協定
において、オリンピックレガシーの創出と継
承に関して協力することを明記している。東
京2020大会のレガシーに関する検討を踏ま
え、新たな柱となるランニングイベントの検
討を進める。

①ONE TOKYO会員　68万人
※2020年７月１日時点619,632人を
10%増加

②ひとびとが健康づくりに取り組む
社会の実現に向け、積極的に取り組
んでいる

③VOLUNTAINER会員　３万４千人
※東京2020大会後も会員規模を維持

④東京2020大会レガシー創出

ONE TOKYO会員向け
サービスの充実

運動習慣継続に向けた取
組の推進

VOLUNTAINER活動の活
性化

東京2020大会のレガ
シーの創出
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

ONE TOKYO会員　620,152人
・東京マラソンとの連動強化や有料・無料会員それぞれへの
サービスコンテンツの拡充を図る
・ONE TOKYO会員　64万人

・東京マラソンとの連動強化や有料・無料会員それぞれへの
サービスコンテンツの拡充を図る
・ONE TOKYO会員　66万人

・東京マラソンとの連動強化や有料・無料会員それぞれへの
サービスコンテンツの拡充を図る
・ONE TOKYO会員　68万人

運動習慣の継続に向け、昭和記念公園にコースを設置
（１箇所３コース）

・東京都等とも連携しながら、身近にランニング等ができる
環境や機会の創出を行うなど、運動習慣促進・継続に向けた
取組を推進

・前年実績等を踏まえた環境・機会の創出に努め、継続して
運動習慣促進・継続に向けた取組を推進

・前年実績等を踏まえた環境・機会の創出に努め、継続して
運動習慣促進・継続に向けた取組を推進

会員数約3万4千人
・東京2020大会開催以降の大規模な国際大会の開催による
気運醸成を背景に、育成プログラムの多様化やスキルアップ
講習などを環境に応じた効果的な受講方法と合わせて実施

・前年実績等を踏まえたカリキュラムや受講機会を提供し、
VOLUNTAINERの活性を図っていく

・前年実績等を踏まえたカリキュラムや受講機会を提供し、
VOLUNTAINERの活性を図っていく

レガシー事業を検討中
東京2020大会のレガシーにふさわしいイベントの検討及び
実施

東京2020大会のレガシーにふさわしいイベントの検討及び
実施

東京2020大会のレガシーにふさわしいイベントの検討及び
実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①

②

（様式２）
(一財)東京マラソン財団

戦略４ 東京マラソンチャリティ等の更なる充実
事業
運営

東京マラソンを通じた社会貢献の視点から寄付金の募集、スポーツレガシー事業等のチャリティ事業を実施している。チャリティ事業を充実し、浸透させるこ
とで、日本の寄付文化の醸成に貢献していく。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆東京マラソンの寄付総額は、約７億円と
年々、増加している。一方、ロンドンマラソ
ンの寄付総額約88億円（2019年）やボスト
ンマラソンの約41億円と、AbbottWMMシ
リーズ下の他大会は高い水準にある。

◆SDGｓの視点を踏まえ、衣類リユース
（洋服ポスト）や大会フラッグのリユース
等、東京マラソンを通じた持続可能な大会運
営への取組を実施

◆寄付者と寄付先団体が直接つながり、継続
的な寄付金獲得の効果が期待されるアクティ
ブチャリティの仕組みを浸透させるなど、寄
付文化の醸成を推進していく。

◆スポーツレガシー事業について、強化育
成、環境整備、普及啓発、社会貢献の４つの
テーマに基づき、多様化・充実を図り、財団
として社会貢献を進める。

◆持続可能な大会運営に向け、既存の取組に
加え、東京マラソンの場において創出が期待
できる協賛企業や、技術・ノウハウを有する
企業等との連携等により、先進的な取組を実
施していく。

①チャリティ寄付金額　８億円
※2020大会年度約7.2億円を10%増
加

②東京マラソンを通じた持続可能な
大会運営が一層、推進されている

チャリティ寄付金額の増
加に向けた仕組みの工夫

寄付先団体数の増加

スポーツレガシー事業の
充実

持続可能な大会運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

約168万円

・寄付先団体と連携したアクティブチャリティの広報等によ
り2020大会並みの寄付金7.2億円を目指す
・東京マラソン以外の機会も捉えた寄付金増加に向けた取組
の検討・実施

・前年実績等を踏まえた取組みを推進し、寄付金額の増加を
目指す
・7.6億円

・前年実績等を踏まえ、チャリティの実施方法等を工夫し、
寄付金額の増加を目指す
・８億円

39団体（40事業）
・寄付先団体と連携した広報等により、東京マラソンチャリ
ティの周知を図り、団体数の維持を図る
・39団体

・寄付者数等を踏まえ、必要に応じた寄付先団体の追加募集
により、多様性と寄付事業の裾野を広げるなど、拡充を図る
・42団体

・寄付者数等を踏まえ、必要に応じた寄付先団体の追加募集
により、多様性と寄付事業の裾野を広げるなど、拡充を図る
・45団体

新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、実施を見合わせ
・新型コロナウイルス感染症の動向を踏まえ、適切な対策を
講じながら、子どものスポーツ及びランニング、障害者ス
ポーツの普及啓発等を推進していく

・前年実績等を踏まえ、引続き子どものスポーツ及びランニ
ング、障害者スポーツの普及啓発等を推進していく
・寄付金額の増加に合わせた事業の多様化・充実を図る

・前年実績等を踏まえ、引続き子どものスポーツ及びランニ
ング、障害者スポーツの普及啓発等を推進していく
・寄付金額の増加に合わせた事業の多様化・充実を図る

「洋服ポスト」のランナーサポート施設「ジョグポート有
明」への常設を継続

洋服ポストの設置に加え、大会運営において環境に配慮した
製品等を活用するなど、持続可能な大会に向けた取組を実施

前年実績等を踏まえ、持続可能な大会運営に向けた取組の継
続・見直しを行う

前年実績等を踏まえ、持続可能な大会運営に向けた取組の継
続・見直しを行う

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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約180件（2020年4月～11月実績）
対外的な調整において、電子ファイルでの送受信により連絡調整が行えるよう、相手方へ
の働きかけを図っている。

デジタルツール等の活用により、FAXの送信数・受信数の削減△98%（2021年12月・例
外除く）

約75,000件（2020年4月～11月実績）
電子決裁システム導入や、内部会議等のノートPC活用した実施など、ペーパーレスの推進
に取り組んでいる。

コピー用紙の使用量を2019年度比で40％削減する（例外除く）

都民利用施設については、全施設キャッシュレス化対応している。
※ランナーサポート施設「ジョグポート有明」の導入(2019年12月)等

都民利用施設については、全施設対応済

(一財)東京マラソン財団

テレワーク
・東京都の方針等を踏まえ、テレワークを実施している。
・整備した端末等を活用し、テレワーク実施率54％

「テレワーク可能な職員による実施率50％※を維持（2021年4月対象）
※「実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数」により算出

タッチレス
・相談業務については、すべて非接触型の窓口を設置し運用している。
・ボランティア向け講習会やランニングクリニックをオンラインにより実施：約20件
（2020年4月～11月実績）

説明会等における非接触型での開催の拡大を図る。

５
つ
の
レ
ス

はんこレス
・情報公開に係る決定通知については押印することとなっているが、それ以外の手続きに
ついては押印不要としている。
・手続きのデジタル化を進めるため、11月から電子決裁システムを導入。

規程等に基づき対応可能な手続については、全件規程等を改正済

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

一部書面による申請・通知手続きがあるものの、大部分の手続きはデジタル化がなされて
いる。

規程等に基づき対応可能な手続については、全件規程等を改正済

キャッシュレス

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

（様式３）

80



団体

戦略番号

戦
略
１

シンクタンク・アドバイ
ザー機能の強化

見
直
し

①・②

①多摩地域市町村の半数に当たる15市町村に対し、各々の課題の解決策を企画提案
②多摩・島しょ地域の９自治体に対し、技術支援を実施
③①のうち２件を民間シンクタンク等との共同研究で実施
④有償調査研究の本格実施準備完了

組織
運営

〇 〇 〇

戦
略
２

既存事業の着実な推進に
よる自治体からの信頼の
一層の獲得

見
直
し

③・⑤

①施行者の各年度の土地区画整理事業計画の着実な執行（3か年平均90億円規模の事業実
施）
②新規土地区画整理地区の事業化に向けた支援（準備組合の設立）
③20自治体からの下水道業務受託及び下水道事業の収支均衡（3か年平均）

事業
運営

〇

戦
略
３

都市機能更新事業の重点
的な推進と新規路線整備
事業の事業化

見
直
し

④

①予定業務の着実な執行
・全用地買収画地の90％契約
・20画地(３か年平均)
②2024年度以降の事業展開に備えた業務の提案
③都市計画道路等及び不燃化特区に関する業務の受託3件

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
４

地域支援事業における適
切な資産活用と新規事業
化

見
直
し

⑥
①戦略的な資産管理・運用による毎年度８億円規模の収益確保
②地域活性化や、防災性の向上に寄与する新規物件3件の創出

事業
運営

〇 〇 〇

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京都都市づくり公社 （所管局） 都市整備局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

④

個別取組事項

公社はこれまで60年近くに亘り都や区市町
村から事業を受託しながら都市づくりに携
わってきた。一方、都市づくりを取り巻く
大きな環境の変化を踏まえ、「シンクタン
ク・アドバイザー機能の強化」を取り組む
べき方向性として掲げた。さらに、この方
向性と軌を一にして、「自ら企画し、提案
する、都市づくりの総合支援を担う高度専
門家集団」という政策連携団体の将来像が
示された。公社は、これらを具現化するた
め、2020年４月に「都市づくり調査室」を
新設し、調査研究や技術支援の取組を開始
したところである。

市町村のニーズの多様化や、技術職員の不
足等、東京の都市づくりやそれを取り巻く
環境の変化に対応していくため、新設した
都市づくり調査室において２つの取組を進
める。調査研究は、潜在的な課題とその解
決策を市町村に対して企画提案し、市町村
の課題解決に貢献する。その過程において
市町村との信頼関係を構築した上で、より
質の高い調査研究を実施し、可能な限り早
い段階での調査研究の有償化に取り組む。
技術支援は、技術職員不足や技術的な課題
に悩む自治体に対し、公共施設の整備等の
円滑な推進に関する技術的な助言・相談を
実施する。また、そこから生じる、公社が
対応すべき業務の有償での受託要請に、積
極的に対応していく。

①多摩地域市町村の半数に当たる15
市町村に対し、各々の課題の解決策
を企画提案

②多摩・島しょ地域の９自治体に対
し、技術支援を実施

③①のうち２件を民間シンクタンク
等との共同研究で実施

④有償調査研究の本格実施準備完了

企画提案対象市町村数の
確保と企画提案の質の確
保の両立

公共施設にかかる事業に
ついて技術的な助言・相
談の実施

共同研究相手としての期
待に応えられる調査研究
能力の発揮

有償調査研究の実施に向
けた検討

新型コロナウイルス感染拡大の影響が加わり、都市づくりにおける市町村のニーズはますます多様化していく。こうした状況下、政策連携団体としての将来
像「自ら企画し、提案する、都市づくりの総合支援を担う高度専門家集団」の実現を目指し存在価値を向上させていく必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標

（様式２）
(公財)東京都都市づくり公社

戦略１ シンクタンク・アドバイザー機能の強化
組織
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

2019年度に実施した政策課題分析の結果に基づき、対象４
市町村と意見交換を実施している。また、その他の自治体に
おける政策課題について調査研究を進めている。

・自治体の特色を定量・定性両面から分析した上で、各自治
体の政策課題を８件まとめる。
・自治体の政策課題に対する解決策を立案し、当該自治体と
の意見交換を通じ、企画提案まで４件到達させる。

・自治体の特色を定量・定性両面から分析した上で、各自治
体の政策課題を８件まとめる。
・自治体の政策課題に対する解決策を立案し、当該自治体と
の意見交換を通じ、企画提案まで４件到達させる。

・自治体の特色を定量・定性両面から分析した上で、各自治
体の政策課題を８件まとめる。
・自治体の政策課題に対する解決策を立案し、当該自治体と
の意見交換を通じ、企画提案まで４件到達させる。

公共施設にかかる事業についての技術的な助言・相談を、３
自治体に対し実施した。

・公共施設にかかる事業に関する技術的な助言・相談につい
て、前年度支援自治体の継続と支援自治体の拡大により、そ
の対象となる多摩・島しょ地域の自治体数を5とする。ま
た、そこから生じる公社が対応すべき業務の有償での受託要
請に積極的に対応していく。

・公共施設にかかる事業に関する技術的な助言・相談につい
て、前年度支援自治体の継続と支援自治体の拡大により、そ
の対象となる多摩・島しょ地域の自治体数を７とする。ま
た、そこから生じる公社が対応すべき業務の有償での受託要
請に積極的に対応していく。

・公共施設にかかる事業に関する技術的な助言・相談につい
て、前年度支援自治体の継続と支援自治体の拡大により、そ
の対象となる多摩・島しょ地域の自治体数を９とする。ま
た、そこから生じる公社が対応すべき業務の有償での受託要
請に積極的に対応していく。

（新規） ・共同研究①の実施
・共同研究①の公表と公表後のフォローアップ
・共同研究②の実施

・共同研究②の公表と公表後のフォローアップ

（新規）

・有償化に向けた課題の整理・深掘り
・課題への対策の実施
・関係機関との調整
・自治体との調整

・対策の継続実施
・有償調査研究の試行

・試行の拡大
・本格実施に向けた課題解決

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

土地区画整理事業においては、現在受託して
いる全16地区の事業進捗率は、令和元年度
末時点で事業費ベースで約47％である。一
方、そのうち４地区が概ね10年以内に終了
見込みであることや自治体の投資的経費が抑
制される傾向にあることから、事業量を確保
していくことが今後の課題となる。
下水道事業においては、多摩地域の下水道普
及の概成により大規模な汚水工事が減少した
ものの、小規模な工事への効率的な対応、雨
水管工事や耐震化による防災性の向上やス
トックマネジメントなど新たなニーズが生じ
つつあり、これらに対応することが公社に求
められている。一方、下水道事業の収支は改
善傾向であるが、更なる赤字幅の縮小が必要
である。

事業地区内の道路の効率
的な整備

地元自治体・地元主体の
サポートの推進

下水道事業の着実な実施
による信頼確保及び事務
費収入の確保

土地区画整理事業においては、受託中事業を
年度計画に従って着実に実施することで公社
の役割を果たしていく。令和２年度末の受託
総事業費に対して各年度ごとに進捗率２％程
度の達成を目指す。一方、新規地区の公社事
業化も視野に入れ、まちづくりの専門家とし
て自治体の動きを支援していく。
下水道事業においては、多摩地域のみならず
島しょ部も含めてより多くの自治体を支援し
ていく。自治体のニーズや期待の多様化を踏
まえつつ、年度計画の着実な実施や業務の質
の向上により、各自治体からの信頼を確保し
業務の受託に繋げていく。また、工事規模に
関わらない、業務内容に応じた適切な事務費
算定の新基準を適用することで収支均衡を目
指す。

①施行者の各年度の土地区画整理事
業計画の着実な執行（3か年平均90
億円規模の事業実施）

②新規土地区画整理地区の事業化に
向けた支援（準備組合の設立）

③20自治体からの下水道業務受託及
び下水道事業の収支均衡（3か年平
均）

公社は、多摩地域に軸足を置きながら、土地区画整理事業や下水道事業等により都市基盤整備を進めてきた。これらを取り巻く社会経済情勢が大きく変化する
中、その変化に対応しながら事業量及び収益を確保し、多摩地域を中心として引き続きまちづくりに貢献していく必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都都市づくり公社

戦略２
既存事業の着実な推進による自治体からの信頼の一層の獲
得

事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

整備計画延長2,300ｍ　うち工事完了延長約281ｍ
重点管理工事として9件指定し、すべての工事を上半期に工
事発注を行う等、早期発注を実現した。

・年度実施計画に定める道路整備延長の90％以上を確保す
る。
・前年度の事業の進捗を踏まえ、新たに重点管理工事を位置
づけ、重点管理工事の上半期発注と進捗管理を徹底する。

・年度実施計画に定める道路整備延長の90％以上を確保す
る。
・前年度の事業の進捗を踏まえ、新たに重点管理工事を位置
づけ、重点管理工事の上半期発注と進捗管理を徹底する。

・年度実施計画に定める道路整備延長の90％以上を確保す
る。
・前年度の事業の進捗を踏まえ、新たに重点管理工事を位置
づけ、重点管理工事の上半期発注と進捗管理を徹底する。

対象となる新規１地区において、地元自治体および地元主体
の勉強会をサポートし、事業立ち上げに向けて積極的に取り
組んだ。

・対象となる地区において、地元自治体及び地元主体の勉強
会への助言を通じて、着実に事業への合意形成を進めてい
く。

・対象となる地区において、前年度の勉強会の深度を深め、
事業化を前提とした事業計画(案）の作成に向け、助言やサ
ポートを行う。

・対象となる地区において、前年度から引き続き、事業計画
(案）の検討を進め、勉強会を事業主体の準備会として組織
化できるようサポートしていく。

(新規)

・市町村ニーズの的確な把握・対応及び、進行管理会議等で
の早期の課題把握・対応により、受託事業の着実な実施や業
務の質を向上させ、多くの自治体の信頼を得て業務を受託す
ることで、確実に事務費収入を確保し収支均衡を図ってい
く。

・市町村ニーズの的確な把握・対応及び、進行管理会議等で
の早期の課題把握・対応により、受託事業の着実な実施や業
務の質を向上させ、多くの自治体の信頼を得て業務を受託す
ることで、確実に事務費収入を確保し収支均衡を図ってい
く。

・市町村ニーズの的確な把握・対応及び、進行管理会議等で
の早期の課題把握・対応により、受託事業の着実な実施や業
務の質を向上させ、多くの自治体の信頼を得て業務を受託す
ることで、確実に事務費収入を確保し収支均衡を図ってい
く。

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

　ウィズコロナ、ポストコロナにおける権利
者折衝が停滞することが予測され、業務の効
率化や社会変化に応じた業務の工夫が求めら
れる。また、事業進捗に伴い業務量が減少し
ていく可能性がある中で、自治体のニーズに
応える事業を積極的に展開していく必要があ
る。

　受託中事業を着実に執行すると共に新規の
路線整備事業の受託を目指す。
　具体的には、受託中事業においては、個々
の予定業務を着実に執行すると共に、業務の
効率化やウィズコロナ、ポストコロナでの権
利者対応など社会状況に応じた業務を行うこ
とで、年度計画を着実に実施する。また、業
務内容、業務量変動に対し代替業務を提案
し、2024年度以降の事業展開へ備える。
　新規路線整備事業については、都内全域の
自治体に対して、都市計画道路等の用地買収
及び不燃化特区に関する業務の受託を提案し
ていく。

①予定業務の着実な執行
・全用地買収画地の90％契約
・20画地(３か年平均)

②2024年度以降の事業展開に備えた
業務の提案

③都市計画道路等及び不燃化特区に
関する業務の受託3件

ウィズコロナ、ポストコ
ロナにおける権利者対応
の工夫

道路事業等の終盤にあた
る業務(道路築造等)の検
証、分析の実施

新規路線整備事業の受託

首都直下地震の切迫性を踏まえ、また地域の防災性向上のため、特定整備路線や不燃化特区における道路整備が求められている。また、2017年度末時点で都
市計画道路の多摩地域の完成率は約61.5％となっており、多摩地域における利便性向上に向けた道路整備が求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都都市づくり公社

戦略３
都市機能更新事業の重点的な推進と新規路線整備事業の事
業化

事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・権利者対面折衝における、フェイスガード着用やデスク
パーテーション完備の相談窓口利用推進
・日程調整・問合せ対応における配送、メールの積極的活用

・権利者折衝は、電話や配送に加え、メール等オンラインに
よる対面以外の選択肢を拡充し、総件数の20%をタッチレス
とする。
・相談窓口対応は、これらに加え、専門家相談会のオンライ
ン化も実施し、総件数の10%をタッチレスとする。

・権利者折衝は、電話や配送に加え、メール等オンラインに
よる対面以外の選択肢を拡充し、総件数の40%をタッチレス
とする。
・相談窓口対応は、これらに加え、専門家相談会のオンライ
ン化も実施し、総件数の20%をタッチレスとする。

・権利者折衝は、電話や配送に加え、メール等オンラインに
よる対面以外の選択肢を拡充し、総件数の50%をタッチレス
とする。
・相談窓口対応は、これらに加え、専門家相談会のオンライ
ン化も実施し、総件数の30%をタッチレスとする。

(新規)
・区部における主要生活道路等工事業務のヒアリング
・区部における主要生活道路無電柱化工事業務のヒアリング

・区部における主要生活道路等工事業務の検証、分析
・区部における主要生活道路無電柱化工事業務の検証、分析

・区部における主要生活道路等工事受託にむけた見積書作成
・区部における主要生活道路無電柱化工事受託に向けた見積
書作成

(新規)
・都市計画道路、主要生活道路、駅前広場、公園などの用地
買収業務受託に向けた提案
・不燃化特区受託に向けた提案

・都市計画道路、主要生活道路、駅前広場、公園などの用地
買収業務受託に向けた見積提出
・不燃化特区受託に向けた見積提出

・都市計画道路、主要生活道路、駅前広場、公園などの用地
買収業務受託に向けた覚書締結
・不燃化特区受託に向けた覚書締結

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

②

②

　2017年度末建物賃貸収入は17億2千8百
万円に対し、2019年度末においては、19億
2千3百万円と安定しているが、2020年度上
半期において、新型コロナウイルスの影響
により約1,500万円の賃料減額となってい
る。今後、ポストコロナを見据えた建物賃
貸収入の安定化をはかるため、既存建物の
経年劣化による賃貸料の低下を最小限にし
つつ、公社経営の安定と住民の快適性や利
便性を維持するため、収入を確保しながら
修繕工事を適切に実施していく必要があ
る。

　既存事業を着実に実施すると共に新規収
益事業を開拓していく。
　具体的には、既存事業においては、保有
施設の適切な維持管理を行うことで、安定
的な資産運用を図る。
　新規収益事業については公社資産を活用
した新規収益物件の創出を行う。
　また、不採算、低未利用資産について
は、社会変化に応じた新たな資産活用に向
けて見直しを図っていく。
　都有地を活用した魅力的な移転先整備事
業への参画により地域活性化や防災性の向
上に寄与する。

①戦略的な資産管理・運用による毎
年度８億円規模の収益確保

②地域活性化や、防災性の向上に寄
与する新規物件3件の創出

建物価値の維持向上のた
めの戦略的な財産管理

ウィズコロナ、ポストコ
ロナでの資産活用につい
て検討

建物共同化事業の着実な
推進

都有地を活用した魅力的
な移転先整備事業の推進

土地建物の貸付について、収益を確保するため、建物価値の維持向上および安定的な資産運用を図る。また、地域や関係自治体とともに建物共同化を進め、
防災性の向上や土地の高度利用を図る。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都都市づくり公社

戦略４ 地域支援事業における適切な資産活用と新規事業化
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・貸付契約の締結２件
・修繕実施7棟
　うち大規模修繕工事2棟

・建物貸付契約の更新1件
・修繕実施2件
・長期修繕計画の見直し

・土地貸付契約の更新1件
・修繕実施2件

・修繕実施2件

(新規)

・新たな資産活用指針の運用開始
・一時貸付地の見直し(収益性・公益性ともに低い土地や将
来の利活用計画の無い土地に関する保有の見直し)
・貸付建物利活用の方法の検討(継続利用、用途転用、貸付
先の変更、処分等の検討)

・一時貸付地の見直し(収益性・公益性ともに低い土地や将
来の利活用計画の無い土地に関する保有の見直し)
・貸付建物利活用の方法の検討(継続利用、用途転用、貸付
先の変更、処分等の検討)

・一時貸付地の見直し(収益性・公益性ともに低い土地や将
来の利活用計画の無い土地に関する保有の見直し)
・貸付建物利活用の方法の検討(継続利用、用途転用、貸付
先の変更、処分等の検討)

・東池袋Ｂ街区：建物竣工後の入居テナントの選定を実施 ・東池袋Ｂ街区：年度末に建物しゅん工、取得床について運
用開始
・東池袋Ｃ街区：建物共同化に向けた合意形成の継続と関係
機関協議、都市計画審議会(報告、諮問)の手続きを実施

・東池袋Ｃ街区：共同化建物着工 ・東池袋Ｃ街区：共同化建物しゅん工

・土地の立地条件を生かした事業提案を実施 ・木密地域にお住まいの方々の移転先となる集合住宅の建築
設計を実施。
・木密地域の移転先として活用できるよう区と連携してい
く。

・移転先となる集合住宅の建築工事を実施。
・工事中は周辺住民との関係性を良好にしていく取組を実施
し、竣工後の運営を確実なものにしていく。

・移転先となる集合住宅の管理・運営開始。
・日常保守点検、計画的な長期修繕工事を実施し、50年間
にわたる長期の賃貸物件を適切に管理していく。
・木密地域からの移転を促進する取組の実施。

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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これまでFAXで行ってきた業務について、個別の共有メールアドレス設定を検討するなど、ＦＡＸレスの
推進に取り組んでいる。

これまでFAXで取り組んでいた業務における規定等の改正、ファクシミリ受信の電子化や共有メールアド
レスの設定等の活用により、2021年度FAXの送信数・受信数の削減△98％とする。（本社総務部、2019
年度比、例外を除く）

オンラインミーティングシステムやグループウェアなど、働く場所にとらわれない環境整備の検討を行
い、ペーパーレスの推進に取り組んでいる。

タブレット端末等を導入し、ペーパーレスまたはオンライン会議に変更し、2021年度のコピー用紙総使
用量を2019年度比で40%削減させる。（本社総務部、2021年8月、例外を除く）また、コピー枚数およ
び毎月の削減率を見える化することで、ペーパーレス促進に努める。

①土地使用料の納付【地域支援事業】（962件）、利用券の購入【青梅（昭島）建設発生土再利用事業】
（400件）については、口座振替によるキャッシュレスに取り組んでいる。
②情報公開資料コピー代金等（20件）は現金による徴収方法を行っているため、情報公開方法やクレジッ
トカード、電子マネー、QRコード決済の導入可能性について検討を行っている。

都民利用施設はないため、独自の取組を行っていく。
①口座振替にて対応している業務については、その他のキャッシュレス化の導入について検討を行う。
②現金徴収を行っている情報公開資料については、情報公開方法やクレジットカード、電子マネー、QR
コード決済の導入について、検討を行い、キャッシュレス化を図る。

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

(公財)東京都都市づくり公社

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

５
つ
の
レ
ス

はんこレス 押印の定めがある手続きのうち団体の規程等の改正により対応が可能な手続等については、件数が多い案
件を優先し、年度内の改正に向け取り組んでいる。

押印の定めがある手続きのうち団体の規程等の改正により対応が可能な手続等については、2021年度末
までに全件、規程等を改正する。また、規定等の改正に加え、意思決定のあり方について検討を行い、電
子決定・押印決定の区別を明確にし、2022年度からの電子決裁が可能なよう、環境整備に取り組む。

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

手続きのデジタル化を推進できるよう、はんこレス・FAXレスの推進に取り組んでいる。
団体の規程等の改正によりデジタル化の対応が可能な手続等については、2021年度末までに全件規程等
を改正する。また、規定等の改正に加え、意思決定のあり方について検討を行い、電子決定・押印決定の
区別を明確にし、2022年度からのオンラインで完結が可能なよう、環境整備に取り組む。

キャッシュレス

タッチレス

①都民や事業者を対象とする相談業務については、電話対応（700件）にて、タッチレスに取り組んでい
る。
②都民や事業者を対象とする講演会、説明会等の３件のうち、１件については後日配信可能なYouTube
公式チャンネルの開設（１月予定）に向けて取り組んでいる。

①電話対応業務は、今後の事業の継続期間を踏まえ、Web相談やチャットボット等の活用について検討を
行う。
②残りの２件の説明会、セミナー等については先行して取り組んでいるYoutube公式チャンネルの開設等
の取り組みを水平展開し、オンラインでの開催を行う。

テレワーク
年度末に向けて、在宅勤務環境では対応できない業務が増加している中、自宅PCから職場PCへのアクセ
スを可能にするなど、テレワークシステムを整備し、テレワーク実施率は月14％※を達成している。※
「実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数」により算出

テレワークシステムに加え、オンライン会議システム導入によりコミュニケーションの障壁をさらに低く
し、テレワーク可能な職員については月40％※実施（2021年８月対象）
※「実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数」により算出

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

住宅セーフティーネット
の強化など都の住宅政策
の一翼を担うJKK住宅経
営

見
直
し

3・4

【目標①】住宅セーフティネット強化の観点から、高齢者や子育て世帯等の
　　　　　入居機会拡大（制度利用割合33％以上）
【目標②】要配慮者が利用しやすい住宅の長寿命化に向けた取組（指標策定、
　　　　　投資時期平準化）
【目標③】要配慮者向けの居場所づくり等によるｺﾐｭﾆﾃｨ活動の活性化
　　　　　（30件以上）

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
２

新たな都政課題等に貢献
するJKK住宅の供給

見
直
し

3・4

【目標①】新しい日常に対応した住環境の整備（延45団地以上）
【目標②】先駆的事業の実施による新たなニーズへの対応（新しいタイプの
　　　　　住宅供給や新たな領域へのチャレンジを５団地以上実施し、効果
　　　　　的な広報戦略により賃貸住宅市場への波及を図る）

事業
運営

〇 〇 〇 〇 〇

戦
略
３

都営住宅管理等における
業務改善とお客さまサー
ビスの向上

見
直
し

5

【目標①】都営住宅管理サービスの総合的な満足度（55%以上）
【目標②】都営住宅募集オンライン化対応（2021年度完了）
【目標③】業務効率化・お客様サービス改善のための管理業務改革プロジェ
               クト（2022年度完了）

事業
運営

〇 〇 〇 〇 〇

戦
略
４

社会貢献の最大化と自立
的経営の両立

見
直
し

1・2

【目標①】公共政策的事業指標の拡大（毎期前年度以上）
【目標②】ガバナンス強化（内部統制本格運用）
【目標③】財務指標（売上高経常利益率12％以上、自己資本比率40％以上）
【目標④】多様な人材登用による組織体制の強化（新規女性管理職・係長
　　　　　10名以上、高齢者登用制度創設）

組織
運営

〇 〇

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

都長期
戦略

（様式１）

 東京都住宅供給公社 （所管局） 住宅政策本部

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

①
③

③

（様式２）
 東京都住宅供給公社

戦略１
住宅セーフティーネットの強化など都の住宅政策の一翼を
担うJKK住宅経営

事業
運営

少子高齢化の進展により高齢単身世帯やひとり親世帯の増加など世帯構成は大きく変化し、住宅確保が困難な世帯の存在やコミュニティ活動の低下などの
課題が顕著になっている。また、公的住宅には子育て世帯や高齢者など多世代が住み替えも可能で共生できる住環境づくりが求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆当社は幅広い都民に安全・安心な住まい
とサービスを提供することにより入居率
96%を維持し安定経営を図っている。都に
住宅政策本部が設置され、当社は政策連携
団体となり、住宅政策により積極的に取り
組むことが使命となっている。高い入居率
を確保しながら都の重要課題である住宅確
保要配慮者の入居機会の確保や居住の安定
を図るため、経営資源を最大限活用し取組
を一層推進していく必要がある。

◆また、高度経済成長期に建設したJKK住
宅では、入居者の高齢化が進み自治会活動
などの担い手の不足によりコミュニティ機
能が低下している。また、団地内の商店街
では物販等のテナントが撤退し、賑わいが
低下しており課題となっている。

◆ＪＫＫ住宅は、これまで中堅所得者向け
としての色彩が強かった基本的な性格を、
今後は高齢者や子育て世帯等の住宅確保要
配慮者向けを重視する方向に見直す。

◆このため、住宅確保要配慮者向けの入居
支援を拡充し、低廉な家賃の住宅を一層利
用しやすくするよう、技術部門を強化して
ストックを効果的に管理運営する仕組みを
構築し、建物の長寿命化を推進していく。

◆また、住宅確保要配慮者にとっての大き
な課題である居場所づくりに向けて交流拠
点を整備するほか、様々な団体との連携や
コミュニティの立上げ支援スタッフの配置
など組織的な取組を強化し、多様な世帯・
世代による交流と共助あるコミュニティを
創出する。

【目標①】
住宅セーフティネット強化の観点か
ら、高齢者や子育て世帯等の入居機
会拡大（制度利用割合33％以上）

【目標②】
要配慮者が利用しやすい住宅の長寿
命化に向けた取組（指標策定、投資
時期平準化）

【目標③】
要配慮者向けの居場所づくり等によ
るコミュニティ活動活性化（30件
以上）

子育て世帯や高齢者等に
対する入居支援制度の充
実

家賃が低廉な既存住宅の
長寿命化に向けた取組

子育て世帯や高齢者が安
心して暮らせる環境の創
出

地域コミュニティ拠点の
整備・居場所づくり
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
○子育て：子育て世帯等優先申込制度
○高齢者：高齢者等優先申込制度
○新婚：ペアさぽ　　○ひとり親：こどもすくすく割
○その他：ルームシェア、近居支援、コロナ禍特別支援
⇒入居支援制度利用割合27.9％

○現行の入居支援制度等の検証・見直し、新たな入居支援
制度等の検討
○入居支援制度の広報（地元自治体の居住支援や福祉部
門、居住支援団体とのタイアップ等）
⇒入居支援制度利用割合28％以上

○現行制度等の見直し・新たな制度等の試行実施

○入居支援制度の広報（地元自治体の居住支援や福祉部
門、居住支援団体とのタイアップ等）
⇒入居支援制度利用割合30％以上

○試行実施を踏まえて本格実施に移行

○入居支援制度の広報（地元自治体の居住支援や福祉部
門、居住支援団体とのタイアップ等）
⇒入居支援制度利用割合33％以上

（新規）

○住宅事業者として全国初のISO55001（アセットマネジ
メントシステム）導入に向けた仕組み等の検討・策定
○長寿命化の指標を検討
○超長期修繕計画の検討

○アセットマネジメントシステムマニュアル作成、体制整
備、認証取得
○長寿命化の指標を検討
○超長期修繕計画・投資（修繕）時期の平準化の検討

○アセットマネジメントシステムの組織的な運用開始
　⇒効率的・効果的な維持管理手法の構築
○長寿命化の指標を策定
○投資（修繕）時期を平準化した超長期修繕計画の策定

○子育て認証住宅供給（２団地）
○創出用地等を活用した高齢者、障がい者、子育て支援施
設等の整備・誘致（８箇所）

○民間連携によるセンサー方式を活用した見守りサービス
を導入
○自動運転車両による移動支援実証実験実施、結果検証
○子育て世帯に配慮した住宅の建設
○高齢者施設等を整備・運営する事業者との協議・調整

○センサー方式を活用した見守りサービスの利用拡大
○検証結果を踏まえた関係機関等との調整
○子育て世帯に配慮した住宅の供給（１団地）
○高齢者施設等の建設工事

○センサー方式を活用した見守りサービスの利用拡大

○高齢者施設等の開設（１箇所）

○大学連携、地域コミュニティ活動支援制度

○地元自治体やNPO、民間企業等と連携したコミュニティ
拠点の整備、居住者と連携した居場所づくり
○入居者等の自主的なコミュニティ活動を支援する専門ス
タッフ（ｺﾐｭﾆﾃｨｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ）を新たに配置（２名）
⇒新規コミュニティ活動５件

○地元自治体やNPO、民間企業等と連携したコミュニティ
拠点の整備、居住者と連携した居場所づくり
○入居者等の自主的なコミュニティ活動を支援する専門ス
タッフの取組検証
⇒新規コミュニティ活動10件

○地元自治体やNPO、民間企業等と連携したコミュニティ
拠点の整備、居住者と連携した居場所づくり
○入居者等の自主的なコミュニティ活動を支援する専門ス
タッフの配置拡大
⇒新規コミュニティ活動15件

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

②

②

②

（様式２）
 東京都住宅供給公社

戦略２ 新たな都政課題等に貢献するJKK住宅の供給
事業
運営

少子高齢化や健康志向の高まり等により人々の考え方や住まい方は変化し、住宅への新たなニーズが生まれてきている。とりわけ新型コロナウイルス感
染症による変化には早急な対応が必要である。これらの課題にスピード感を持って取り組み、その成果を賃貸住宅市場に波及させていくことも重要であ
る。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆当社は政策連携団体として、社会の変化
や人々の考え方、ライフスタイルの多様化
などによる住まいニーズの変化を捉え、当
社の保有するアセットや人的資源を最大限
活用して、住まいを通じて政策課題や社会
課題の解決を図ることが求められている。
そうした課題への対応は住宅分野において
は時間がかかるものであるが、急速な社会
変化に対しても迅速に対応し、今後の公的
賃貸住宅を先導する役割を担う必要があ
る。

◆先駆的な取組等を賃貸住宅市場に波及さ
せるため、積極的に情報発信していくこと
が必要である。

◆多様化する住まいニーズを的確に捉え、
スピーディーに取組を進めていくため、ソ
フト・ハードの取組を一体的に企画する新
組織の設置など、戦略的な組織改正を行
う。

◆住宅分野以外の新たな領域の関係団体や
民間事業者・行政等との連携によりシナ
ジー効果を生みだし、より付加価値の高い
先駆的事業を推進する。

◆JKK住宅のスケールを活かして先駆的取
組を各種展開していく。また、先駆的事業
の政策効果を社会に発信することにより、
今後の公的賃貸住宅を先導し、その成果を
賃貸住宅市場に波及していく。

【目標①】
新しい日常に対応した住環境の整
備（延45団地以上）

【目標②】
先駆的事業の実施による新たな
ニーズへの対応（新しいタイプの
住宅供給や新たな領域へのチャレ
ンジを５団地以上実施し、効果的
な広報戦略により賃貸住宅市場へ
の波及を図る）

新しい日常に対応した取
組の推進

超高齢社会への対応

多様化するニーズへの対
応

行政連携による
ＪＫＫ初の島しょ部にお
ける住宅供給

賃貸住宅市場への波及
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
○テレワーク環境の新規導入（４団地）
○ボタンに触れずに操作ができるタッチレス型エレベー
ターの新規導入（２団地）
○非対面で荷物が受け取れる宅配ボックスの設置推進（38
団地）

○テレワーク環境の導入（既存5団地）

○宅配ボックスの設置（既存５団地）

○テレワーク環境の導入（７団地：既存５、建替２）
○タッチレス型エレベーターの導入（建替２団地）

○宅配ボックスの設置（７団地：既存５、建替２）

○テレワーク環境の導入（８団地：既存５、建替３）
○タッチレス型エレベーターの導入（建替3団地）

○宅配ボックスの設置（８団地：既存５、建替３）

（新規）

○シニア向け住宅
・建設工事着工
・シニア向け住宅の見守りサービス事業者の選定
※既存住宅へのセンサー方式を活用した見守りサービスの
導入

○シニア向け住宅
・建設・施工監理
・入居者募集の具体的な検討
※既存住宅への見守りサービス利用拡大

○シニア向け住宅
・当社初のJKKシニア住宅竣工（１団地）
・入居者募集に向けた準備
※見守りサービス利用拡大

○当社初の禁煙住宅を竣工（１団地）

○ペット等共生住宅の建設に向けた課題抽出・仕様検討

○禁煙住宅の建設工事着工
○その他先駆的モデル事業の検討
○先駆的モデル実施に係るニーズの把握

○ペット等共生住宅の仕様確定、採算性検証

○禁煙住宅の建設・施工監理
○その他先駆的モデル事業の実施（１団地）
○モデル事業の具体化に向けた施策・候補等検討

○ペット等共生住宅の建設工事着工（1団地）、管理手
法・ルールの検討
○禁煙住宅の竣工（1団地）
○その他先駆的モデル事業の実施（１団地）
○基本スキーム等の策定

（新規）
○小笠原村における新たな住まいモデルの基本設計・実施
設計
○住宅管理に向けた地元との調整

○小笠原村における新たな住まいモデルの工事着手、建設
○入居者募集に向けた小笠原村との協議
○モデル事業の拡大に向けた調整・検討

○小笠原村における新たな住まいモデル供給（１団地）
○モデル事業の拡大に向けた調整・検討

○インターネット配信サービスの活用開始
○プレスリリース研修の実施

○先駆的事業の効果測定
○インターネット配信サービスの活用・効果検証
○メディア戦略の検討・構築

○先駆的事業の効果測定
○インターネット配信サービスの活用・効果検証
○メディア戦略の展開

○先駆的事業の効果測定
○インターネット配信サービスの活用・効果検証
○メディア戦略の展開
○メディア向け現地見学会開催

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①②

③

（様式２）
 東京都住宅供給公社

戦略３
都営住宅管理等における業務改善とお客さまサービスの
向上

事業
運営

新型コロナウイルス感染症を契機として、社会全体で各種手続等のデジタル化・簡素化の動きが加速している。都営住宅では、65歳以上の住宅名義人
は６割を超え、増加する高齢者への対応とともに、障がい者や外国人への配慮など、多様なニーズに応える住宅管理が求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆当社は都営住宅管理における入居者ア
ンケート調査を毎年度実施している。
サービスの総合的な満足度（５段階評価
の上位２項目）は、2002年度の33.9％か
ら2019年度には51.9％まで改善してい
る。引き続き、入居者の住宅管理への多
様なニーズや社会変化に対応し、お客さ
ま満足度を更に向上させることが課題と
なっている。

◆都営住宅では名義人が65歳以上の世帯
は68.7％（2019年度末）となっており著
しく高齢化が進んでいる。入居者や自治
会のニーズを踏まえた更なる支援に取り
組んでいくことが重要である。

◆コロナの影響や利便性向上の観点から
非対面での対応の拡大が求められてい
る。

◆お客さまに寄り添った高い水準のサー
ビスを提供していくため、お客様の声を
分析したうえで最適なサービスのあり方
を検討し、都に新たな施策や改善提案を
行うなどサービスの改善に繋げていく。

◆都では、年間12万件の申込を郵送等で
受け付けている都営住宅入居者募集業務
のオンライン化を検討している。都に協
力しながら適切に対応し、DX化など非対
面での業務拡大を図りQOSを向上させて
いく。

◆都営住宅管理業務の膨大な事務作業に
ついて、先進技術の活用も見据え、事務
処理方法の見直しを図り、業務の効率化
や正確性の向上につなげていく。

【目標①】
都営住宅管理サービスの総合的な
満足度（55%以上）

【目標②】
都営住宅募集オンライン化対応
（2021年度完了）

【目標③】
業務効率化・お客様サービス改善
のための管理業務改革プロジェク
ト
（2022年度完了）

お客さまの声を踏まえ
た業務改善及び東京都
への政策提案

高齢者対応、自治会支
援の強化

DXによるお客さまサー
ビスの向上

RPAの導入等による業
務の効率化とお客さま
サービスの改善
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

○「お客様の声改善会議」を設置し、団地特性等を踏ま
えた改善方針の検討・実施
　（対応・情報共有済53件・2019年度）

○「お客様の声改善会議」の継続実施
　（対応・情報共有50件）

○お客さまの声等を踏まえた都への政策提案（5件）
⇒都営住宅管理サービスの総合的な満足度53％以上

○「お客さまの声改善会議」の継続実施
　（対応・情報共有50件）

○お客さまの声等を踏まえた都への政策提案（5件）
⇒都営住宅管理サービスの総合的な満足度54％以上

○「お客様の声改善会議」の継続実施
　（対応・情報共有50件）

○お客さまの声等を踏まえた都への政策提案（5件）
⇒都営住宅管理サービスの総合的な満足度55％以上

○自治会による団地管理を一部代行する共益費事業の実
施団地拡大
　（事業実施282団地・2020年4月時点）
○団地集会所の活用について地元自治体への情報提供
○自治会との情報交換を実施

○共益費事業による自治会支援の拡大（新規申込50団
地）
○団地集会所を活用した居住者向けイベントの開催
　（新規開催10団地）
○自治会向け広報紙の発行（２回）

○共益費事業による自治会支援の拡大（申込50団地）
○団地集会所を活用した居住者向けイベントの開催
　（新規開催10団地）
○自治会向け広報紙の発行（２回）

○共益費事業による自治会支援の拡大（申込50団地）
○団地集会所を活用した居住者向けイベントの開催
　（新規開催10団地）
○自治会向け広報紙の発行（２回）

（新規）

○募集オンライン化に向けた都のシステム構築への協
力・社内体制構築、オンライン化開始
○チャットボットを活用した問い合わせ対応開始
○都が進める入居者からの申請受付のオンライン化への
協力

○拡大に向けた着実な運用

○都が進める入居者からの申請受付のオンライン化への
協力

〇募集オンライン利用の促進

○都が進める入居者からの申請受付のオンライン化への
協力

（新規）

○ＲＰＡ、ＡＩ－ＯＣＲ等導入の実効性と費用対効果の
検証
○業務フローの見直しによる業務改善や業務の再構築を
実施
○申請における提出書類の簡素化

○ＲＰＡ、ＡＩ－ＯＣＲ等導入の選定や社内体制の構
築、業務処理の開始

○ＲＰＡ、ＡＩ－ＯＣＲ等を用いた迅速で的確な業務運
用

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

②

③

④

（様式２）
 東京都住宅供給公社

戦略４ 社会貢献の最大化と自立的経営の両立
組織
運営

当社は都の政策連携団体として、また地方住宅供給公社法に基づく法人として、都政や社会に貢献することが求められる一方で、健全な経営を自立的
に実現しなければならない事業体である。また自立的経営を確保するうえで、ガバナンスの強化が極めて重要である。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆当社は、自立的で健全な経営を実現し
ながら、住宅事業を通じて政策課題や社
会課題に取り組み、社会に貢献していく
ことが使命であるが、社会貢献の取組を
拡大していくためには、収益力を強化す
るとともに、必要な資金を確保するなど
更なる財務基盤の強化が課題となる。
◆また、こうした目的を実現するために
は、経営を支える組織的なマネジメント
体制が必要となっている。
◆さらに、人材面では、女性の登用や意
欲と能力のある65歳超の人材の活用など
が社会的に求められている。

◆社会貢献の取組をJKK東京アクションプ
ランにおいては「公共政策的事業指標」
として見える化し、今後施策の拡大を
図っていく。
◆現行の執行体制や業務フローを見直
し、内部統制が確保できるよう体系化し
て更なる体制強化を進めていく。

◆個々の住宅の状況に応じた的確な対策
による入居促進等により収益力の向上を
図っていく。また、安定的かつ有利な条
件での資金調達を行いながら、内部資金
を活用して都借入金をはじめとした負債
の圧縮に取り組み、バランスシートを改
善していく。

◆女性の登用を進めるための研修の充実
や高齢者の登用制度の創設に取り組んで
いく。

【目標①】
公共政策的事業指標の拡大
（毎期前年度以上）

【目標②】
ガバナンス強化（内部統制本格運
用）

【目標③】
財務指標（売上高経常利益率12％
以上、自己資本比率40％以上）

【目標④】
多様な人材登用による組織体制の
強化（新規女性管理職・係長10名
以上、高齢者登用制度創設）

少子高齢社会、防災、
コロナ対策など公共政
策的取組の推進

内部統制の構築・運用

業務を効率的に行うた
めの業務システム改善

収益力の強化と負債の
圧縮

多様なマンパワーの活
用
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
2020年度JKK東京アクションプランにて「公共政策的事
業指標」を新設。少子高齢社会への対応など都政課題の
解決に向けたJKKの各種取組を見える化し、毎期前年度以
上を目指す経営指標。金額換算出来るもの、金額換算出
来ないものは規模で見える化。

公共政策に資する主な取組（戦略１・２より再掲）
○民間企業等と連携した見守りサービスの導入
○シニア向け住宅の建設工事着工
○高齢者施設等を整備・運営する事業者との協議・調整
○建替えや既存住宅におけるテレワーク環境の導入

○安否確認機器による見守りサービスの利用拡大
○シニア向け住宅の建設・施工監理
○高齢者施設等の建設工事
○建替えや既存住宅におけるテレワーク環境の導入

○安否確認機器による見守りサービスの利用拡大
○シニア向け住宅の竣工（１団地）
○高齢者支援施設等の開設（１箇所）
○建替えや既存住宅におけるテレワーク環境の導入

○組織改正に向けた都との調整
○BCP（風水害編）の策定

○ガバナンス強化のための組織改正と業務フローの検証
○内部統制方針・規程、管理ツールの策定、試行実施
○BCP（地震編・風水害編・感染症編）の見直し

○業務フローの改善
○評価、見直し（PDCA） ○本格運用

○人事系システム開発完了・運用開始
○財務系・建設営繕系システム開発中
○居住者管理系システムに関連する業務の見直し

○財務系システム開発完了・運用開始
○建設営繕系システム開発中
○居住者管理系システム開発に係る業者選定

○建設営繕系システム開発中
○居住者管理系システム開発に係る要件定義

○建設営繕系システム開発中
○居住者管理系システム開発着手

〇2019年度決算時点：売上高経常利益率12.2％、自己資
本比率35.1％
○JKK住宅利用率の向上に向けた空家リニューアルの推進
（年間50戸程度）
○建替え
○東京都借入金の着実な償還

○JKK住宅利用率の向上に向けた空家リニューアルの推進
（50戸以上）
○建替え
○東京都借入金の着実な償還

○JKK住宅利用率の向上に向けた空家リニューアルの推進
（60戸以上）
○建替え（竣工２団地）
○東京都借入金の着実な償還

○JKK住宅利用率の向上に向けた空家リニューアルの推進
（60戸以上）
○建替え（竣工３団地）
○東京都借入金の着実な償還

○女性管理職及び管理職候補者による意見交換会実施

○女性職員の意見交換会やキャリアアップに向けた研修
の実施・検証
○意欲と能力のある再雇用社員の雇用上限年齢引き上げ
について制度策定
○福祉的人材の新規登用・育成

○女性職員の研修参加対象者拡大・内容の充実

○再雇用社員の新制度による登用開始

○福祉的人材の登用・育成

○前年度までの効果・検証を行い実施

○法改正等社会動向を見据え、再雇用社員の更なる雇用
上限年齢の引き上げを検討
○福祉的人材の登用・育成

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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FAXの受信は平成29年度に電子化しており10.1万件の受信がある。
送信件数は5万件であり、主に区市営住宅に係る修繕の完了報告等でFAXを利用している。
FAXからメールへの切替えに向けて相手方との調整を進めるなど、FAXレスの推進に取り組
んでいる。

原則、FAXの使用を禁止。
※聴覚に障がいがある方などFAXによる問い合わせが必要な場合を除く

ペーパレス会議に向けた環境の整備（タブレット・リモート会議ツール・会議室へのモニ
ター設置等）や資料の紙保管からデータ保管への移行など、ペーパーレスの推進に取り組ん
でいる。

コピー用紙の購入量を50％削減（2016年度比）する。
＜コピー用紙購入量＞
　2016年度実績：約1,619万枚　　　2021年度目標：約810万枚

①住宅家賃の支払いは原則として口座振替でありキャッシュレスとなっている。
　※現金払いの希望には、窓口センター、募集センター、本社の一部部署において対応して
　　いる。また、家賃等が現金書留で送られてきた場合も対応している。
②一部住宅の共用部に設置されているシアタールームについては利用予約と同時に利用料の
　クレジットカード決済に対応している。

住宅家賃の支払いについて、さらなる口座振替の促進に取組む。
敷金など初期費用等について、クレジットカード決済の検討に着手。

社内手続では少額の備品購入等についてキャッシュレスの検討を推進。

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

 東京都住宅供給公社

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

５
つ
の
レ
ス

はんこレス

①都民・事業者等からの申請や届出等の手続のうち約5.7万件は、順次、押印廃止の準備を
　進めている。1.3万件は、実印や契約印など本人確認等が必要な押印である。
②対外的に発出する通知のうち18.1万件は電子公印で、残り0.6万件は公印を使用してい
　る。これらについては順次、公印省略（押印廃止）への移行を進めている。
③社内手続き等についてはシステムリニューアル等より、旅費・超勤申請等から電子決裁に
　移行している。

①お客様（入居者・事業者等）からの申請・届出等は、原則押印廃止。
　※実印や契約印など本人確認が必要な押印は、デジタル化の方向性を整理。
②対外的に発出する通知等については、公印省略（押印廃止）とする。
③社内申請手続きについては、デジタル化等により原則、押印廃止とする。電子決裁については、導入に
向けて検討を推進。

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

①都民・事業者等からの申請や届出等の手続のうち入居申込、電子入札等はデジタル化して
　いる。他の手続きについてはデジタル化に向けて調査・検討している。
②対外的に発出する通知等のうち電子入札関連0.7万件はデジタル化している。デジタル化
　していない通知等のうち払込票等が18.1万件、各種通知等が4.1万件でそれぞれの特性に
　応じた対応を調査・検討している。

①公社の規程等に基づく対応可能な手続きについては、全件規程等を改正。
②デジタル化による多様な手続きへの移行を推進。

キャッシュレス

タッチレス

①相談業務のうち、42万件はお客さまセンター（コールセンター）での電話対応であり
　タッチレス（非対面）である。窓口での対面による相談等業務は28.6万件となってい
る。
②相談申請や説明等についてはタッチレスに（非対面）に向けて郵送などへの切替えを順次
　実施している。

①ホームページの各ページにおいてチャットボットを導入
②対面（窓口対応）から非対面（郵送）への切替えを推進

テレワーク

本社部門を中心に、業務に支障のない範囲内で一部テレワークを実施しているほか、サテラ
イトオフィスを本社、亀戸・立川窓口センターに設置し、職員の移動時間の短縮を図ってい
る。また、タブレット端末を利用した本社と出先事業所（現場）との連絡体制の構築等に取
り組んでいる。

企画部門や総務部門など業務に支障が無い部門を中心にテレワークができる環境の整備・拡大を進めると
ともに、テレワーク月間を設け、テレワーク可能な職員については月４０％※実施する。
さらに、テレワークに馴染まない業務の抜本的な見直しを推進。
※「実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数」により算出

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

エネルギーの脱炭素化
見
直
し

⑤

【目標①】◆助成金電子申請導入率を事業数ベースで原則100％に向上　※効果が見込め
ない事業を除く
【目標②】◆クール・ネット東京と連携してZEVの普及活動を実施する外部団体等を30以
上に拡大
【目標③】◆新たな省エネ診断手法の提案・実施

事業
運営

〇 〇 〇 〇 〇

戦
略
２

サステナブルな資源循環
型社会への転換

見
直
し

④

【目標①】◆3Rアドバイスによるリサイクルの改善　実施事業者120件
【目標②】◆研究所等これまでの知見やノウハウを活用した家庭及び外食における食品ロ
ス削減の促進
【目標③】◆リスク管理体制の再構築、運用

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
３

レジリエントな東京に向
けた気候変動適応への貢
献

見
直
し

③

【目標①】◆適応センターの開設・運営／◆区市町村支援の仕組みづくりと支援の実施／
◆ＨＰ等により知見等を区市町村をはじめ都民等に広く発信（随時）
【目標②】◆横断的・総合的な調査研究の推進（プロジェクト研究１件）
【目標③】◆気候変動対策に繋がる他の研究機関との連携（３件）

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
４

環境配慮行動への変容を
促すアプローチ手法等の
構築・展開

新
規

【目標①】◆環境配慮行動への行動変容に向けた実効性の高いアプローチ手法等の構築と
実践

事業
運営

〇 〇 〇

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京都環境公社 （所管局） 環境局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

（様式２）
(公財)東京都環境公社

戦略１ エネルギーの脱炭素化
事業
運営

２０５０年のＣＯ２排出実質ゼロに向けて、エネルギーの脱炭素化を図るため、省エネルギー対策や再生可能エネルギーの利用拡大など実効性の高い事業をよ
り強力に推し進めていく必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆ゼロエミッション化に直接寄与する助成金
事業については、申請者の利便性を高めて
様々な事業者・都民に利用してもらうことが
必要であるが、現在の申請方法では申請書の
記入や書類の不備への手続き等に際し、申請
者側の手間がかかっている。

◆ZEVの普及拡大に向けて、関心層・無関心
層それぞれに対する情報提供・支援等が重要
であるが、それが十分に出来ていない。

◆新型コロナウイルスの影響により、新たな
生活様式が広がっている中で、これまでの省
エネ対策の見直しが必要となってきている。

◆オンライン申請、AI-OCRなどICTを活用
した審査業務の効率化を通じて助成金事業の
利便性を高めるとともに、それまでに培った
申請者ニーズの把握や活用事例の蓄積によ
り、新たな助成金事業の展開について都への
提案を行うことで、再エネなど脱炭素エネル
ギーの転換を促進する。

◆ZEV関連事業について、誰もが理解できる
よう効果的な情報提供をしつつ、多様な主体
と連携し、各事業の利用者に即した広報・啓
発活動を実施するなど、ZEV普及に向けた気
運を醸成する。

◆省エネルギー対策と新型コロナウイルス感
染症拡大防止の両立を図るため、申込者確保
に向けた診断方法等（換気設備効率化等）の
見直しを図る。

【目標①】
◆助成金電子申請導入率を事業数
ベースで原則100％に向上
※効果が見込めない事業を除く

【目標②】
◆クール・ネット東京と連携して
ZEVの普及活動を実施する外部団体
等を30以上に拡大

【目標③】
◆新たな省エネ診断手法の提案・実
施

助成金事業の利便性向上

ＺＥＶの普及

コロナ禍での省エネ対策
強化
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・助成事業の利便性向上についての意見交換会を、継続的に
実施するものとして確立
・助成金事業において電子申請システムを構築（４事業）

・既に導入したシステムの改修等により、電子申請導入率を
30％に向上
・AI-OCR・RPA等により、審査業務の一部をデジタル化

・既に導入したシステムの改修や新たなシステム構築等によ
り、電子申請導入率を60％に向上
・これまでの業務効率化の検証等を踏まえ、組織改編も含め
て助成金業務を再整理

・助成金業務を再整理し、これまで導入できなかった事業に
ついてもシステム化を図り、電子申請導入率を100％に向上
・更なるDX推進を見据えて、新たなデジタル化の取組を検
討

・広報計画（素案）を作成し、年度末までに策定予定
・ホームページのリニューアル（３月）
・ZEV普及促進事業の活用実績をHPに公表（３月）

・チャットボット、ＷＥＢセミナーの開催など、多様な広報
啓発手法を展開
・これまで不十分であった家庭向けの広報物を充実
・10以上の団体等と連携してZEV普及活動を実施

・助成事業の積極的な活用を促すなど、ZEVの利用意識を高
めるような動機付けコンテンツを提供
・20以上の団体等と連携してZEV普及活動を実施

・ZEV普及の裾野を広げるため、学生等を対象とした環境学
習を拡充
・これまでの取組の成果を踏まえて広報計画を見直し
・30以上の団体等と連携してZEV普及活動を実施

・新型コロナウイルスの影響により、例年より省エネ診断の
申込数が減少
・省エネ提案によるCO2削減量：5,138t‒CO2（11月末現
在）

・新たな生活様式を踏まえた省エネの提案
・オンライン診断等の検討、実施に向けた都への提案

・新たな生活様式を踏まえた省エネの提案
・オンライン診断の具体的実施方法の検討、試行実施

・新たな生活様式を踏まえた省エネの提案
・オフライン・オンライン診断の本格実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

（様式２）
(公財)東京都環境公社

戦略２ サステナブルな資源循環型社会への転換
事業
運営

持続可能な資源利用の定着に向けて、CO2実質ゼロのプラスチック利用や食品ロス対策など重点的に取り組んでいくとともに、長期化するコロナ感染を踏ま
え、社会インフラを支える事業の体制強化を図っていく必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆事業者におけるワンウエイプラスチック使
用削減などリサイクルが十分に進んでいない
状況にある。

◆食品ロスを削減していくには、実態がデー
タで理解されていないなど正しい知識と行動
を普及していくことが課題である。また、公
社事業全体においても食品ロスに関連する取
組が不足している。

◆中央防波堤処分場の運営管理及び粗大ごみ
申告受付は、コロナ禍においても中断が許さ
れない社会基盤を支える事業であるが、クラ
スター発生など緊急時対応において脆弱な面
が顕在化した。

◆業界団体等とのネットワーク強化によるオ
フィスビルの分別リサイクル拡大にむけた３
Ｒアドバイザーの派遣に加えて、オンライン
講習会による理解促進など重層的な取組の推
進により事業効果を高めていく。

◆出前授業などの学習コンテンツを活用し
て、食品ロスに特化した学習プログラムを構
築、処分場見学など事業機会を通じて、家庭
の食品ロスに関する取組を促進する。加え
て、研究所の食品ロス調査研究の成果を活用
しながら、外食産業における食べ残し量の改
善を図る取組を促進し、食品ロス削減に向け
て社会的浸透を図る。

◆社内組織の枠を超えたバックアップ体制の
構築や分散型の事業運営などリスク管理体制
を強化していく。

【目標①】
◆3Rアドバイスによるリサイクルの
改善　実施事業者120件

【目標②】
◆研究所等これまでの知見やノウハ
ウを活用した家庭及び外食における
食品ロス削減の促進

【目標③】
◆リスク管理体制の再構築、運用

事業者向けプラスチック
対策の強化

食品ロス対策の普及強化

コロナ禍でのリスク管理
体制強化
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・優良な取組を実施しているオフィスへのヒアリングや試行
的に3件の３Rアドバイスを実施している。

・3Rアドバイスによるリサイクル改善の取組事業者数40件
（廃プラスチック対策に係る知見を活用した情報発信、講習
会等の普及強化により、3R・適正処理を促進）

・3Rアドバイスによるリサイクル改善の取組事業者数40件
（廃プラスチック対策に係る知見を活用した情報発信、講習
会等の普及強化により、3R・適正処理を促進）

・3Rアドバイスによるリサイクル改善の取組事業者数40件
（廃プラスチック対策に係る知見を活用した情報発信、講習
会等の普及強化により、3R・適正処理を促進）

（新規）

・食品ロス環境学習プログラムの構築・試行／実施世帯数
100件
（食ロスアプリを活用した環境学習等プログラムの構築と
データの集約）

・食品ロス環境学習プログラムの運用／実施世帯数　200件
・家庭の食ロスデータの地域別・世帯別の特性に応じた分析
と食品ロス研究結果に基づく新たな削減手法の検討

・食品ロス環境学習プログラムの運用／実施世帯数　200件
・外食産業への食品ロス対策の試行・展開

（新規）
・分散管理方式による受付センターの運営
・コロナ対応BCP計画の検討・策定、ルールの試行

・BCP計画に基づき運用 ・BCP計画の改善運用

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①
②

①
②

③

（様式２）
(公財)東京都環境公社

戦略３ レジリエントな東京に向けた気候変動適応への貢献
事業
運営

都内における気候変動の影響をふまえて、東京2020大会における暑さ対策の知見・ノウハウの活用はもとより、科学的知見に基づく気候変動適応の推進な
ど、都民生活や自然環境への被害の回避・軽減を図っていく必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆気候変動適応に係る情報について、分野ご
とに様々な主体から発信されており、効果的
な情報の共有ができていない。

◆気候変動の要因や影響は、エネルギー、自
然、都市インフラなど様々な分野に及んでい
るが、これまでは各分野ごとに設定した調査
研究に留まっており、分野横断的な調査研究
活動が少ない。

◆気候変動をはじめとした環境課題の解決に
向けて、他研究機関との連携の強化などによ
り調査研究の幅を広げ、質的向上を図る必要
がある。

◆東京2020大会における暑さ対策や都市の
ヒートアイランド研究における知見等を最大
限活かし、都と連携して地域気候変動適応セ
ンターを設置し、気候変動に関する科学的知
見や適応策などを集約し、区市町村をはじめ
都民等に広く発信する。

◆気候変動の要因や影響を与えるエネル
ギー、自然、資源循環分野などの横断的・総
合的な調査研究を進め、都の環境施策に貢献
していく。

◆国や民間など他の研究機関と気候変動対策
に繋がる研究を推進するなどで、研究能力を
高め、気候変動適応に貢献していく。

【目標①】
◆適応センターの開設・運営
◆区市町村支援の仕組みづくりと支
援の実施
◆ＨＰ等により知見等を区市町村を
はじめ都民等に広く発信（随時）

【目標②】
◆横断的・総合的な調査研究の推進
（プロジェクト研究１件）

【目標③】
◆気候変動対策に繋がる他の研究機
関との連携（３件）

気候変動適応に関する情
報収集や発信機能の強化

分野横断的な調査研究の
推進

他の研究機関等との連
携・協働の強化
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

（新規）
・気候変動適応センターの開設準備と設置後の運営
・区市町村支援の仕組みづくり
・ＨＰ等により気候変動適応に関する情報を発信

・区市町村支援の実施（随時）
・HPの更新（随時）、「（仮称）気候変動適応センター
ニュース」の発行２回以上
・PRイベント１回
・活動事例紹介セミナー１回

・区市町村支援の実施（随時）
・HPの更新（随時）、「（仮称）気候変動適応センター
ニュース」の発行２回以上
・PRイベント１回
・活動事例紹介セミナー１回

（新規）

・新たな研究態勢の構築
 (自主研究の募集に際して、プロジェクトリーダーを設置す
るなど、既存の研究分野を横断した調査研究を実施する態勢
を創出）

・分野横断的なプロジェクト研究を実施　１件
（プロジェクトリーダーを中心にした、2022年から2023年
の２年間継続する自主研究とし、中間報告を実施するなど進
捗を確認）

・分野横断的なプロジェクト研究を実施　１件
（プロジェクトリーダーの下、2022年から2023年の２年間
継続）
・プロジェクト研究の報告書を作成　１回
・2024年度以降の後継研究の検討・調整

（新規）

・他の研究機関との連携（2021年から2023年までの３年間
で3件の気候変動対策に繋がる連携・協働を目指す。そのた
めには、学会等への積極的な参加を促し人的交流を深めなが
ら、幅広い活動を進めていく。）

・他の研究機関との連携（2021年から2023年までの３年間
で3件の気候変動対策に繋がる連携・協働を目指す。そのた
めには、学会等への積極的な参加を促し人的交流を深めなが
ら、幅広い活動を進めていく。）

・他の研究機関との連携（2021年から2023年までの３年間
で3件の気候変動対策に繋がる連携・協働を目指す。そのた
めには、学会等への積極的な参加を促し人的交流を深めなが
ら、幅広い活動を進めていく。）

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①

（様式２）
(公財)東京都環境公社

戦略４
環境配慮行動への変容を促すアプローチ手法等の構築・展
開

事業
運営

環境配慮型ライフスタイルの浸透・定着に向けて、効果的なコミュニケーションやアプローチ手法を構築するとともに、その取組を多様な主体と連携・協働を
図りながら、環境分野に関連する各取組を加速・深化し、都民・事業者等の行動変容に繋げる。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆2030年温室効果ガス５０％削減などの目
標実現に向けては、都民・事業者等自らがよ
り一層環境に配慮した行動を実践する必要が
あるが、コロナの影響もある中で、どのよう
な誘導策が効果的であるかが不透明な状況で
ある。

◆環境配慮の行動スタイルの変容に向けて
は、個々の実情に応じたアプローチが必要で
あり、既存の手法による事業展開、情報発信
だけでは、大きな効果は得られない。

◆SDGsの視点から、学校教育、産業振興、
都市づくりなど他分野との連携が不足してい
る。

◆公社の持つ幅広いネットワークを活用し、
社会ニーズとそれを踏まえた環境配慮行動へ
の誘導手段等の情報収集・分析、行動変容に
向けた有効なアプローチ方法等を構築する。

◆DXの推進と多様なチャネルを活用したア
ウトリーチの実践に加え、行動変容に向けた
具体的なアプローチ方法等を実践するなど、
公社カスタマー層の拡大やつながりの強化を
図り、環境配慮行動に向けた行動変容に繋げ
る。

◆新たに設置するSDGs推進室が中心とな
り、多様な主体と連携した取組を強化してい
く。特に、SDGsの視点から教育、都市づく
りなど他分野団体との連携を進め、都民・事
業者等の自発的な行動を後押しする。

【目標①】
◆環境配慮行動への行動変容に向け
た実効性の高いアプローチ手法等の
構築と実践

行動変容に向けた具体的
なアプローチ方法等の構
築

環境配慮行動を喚起する
事業の展開

他団体とのパートナー
シップの形成
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

（新規）

・公社リソースの洗い出しと必要な情報の精査や収集手段の
検討
・ニーズ・環境配慮行動への誘導手段等の情報収集・分析・
検討

・検討結果を踏まえたアプローチ手法等の試行　等 ・取組結果を踏まえた見直しのほか新たな取組の検討

（新規）
・多様なチャネルを活用した効果的な情報発信
・体験価値向上に向けたスイソミルの水素エネマネ設備の導
入、ICTを活用した展示改修

・行動変容を促す効果的なコミュニケーション手法を用いた
情報発信
・体験価値向上に向けたスイソミルの水素エネマネ設備の導
入、ICTを活用した展示改修

・行動変容を促す効果的なコミュニケーション手法を用いた
情報発信
・スイソミルにおけるAR・VR技術を活用した公社事業の企
画展示（ショーケース化）

（新規）
・多様な主体と連携した各事業・プログラムの推進
・他団体とのパートナーシップの形成
　（他団体との連携事業の検討・試行）

・行動変容を促すアプローチ手法を組み入れた各連携事業・
プログラムの実施
・他団体とのパートナーシップの形成
　（他団体との連携事業の実施　１件）

・行動変容を促すアプローチ手法を組み入れた各連携事業・
プログラムの実施
・他団体とのパートナーシップの形成
　（他団体との連携事業の実施　3件）

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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●公社側からのFAX送信について、29年度より原則禁止している。
①受信の電子化や、契約等相手方へのFAXからメール移行への協力要請など、順次取組み
②一方、事業委託元の指示（仕様）や聴覚障害者、メール使用が不可な事業者等の対応上、一定数の利用は不可
避

①本社（管理部門）の2021年度のFAX送受信件数を原則として98％削減（2019年度比）
②事業委託元に対し、FAXレス化に向けた協力を引き続き要請
③受信について設定可能な手続はすべて電子化して対応する。

①WEBセミナーの開催に併せた資料の電子配信、公社全体会議等内部会議におけるタブレット端末の活用など、
ペーパーレス化を実施
②事業委託元の指示（仕様）による報告書や資料等の書面提出など、受託契約上相当数使用
※助成金事業については、一部電子申請化に対応
③内部管理事務は、起案・決裁、申請・承認など全て紙書式によるため、電子化の検討を開始

①事務所におけるタブレット端末の整備・活用を順次実施し、ペーパーレス化を推進
　本社（管理部門）の2021年度のコピー用紙総使用量を40％削減（2019年度比）
②ペーパーレス化の推進に向け、事業委託元と引き続き調整
③内部管理事務にワークフローシステム（仮称）を導入

①団体の規定等で定めるものは全件口座振替等のキャッシュレスを可能としている。一方で、手数料等を徴収す
る手続3,571件の大半は浄化槽検査事業の手数料納付であるが、浄化槽設置者は多摩や島しょなど遠隔地に多数
あり、近隣に金融機関がないなど設置者の対応上、現金徴収は不可避である。
②公社内における現金授受に係る事務処理として、小口現金など経理係から直接支給する事業所が存在。また、
少額の備品購入は、現金払いを原則として処理している。

①引き続き、浄化槽設置者の意向を踏まえながら口座振替を進めていくとともに、利便性を向上さ
せるためQRコード等の対応も検討していく。
②全ての事業所（計8ヶ所）に金融口座を設け、経理係から各事業所への金銭授受は、口座振替を原
則とする（R2.2月末）。また、少額の備品購入は、クレジットカードやデビットカードによる購入
を原則とする。（R2.2月末）

テレワーク ●テレワーク先から社内システムにアクセスすることができるSSL-VPNやリモートアクセス環境の整備、
Teams・Zoomといったオンライン会議システムの導入等の、テレワーク環境の基盤整備を実施

テレワーク可能な職員については月４０％※実施（2021年７月対象）
※「実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数」により算出

キャッシュレス

タッチレス

●相談業務は、原則、電話、メール、WEB相談で対応している。
①66件の大半は、中央防波堤を始めとする環境関連施設の見学会であり、現時点ではオフライン（リアル）での
開催が不可避である。
②スイソミルの展示内容について非接触型展示の導入を検討している。

①オフラインで実施するイベントについても、オンラインでの開催が可能なものから試行・効果検
証を行う。
②スイソミルへの非接触型展示の導入（R3年度末）

５
つ
の
レ
ス

はんこレス

●対象手続きの洗い出しを実施
都から受託している事業を除く申請・届出等1,253件のうち
・業務委託先から提出される「完了届」：1,166件
・事業者等からの加入申請・届出等：87件
●都受託手続きのデジタル化にあわせて、はんこレス化の情報収集等を実施

①公社の規程等に基づく対応可能な手続きについては、全件規程等を改正

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

●対象手続きの洗い出しを実施
都から受託している事業を除く申請・届出等1,253件のうち
・業務委託先から提出される「完了届」：1,166件
・事業者等からの加入申請・届出等：87件
●都受託手続きのデジタル化など情報収集等を実施

①公社の規程等に基づく対応可能な手続きについては、全件規程等を改正

(公財)東京都環境公社

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

福祉保健医療サービスを
支える専門的な人材育成
の充実

見
直
し

2

【都の施策を確実に実施する取組】
①高齢分野、保育分野、障害分野、生活福祉分野において必要な人材を都の計画に応じて
育成している。
【自主的に領域を拡大する取組】
②今後、東京都で喫緊に必要となる人材育成事業について、財団において実施している。

事業
運営

〇 〇

戦
略
２

福祉保健医療サービスを
提供する事業者への支援
強化

見
直
し

2,3

①財団の支援が介護ロボット等の補助金申請を行う事業者に対して、より効果を高めてい
る。
②東京都社会福祉事業団へのICT等導入促進及び財団事業の活用により同団体の取組を発
信している。
③職員宿舎借り上げ支援が充実している。
④子供や家庭を支えるための事業をより効果的に再構築し、ニーズに即した支援を行って
いる。
⑤区市ニーズに応じた同行支援が実施できている。

事業
運営

〇 〇 〇 〇

戦
略
３

都民への福祉保健医療
サービスに関する総合的
な情報提供の充実

見
直
し

2

①ユニバーサルデザイン情報を充実させ、高齢者、障害者など誰もが外出時に必要な情報
を提供できている。
②働きやすい福祉の職場宣言を公表する事業所を増やし、求職者と事業所のミスマッチを
防いだ福祉人材の確保・定着が進められている。

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
４

山谷地域に居住する日雇
労働者に対する支援

継
続

-

①民間の求人開拓等により、安定的かつ高齢者に適した求人が確保されている。
・民間紹介のうち高齢者に適した紹介　65％以上
②アウトリーチ等により利用者の生活安定が図られている。
・利用者の生活安定確保　30人／3年間
③利用者の状況や社会経済状況等の変化に応じた適切な応急援護が実施されている。

事業
運営

〇 〇

戦
略
５

社会・経済環境の変化に
的確に対応する組織構
築・強化

見
直
し

1,3

①職場環境整備が進み業務効率の向上を図れている。
②将来の安定した団体運営に向けた人材を確保している。
③財団独自研修等を毎年度１から２事業展開している。
④組織力強化に向けた人材育成や福祉ニーズを把握できる制度構築を図っている。
⑤局及び都の関係団体との新たな連携体制の構築を図っている。

組織
運営

〇 〇 〇

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京都福祉保健財団 （所管局） 福祉保健局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①

①

②

【都の施策を確実に実施する取組】
◆福祉人材不足の解消に向けて、各分野が
抱える課題や都の施策を踏まえて、人材の
確保・育成・定着をしていく必要がある。
◆2025年を目途としている地域包括ケアシ
ステムの構築に向けて、都における地域包
括ケアシステムの一端を支える人材を育成
していく必要がある。
◆少子高齢化の進展とともに拡大・多様
化・複雑化する福祉保健医療ニーズや、都
における新たな課題に柔軟な対応が求めら
れている。
◆ポスト・コロナの対応として、研修のオ
ンライン化を実現する必要がある。
※全事業のうち、一部でもオンライン手法
を取り入れた事業は56.6％
※研修・セミナー事業に限った場合の導入
率は84.6％

【自主的に領域を拡大する取組】
◆都の福祉保健医療行政の補完・支援する
団体として、今後も幅広く福祉保健医療分
野での人材育成事業を展開していく必要が
ある。

【都の施策を確実に実施する取組】
◆介護保険制度の中核を担う専門人材を養
成するとともに、地域包括ケアシステムに
おいて、サービスのコーディネート等を行
う人材を育成する。
◆待機児童問題の解消に向けた「子ども・
子育て支援新制度」の実施に伴い、地域の
保育等で担い手となる人材を養成する。
◆生活困窮者に対する支援の重要性は増し
ているため、その支援を担う人材を育成し
ていく。また、ひきこもりの中高年化問題
について、その課題解決を担う人材育成事
業を構築し、支援する人材を育成する。
◆オンライン研修等を積極的に導入すると
ともに、実践形式を伴う研修等は、その質
の確保が課題であることから、手法の検討
を行っている。また、既にオンライン化に
関する実施方針を取りまとめており、2023
年度からの本格実施を目指す。

【自主的に領域を拡大する取組】
◆障害分野への拡大同様に、今後も都の施
策に柔軟な対応していくため、財団が持つ
人材育成に関するノウハウを活用し、新た
な対象や分野への人材育成事業を検討して
いく。

【都の施策を確実に実施する取組】
①高齢分野、保育分野、障害分野、
生活福祉分野において必要な人材を
都の計画に応じて育成している。

【自主的に領域を拡大する取組】
②今後、東京都で喫緊に必要となる
人材育成事業について、財団におい
て実施している。

地域包括ケアシステムに
資する人材の養成研修を
実施

子育て支援員の養成研修
を実施

生活困窮者やひきこもり
に対する支援者等の育成
研修を実施

障害者虐待防止・権利擁
護、強度行動障害支援者
の育成研修を実施

【自主的に領域を拡大す
る取組】児童相談所職員
等を育成する研修実施を
検討

少子高齢化の進展に伴う福祉保健医療ニーズは拡大・多様化・複雑化しているとともに、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域
包括ケアシステムの構築が推進されている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都福祉保健財団

戦略１ 福祉保健医療サービスを支える専門的な人材育成の充実
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・介護支援専門員実務研修（※）
　養成数　212人
・地域包括支援センター職員研修（初任者）
　受講者数　335人
（※）新型コロナ対策のため規模縮小による実施

・介護支援専門員実務研修　養成数　1,666人
・介護保険制度改正への対応
・地域包括支援センター職員研修
　（初任者）（現任者）受講者数　800人
　新たに講師養成研修を検討・構築・実施

・介護支援専門員実務研修受講試験受験合格者数及び受講
者数の変動に応じた実施
・事業対象者への周知の徹底による受講促進
・都の計画に基づき実施

・介護支援専門員実務研修受講試験受験合格者数及び受講
者数の変動に応じた実施
・事業対象者への周知の徹底による受講促進
・都の計画に基づき実施

・子育て支援員研修（地域保育研修）
　コース数　14コース
　受講決定者数（※）　1,030人（申込数数　1,226人）
　（※）新型コロナ対策のため規模縮小による実施

・子育て支援員研修（地域保育研修）
　コース数　34コース
　受講者数　2,660人

・事業周知の徹底による受講促進
・都の計画に基づき実施

・事業周知の徹底による受講促進
・都の計画に基づき実施

・（2020年度新規事業）生活困窮者自立相談支援事業従事
者に対する研修の構築
・2021年度からの新規事業として（仮）ひきこもりに係る
支援者研修の実施について都と調整

・自立相談支援事業従事者研修
　受講者数　280人
・（仮）ひきこもりに係る支援者研修
　初年度の研修の着実な実施
　受講者数　200人

・事業対象者への周知の徹底による受講促進
・都の計画に基づき実施

・事業対象者への周知の徹底による受講促進
・都の計画に基づき実施

・障害者虐待防止・権利擁護研修
　受講決定者数　1,200人（申込者数　2,423人）
・強度行動障害支援者養成研修
　受講決定者数（※）　639人（申込者数　2,184人）
（※）新型コロナ対策のため規模縮小による実施

・障害者虐待防止・権利擁護研修
　受講者数　1,285人
・強度行動障害支援者養成研修
　受講者数　1,500人

・事業周知の徹底による受講促進
・都の計画に基づき実施

・事業周知の徹底による受講促進
・都の計画に基づき実施

・（新規）
・都への提案、調整
・実施に向けて児童相談所等へのニーズ調査
・財団実施体制の検討

・都との調整
・実施に向けて児童相談所等へのニーズ調査
・財団実施体制の検討・調整

・都及び児童相談所等との具体的な研修内容等の調整・実
施

３か年の取組（年次計画）
2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

④

⑤

◆都における第8期東京都高齢者保健福祉計
画策定に伴い、財団がこれまで実施してき
た介護人材の確保・定着に関する既存事業
を、介護現場における生産性の向上に資す
る事業に再構築する必要がある。
◆事業者に対する助成事業においては、直
に事業者と接する現場として、事業者ニー
ズを収集・把握し、より効果的な事業構築
をしていく必要がある。
◆区市町村による事業者への実地指導につ
いて、区市町村ごとに指導ノウハウや体制
のばらつき等の課題があるため、事務受託
法人として支援していく必要がある。

◆介護現場における生産性の向上に資する
事業への再構築において、都の補助金との
連動を見据えながら、介護ロボット等の次
世代介護機器とICT機器の導入促進を効果的
に支援していくとともに、併せて組織体制
や人材の育成など、マネジメントに関する
支援を行う。
◆助成事業においては、事業者ニーズを把
握した上で、より効果的な制度設計に向け
た提案を都にしていくとともに、事業の周
期に応じて効果検証を行う。
◆コロナ禍において区市ニーズや動向等の
把握をするため、区市との連絡会や情報交
換会を主催することで、受託件数の推計や
受託サービス拡大の検討ができるととも
に、計画的な事業実施体制の見直しが可能
となる。

①財団の支援が介護ロボット等の補
助金申請を行う事業者に対して、よ
り効果を高めている。
②東京都社会福祉事業団へのICT等
導入促進及び財団事業の活用により
同団体の取組を発信している。
③職員宿舎借り上げ支援が充実して
いる。
④子供や家庭を支えるための事業を
より効果的に再構築し、ニーズに即
した支援を行っている。
⑤区市ニーズに応じた同行支援が実
施できている。

介護現場における生産性
向上に向けた普及啓発及
び補助制度の活用促進

財団内事業コラボレー
ションによる他の政策連
携団体との協働

介護サービス事業所への
職員宿舎借り上げに対す
る助成

事業効果の検証を踏まえ
た助成制度の実施

区市の動向把握及び受託
サービス拡大の検討

2025年には都内で介護職員が約３万６千人不足すると見込まれるなど、介護サービス事業所にとって職員の確保・定着は喫緊の課題であるとともに、事業者
への指導・助言などを通じてサービスの質の向上等を図っている区市町村の役割は重要性を増している。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都福祉保健財団

戦略２ 福祉保健医療サービスを提供する事業者への支援強化
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・都の計画に基づき、次世代介護機器の活用支援事業と介護
職員キャリパス導入促進事業をそれぞれで実施
・事業団への次世代介護機器導入促進・連携

・現行の次世代介護機器の活用支援事業と介護職員キャリパ
ス導入促進事業にICT活用促進事業等を加えて事業再構築
・各種セミナー等開催　10種
・機器展示コーナーの運営（オンラインを駆使した非接触型
による介護ロボット等の情報提供を検討・実施、その他コン
テンツの情報収集及び導入可能性の検討）

・実績等を踏まえた効果検証や都との調整に基づき実施
・各種セミナー等開催　10種
・機器展示コーナーの運営（その他コンテンツの情報収集及
び導入可能性の検討）

・実績等を踏まえた効果検証や都との調整に基づき実施
・各種セミナー等開催　10種
・機器展示コーナーの運営（その他コンテンツの情報収集及
び導入可能性の検討）

・東京都社会福祉事業団に対して次世代介護機器の見学・体
験や情報提供を実施
・事業団への「働きやすい福祉の職場宣言」に向けた個別支
援を実施

・東京都社会福祉事業団に対する次世代介護機器・ICTの見
学・体験等を通した情報提供
・東京都社会福祉事業団への働きやすい福祉の職場宣言に向
けた支援

・東京都社会福祉事業団に対する次世代介護機器・ICTの見
学・体験等を通した情報提供
・東京都社会福祉事業団の次世代介護機器やICTの導入に関
する取組について、ふくむすびや福ナビを活用し、他施設へ
情報発信

・東京都社会福祉事業団に対する次世代介護機器・ICTの見
学・体験等を通した情報提供
・東京都社会福祉事業団の次世代介護機器やICTの導入に関
する取組について、ふくむすびや福ナビを活用し、他施設へ
情報発信

・介護職員宿舎借り上げ助成申請受付　2,037戸
　高齢分野　1,894戸
　障害分野　143戸

・助成戸数　2,598戸
　高齢分野　2,344戸
　障害分野　254戸

・助成戸数　3,563戸（※）
　高齢分野　3,189戸
　障害分野　374戸
（※）前年度実績に応じて計画変更

・助成戸数　4,528戸（※）
　高齢分野　4,034戸
　障害分野　494戸
（※）前年度実績に応じて計画変更

・子供が輝く東京・応援事業に係る成果連動型助成（2018
年度制度構築）
　2019年度事業開始採択　7件
　2020年度事業開始採択　3件
　2021年度事業開始採択　審査中

・専門家を活用した成果連動型助成に関する事業効果検証の
実施及び次年度からの事業実施に向けた再構築

・事業効果検証を踏まえた再構築事業の効果的な周知及び実
施
・再構築後に助成件数を設定

・事業効果検証を踏まえた再構築事業の効果的な周知及び実
施
・再構築後に助成件数を設定
・採択事業者に対する定期的なヒアリングを実施
・採択事業者を活用した事例紹介による制度普及

・指定市町村事務受託法人事業に係る受託件数
　高齢分野　115件
　障害分野　47件
・受託サービス拡大
　障害分野　2分野拡大

・受託件数
　高齢分野　400件
　障害分野　120件、サービス拡大の検討

・受託件数
　高齢分野　402件
　障害分野　140件、サービス拡大の検討

・受託件数
　高齢分野　404件
　障害分野　155件、サービス拡大の検討

３か年の取組（年次計画）
2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

◆情報社会において、情報量の増加や情報
の質が劣化していくスピードが速いが、公
平性・中立性を有する団体として、常に最
新情報を収集し、発信していく必要があ
る。
◆高齢分野、障害分野をはじめとする福祉
全般を所管する団体として、東京都福祉の
まちづくり条例及び東京都福祉のまちづく
り推進計画に基づいたユニバーサルデザイ
ンに関する有益な情報を提供していく必要
がある。
◆福祉人材の不足は深刻な状況が見込まれ
ている中で、戦略３の取組などを活用した
事業所の職場の魅力や事業所情報を都民や
求職者に発信していく必要がある。

◆誰もが安心、快適に暮らせるユニバーサ
ルデザインのまちを地域に生み出すことの
実現に向けた一端として、都内ユニバーサ
ルデザイン情報の発信に努めていく。
◆「働きやすい福祉の職場ガイドライン」
を踏まえた職場づくりを促進するととも
に、積極的に取り組んでいる事業所の情報
を都民や求職者に発信することで、福祉人
材の確保に努めていく。

①ユニバーサルデザイン情報を充実
させ、高齢者、障害者など誰もが外
出時に必要な情報を提供できてい
る。
②働きやすい福祉の職場宣言を公表
する事業所を増やし、求職者と事業
所のミスマッチを防いだ福祉人材の
確保・定着が進められている。

とうきょうユニバーサル
デザインナビの運営

働きやすい福祉の職場の
情報発信に向けた事業者
支援

スマートフォン等の普及により、都民が福祉保健医療サービスに関する情報収集をしやすくなっている一方で、福祉保健医療ニーズの拡大、多様化、複雑化
に伴い、都民へのサービス選択の支援は重要性を増している。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都福祉保健財団

戦略３
都民への福祉保健医療サービスに関する総合的な情報提供
の充実

事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・とうきょうユニバーサルデザインナビ
　コンテンツ数　53項目
　情報掲載施設数　1,687件（うち新規掲載　117件）

・サイト内容の充実（新規コンテンツの検討、区市町村や民
間事業者等の取組を促進する情報発信、ユーザーアンケート
結果を踏まえたサイト運営）
・既存掲載情報の最新化（メンテナンス）
・民間事業者や区市町村の掲載促進

・サイト内容の充実（新規コンテンツの検討、区市町村や民
間事業者等の取組を促進する情報発信、ユーザーアンケート
結果を踏まえたサイト運営）
・既存掲載情報の最新化（メンテナンス）
・民間事業者や区市町村の掲載促進

・サイト内容の充実（新規コンテンツの検討、区市町村や民
間事業者等の取組を促進する情報発信、ユーザーアンケート
結果を踏まえたサイト運営）
・既存掲載情報の最新化（メンテナンス）
・民間事業者や区市町村の掲載促進

・働きやすい福祉・介護の職場宣言情報公表事業に係る事業
者支援コーディネーター派遣の仕組みづくり
・支援先の法人・事業所選定（申込数　69法人・事業所）

・事業者支援コーディネーターの派遣　50事業所
・働きやすい職場づくりに向けたセミナー開催

・事業者支援コーディネーターの派遣　50事業所（※）
・働きやすい職場づくりに向けたセミナー開催（※）
（※都の計画を踏まえ、必要に応じて見直し）

・事業者支援コーディネーターの派遣　50事業所（※）
・働きやすい職場づくりに向けたセミナー開催（※）
（※都の計画を踏まえ、必要に応じて見直し）

３か年の取組（年次計画）
2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

◆センターの民間求人数は減少傾向にある。
また、利用者の高齢化が進行しており、高齢
者に見合った求人を開拓していく必要があ
る。
◆利用者の高齢化が進行し、就労による自立
が難しくなりつつある利用者が増えている。
また、生活に変化を望まず、困っていても支
援を求めない利用者が一定数いる。
◆求人数の減や高齢化の進行、新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大等により、利用者の
生活に大きな影響を及ぼしており、応急援護
などの福祉的な支援へのニーズが高まってい
る。

◆高齢の利用者の年齢や体力に見合った民間
の求人を開拓し、職業紹介に努めていく。
◆高齢などの理由により就労での自立が困難
な利用者は生活保護などの適切な支援に結び
つける。また、支援が困難な利用者に対して
は、アウトリーチやＮＰＯ法人等との連携に
より、適切な社会資源に繋げるなど生活の安
定に向けた取組を行っていく。
◆利用者一人ひとりの状況に応じたきめ細か
な相談支援を行うとともに、適切な応急援護
を行う。

①民間の求人開拓等により、安定的
かつ高齢者に適した求人が確保され
ている。
・民間紹介のうち高齢者に適した紹
介　65％以上
②アウトリーチ等により利用者の生
活安定が図られている。
・利用者の生活安定確保　30人／3
年間
③利用者の状況や社会経済状況等の
変化に応じた適切な応急援護が実施
されている。

求人の開拓・確保

アウトリーチの実施

応急援護の実施

山谷地域においては、日雇労働者等の高齢化の進行や建設現場の機械化などにより、日雇労働市場が縮小しており、日雇労働者を取り巻く環境が年々厳しさを
増す中、生活の安定に向けた支援の必要性が高まっている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都福祉保健財団

戦略４ 山谷地域に居住する日雇労働者に対する支援
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・民間紹介数　1,245件
（うち高齢者に適した紹介　981件）

・民間紹介　1,500件
（うち高齢者に適した紹介　900件）

・民間紹介　1,500件
（うち高齢者に適した紹介　950件）

・民間紹介　1,500件
（うち高齢者に適した紹介　1,000件）

・利用者一人あたりのアウトリーチ回数　9.2回 ・利用者一人あたりのアウトリーチ回数　　8回 ・利用者一人あたりのアウトリーチ回数　　8回 ・利用者一人あたりのアウトリーチ回数　　8回

・宿泊援護　延374件（前年同期比　164.8％）
・給食援護　延443件（前年同期比　242.1％）

・宿泊援護　延300件
・給食援護　延250件
新型コロナウイルス感染症の影響など社会経済状況等の変化
に応じて援護枠を拡大するなど柔軟に対応する。

・宿泊援護　延300件
・給食援護　延250件
新型コロナウイルス感染症の影響など社会経済状況等の変化
に応じて援護枠を拡大するなど柔軟に対応する。

・宿泊援護　延300件
・給食援護　延250件
新型コロナウイルス感染症の影響など社会経済状況等の変化
に応じて援護枠を拡大するなど柔軟に対応する。

３か年の取組（年次計画）
2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

④⑤

◆コロナ禍においてデジタル化の遅れが都政
の構造的な課題となったことに起因して、都
政のDXが推進していく一方で、財団内の文
書及び財務・会計に係る意思決定は従来どお
りの紙を使用した押印による決裁を行ってい
るなど、デジタル化が進捗していない部分が
ある。また、城北労働・福祉センターとの合
併に伴い、庶務、文書、財務・会計などの一
本化を行う必要がある。
◆都からの委託・補助事業は増加している一
方で、財団の予算や人員などの運営体制は都
の施策動向に大きく影響を受けることから、
固有職員年齢構成は偏在化や若年化してい
る。
◆昨今は社会情勢の変化が多いため、都や区
市町村の施策が届きにくい分野・対象から、
新たな福祉ニーズが発生していることを把握
しておく必要がある。

◆財団内の文書及び財務・会計に係る意思決
定をデジタル化していくとともに、Web会
議を導入・促進し、業務効率の向上及び城北
労働・福祉センターとの事務の効率化を図
る。
◆将来の安定した団体運営を見据えた人材確
保や人材育成を行っていくために、採用制度
や人材育成計画の見直しを図っていく。ま
た、城北労働・福祉センターとの合併に伴
い、福祉現場を踏まえた人材育成を検討す
る。
◆組織横断的なPTにより、新たな福祉ニー
ズを発掘しながら自主事業の検討・実施を進
めていく。
◆都との連携を強化しながら、区市町村に対
する新たな支援策を模索するとともに、都の
関係団体に連絡・調整を行い、双方の強みを
活かした連携の検討など、団体自ら事業拡大
を図っていく。

①職場環境整備が進み業務効率の向
上を図れている。
②将来の安定した団体運営に向けた
人材を確保している。
③財団独自研修等を毎年度１から２
事業展開している。
④組織力強化に向けた人材育成や福
祉ニーズを把握できる制度構築を
図っている。
⑤局及び都の関係団体との新たな連
携体制の構築を図っている。

文書及び財務・会計に係
る電子決裁システムの導
入

固有職員年齢構成の偏在
化是正に向けた採用制度
の見直し

財団保有の経営資源を活
用した自主事業の展開

区市及び他団体との連携

総合的に福祉保健医療分野の事業を実施する体制構築や、新たな政策課題に都と連携して先駆的に取り組みながら事業実施能力を強化していくこと、さらに、
合併する城北労働・福祉センターの安定的運営やノウハウ共有による従来事業へのフィードバックを期待されている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都福祉保健財団

戦略５ 社会・経済環境の変化に的確に対応する組織構築・強化
組織
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・2019年12月に庶務事務システムを導入
・2020年4月に人事給与システムを導入

・文書及び財務・会計に係る電子決裁システムの導入に向け
た仕様検討・調整・予算要求
・2022年度運用開始に向けた規程整備や職員周知

・文書及び財務・会計に係る電子決裁システムの運用
・運用を踏まえた課題等の洗い出し・改善策の検討

・文書及び財務・会計に係る電子決裁システムの運用
・課題等の改善策に基づく運用
・運用を踏まえた課題等の洗い出し

・経験者採用制度の導入に向けた検討 ・経験者採用制度の導入・活用
・導入（採用）後の分析・検証
・当該年度の状況に応じた経験者採用制度の活用（検討）

・導入（採用）後の分析・検証
・当該年度の状況に応じた経験者採用制度の活用（検討）

・2018年度から2020年度において、PT等による自主事業を
各年度2事業実施

・過年度の成果や蓄積したノウハウ・情報を活用した事業検
討・実施
・次年度事業の検討

・過年度の成果や蓄積したノウハウ・情報を活用した事業検
討・実施
・次年度事業の検討

・過年度の成果や蓄積したノウハウ・情報を活用した事業検
討・実施
・次年度事業の検討

・（新規）
・交流先区市の検討・調整
・区市町村ニーズ調査の実施に向けた都の担当との調整
・医療関係団体等との連携に向けた調整

・交流先区市との具体的な業務内容の調整
・都との連携による区市町村ニーズ調査の一部実施
・医療関係団体等との具体的な連携内容の調整

・区市町村ニーズ調査の実施及び調査結果を踏まえた新たな
区市町村支援の企画
・医療関係団体等との連携開始

３か年の取組（年次計画）
2020年11月時点の実績
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（公財）東京都福祉保健財団

【福祉保健財団】
研修の受講申込方法をメール受付に切り替える等、FAXレスの推進に取り組んでいる。
【城北・労働福祉センター】
職業紹介では、登録事業所から求人票がFAXで届き、それをもとに日雇労働者に対して紹介を行い、紹介状を発行。登録事業所に対して
は、紹介状の写しをFAXで送付といった作業がある。登録事業所は零細企業が多く、メール等の対応が困難な状況にある。FAXレスの推進
に向けては、メール対応が可能な相手にはPDF化し、電子データで送信している。

管理部門において、デジタルツール等の活用により、FAXの送信数・受信数の削減△９８％

【福祉保健財団】
昨年度導入した庶務事務システムを今年度から本格実施し、旅費・休暇・超勤申請を電子決裁に切り替えた。
新型コロナウイルス感染拡大を契機に、一部の事業において、研修等の実施方法を従来の集合型からオンラインに切り替えたことで、研修
資料の配布を紙から電子データに切り替えている。
【城北・労働福祉センター】
対利用者においては、日雇労働者の職業紹介や利用者カードの更新等の手続きを行っているが、スマートフォン、パソコン等を使用する環
境にないため、紙ベースでのやりとりにならざるを得ない。内部的には、ペーパーレス化推進に向けて、都からの通知等は紙で出力せず、
共有フォルダに保存し供覧できるようにしている。

管理部門において、コピー用紙の使用量を2020年度比で30％削減する。
（対象期間：2020年10月と2021年10月との比較）

【福祉保健財団】
現金収受や銀行振込等にて対応している。
【城北・労働福祉センター】
情報公開にあたって、開示申出者から費用負担を求める手続きがあるが、実績はない。

財団の規程等に基づき施設利用料を徴収する都民利用施設（ウェルネスエイジ）について、キャッシュレス化に対応する。

テレワーク

【福祉保健財団】
2020年５月よりテレワーク端末を導入し、令和２年11月のテレワーク端末稼働率8％
【城北・労働福祉センター】
テレワークには対応できていないが、職場での密集を避けるため、可能な範囲で在宅勤務を実施している。

テレワーク可能な職員については月４０％※実施
算出式：4,356件／242日（年）／45人
※「実施件数／年間勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数」により算出

キャッシュレス

タッチレス

【福祉保健財団】
新型コロナウイルス感染拡大を契機に、研修事業等において、可能なものについて、従来の集合型からZOOM等によるリアルタイムオンラ
インや動画視聴によるオンライン研修に切り替えた。
【城北・労働福祉センター】
日雇労働者の生活相談等を行っているが、各利用者はスマートフォン、パソコン等を使用する環境にないため、オンライン予約が困難であ
る。また、給食相談や衣類相談等は現物支給になるため、対面での相談が必要になる。

・相談業務において、オンライン相談ができる体制整備を行い、相談方法の選択肢を広げる。
・研修や説明会等において、座学のみのものは原則オンライン化とする。
・実習やグループワーク等が伴う研修等は、その実施効果を低下させないオンライン手法を検討する。

５
つ
の
レ
ス

はんこレス

【福祉保健財団】
下記について検討依頼（12月上旬）の準備を整えた。
・規定改正が不要なものは速やかに押印を廃止する。
・押印の定めがある手続きのうち、当財団の規定等の改正により対応が可能な手続等については、順次改正する。
【城北・労働福祉センター】
押印の定めがある手続きはあるが、利用者の多くが印鑑を所有しておらず、署名で済ませている実態がある。今後申請の様式を変更し、押
印廃止に変更する予定である。

財団の規程等に基づく対応可能な手続きについては、全件規程等を改正

手続の
デジタル化

【福祉保健財団】
都民・事業所からの申請や届け出等の手続のうち、福祉サービス事業所調査等、約50％の手続を、オンラインにて実施している。
【城北・労働福祉センター】
日雇労働者の職業紹介や利用者カードの更新等の手続きを行っているが、各利用者は、スマートフォン、パソコン等を使用する環境にない
ため、デジタル化が困難な状況にある。

財団の規程等に基づく対応可能な手続きについては、全件規程等を改正

FAXレス

ペーパーレス

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

新型コロナウイルス等予
防ワクチンの開発と情報
発信

新
規

【目標①】汎用型コロナウイルスワクチンについては、基礎研究を確実に進めるととも
に、現行ウイルスを対象とした臨床試験に着手する。
【目標②】学術的な裏付けをもった最新の情報を広報誌やHP等を通じて都民に提供して
いる。また、コロナ関連研究についても、「都民講座」を開催して研究成果を都民に提
供する。

事業
運営

〇 〇 〇 〇

戦
略
２

都の福祉保健課題の解決
に向けた研究の推進

継
続

1

【目標①】認知症ケアプログラムが全国展開し、認知症の人の行動・心理症状の改善に
寄与する。
【目標②】都民の行動自粛等のための定量的な判断材料を提供し、感染抑止に貢献す
る。
【目標③】支援が必要な家庭に対する効果的な支援策が検証され、モデル事業参加の自
治体にノウハウが蓄積される。

事業
運営

〇

戦
略
３

都立病院等とのさらなる
連携強化と実用化に向け
た支援の実施

継
続

1,2,3

【目標①】ゲノム・遺伝子解析技術を用いた臨床研究の実績が増える。
【目標②】制度の検証や取組の評価を通じて、より効果的な運用が図られ、その結果、
論文や学会発表等が行われる。
【目標③】独法化後も見据えながら、都立病院等に対する知的財産に係る支援を実施
し、特許出願などを行う。

事業
運営

〇

戦
略
４

戦
略
５

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京都医学総合研究所 （所管局） 福祉保健局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

②

個別取組事項

◆新型インフルエンザやデング熱に関するワ
クチン開発研究を行ってきた実績を背景に、
東京都の特別研究として、コロナワクチンの
開発（１０年間）のほか、コロナ抗体測定研
究を実施するなど、都政の重要課題である新
型コロナウイルス感染症対策に取り組んでい
る。
　実施にあたっては、全所を挙げた「新型コ
ロナ特別対策チーム」を組織している。

◆独自の取組として、HPに「新型コロナウ
イルス感染症関連サイト」を立ち上げたほ
か、各プロジェクトの専門性を活かした「コ
ロナ関連研究」を実施している。

◆コロナウイルスがSARS、MERSと概ね１
０年周期で、重篤な呼吸器系疾患を引き起こ
す変異を起こしていることを踏まえ、汎用性
のあるワクチン開発を行う。

◆医学研の強みを生かし、正確かつ最新の情
報を都民へ分かりやすく発信する。

【目標①】
汎用型コロナウイルスワクチンにつ
いては、基礎研究を確実に進めると
ともに、現行ウイルスを対象とした
臨床試験に着手する。

【目標②】
学術的な裏付けをもった最新の情報
を広報誌やHP等を通じて都民に提供
している。また、コロナ関連研究に
ついても、「都民講座」を開催して
研究成果を都民に提供する。

新型及び汎用型コロナウ
イルスワクチンの開発を
推進

「都民講座」やHP、SNS
等を通じ、研究内容や成
果を紹介

世界中の最新の研究成果
について積極的かつ分か
りやすく情報発信

　都内の新型コロナウイルス感染症の拡大は、未だ収束を見通すことができない状況にあり、都民は感染のリスクに不安を抱いている。また、マスコミやイン
ターネットを通じて、新型コロナウイルス感染症に関する様々な情報があふれるなか、信頼できる情報の発信が求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標

（様式２）
(公財)東京都医学総合研究所

戦略１ 新型コロナウイルス等予防ワクチンの開発と情報発信
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

マウスやカニクイザルなどの動物モデルに組換えワクチンを
投与し、免疫誘導効果及び新型コロナウイルスに対する防御
効果について検証した。

企業が実施する少人数の患者を対象とした第I/II相の臨床試
験（最適な用法・用量を確認し、ワクチンの有効性と安全性
を調査する）を行うための治験薬を使用して、実験動物を用
いたワクチン防御効果・安全性の評価を行う。

企業が実施する第I/II相臨床試験の実施に合わせ、実験動物
を用いたワクチン防御効果・安全性・免疫応答性の評価を行
う。

・企業が実施する第I/II相試験結果の整理に合わせ、実験動
物を用いたワクチン防御効果・安全性・免疫応答性の評価に
ついても整理を行う。
・コロナウイルスに共通するエピトープ（抗原に抗体が結合
する部位）を標的としたワクチン開発を進める。

「医学研NEWS」№39で「150年前に思いを馳せ‒都医学研
の新型コロナウイルスへの取り組み-」として医学研におけ
る取り組みを特集して紹介した。

ワクチン開発や関連研究について、「都民講座」やHP、
SNS、広報誌「都医学研NEWS」などを通じて紹介するとと
もに、都民の関心に応えたテーマ設定を行う。

ワクチン開発や関連研究について、「都民講座」やHP、
SNS、広報誌「都医学研NEWS」などを通じて紹介するとと
もに、感染状況を踏まえ、都民の関心に応じた最新のテーマ
設定を行う。

ワクチン開発や関連研究について、「都民講座」やHP、
SNS、広報誌「都医学研NEWS」などを通じて紹介するとと
もに、感染状況を踏まえ、都民の関心に応じた最新のテーマ
設定を行う。

「新型コロナウイルスに対する抗体は、再感染を防ぐことが
できるのか？」「子供はなぜ、新型コロナウイルスに感染し
にくいのか？」など、一般向け、研究者向けに合計30本を掲
載している。

常に世界中の最新の研究成果を発信できるよう、医学研が選
定した論文を日本語に翻訳し、分かりやすくHPで紹介する。

研究の進展状況を踏まえながら、常に世界中の最新の研究成
果を発信できるよう、医学研が選定した論文を日本語に翻訳
し、分かりやすくHPで紹介する。

研究の進展状況を踏まえながら、常に世界中の最新の研究成
果を発信できるよう、医学研が選定した論文を日本語に翻訳
し、分かりやすくHPで紹介する。

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

　社会健康医学研究センターは、疫学的アプ
ローチによる知見や科学的手法を通して、都
の福祉保健行政への貢献を目指す新たな組織
である。

◆都の委託を受けて開発した、行動・心理症
状（BPSD）に対する認知症ケアプログラム
は、2018年度から都による普及と実装が進
められている。
◆「東京iＣＤＣ専門家ボード」の疫学・公
衆衛生チームに参画し、疫学的な見地から、
新型コロナウイルス感染症対策を検討してい
る。
◆児童虐待対応件数が増加する中、東京都児
童福祉審議会専門部会の議論では、予防的支
援の効果的な実施のために、予防的支援モデ
ルの確立と普及展開が求められており、福祉
保健局少子社会対策部より相談を受けてい
る。

◆東京発の認知症ケアプログラムが全国の自
治体で利用可能なものとするため、行動・心
理症状を「見える化」するオンラインシステ
ムやe‒Learning研修システム、研修修了者
の継続的なプログラム活用を支援するフォ
ローアップ等の運用体制を構築する。

◆人流データを活用した流行予測モデルの提
供とともに、疫学的見地に基づく感染症リス
クの分析・評価を通じ、政策につながる提言
を行う。

◆科学的裏付けをもった政策展開が必要とさ
れており、政策提言に結び付けられる科学的
根拠を検証するため、3か年のモデル事業を
都、区市町村と連携して実施する。

【目標①】
認知症ケアプログラムが全国展開
し、認知症の人の行動・心理症状の
改善に寄与する。

【目標②】
都民の行動自粛等のための定量的な
判断材料を提供し、感染抑止に貢献
する。

【目標③】
支援が必要な家庭に対する効果的な
支援策が検証され、モデル事業参加
の自治体にノウハウが蓄積される。

都・厚生労働省と連携し
た認知症ケアプログラム
の普及、展開

人流データ分析に基づく
感染抑止策の検討と提言

児童虐待の予防的支援法
に関する研究、開発

　人や予算を有効に活用した、透明性、信頼性の高い効果的な施策を行うとともに、その効果を検証できるものとするため、行政施策において、科学的根拠に
基づいた施策の立案・実施が求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都医学総合研究所

戦略２ 都の福祉保健課題の解決に向けた研究の推進
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

国と連携して認知症ケアプログラム研修のオンライン化及び
都が開発したシステムを全国の自治体で利用可能なものに改
修するなど、全国展開に向けた基盤づくりを行っている。

研修のオンライン化を進め、全都普及を推進するとともに、
全国普及に向けた研修体制等の検討・準備を行う。また、介
護関連事業団体と連携した普及啓発を行う。

全都普及を推進するとともに、全国普及に向けて国が実施す
る他府県での試行を支援する。また、これまで蓄積してきた
データに加え、他府県（試行）からデータ収集を行う。

都・事業者団体との連携、厚労省を通じた社会保障審議会等
へエビデンスを提供することに加え、全国普及の推進、
2024年度からの介護報酬化に向けた取り組みを加速する。

都内の大規模繁華街の夜間人口滞留と感染拡大との関連性を
科学的に明らかにするとともに、夜間人口滞留モニタリング
システムを開発している。

ハイリスクな人流・滞留に対する介入策について、具体化を
図るため、さまざまなデータの蓄積と分析を行い、感染拡大
の予測精度の向上を図る。

ハイリスクな人流・滞留に対して、より効果的な介入時期・
介入策の検討を行う。
（※今後のコロナウイルスの感染拡大状況を踏まえ、取組内
容に変更あり。）

ハイリスクな人流・滞留の推移に影響を与える社会的要因を
同定し、それに対する有効策を整理する。
（※今後のコロナウイルスの感染拡大状況を踏まえ、取組内
容に変更あり。）

これまでの研究実績である東京ティーンコホートデータを用
いた支援が必要な母子の特徴と介入点の分析を行っている。

モデル事業の実施案（支援モデルのプロトコール作成）、効
果の検証方法について検討を行う。

モデル事業の効果検証を実施するとともに、人材育成プログ
ラムのプロトタイプを開発し、モデル事業の参加自治体を対
象に研修を試行する。

モデル事業の効果検証、エビデンスに基づく予防的支援法と
人材育成プログラムについて提案する。

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

③

◆ゲノム解析研究は、最適な治療方法選択の
ための診断や治療薬の開発など、都民の健康
を守るための必須なプラットフォームになる
と期待されており、ゲノム医学研究センター
を新たに設置した。

◆病院等連携支援センターが行う「臨床現場
における研究シーズの発掘」等については、
これまで連携のあった病院以外との共同研究
を開始するなど、連携強化を図っている。ま
た、都立病院等連携として行ってきた
「TMEDフォーラム」等はコロナ禍にあって
中止した。

◆知的財産活用支援センターの「都立病院等
における知的財産の権利化及び活用の支援」
が着実に広がっている。

◆遺伝子発現解析を通じ、病変部位に含まれ
る細胞集団の特性解析、血液等からのバイオ
マーカー探索、がん細胞の増殖解明等、都立
病院等に対し新たな研究を提案する。
◆都立病院新改革実行プラン2018では、多
摩キャンパスに「臨床研究支援センター」を
整備し、研究支援体制の充実強化を図るとと
もに、医学研との共同研究の一層の推進が謳
われている。こうした都立病院の方針を踏ま
え、より連携の密度を高めていく。
◆都立病院等には、知的財産に係る専門職
チームがなく、知的財産の権利化やその活
用、企業との交渉には不慣れである。都立病
院等への支援は10年超にわたる研究所の知
的財産活用の経験を活かした支援を継続す
る。

【目標①】
ゲノム・遺伝子解析技術を用いた臨
床研究の実績が増える。

【目標②】
制度の検証や取組の評価を通じて、
より効果的な運用が図られ、その結
果、論文や学会発表等が行われる。

【目標③】
独法化後も見据えながら、都立病院
等に対する知的財産に係る支援を実
施し、特許出願などを行う。

ゲノム・遺伝子解析を用
いる臨床研究の構築と推
進

都立病院等との連携研究
の充実

地方独立行政法人におけ
る知的財産関連規程の策
定等を支援

病院職員の発明等の知的
財産の権利化及びその実
用化を推進

　都立病院・公社病院には、がん医療や小児医療、精神疾患医療、難病医療などに関する豊富な症例や希少疾患に係る診療実績がある。研究所と医療現場とが
連携した研究から、新たな診断法の開発や診断精度の向上、研究成果の早期実用化や臨床応用が期待されている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都医学総合研究所

戦略３
都立病院等とのさらなる連携強化と実用化に向けた支援の
実施

事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

ゲノム医学研究センターの体制整備が完了し、都立病院等と
の連携を開始した。

分室のある駒込病院を端緒として、ゲノム医学研究センター
の具体的な取り組みを紹介するとともに、病院側のニーズ把
握に努め、臨床研究を提案する。

提案した臨床研究を開始し、ゲノム解析等に着手する。ま
た、臨床研究の提案を、多摩総合・小児総合など複数の病院
へ広げる。

臨床研究の推進に努め、具体的な成果へとつなげるととも
に、さらなる臨床研究の提案を行う。

「臨床現場における研究シーズの発掘」及び「共同研究制
度」について、これまでの取組を踏まえた制度の検証を開始
した。

検証を踏まえ、より効果的な制度を運用するとともに、
「TMEDフォーラム」や「駒込・医学研リサーチカンファレ
ンス」など、オンラインで開催し、広く制度のユーザーであ
る医師等が参加できるようにする。

採択案件については、フォーラム等を活用して研究成果を発
表するなど、リサーチマインドをもった医師等が制度の利用
を検討するように、働きかけを行う。

病院が独法化した後も、引き続き充実した連携研究が行われ
るよう、これまでの取組を評価し、制度の効果的な運用を図
る。

知的財産関連規程を有していない保健医療公社に対して、医
学研でのこれまでの経験や過去の都立病院との共同出願時に
おける都立病院の対応等を踏まえ、公社事務局として取るべ
き対応やルールづくりについて、アドバイスを行った。

医学研でのこれまでの経験を踏まえ、地方独立行政法人にお
ける知的財産関連規程策定上のポイントを示し、病院経営本
部や公社事務局の同規程案策定を支援する。

地方独立行政法人における知的財産関連規程の決定や施行に
向けての取り組みや課題解決に、医学研での経験を踏まえ支
援する。

地方独立行政法人における知的財産関連規程の運用開始後の
課題の洗い出し、課題解決に関するアドバイス行い、各病院
における知的財産活用が促進されるよう支援する。

多摩総合にて「点滴ライト」の特許出願（単独出願）、荏原
病院にて「体幹装具」の日本と中国への出願（企業との共同
出願）を行ったほか、松沢病院にて「パレイドリアテスト」
の著作権使用許諾契約を締結するなど、都立病院等の知的財
産活用を実現した。

既単独出願案件については、ライセンス活動を実施し、実用
化に向けた活動を推進する。新型コロナウイルス感染症の終
息状況や、病院の独法化の進捗を見極めつつ、新規発明の開
示があれば、特許出願の対応を行う。

病院の独法化の進捗を考慮しつつ、新規特許出願を実現す
る。
当該年度に複数のシーズ（企業へ紹介できる知的財産）があ
る場合には、BioJapan等の展示会・商談会に出展も含めたラ
イセンス活動を行う。

独法化が実現し、新規知的財産関連規程が施行されていれば
同規程に則り、特許出願を行う。
また、地方独立行政法人の意向を踏まえた上で、BioJapan等
の展示会・商談会に出展するなど、積極的なライセンス活動
を実施し、実用化の推進を図る。

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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(公財)東京都医学総合研究所

　一部の業務においては従前よりＦＡＸによる送受信を使用しているが、メールによる
送受信に切り替えるよう、相手先事業者と個別に調整していくことを検討している。

ＦＡＸ送受信に代わりメールでの対応ができるよう、連絡相手先との調整を順次行っていく。
（実施率：100％）

所内会議やイベントで使用する資料を当日のWeb会議システムや事前のメールでデータ
配信したり、規程集の紙配布を止めることで、紙資料の削減に取組んでいる。

　ペーパーレスを進めるため、Ｗｅｂ会議システムを活用し、所内説 明会や研修会、各種委員会
その他配布資料等に係るコピー用紙総使用量の４０％ の削減（2019年度比）を目指す。

 夏のセミナー参加費の徴収は口座振込を決済手段としている。

① 夏のセミナー参加費：会場受付での電子決裁方法（クレジットカード、電子マネー、QRコー
ド）について検討していく。
 ② 特許実施許諾料等（ライセンス料等）：特定の製薬企業等との契約に基づくものであり、他
の物品購入契約等と同様、引き続き口座振込を決済手段とする。

テレワーク
　テレワークシステムの試行的導入を2021年度に行うための準備として、現在、テレ
ワークが可能な職場環境整備に伴う業務の洗い出しや、専門コンサルとの契約に向けた
事前の相談を行っている。

　テレワークシステムについて2021年度末を目途に試行導入を進めて おり、在宅勤務が可能な
業務を担当する職員においての実施率を４０％とする。
※「実施件数/当月の勤務日数/テレワーク勤務可能な職員数」により算出

キャッシュレス

タッチレス
今年度の開催実績及び予定において、セミナーや講演会などの研究者や一般都民向けの
一部のイベントで、オンライン予約やオンライン開催を既に行っている。

①オンライン開催と対面式開催との混合で実施するもの〔都医学研都民講座（年8回）〕
②原則としてオンライン開催するもの（ただし、研究者間の交流促進の観点から一部については
対面式開催とする）〔都医学研セミナー（年42回）、都医学研シンポジウム（年1回）〕
③対面式開催するもの〔国際シンポジウム（年2回）、サイエンスカフェ（年3回）、夏のセミ
ナー（年1回）、高校生フォーラム（年1回）、連携大学院説明会（年1回）〕

５
つ
の
レ
ス

はんこレス
はんこレスを推進するため、押印を不要とする規定内容に改正するよう、関係規程等の
見直しを検討している。

　原則としてはんこレス化ができるよう、2020年度末までを目途に関係規程等を改正する。た
だし、税額控除の証明書である寄付金等の受領書については、国の動向を踏まえて対応する。な
お、相手方に不利益となり得る内容を含む通知や感謝状は見直し対象外とする。

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

手続きのデジタル化を推進できるよう、オンラインで完結する手続きを前提とした関係
規程等の見直しについて検討している。

　原則としてオンラインで完結できるよう、2020年度末までを目途に関係規程等を改正し、
2021年度以降、ホームページ等を活用した手続きを整備する。ただし、寄付金等申込手続きで
PC等未所持の個人については、書面手続きを可とする。また、税額控除の証明書である寄付金等
の受領書は押印の定めがあることから、国の動向を踏まえて対応する。なお、相手方に不利益と
なり得る内容を含む通知や感謝状は見直し対象外とする。

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標
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団体

戦略番号

戦
略
１

利用者・児童の権利擁護
を第一とした支援の実現

新
規

①特別な支援が必要な利用者・児童を受け入れる中で、全職員が権利擁護の意義を認識
し、利用者本位のサービス・児童に寄り添った支援を提供している。
②懲戒処分に該当するような重大事故を発生させないため、虐待防止への意識や取組が職
員に浸透している。
③利用者等の意見や苦情を受け止める体制や方策が整っている。

組織
運営

〇

戦
略
２

蓄積してきた支援技術を
生かした高度なケアの提
供

見
直
し

1,3

①蓄積してきた支援技術を継承した若手職員が中堅職員へと育っている。
・固有正規職員（福祉職）平均在職年数…7.3年以上
②専門的なケアに必要な知識・技術を習得している。
③専門性を活かし、利用者・児童の特性や状況に応じた支援を提供している。
④他団体への支援技術・ICT等の普及を行っている。

事業
運営

〇 〇

戦
略
３

地域の福祉向上への貢
献、地域との連携の強化

見
直
し

4

①東村山福祉園は、改築後の施設で運営しており、地域の障害児の支援が充実している。
②日野療護園は、計画どおり改築され、地域の障害者の支援を拡充している。
③地域が求める役割（地域交流スペースの提供、学校役員や自治会役員を担う、地域行事
への職員動員・物品貸出など）を担い、地域との協働が進んでいる。

事業
運営

〇

戦
略
４

社会福祉法人としての運
営基盤の強化

見
直
し

2

①安定的な運営が可能な人材の確保・育成ができている。
・固有正規職員（福祉職）離職率11.9%(2020年度)を維持
・管理監督者の固有職員割合40％
②働きやすい職場環境が整備されると共に、職員の負担軽減が図られている。
③自主運営施設で必要な積立が計画的に行われている。

組織
運営

〇 〇

戦
略
５

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

都長期
戦略

（様式１）

(社福)東京都社会福祉事業団 （所管局） 福祉保健局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

①②

①②

①②③

①②③

（様式２）
(社福)東京都社会福祉事業団

戦略１ 利用者・児童の権利擁護を第一とした支援の実現
組織
運営

　障害施設・児童養護施設を問わず、利用者や児童の人権を守り、安全・安心な生活を確保することは、施設運営の中で最も基本的かつ重要なことである。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

〇事業団児童養護施設では入所理由が被虐待
が約75％であり、民間より10％高く、中高
生も47％であり、民間より20％以上高い。
専門的な支援を要する児童が増加傾向にあ
る。
〇事業団障害者（児）施設の知的障害の重
度・最重度の割合は児童施設で約４割、成人
施設で約8割であり、強度行動障害がある
方、高齢化や重度化した方、医療的ケアや心
理的ケアを必要とする方を積極的に受け入れ
ていることから、年々支援が困難な方が増加
傾向にある。
〇支援困難者の増加に伴い、事故発生のリス
クが高まることから、虐待防止の取組を継続
していく必要がある。

〇権利擁護・虐待防止を徹底するため、職員
の意識改革や利用者の安全確保に向けた環境
整備を推進し、重大事故防止の取組チェック
体制を強化する。
〇事業団全体で、各施設の事案や取組を共
有・検証すること等により、各施設の危機管
理意識や人権意識の強化を図る。
〇事業団を挙げて2019年度及び2020年度に
策定した虐待等重大事故防止に向けた抜本的
対策を着実に実施する。
〇管理監督者を含む全職員を対象とした虐待
防止研修を拡充・強化する。
〇福祉サービスへの満足度を高め、個人の権
利擁護のため、第三者委員による定期的な相
談の実施や適切な苦情対応など、利用者や児
童が意見や苦情を伝えやすい環境を整備して
いく。

①特別な支援が必要な利用者・児童
を受け入れる中で、全職員が権利擁
護の意義を認識し、利用者本位の
サービス・児童に寄り添った支援を
提供している。
②懲戒処分に該当するような重大事
故を発生させないため、虐待防止へ
の意識や取組が職員に浸透してい
る。
③利用者等の意見や苦情を受け止め
る体制や方策が整っている。

虐待防止体制の充実・強
化

抜本的対策（「新たな取
組」「具体的な取組内
容」）の着実な実施

虐待防止研修の拡充

利用者・児童からの要望
等への適切な対応

第三者委員への相談環境
の整備
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・事業団虐待等防止委員会の年４回開催
・各施設での虐待防止委員会・リスクマネジメント委員会の
開催
・コンプライアンス委員会の実施

・事業団虐待等防止委員会での各施設の取組の共有、検証
・各施設での虐待防止委員会・リスクマネジメント委員会等
の実施、結果の反映
・コンプライアンス委員会の実施、意見の反映
・障害施設での虐待防止マネージャーの設置検討

・事業団虐待等防止委員会での各施設の取組の共有、検証
・各施設での虐待防止委員会・リスクマネジメント委員会等
の実施、結果の反映
・コンプライアンス委員会の実施、意見の反映
・障害施設での虐待防止マネージャーの設置

・事業団虐待等防止委員会での各施設の取組の共有、検証
・各施設での虐待防止委員会・リスクマネジメント委員会等
の実施、結果の反映
・コンプライアンス委員会の実施、意見の反映
・障害施設での虐待防止マネージャーの設置・検証

・2019年度　「新たな取組」のとりまとめ
（例）職員の宣誓、採用試験での不適格者チェック
　　　見守りカメラの増設、全職場での虐待事例の共有
・2020年度　「具体的な取組内容」案の策定

・「抜本的対策」の本格実施
（例）外部専門家スーパーバイズの拡充
　　   支援現場への管理監督者の積極的関与・状況把握
　　　事例集配布・全職員アンケートによる意見交換会
　　　夜間の事故防止体制の強化

・「抜本的対策」の本格実施
（例）外部専門家スーパーバイズの継続
　　　支援現場への管理監督者の積極的関与・状況把握
　　　事例集配布・全職員アンケートによる意見交換会
　　　夜間の事故防止体制の強化

・「抜本的対策」の本格実施
（例）外部専門家スーパーバイズの継続
　　　支援現場への管理監督者の積極的関与・状況把握
　　　事例集配布・全職員アンケートによる意見交換会
　　　夜間の事故防止体制の強化

・虐待防止研修（e‒ラーニング型（紙ベース）総論研修・各
論研修・管理監督者向け研修）の実施
・事業団コンプライアンス研修を局研修と同様に実施

・虐待防止研修（e‒ラーニング型総論研修）の受講
・研修の電子化移行に向けた調整
・虐待等防止研修教材の開発・活用
・事業団コンプライアンス研修及び局研修を継続実施

・虐待防止研修（e‒ラーニング総論研修）の受講
・研修実績のデータ管理の開始
・虐待等防止研修教材の活用
・事業団コンプライアンス研修及び局研修を継続実施

・虐待防止研修（e‒ラーニング総論研修）の受講
・研修実績データの分析及び研修教材等への反映
・虐待等防止研修教材の改訂・活用
・事業団コンプライアンス研修及び局研修を継続実施

・福祉サービス第三者評価の受審
・利用者・児童が意見を伝えやすい環境の整備（意見箱の設
置・活用等）
・利用者満足度調査の実施・活用

・福祉サービス第三者評価の受審・改善
・利用者・児童が意見を伝えやすい取組の実施（意見箱の設
置・活用等）
・利用者満足度調査の実施・活用

・福祉サービス第三者評価の受審・改善
・利用者・児童が意見を伝えやすい取組の実施（意見箱の設
置・活用等）
・利用者満足度調査の実施・活用

・福祉サービス第三者評価の受審・改善
・利用者・児童が意見を伝えやすい取組の実施（意見箱の設
置・活用等）
・利用者満足度調査の実施・活用

・各施設における第三者委員への相談会の実施 ・各施設における第三者委員への相談会の実施 ・各施設における第三者委員への相談会の実施 ・各施設における第三者委員への相談会の実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績

133



経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

②

③

③

④

（様式２）
(社福)東京都社会福祉事業団

戦略２ 蓄積してきた支援技術を生かした高度なケアの提供
事業
運営

被虐待児童の増加、発達障害・愛着障害等専門的な支援を要する児童の増加による支援ニーズや、強度行動障害や医療的ケアを必要とする障害者の施設利用
ニーズが増大している。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

〇特別な支援が必要な利用者や児童を積極的
に受け入れるというセーフティネットとして
の役割を引き続き果たしていくためには、専
門的な支援を提供できる体制の維持・強化が
課題となっている。

〇平均在職年数は2015年度から変わらず約
６年となっており、若手職員が増加している
ことから、そのような職員の専門性を高めて
いくことが必要である。

〇政策連携団体として、これまで蓄積してき
た支援技術を他団体へ普及していく必要があ
る。

〇事業団で蓄積してきた支援技術やノウハウ
を、研修等を通じて若手職員に確実に継承
し、法人全体での専門性を高めていく。

〇障害児者施設における医療的ケアの提供体
制や強度行動障害のある障害児者の受入れ体
制の充実を図るため、専門的な技術習得のた
めの研修の受講機会の確保や、資格取得支援
の拡大により、各施設の状況や特長に応じた
専門性の高い職員を確保する。

〇連携型専門ケア機能モデル事業などの先駆
的な取組や、選択肢を広げる支援、アフター
ケアの充実などにより、児童にさらに寄り
添った支援を行えるようにしていく。

〇研修や学校等へ講師派遣や実習受入れを行
うと共に、ICT等の先進的取組を発信する。

①蓄積してきた支援技術を継承した
若手職員が中堅職員へと育ってい
る。
・固有正規職員（福祉職）平均在職
年数…7.3年以上

②専門的なケアに必要な知識・技術
を習得している。

③専門性を活かし、利用者・児童の
特性や状況に応じた支援を提供して
いる。

④他団体への支援技術・ICT等の普
及を行っている。

専門的なケアが提供でき
る体制の充実

自己啓発支援制度の拡充

児童養護施設の児童の選
択肢を広げる支援の実施

連携型専門ケア機能モデ
ル事業の検証と充実

先進的取組等で蓄積して
きた支援技術・ICT等を
他団体へ普及
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・喀痰吸引等研修…1人受講
・強度行動障害支援者養成研修…27人受講
・本部研修では、職級や職責を意識した研修を、各園では施
設の特性に合わせた専門的・実践的な研修を実施

・喀痰吸引等研修…新規で7人受講
・強度行動障害支援者養成研修…新規で40人受講
・管理監督者としてのスーパーバイズ力向上研修
・「福祉マイスター制度」（仮称）の制度設計

・喀痰吸引等研修…新規で7人受講
・強度行動障害支援者養成研修…新規で40人受講
・管理監督者としてのスーパーバイズ力向上研修
・「福祉マイスター制度」（仮称）の実施

・喀痰吸引等研修…新規で7人受講
・強度行動障害支援者養成研修…新規で40人受講
・管理監督者としてのスーパーバイズ力向上研修
・「福祉マイスター制度」（仮称）の実施

・2019年度利用者数…7人(資格)、1人(通信教育)
・支援対象の資格と通信教育講座の拡充

・資格取得支援の拡充…3年間で46人が制度活用
・福祉専門職加算Ⅰ取得（生活支援員のうち社会福祉士等が
35％）に不足する社会福祉士等の資格取得促進を図る。

・資格取得支援の実施…3年間で46人が制度活用
・福祉専門職加算Ⅰ取得（生活支援員のうち社会福祉士等が
35％）に不足する社会福祉士等の資格取得促進を図る。

・資格取得支援の実施…3年間で46人が制度活用
・福祉専門職加算Ⅰ取得（生活支援員のうち社会福祉士等が
35％）に不足する社会福祉士等の資格取得促進を図る。

・NPOやボランティアによる学習支援の場の設置
　※コロナ禍の中で2020年度は延期
・アフターケア実施率53.3％（301人実施）
　※連絡可能な児童については100％実施

・NPO等との連携による職場体験や学習支援…児童の進路決
定率100％
・自立訓練や学力向上を図る取組
・アフターケア専用LINEアカウントの開設の検討
・自立支援ニュースのバージョンアップ

・NPO等との連携による職場体験や学習支援…児童の進路決
定率100％
・自立訓練や学力向上を図る取組
・アフターケア専用LINEアカウントの開設

・NPO等との連携による職場体験や学習支援…児童の進路決
定率100％
・自立訓練や学力向上を図る取組
・アフターケア専用LINEアカウントの活用

・事業の検証・課題把握のため、都が立ち上げた検討会に参
加（開催回数３回）
・復帰した児童へのアフターケアを実施

・事業の検証・課題把握とそれを踏まえたモデル事業の総括 ・東京都の本格実施への協力 ・東京都の本格実施への協力

・講師派遣回数14回
・実習受入れ人数（延3028人・3月末見込み）
・ICTや次世代介護機器の導入事例の公表

・講師依頼への積極的な対応（講師派遣回数14回）
・実習生の積極的な受入れ（実習受入人数、延5402人）
・ICTや次世代介護機器の導入事例の公表及び見学の受入れ
実施（東京都福祉保健財団との連携）

・講師依頼への積極的な対応（講師派遣回数14回）
・実習生の積極的な受入れ（実習受入人数、延5402人）
・ICTや次世代介護機器の導入事例の公表及び見学の受入れ
実施（東京都福祉保健財団との連携）

・講師依頼への積極的な対応（講師派遣回数14回）
・実習生の積極的な受入れ（実習受入人数、延5402人）
・ICTや次世代介護機器の導入事例の公表及び見学の受入れ
実施（東京都福祉保健財団との連携）

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②③

②

③

（様式２）
(社福)東京都社会福祉事業団

戦略３ 地域の福祉向上への貢献、地域との連携の強化
事業
運営

これまで、東京都全体のニーズに対応して支援が必要な利用者を広域的に受け入れる役割を中心に担ってきた。今後は、こうした役割にとどまらず各地域に根
差した施設として、その専門機能を活かして地域の支援ニーズに対応していくことが一層求められていく。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

〇東村山福祉園では改築にあたり、通所サー
ビスなど、地域で暮らす障害児の生活を支え
るサービスの更なる充実を図り、地域福祉の
向上に貢献する必要がある。

〇日野療護園については、利用者の安全・安
心かつ快適な生活を確保していくとともに、
地域の社会資源として地域の支援ニーズへの
対応を踏まえた改築計画を進めていく必要が
ある。

〇地域の福祉ニーズに対応した取組の実施に
より地域社会へ貢献できるよう、地域と連携
して、支援の充実を図る必要がある。

〇東村山福祉園の改築を進めるにあたって、
地域のニーズを的確に把握し、通所サービス
など地域で支援を必要とする方を対象とした
サービスを拡充する。

〇日野療護園の改築にあたり、利用者サービ
スのより一層の向上を図ることはもちろん、
ユニバーサルデザインに配慮した建物である
こと、災害に強い建物であること、地球環境
に配慮した建物であること等の条件を満たす
よう、計画を進めていく。併せて、地域で支
援を必要とする方を対象としたサービスを拡
充する。

〇地域と連携した防災訓練の実施などを通し
て、地域での役割を確実に果たせるようにす
る。

①東村山福祉園は、改築後の施設で
運営しており、地域の障害児の支援
が充実している。

②日野療護園は、計画どおり改築さ
れ、地域の障害者の支援を拡充して
いる。

③地域が求める役割（地域交流ス
ペースの提供、学校役員や自治会役
員を担う、地域行事への職員動員・
物品貸出など）を担い、地域との協
働が進んでいる。

東村山福祉園の改築に伴
う通所の充実に向けた検
討

日野療護園の改築の円滑
な実施

日野療護園移転改築に伴
う通所・短期入所の拡充
に向けた検討

地域との連携・協働
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・検討PTにて、放課後等デイサービスを実施している事業所
への見学の調整

・本設施設への移行（2023年度を予定）に向け、地域の障
害児向けの新たな通所サービスを検討（内部調整）

・本設施設への移行（2023年度を予定）に向け、地域の障
害児向けの新たな通所サービスを検討（東京都及び地域との
調整）

・本設施設への移行
・地域の障害児向けの新たな通所サービスを提供

・基本計画の策定及び運営体制の検討
・住民説明会の実施
・設計会社と基本設計業務を進め、各部屋のレイアウト等の
検討

・実施設計、建築工事に着工・施工
・環境に関する認証制度を取得できるよう設計会社と検討

・建築工事施工・建物竣工
・環境に関する認証制度を取得できるよう施工会社と調整

・新施設での運営開始
・環境に関する認証制度を取得
・環境に優しい運営

・建物改築基本計画に合わせ、通所・短期入所等の規模の検
討
・基本設計に、通所・短期入所等の支援方法を反映

・通所・短期入所等の拡充後の定員規模、人員配置体制、日
中活動内容、送迎体制、送迎エリア、相談支援事業の規模な
どを検討

・通所・短期入所等の拡充後の定員規模、人員配置体制、日
中活動内容、送迎体制、送迎エリア、相談支援事業の規模な
どを検討

・拡充した施設での通所・短期入所等のサービス実施

・外部イベントへの参加や園内イベントへの外部参加を実施
※2020年度はコロナ禍の中で実施なし
・都内障害施設は市と福祉避難所としての協定は締結済み

・地域イベントへの参加や園内行事への地域住民の参加の機
会の確保
・福祉避難所として機能させるため、地元市との連絡会等の
実施

・地域イベントへの参加や園内行事への地域住民の参加の機
会の確保
・福祉避難所として機能させるため、地元市との連絡会等の
実施

・地域イベントへの参加や園内行事への地域住民の参加の機
会の確保
・福祉避難所として機能させるため、地元市との連絡会等の
実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①②

②

②

③

（様式２）
(社福)東京都社会福祉事業団

戦略４ 社会福祉法人としての運営基盤の強化
組織
運営

福祉分野の離職率が全業界平均より高い数値で推移しているなど、業界全体で人材不足が深刻化している。（2019民間介護職離職率：14.4％）
また、2019年に働き方改革関連法が制定されたことにより、業界問わず「働きやすさ」の向上について更なる改善が期待されている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

〇福祉業界では人材不足が深刻化しており、
事業団においても、施設運営に必要な職員の
確保が極めて困難となっている。また、離職
率が年々増加し、昨年度は11.9％となって
いる。こうした状況で、職員にかかる負担が
増大している。

〇都派遣職員と固有職員が２：８の割合とな
り、事業団の将来を担う固有職員の育成や管
理監督者層への登用を引き続き行っていく必
要がある。

〇休暇制度の整備等、働きやすさの向上に向
けた取組を順次行ってきているが、現状を踏
まえ更なる取組を進めていく必要がある。

〇新たな事業展開や施設の改築等を計画的に
進めるにあたり、自己資産が限られているた
め、財源の確保が大きな課題となっている。

〇学校との連携強化による学生へのアピール
強化や採用チャネルの拡充のほか、経験者や
無資格者等の幅広い人材の採用をより進めて
いく。

〇固有職員の積極的な管理職登用や、処遇改
善、ライフ・ワーク・バランスの推進等によ
り、職員の定着率アップを目指す。

〇次世代介護機器の導入やICT環境の整備に
より、利用者・児童の安全性を向上させると
共に、職員の負担を軽減する。

〇自主運営施設において、報酬改定を受けた
加算の取得や、効率的な施設運営によるコス
トダウンなど、収支内容の精査により、継続
して安定した施設運営を目指す。

①安定的な運営が可能な人材の確
保・育成ができている。
・固有正規職員（福祉職）離職率
11.9%(2020年度)を維持
・管理監督者の固有職員割合40％

②働きやすい職場環境が整備される
と共に、職員の負担軽減が図られて
いる。

③自主運営施設で必要な積立が計画
的に行われている。

様々な人材の確保のため
の採用活動及び採用制度
の拡充

職員確保・定着に向けた
人事・給与制度等の適切
な運用・見直し

ライフ・ワーク・バラン
スの推進、働きやすい職
場環境づくり

ICT環境の整備・強化及
び次世代介護機器の導入

自主財源の確保
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
・学校訪問49校（うち２回は学生向け講義等）、電話・メー
ルでの個別アプローチ26校
・採用説明会19回（Web説明会含む）、施設見学会39回
・採用イベント出展９回（Web参加含む）
・学校推薦制度及び実習生等特別制度の試験的導入

・学校訪問、採用説明会、内定者交流会等の継続、充実
・学校推薦制度、実習生等特別制度の拡充
・児童養護施設における児童指導員の育成
・アクティブシニアの積極的活用
・キャリア採用、再採用制度の実施

・学校訪問、採用説明会、内定者交流会等の継続、充実
・学校推薦、実習生等特別制度の検証、対象校拡大の検討
・児童養護施設における児童指導員の育成拡充
・アクティブシニアの積極的活用
・キャリア採用、再採用制度の実施

・学校訪問、採用説明会、内定者交流会等の継続、充実
・学校推薦、実習生等特別制度の検証、対象校拡大の検討
・児童養護施設における児童指導員の育成拡充
・アクティブシニアの積極的活用
・キャリア採用、再採用制度の実施

・管理監督者層（医師除く）における固有職員の割合
（37.8％）
・給与制度の見直しにかかる都との調整

・固有職員の管理監督者層の計画的な育成・ポスト配置
・昇給制度の見直し、各寮・棟のチーフ等に職務手当を支給
及び更なる給与制度見直しの検討（コンサル活用等）
・宿舎借上げ事業及び奨学金返済事業の実施
・他団体への派遣研修の実施

・固有職員の管理監督者層の計画的な育成・ポスト配置
・初任給、給料表、地域手当等の見直し及び2021年度見直
し内容の運用
・宿舎借上げ事業及び奨学金返済事業の実施
・他団体への派遣研修の実施

・固有職員の管理監督者層の計画的な育成・ポスト配置
・見直し後の給与制度の運用
・宿舎借上げ事業及び奨学金返済事業の実施
・他団体への派遣研修の実施

・ライフ・ワーク・バランス推進計画に基づく取組推進
・福祉保健財団主催の「働きやすい職場宣言事業」にかかる
簡易版スタートアップセミナーを受講
・職員のための相談窓口の周知

・「働きやすい職場宣言事業」の申請・公表
・育児中の職員の遅番勤務を支援する制度の構築検討
・職員・家族の都合に応じた「留学等休職制度」（仮称）や
「配偶者同行休業制度」（仮称）の導入検討
・職員のための相談体制の充実

・同計画の目標を達成し、認定を取得
・遅番勤務を支援する制度の実施
・「留学等休職制度」（仮称）、「配偶者同行休業制度」
（仮称）の実施
・職員のための相談体制の充実

・同計画の目標を達成し、認定を取得
・遅番勤務を支援する制度の実施
・「留学等休職制度」（仮称）、「配偶者同行休業制度」
（仮称）の実施
・職員のための相談体制の充実

・人事事務・管理事務等に係るシステムの導入
・ICT委員会を開催し、端末統一やサーバの一元管理に向け
た条件整理、今後の予定を検討
・人事システムに本部研修受講履歴を入力。各園入力準備
・眠りスキャン等のICTや次世代介護機器を順次導入

・人事システムや管理事務等のシステムの運用
・統合した業務用端末、基本ソフトウェア、グループウェア
の導入に向けた検討
・2020年度までの研修履歴のシステム入力・整理
・次世代介護機器等導入事例の事業団内共有の仕組を構築

・人事システムや管理事務等のシステムの運用
・統合した業務用端末、基本ソフトウェア、グループウェア
の運用開始
・各職員が研修履歴を確認し、自己研鑽に活用
・次世代介護機器等を各施設で随時導入

・人事システムや管理事務等のシステムの運用
・統合した業務用端末、基本ソフトウェア、グループウェア
の運用
・各職員が研修履歴を確認し、自己研鑽に活用
・次世代介護機器等を各施設で随時導入

【決算見込】
・日野療護園（対2020年度予算比）
介護給付費21百万円（3.6％）の収入減
・希望の郷東村山（対2020年度予算比）
介護給付費11百万円（1.2％）の収入増

・自主運営施設２施設における更なる収入増（加算の取得
等）、経費削減の取組により、計画的に施設整備経費等を積
み立てる。

・自主運営施設２施設における更なる収入増（加算の取得
等）、経費削減の取組により、計画的に施設整備経費等を積
み立てる。

・自主運営施設２施設における更なる収入増（加算の取得
等）、経費削減の取組により、計画的に施設整備経費等を積
み立てる。

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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・広告等一方的に送付されてくるものや、施設においては関係機関の要望によりFAXで書
類の送付を行っているケースがある
・非常災害時BCPにて、各施設から本部への情報提供の手段をFAXとしている

デジタルツール等の活用により、FAXの送信数・受信数の削減△98％（本部のみ対象）
※先方の指示による送受信除く

会議資料等のペーパーレス化に向け、検討を行っている コピー用紙の使用量を2020年度比で30％削減する（本部のみ対象）

情報開示に係る手数料について、現金での徴収を行っている 団体の規程等に基づく手数料の徴収については、全施設にてキャッシュレス化に対応する

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

(社福)東京都社会福祉事業団

５
つ
の
レ
ス

はんこレス
都民・事業者等からの申請については、外泊の届出、施設・物品の貸出申請、個人情報開
示請求等の手続において紙での申請となっており、押印を求める様式となっている

団体の規程等に基づく対応可能な手続きについては、全件規程等を改正

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

都民・事業者等からの申請については、外泊の届出、施設・物品の貸出申請、個人情報開
示請求等の手続において紙での申請となっている

団体の規程等に基づく対応可能な手続きについては、全件規程等を改正

キャッシュレス

タッチレス 保護者会や採用説明会において、オンライン対応を一部導入
・保護者会や採用説明会等において、対面式とオンライン対応を併用して実施する
・受験生の利便性を高めるため、５回実施する採用選考と同じ回数以上、オンライン説明
会を実施する

テレワーク 本部においては、同時に端末を複数人の職員が共有する体制で実施
本部のテレワーク可能な職員については、月40％実施（2021年8月対象）
※「実施件数/当月の勤務日数/テレワーク勤務可能な職員数」により算出

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

スケールメリット等を生
かした経営

継
続

1

【目標①】新型コロナウイルス感染症への積極的な対応と一般診療との両立を図り、新入
院患者を確保するとともにコスト削減に努め、経営の効率化や経営改善を実施（医業収支
比率:84.0％）
【目標②】後発医薬品の導入促進と医薬品購入品目の標準化（後発医薬品数量シェア：
93.0％）

組織
運営

〇

戦
略
２

より効率的な運営のあり
方の検討・実施

継
続

2
【目標①】経営改善に向けた効果的な経営管理体制の整備・運用
【目標②】新型コロナウイルス感染症患者を受け入れながら経営効率化の取組により収支
改善に努める（地域医療確保事業会計経常収支比率：97.2％）

組織
運営

〇

戦
略
３

専門性を高め、地域に貢
献できる人材の育成、活
用

継
続

3

【目標①】特定行為に係る看護師を2021年度末までに新たに２名派遣し、計画的に受講
修了者を増加
【目標②】病院運営に必要なデータ分析スキル習得に向け、大学院派遣研修に事務職員１
名の派遣を継続
【目標③】多様な働き方の実現や新型コロナの感染リスクを軽減するため、公社事務局に
おいて週2回以上のテレワークを推進

組織
運営

〇

戦
略
４

「地域包括ケアシステム
支援モデル事業」の実施

継
続

4
【目標①】急性期病院として公社が有する知識等を地域にフィードバックし、在宅移行支
援を行うとともに、在宅療養患者の急性増悪時には円滑に受入れを行う体制を６病院で整
備（介護支援等連携指導料：1,100件）

事業
運営

〇 〇

戦
略
５

医療連携の更なる推進
継
続

5

【目標①】急性期病院として、「地域完結型」医療の実現に向け、高度急性期や回復期、
慢性期の医療機関や地域の診療所等と連携を推進するとともに、都立病院との協働体制に
基づく質の高い医療提供体制を構築する（紹介患者数：55,014人、逆紹介患者数：
58,830人）

事業
運営

〇

戦
略
６

地域の医療ニーズに的確
に対応する仕組みの構築

継
続

6

【目標①】地域に必要な医療を提供していくため、患者ニーズや医療ニーズの把握に努
め、連携医との連携強化の取組を通じた紹介患者数の増加や救急搬送患者数の積極的な受
入れ等により、新入院患者数を増加
（新入院患者数：47,688人、病床利用率：69.6%）

事業
運営

〇 〇

戦略名
現プランとの関係

１年後（2021年度）の到達目標 目標
区分

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京都保健医療公社 （所管局） 病院経営本部

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

①

①

①

①

（様式２）
(公財)東京都保健医療公社

戦略１ スケールメリット等を生かした経営
組織
運営

公社は6病院1検診センターを運営しており、総病床数（約2,000床）は都内全体の2％という都内最大級の医療関連法人である。スケールメリットを活かした
費用削減や効率的な経営情報の共有を行うことで、病院経営及び運営に効果的な取組を実施する。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） １年後（2021年度）の到達目標 個別取組事項

これまでも公社のスケールメリットを活か
して共同購入の推進や契約等について見直
しを進めるなど費用縮減に努め、医業収支
比率の向上に取り組んできた。しかし、患
者数の減少による減収や、職員の増による
給与費の増加により医業収支比率は低下傾
向である。
病院独自で取り組んでいる好事例を共有す
ることで公社の特色を活かし、シナジー効
果の発揮を促進するとともに、東京都政策
連携団体として、新型コロナウイルス感染
症に係る医療提供体制の確保をはじめとし
た都施策への貢献を図っていかなければな
らない。

引き続き共同購入の推進や契約について見
直しを図り、更なる費用縮減に努めてい
く。

事務局機能を発揮して各病院の経営の取組
について蓄積し、経営ノウハウの好事例を
病院へフィードバックすることで収入増加
へ取り組んでいく。さらに人材育成の場と
して公社合同研修を充実させ、きめ細やか
な研修をフォローしていく。

政策連携団体として都施策の実現に向け、
公社が有するノウハウや専門性等を活かし
て積極的に協力していく。

【目標①】新型コロナウイルス感染
症への積極的な対応と一般診療との
両立を図り、新入院患者を確保する
とともにコスト削減に努め、経営の
効率化や経営改善を実施（医業収支
比率:84.0％）

【目標②】後発医薬品の導入促進と
医薬品購入品目の標準化（後発医薬
品数量シェア：93.0％）

スケールメリット等を生
かした契約手法の導入

経営ノウハウの蓄積に向
けた仕組みの構築

人材育成の推進

都施策協力に向けた企画
力の強化

都施策への貢献
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
・電力契約の包括契約により約4,900万円削減（従来の契約
に対し11.2％）
・医薬品の共同購入の推進や契約交渉により約4,100万円削
減（年度当初契約実績額に対し1.69％）
・後発医薬品の導入促進によりシェアを92.5％に拡大

・放射線機器保守委託及び環境負荷の低い電力供給の一括契
約の検討
・目標を購入価格の全国相対評価割合に変更し、効果的な価
格交渉を実施
・検査科直営化に伴う検査試験薬の一括購入を拡充
・後発医薬品の導入促進によりシェアを93.0％に拡大

・公社共通のグループウェアを利用した経理情報の共有を実
施
・病院運営に有益な病院独自の取組を、会議を通じて公社全
体へ展開

・ツールを活用した経営情報の共有を推進
・病院運営に有益な情報の共有を推進

・看護職員合同研修の実施（１研修）
・経営講演会の開催は検討を行ったが、新型コロナウイルス
感染症の影響により見送り
・東京都が主催する職種ごとの研修への参加

・研修評価を踏まえた、研修内容の精査、改善の実施

・地方独立行政法人への移行に向けた準備
・３密回避のためWeb会議を44回実施
・大会延期に伴う2020大会開催時の諸課題への対応方針の
調整
・外国人患者の方々が安心・安全な医療サービスの提供を推
進
・省エネルギー機器の導入

・地方独立行政法人への移行に向けた準備
・キャッシュレス、タッチレス等のDXの推進
・東京2020大会への医療スタッフ派遣の調整・実施
・外国人患者受入の推進
・整備計画等に沿って、省エネルギー機器の導入を拡大

・新型コロナウイルス感染症に係る医療提供体制の確保を実
施
・東京都が整備した宿泊療養施設等に医療従事者を派遣

・新型コロナウイルス感染症患者の受入病床の確保や診療体
制の整備を継続実施
・東京都の要請に応じた派遣協力の実施

2020年11月時点の実績 ３か年の取組（年次計画）
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

（様式２）
(公財)東京都保健医療公社

戦略２ より効率的な運営のあり方の検討・実施
組織
運営

「新公立病院改革ガイドライン」（総務省）においても経営の効率化にあたり「職員採用の柔軟化、勤務環境の整備、研修機能の充実など、医師等の医療ス
タッフを確保するための取組みを強化すべきである。」としており優秀な人材の確保・育成や経営の効率化、確固たる財務基盤等が重要である。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） １年後（2021年度）の到達目標 個別取組事項

東京都と同じ人員・予算要求の手順・手続を
踏まなければならず、問題の発出から実際に
人員・予算がつき課題に取り組むまでに相当
の期間と労力を要する。そのため、新たな医
療課題等に迅速に対応することができず、経
営改善機会が先延ばしとなっている。

他の政策連携団体と同様の管理・指導ではな
く、病院の特性に応じた、柔軟な人員管理手
法を有効的に活用するなど、収入の改善と経
営の体制強化を図り、自律的経営を追求して
いく。

【目標①】経営改善に向けた効果的
な経営管理体制の整備・運用

【目標②】新型コロナウイルス感染
症患者を受け入れながら経営効率化
の取組により収支改善に努める（地
域医療確保事業会計経常収支比率：
97.2％）

柔軟な人員の運用

経営管理の体制整備
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・診療報酬改定等に即応可能な医師の人員管理手法を活用し
て採用した医師6名について、2021年度に向けた定数要求を
実施

・本制度を活用して採用した医師を効果的に活用

・各種会議体で経営目標の進捗管理やベストプラクティスの
共有により経営企画機能を強化
・状況に応じた柔軟な経営目標の設定による経営管理
・新型コロナウイルス感染症の影響により経営が悪化

・会議体の機能強化などによる経営改善に向けた経営企画機
能の強化
・経営目標管理について、必要に応じて改善
・経営改善に向けた病院支援策の検討・実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

②

③

③

（様式２）
(公財)東京都保健医療公社

戦略３ 専門性を高め、地域に貢献できる人材の育成、活用
組織
運営

近年、医療技術が目覚ましく進歩し、それに伴い医療の複雑・高度化が進んでいる。また、病院は労働集約型産業であるため、優秀な人材の育成や確保が求め
られている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） １年後（2021年度）の到達目標 個別取組事項

労働集約産業であるため、事業運営上の課題
を解決するためには個々人のスキルアップが
不可欠であるが、育成に関する体系的な研修
計画に沿った人材育成が不十分である。ま
た、地域包括ケアシステムの構築に向けて、
地域でリーダーシップを発揮できる人材を育
成する必要があるが、現時点では地域に出て
いく人材は限られている。

そのため、公社の運営を担う人材や、地域の
医療機関や福祉・介護施設のスタッフを支援
できる人材を計画的に確保・育成するととも
に、多様な働き方を可能にする環境整備や新
型コロナウイルス感染症の感染リスクを軽減
する取組を推進する等、職員が安心して働け
るような環境を整備する必要がある。

・色々な疾患を抱えた患者に対応していくた
め、総合診療能力を有した医師や特定行為研
修を受講した看護師の育成や活用を行ってい
く。
・事務職員について、複雑・高度化する課題
に適切に対応すべく、医事や経営分析、調達
業務、情報システム等の病院運営に専門特化
した職員の育成が求められることから、事務
職員の「強み」となる資質・能力を伸ばすた
めの研修やキャリアパスを作成していく。
・自己啓発支援、資格取得支援、公社合同研
修等によりスキルアップを図っていく。
・ICT化を推進し、多様な働き方の実現や新
型コロナウイルス感染症の感染リスク軽減を
図っていく。

【目標①】特定行為に係る看護師に
ついて、2021年度末までに新たに２
名を派遣し、計画的に受講修了者を
増加

【目標②】病院運営に必要なデータ
分析スキル習得に向け、大学院派遣
研修に事務職員１名の派遣を継続

【目標③】多様な働き方の実現や新
型コロナの感染リスクを軽減するた
め、公社事務局において週2回以上
のテレワークを推進

特定行為に係る看護師の
育成

事務職員の経営スキルの
向上

固有職員の管理職の育成
及び資格取得支援や自己
啓発支援の実施

医師・看護師の負担軽減
及び多様な働き方を可能
とする環境の整備

オンラインでの採用活動による
新型コロナの感染リスクの軽減
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
・特定行為研修を１名受講中
・有資格者、支援予定者を考慮し、必要な養成数の検討を実
施
・認定看護師による連絡会の実施により、公社病院共通の特
定認定看護師活動指針、特定行為実施手順等の作成

・新規派遣受講者を派遣（2名以上）
・新たな分野の特定行為実施手順等の作成

・事務職員研修の実施（6回）
・医事・ＤＰＣ研修カリキュラムを作成
・職員のデータ分析能力の向上を目指した大学員派遣研修に
職員を新たに1名派遣
・事務職活性化プロジェクト実施計画を策定
・チューター制度実施要綱を制定し、各病院・所へ周知

・研修計画に基づく効果的な研修の実施と実施状況を通じた
改善
・医事業務の育成体制強化
・地方独立行政法人への移行を見据えた経営意識を醸成させ
る取組の検討・実施

・課長補佐研修4回実施
・放射線科都立病院派遣研修の実施
・看護師の施設間派遣研修の実施
・資格支援取得の充実を図るとともに、職員への資格取得を
促進

・管理職の育成実施状況に応じた取組の改善の検討・実施
・職種の特性に応じた資格取得支援や自己啓発支援及び必要
に応じた改善の実施

・医師事務作業補助者及び看護補助者の人員体制を強化し活
用を図ることにより、医師及び看護師の負担軽減を実施
・東京都保健医療公社テレワーク実施要綱の制定
・時差通勤の時間を拡大

・医師事務作業補助者及び看護助手を確保するとともにガイ
ドラインに基づく各病院での人材育成や更なる活用の推進
・テレワークやオフピーク通勤等の推進

・オンライン就職説明会の実施
・オンライン採用面接の導入

・オンラインを活用した採用面接等の取組を推進

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①

①

①

（様式２）
(公財)東京都保健医療公社

戦略４ 「地域包括ケアシステム支援モデル事業」の実施
事業
運営

2025年に団塊の世代が75歳以上に到達し、医療介護需要がピークを迎える。医療介護総合確保推進法では、質の高い医療・介護サービスの提供や持続可能
な社会保障制度の確立のために、病床機能分化と連携、在宅・介護との連携を通じた地域包括ケアシステムの構築を目指すとしている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） １年後（2021年度）の到達目標 個別取組事項

高齢による合併症や独居等を理由に、在宅
復帰が困難となるケースも少なくなく、安
心して在宅療養が行えるよう、在宅移行支
援を行うほか、急性増悪時には適切に対応
する必要がある。また、患者にとっては診
療や看護を受ける場所を問わず、入院中か
ら退院後まで一貫した受療が必要である
が、これまで進めてきた医療・介護関係者
の協働等についてさらに推進していく必要
がある。

地域包括ケアシステムの構築が求められる
中、公社は医療の効率的な提供という役割
から一歩踏み出し、これまで培ってきた医
療連携のノウハウを活用して、介護等の保
健・福祉を含めた連携を進め、地域包括ケ
アシステムの構築に貢献していかなければ
ならない。

公社全病院に患者支援センターを設置し、
多職種による効果的かつ包括的な入退院支
援を実施出来る体制を確保するとともに、
地域医療機関および介護など保険・福祉施
設に対する多様な医療技術支援の実施や退
院時（合同）カンファレンスへの積極的な
参加により、「顔の見える関係」を構築し
ていく。

併せて、病院救急車の更なる活用等による
救急受入体制を強化することで、可能な限
り在宅療養患者の急性憎悪時受入を実施す
るなど、地域医療機関及び介護など保険・
福祉施設のバックアップ体制を構築し、地
域包括ケアシステムへの貢献を図る。

【目標①】急性期病院として公社が
有する知識等を地域にフィードバッ
クし、在宅移行支援を行うととも
に、在宅療養患者の急性増悪時には
円滑に受入れを行う体制を６病院で
整備
（介護支援等連携指導料：1,100
件）

入院前・早期から退院を
視野に入れた在宅移行支
援の推進

急性増悪時の積極的な受
入れを含めた救急体制の
整備

訪問看護師との切れ目の
ない連携の構築

在宅医や介護施設等への
支援及び支援のための
ネットワーク構築

患者支援センターの充実
強化及び栄養管理分野で
の協力・連携
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
・退院支援カンファレンスの実施（退院時共同指導料２算定
206件、介護指導料算定383件）及び研修・講演会等の技術
支援の実施（75回）
・地域のニーズに合わせた認定看護師等による指導等の取組
を実施

・退院支援カンファレンスや定期的な意見交換会の実施や研
修の開催
・地域のニーズに合わせた認定看護師等による指導等の取組
を実施

・公社全体の救急応需率69.5％
・豊島病院において病院救急車を11月に導入
・総合診療医の配置等、柔軟な人員配置による救急受入体制
整備の実施

・遠隔画像診断ツールを導入し、夜間等でも院内の専門医が
外部から円滑に診断ができる取組を進め、救急受入体制を強
化
・病院救急車の活用の推進
・総合診療能力を有した医師等の専門職の配置を検討

・病棟看護師の退院前・退院後訪問を継続的に実施
・訪問看護ステーション向けセミナーや認定看護師による交
流会等の実施

・病棟看護師の退院前・退院後訪問への参加の継続的な実施
・認定看護師による訪問看護ステーション向けセミナーの開
催及び更なる充実に向けた内容精査
・在宅看護交流会等の実施及び更なる充実に向けた内容精査

・地域との交流症例検討会の実施
・認定看護師の出張研修の実施
・連絡会の開催を通じた情報交換の実施

・在宅医等に対する講演会・勉強会の実施
・認定看護師による研修等の実施
・情報共有のための連絡会等の継続的な実施
・地域の在宅医療関係者との会議等への参加
・介護施設等のスタッフに対する研修の実施

・入退院支援加算算定実績：多摩南部1,540件、多摩北部
1,318件
・患者支援センター相談件数：多摩南部16,662件、多摩北
部20,139件
・栄養講習会の実施（2回）
・栄養情報提供書の発行数　533件

・新たな2病院において、患者支援センターを強化・充実さ
せ、地域の状況に合わせた対応を実施
・栄養管理分野での地域連携の取組に関する、病院間での交
流研修の実施
・栄養食事指導の取組強化を通じた地域全体での栄養指導体
制の構築

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①

①

①

（様式２）
(公財)東京都保健医療公社

戦略５ 医療連携の更なる推進
事業
運営

2025年に団塊の世代が75歳以上に到達し、医療介護需要がこれまでにないほど増加することから、質の高い医療・介護サービスの提供や持続可能な社会保障
制度の確立のために、医療介護総合確保推進法に基づき病床機能分化と連携を地域全体で推進していく必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） １年後（2021年度）の到達目標 個別取組事項

　公社病院は地域医療支援病院として紹介・
逆紹介による医療機関同士の連携を推進して
きたが、病床の機能分化や薬剤分野等の連携
を更に推進する必要がある。これまで培って
きた医療連携のノウハウを活かし、共同診療
や在宅移行支援、患者により安全で継続した
薬物療法を提供していくために地域の薬局等
との連携を強化する等、医療連携の取組を充
実強化していく必要がある。
　地域医療構想では、医療機能を重視した連
携や事業ごとの柔軟な連携が求められてお
り、行政的医療の提供とあわせて都立病院と
二次医療圏を超えた連携を強化することで、
高度専門医療を地域医療と切れ目なく提供
し、都民医療の更なる向上を目指していかな
ければならない。

「地域完結型」医療の実現に向け、引き続き
疾病別地域医療ネットワークへの参画や共同
診療・共同利用の実施、地域の要望に合った
薬剤師会との勉強会等の開催のほか、各自の
役割を具体的に定め相互に機能を補完するこ
とで患者に対してより良い医療を提供してい
くアライアンス連携について必要に応じて拡
大の検討を行うことで、医療連携の更なる推
進を図る。

引き続き、多様な分野において都立病院との
連携を行うほか、人事交流等により人材育成
を推進し都民医療の更なる向上を目指してい
く。

【目標①】急性期病院として、「地
域完結型」医療の実現に向け、高度
急性期や回復期、慢性期の医療機関
や地域の診療所等と連携を推進する
とともに、都立病院との協働体制に
基づく質の高い医療提供体制を構築
する（紹介患者数：55,014人、逆紹
介患者数：58,830人）

アライアンス連携の検
討・実施

都立病院との連携強化

疾病別地域医療ネット
ワークの推進

共同診療、高額医療機器
の共同利用の推進

薬薬連携の強化
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・新たに１医療機関との連携締結に向けて調整を実施 ・アライアンス連携の導入拡大の検討

・継続的な医師派遣や脳血管疾患の連携の実施
・経営講演会の開催は検討を行ったが、新型コロナウイルス
感染症の影響により見送り
・都立病院と一体となった地方独立行政法人への移行に向け
た準備の推進
・都立病院との人事交流の実施

・新型コロナウイルス感染症の流行状況を踏まえた医師派遣
の検討、合同カンファレンス・合同研修の実施、人事交流の
促進
・都立病院と一体となった地方独立行政法人への移行に向け
た準備の推進

・ＣＣＵネットワークなどの疾病別地域医療ネットワークに
参加

・ＣＣＵネットワークなどの疾病別地域医療ネットワークに
参加

・連携施設への積極的なＰＲ等を通じた共同利用の推進
・インターネット予約システムによる運用を、検査予約から
診療予約にまで拡大

・共同診療、高額医療機器の共同利用について、インター
ネット予約システムの運用方法を案内するなど、積極的なＰ
Ｒを実施し、利用の推進を図る。

・地域医療機関や薬剤師会との講習会等の開催　6病院計28
回
・院外採用薬使用動向調査・品目精査の実施
・地域フォーミュラリーの実現に向けた検討は中断中

・他医療機関の要望に合った講演会・勉強会の継続開催
・院外採用薬の使用動向分析に基づき、保険薬局と連携し、
品目を整理
・地域フォーミュラリーの実現に向けた連携強化

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①

①

①

（様式２）
(公財)東京都保健医療公社

戦略６ 地域の医療ニーズに的確に対応する仕組みの構築
事業
運営

これまで、東京の発達した交通網を背景に、高度医療提供施設が集積している区中央部や区西部、北多摩南部に他圏域からも患者が集まっている。後期高齢者
の増加など高齢化が更に進み、患者の遠距離の通院等が難しくなる中で、より患者に身近な地域での診療が求められる。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） １年後（2021年度）の到達目標 個別取組事項

疾病構造の変化や高齢化により複数の合併症
を有する患者が増加しており、複雑多様化す
る医療需要に応えていく必要があり、複数の
合併症等を有する患者を各地域で受入を行う
体制を構築することは必須である。そのた
め、幅広い医療提供が可能な総合診療基盤を
有する公社病院が、地域の医療ニーズの変化
を的確に捉えながら、地域に必要とされる医
療を提供していくことが重要である。
これまで地元の区市や医師会からなる運営協
議会や地域医療構想調整会議での要望、地域
の医療提供状況について調査・分析した結果
を踏まえ、地域ニーズを捉えた医療提供を実
施してきたが、更なる地域への医療貢献のた
めの取組を推進していかなければならない。

・地域に必要とされる医療を提供していくた
め、運営協議会や地域医療機関を対象とした
アンケート調査を通し、地域の医療ニーズを
的確に捉える。また、アクセス解析等に基づ
くホームページの充実や、SNSや広報誌、講
演会等の様々な媒体を活用し、情報発信を実
施していく。
・臨床指標と医療の質にかかわる指標(QI)
の見直しと充実を図り、地域に対する分かり
やすい病院情報提供の推進や指標の改善を進
め、より良い病院運営を追求する。
・東京総合医療ネットワークへの参画を検討
するなど、地域のニーズに合った地域医療連
携を推進し、地域への医療提供体制を盤石な
ものにしていく。

【目標①】地域に必要な医療を提供
していくため、患者ニーズや医療
ニーズの把握に努め、連携医との連
携強化の取組を通じた紹介患者数の
増加や救急搬送患者の積極的な受入
れ等により、新入院患者数を増加
（新入院患者数：47,688人、病床利
用率：69.6%）

急性増悪時の積極的な受
入れを含めた救急体制の
整備【再掲】

臨床指標及び医療の質に
係る指標（ＱＩ）の公表

情報発信の強化

運営協議会及び地域医療
に関する調査研究の充実

地域への情報のフィードバック
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・公社全体の救急応需率69.5％
・豊島病院において病院救急車を11月に導入
・総合診療医の配置等、柔軟な人員配置による救急受入体制
整備の実施

・遠隔画像診断ツールを導入し、夜間等でも院内の専門医が
外部から円滑に診断ができる取組を進め、救急受入体制を強
化
・病院救急車の活用の推進
・総合診療能力を有した医師等の専門職の配置を検討

・各病院及び公社全体における臨床指標の公開
・都立病院と公社全体のQIのあり方について検討実施

・臨床指標の公開による積極的な情報発信
・医療の質に係る指標（ＱＩ）の公表

・公社の取組をPRする「公社の事業実績」の作成
・広報誌「公益財団法人東京都保健医療公社だより」の作成
に加え、バス車内広告や医療雑誌に病院紹介を掲載
・新型コロナウイルスに関連する感染予防などの知見を医療
介護施設等へ向けて情報発信

・様々な広告媒体を活用し、効果的な広報の実施
・地方独立行政法人への移行に関する情報発信の実施

・各病院運営協議会を１回開催
・地域の医療機関に対してのアンケート調査を実施中

・効果的な運営協議会の開催
・アンケート結果に基づく、ニーズを踏まえた病院運営の実
施

・地域の要望等を踏まえたデータの提供・共有の推進
・多摩南部地域病院及び多摩北部医療センターにおける東京
総合医療ネットワーク参画への調整を実施し、2021年度に
参画する。

・地域の要望等を踏まえたデータの提供・共有の推進
・地域の要望等を踏まえ、研修・勉強会等を通じた情報の
フィードバックの推進
・東部地域病院における東京総合医療ネットワーク参画への
調整を実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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・2020年11月に、『「５つのレス」の徹底に向けた実態把握調査』を行い、病院・所を含
めた実態の把握を行った。

・公社事務局においては、電子データでやり取りを行っており、使用件数0件の取り組みを
継続していく。

・2020年11月に、『「５つのレス」の徹底に向けた実態把握調査』を行い、病院・所を含
めた実態の把握を行った。

・公社事務局においては、タブレット端末等の活用により、対応可能な会議資料のコピー用
紙の使用量を2017年度比で50％減少させる。

2020年11月に、『「５つのレス」の徹底に向けた実態把握調査』を行い、病院・所を含め
た実態の把握を行った。
・医療費の支払い方法は、現金に加え、クレジットカード、デビットカード、電子マネーが
あり、現在一部の病院でQRコード決済を試行導入している。

・QRコード決済については2021年度までに全病院に導入する。
また、現在契約しているクレジットカード会社による前払い決済や、会計時の混雑を避ける
ために、会計窓口に寄らなくても診療費を支払えるサービスを独法化を踏まえて検討する。

テレワーク
・公社事務局ではメールのみ閲覧できる環境で実施していたが、サーバ内のファイル、スケ
ジュール等も閲覧できる職場と同等の環境を整えた。しかし、適応可能な端末台数は不足し
ている。

・独法化後は東京都本体、公営企業等と同等の「実施機関」の扱いになる。それを見据え、
2021年度、公社事務局ではテレワークを推進するために、職場と同等の環境で業務が行え
る端末を調達し、東京都の目標と同じ40％（週2回）以上の実施を目指す。
※「実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数」により算出

キャッシュレス

タッチ
レス

・2020年11月に、『「５つのレス」の徹底に向けた実態把握調査』を行い、病院・所を含
めた実態の把握を行った。
・患者と医療相談員とのオンラインによる相談環境の構築を検討している。

・患者と医療相談員とのオンライン相談を実施する。

５
つ
の
レ
ス

はんこ
レス

・2020年11月に、『「５つのレス」の徹底に向けた実態把握調査』を行い、病院・所を含
めた実態の把握を行った。
・全体の９割以上を占めているのは、入札契約手続きにおける書類であった。

・入札契約手続きにおける見積書、納品書、完了届などへの押印を不要とする取組を実施
し、対応可能な手続きについては、規程・要綱等を改正する。

FAX
レス

ペーパー
レス

手続の
デジタル化

・2020年11月に、『「５つのレス」の徹底に向けた実態把握調査』を行い、病院・所を含
めた実態の把握を行った。
・全体の７割以上を占めているのは、医療費の未払いに関する書類であり、患者が記載する
「支払猶予申請書」や、病院から発送する「支払督促状」であった。

・公社の状況等を踏まえつつ、独法化に向けて取組を推進するための検討を行い、対応可能
な手続きについては、規程・要綱等を改正する。

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

(公財)東京都保健医療公社

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

生産性の高い事業実施体
制構築と効果的な情報発
信

見
直
し

1,2,4,
5,7

【目標①】
・2023年度末まで利用者満足度90％以上を維持
【目標②】
・2023年度末までに新聞等の媒体に取り上げられた記事数を120件

組織
運営

〇 〇 〇

戦
略
２

中小企業の持続的成長を
支える公社職員の育成強
化

見
直
し

2,3
【目標①】
・2023年度末までに職員の中小企業支援に関する資格保有割合を70％

組織
運営

〇 〇

戦
略
３

中小企業の経営基盤を強
化する総合的支援の実施

見
直
し

5,6,7

【目標①】
・2023年度末までに新たな製品・サービスの事業化及び販路拡大した企業数を600件
【目標②】
・2023年度末までに知財戦略策定企業数を累計150社

事業
運営

〇 〇 〇 〇

戦
略
４

「未来の東京」に向けた
強い中小企業をつくる重
点支援の実施

見
直
し

5,6,7

【目標①】
・2023年度末までに創業のプランコンサルティング修了件数を400件
【目標②】
・2023年度末までに重点支援事業について利用企業の目標達成度を70％

事業
運営

〇 〇 〇 〇 〇

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京都中小企業振興公社 （所管局） 産業労働局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①

②

（様式２）
(公財)東京都中小企業振興公社

戦略１ 生産性の高い事業実施体制構築と効果的な情報発信
組織
運営

　生産年齢人口の減少やデジタル化に向けた新たな生産・サービス技術の出現のほか、新型コロナの影響も重なり、中小企業を取り巻く環境は大きく変化して
いる。また、公社もデジタル化の促進を積極的に進めて業務改革を行うことで、中小企業支援施策を積極的に提供していくことがより求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆近年、公社の予算額及び事業数が急激に増
加しており、公社職員は日々の業務に追われ
てしまっているが、中小企業を取り巻く環境
変化に対応するため、時機を逸することなく
事業展開をしていくことが必要である。

◆現在、利用者満足度は93.5％（2019年
度）と90％以上を達成できているが、公社
認知度は45.5%（2019年度）である。都内
の全中小企業に対し認知度を高めることも重
要であるが、まずは公社事業の対象業種等に
ターゲットを絞り、事業内容をより知っても
らうことが必要である。

◆公社業務のデジタル化の取組を推進してい
くことで更なる業務の効率化を図るととも
に、効率化による時間を用い、利用者である
中小企業のニーズやシーズを踏まえた施策立
案・提言、事業改善を強化していく。

◆このようにして、不断の見直しが図られた
事業を円滑に執行し、利用者満足度の向上を
図っていく。

◆また、中小企業が課題解決のために公社事
業を選択し利用できるよう、ターゲットを明
確にし、戦略的な広報を展開していく。それ
により、公社の主要事業の認知度の向上を
図っていく。

【目標①】
・2023年度末まで利用者満足度
90％以上を維持
（R元：93.5％、H30：88.5％、
H29：91.9％）

【目標②】
・2023年度末までに新聞等の媒体に
取り上げられた記事数を120件
（R元：86件、H30：97件、H29：
102件⇒３か年平均95件×20％増）

中小企業ニーズの把握体
制の強化

公社業務の更なるデジタ
ル化

事業ＰＤＣＡサイクルの
徹底

戦略的広報体制の確立
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
○利用者満足度調査を2021年２月に実施予定。調査項目と
して、事業別の認知度を新たに追加
○公社ＣＳ向上委員会を実施し、利用者意見を分析
○利用者意見を踏まえ、助成金の申請様式等を見直し。結果
をＨＰで公表

○利用者満足度調査の継続実施（事業別認知度の分析）
○公社ＣＳ向上委員会によるサービス改善の継続実施
○業種ごとに利用企業の経営者インタビューの実施
○下請企業巡回・商店街巡回等の見直し検討

○利用者満足度調査・公社ＣＳ向上委員会等の継続実施
○公社内の利用者意見を集約・共有するシステム・体制の検
討（中小企業や大企業、研究機関等から情報を収集・共有・
分析）
○新しい企業巡回等の開始

○利用者満足度調査・公社ＣＳ向上委員会等の継続実施
○中小企業ニーズ・情報の分析体制づくり（定量・定性的情
報の共有化、検索システム化など）
○新しい企業巡回等の継続・効果検証

○職員のテレワーク端末を整備（ＢＹＯＤのためのセキュリ
ティ強化）
○タブレット端末等を整備し、総合相談や事業承継等につい
て、専門家と企業とのオンライン相談を開始

○公社ＰＣのモバイル化、電子決裁システム等の運用開始
○電子申請の更なる検討（助成金申請の電子化の拡大）
○オンライン相談の拡充（知財相談など）
○チャットボットによる情報提供の強化

○電子申請の充実
○オンラインで実施した事業における企業情報の活用促進・
検証方法の検討

○電子申請対応の完了（助成金）
○オンライン相談対応の完了
○顧客情報管理のための「中小企業支援システム」リニュー
アルの検討

○外部専門家を活用し、公社の業務改善を議論する改革推進
検討会を実施
○毎月の経営会議において、新型コロナ補正事業や、コロナ
禍を受けての既存事業の進捗管理を実施

○効果的な目標への見直し・管理（アウトプット＋アウトカ
ム（成果目標）へ）
○研究開発に係る助成金利用企業の事業化を促進するため、
公的機関の支援メニューを組み合わせて、重点的にサポート
するプロジェクトを試行で実施

○効果的な目標管理の継続
○左記の重点的にサポートするプロジェクトを拡大
○事業の不断の見直しを実施

○効果的な目標管理の継続
○公社全体での迅速な課題共有方法の検討（システム化な
ど）
○事業の不断の見直しを継続

○公社の広報に関する外部専門家を委嘱
○各課の広報担当職員向け研修を開始
○関係機関と連携した広報の実施を検討（東京商工会議所・
金融機関などのメールマガジンの活用）

○外部専門家による、担当職員向け研修の本格実施
○プッシュ型広報の更なる強化（メールマガジン・ＳＮＳ等
の見直し、新たにリスティング広告の試行）
○ＨＰの見直し検討（より見やすい構成の検討）
○他の支援機関との広報連携の強化

○主要事業別の認知度向上
○ターゲットを捉えた広報展開（業界紙への掲載・リスティ
ング広告の実施）・ＨＰのリニューアル
○現場の臨場感が伝わる動画の発信（経営者へのインタ
ビューと併せて）

○媒体・業界ごとの効果分析・見直し（成功事例の波及・象
徴的な利用企業と連携した広報を検討）

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①

（様式２）
(公財)東京都中小企業振興公社

戦略２ 中小企業の持続的成長を支える公社職員の育成強化
組織
運営

　新型コロナの影響も重なり、中小企業を取り巻く環境は大きく変化している中で、公社に求められる支援策も多様化しており、職員のスキルを環境に対応さ
せなければならない。そのため、中小企業のニーズを踏まえ、総合支援機関の一員として伴走型支援ができる職員のさらなる育成が求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆近年、公社事業の規模が大幅に拡大してい
く中で、事業を円滑に実施していくために多
くの職員を新規に採用したため、経験の浅い
公社職員が増えている（直近６年間で職員数
は約1.5倍の189名）。

◆中小企業を取り巻く環境変化に対応するた
め、現場を積極的に訪問するほかデジタルを
活用し、中小企業ニーズを把握していくこと
が必要である。

◆また、2020年７月に都立産業貿易セン
ター（公社は指定管理者）の利用予約等管理
システム開発で不適切な事案があったため、
より一層のコンプライアンス強化が必要であ
る。

◆中小企業支援の「現場」を担う公社職員と
して、中小企業ニーズやシーズを的確に捉
え、「現場」感覚に基づいた中小企業支援及
び施策立案を行うことができるよう、公社職
員の人材育成を強化していく。

◆また、研修等を見直し、中小企業の生産性
を高めていく事業を実施する公社としても、
職員にデジタル関連の知識等を付与していく
ほか、自己啓発として中小企業支援に役立つ
資格取得を通じて、職員一人一人の能力向上
を図っていく。

◆さらに、この先も公社が中小企業の総合支
援機関として信頼され、成長を続けられるよ
う、公社全体の統治強化を維持していく。

【目標①】
・2023年度末までに職員の中小企業
支援に関する資格保有割合を70％
（R元：固有職員189人中延べ113
人・59.8％、重複なし82人・
43.4％）

中小企業支援力を中心と
した職員の能力向上

中小企業支援力の実証機
会の確保

組織内コンプライアンス
等の更なる強化

158



（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

○中小企業支援力習得のために必要となる研修・経験を、若
手職員の声に基づき検証するＰＴを実施
○公社自主事業の提案（２事業）（都への事業提案へ繋げて
いくことを検討）

○中小企業支援やデジタルの知識付与も含め、「人材育成基
本方針」を見直し（関連資格の取得支援の強化等）
○対象職員別の研修体系の見直し・メンター制度等の検討、
若手職員の職場交流の実施
○公社自主事業提案制度の継続実施、評価発表制度の検討

○メンター制度等の導入
○職場交流の効果検証・見直し
○自己啓発制度の見直し（外部機関の研修・セミナー受講費
の補助など）
○公社自主事業提案制度の継続実施、評価発表制度の実施

○メンター制度等の効果検証・見直し
○公社自主事業提案制度の継続実施、評価発表制度の効果検
証・見直し

○公社利用企業のニーズ把握等のため、重点的な現場支援を
実施（11社）
○中長期支援事業のあり方を検討するＰＴを実施

○事業担当の枠を超え、期間を定めず個別企業を総合的に担
当する中長期支援の見直し
○下請企業巡回・商店街巡回等の見直し検討[再掲]

○新しい企業巡回等の実施（担当職員以外も関与）[再掲]
○公社コンシェルジュ制度の構築（中小企業へ適切な事業紹
介を実施できる職員の育成、模擬総合相談）

○新しい企業巡回等の継続・効果検証
○公社コンシェルジュ制度の運用

○指定管理施設の情報システム開発に関する不適切事案を受
け、「再発防止委員会」を設置・運営
○監事監査を強化して実施（重点監査項目の設定）
○全部署に対する実地検査を実施

○コンプライアンス研修の強化（管理職・監督職・一般職・
委嘱者向け研修の実施）
○自己監査の強化（職員への個別ヒアリングの実施等）
○自己監査に加え、外部の専門家によるチェック体制の構
築・試行（お客さま対応・ＩＴセキュリティ等）

○強化した自己監査の継続（職員への個別ヒアリングの実施
等）
○外部の専門家によるチェック体制の継続

○さらなる自己監査の見直し
○外部専門家によるチェックの見直し

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

②

①

（様式２）
(公財)東京都中小企業振興公社

戦略３ 中小企業の経営基盤を強化する総合的支援の実施
事業
運営

　新型コロナの影響により、製造業やサービス業など様々な業種において、中小企業の経営は厳しくなっている。こうした中、アフターコロナに向けても中小
企業の成長を支える基盤を強化していくため、デザイン・知財・事業承継などの支援策がより一層求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆公社は、創業から新製品・新技術の創出、
事業承継・再生まで、中小企業のあらゆるス
テージに対応した継続的な支援を実施してい
る。

◆今後、中小企業が新たに成長していくため
には、デザイン経営やＳＤＧｓ・知財の観点
もより重要となる。

◆新型コロナの影響により、非常に厳しく
なっている中小企業の経営を立て直し、経営
基盤を強化していくことが必要であり、事業
承継等に関する支援の重要性もより増加して
いる。

◆経営相談や専門家派遣等の事業を継続する
ほか、ものづくり企業やサービス業におい
て、新しい生活様式に対応した支援を充実さ
せていく。
◆これらにより、中小企業の経営基盤が強化
され、新たに世の中に製品やサービスが出る
ことを目指していく。

◆また、製品開発や海外展開等に欠かせない
知財戦略を促進する。事業承継等について
は、既存事業を着実に遂行するほか、人員体
制を強化し、助成金やマッチング支援を拡大
していく。
◆中小企業のネットワーク構築について、近
隣県の支援機関と連携するほか、事業承継に
ついて、国の支援センターや地域金融機関と
連携するなど、関係機関との連携強化を継続
していく。

【目標①】
・2023年度末までに新たな製品・
サービスの事業化及び販路拡大した
企業数を600件
（R元：新製品の開発・販路拡大542
件×10％増）

【目標②】
・2023年度末までに知財戦略策定企
業数を累計150社
（R元：累計89社）

経営革新等に向けた支援
の充実

産業のサービス化に対応
した支援の充実

企業ステージに応じた知
財の戦略的活用の更なる
促進

企業再編、承継、再生に
係る支援の強化
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

○経営相談や専門家派遣等の事業を実施するほか、デザイン
経営支援やＳＤＧｓ経営の推進を新たに開始
○新型コロナ対策として、相談事業や助成金事業を実施

○中小企業のネットワーク構築及びイノベーション創出支援
の継続（多摩ものづくりコミュニティ等）
○デザイン経営支援、ＳＤＧｓ経営支援の継続
○都と連携した新型コロナ対策の継続
○成長産業分野参入に向けた支援策強化に向けた検討

○新たな事業計画・新製品開発に対する更なる支援
○近隣県の支援機関等との連携強化
○デザイン経営支援、ＳＤＧｓ経営支援の拡充検討
○成長産業分野参入に向けた支援策強化に向けた支援を試行
（スマート化、環境、医療技術など）

○点在する支援事業を有機的に連携するスキームの構築
○経営革新等向け支援の効果検証・見直し

○データ活用（販売データ等）のためのセミナー等を実施
○新型コロナ対策として、サービス業の業態転換やデジタル
導入による非対面化のための助成金事業等を実施

○新しい生活様式に対応した新サービス創出の支援を実施
（人材支援・資金支援）
○生産性向上へ向けた支援の充実（ＤＸ推進との連携）
○新しい日常や業態転換等に向け、都と連携した新型コロナ
対策の継続（助成金等）

○新しい日常への事業継続及び対応事例の発信
○製造業のサービス化を充実
○アイデアとものづくりとの連携方法の検討（マッチング事
業の検討等）

○産業のサービス化に対応した支援の効果検証・見直し

○外国特許出願を始めとした知財関連助成を拡充
○データ活用等技術の知的財産取得に関する支援を新たに実
施

○オンラインによる相談、セミナーの体制構築と実施
○知財センターの３支援室（城東・城南・多摩）での専門家
（弁護士・弁理士）によるオンライン相談の開始
○スタートアップ企業等を対象とする集中ハンズオン支援の
検討

○連携先の拡充による知財支援事業の普及啓発促進（著作権
関連団体、金融機関等）
○オンラインによる相談、セミナーの充実

○知財事業の効果検証・見直し（新たな産業分野やスタート
アップなど、さらなる成長過程における知財支援の充実）

○Ｍ＆Ａ相談や助成金、オンラインでのハンズオン支援など
総合的な支援を実施
○金融機関紹介による新規相談案件は７機関から25件受付

○中小企業の強靭化に向け、民間事業者と連携したＭ＆Ａに
よる第三者承継の更なる推進
○金融機関からの案件紹介の充実
○経営・技術基盤向上に向けて、企業間の緩やかな連携によ
り、経営統合や事業連携を目指すグループ化事業を試行

○国の支援センターや地域金融機関との連携強化、特にハン
ズオン支援を通じ企業に寄り添いながら様々な事業を実施
○承継に向けた後継者育成支援の充実、承継税制の終了期間
を踏まえた集中的な支援
○左記の企業グループ化事業の効果検証

○事業承継支援の効果検証・見直し

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

②

②

②

（様式２）
(公財)東京都中小企業振興公社

戦略４
「未来の東京」に向けた強い中小企業をつくる重点支援の
実施

事業
運営

　新型コロナを乗り越え、「未来の東京」に向け、高い技術を持つ都内の中小企業や都内各地の多様な産業が稼ぐ力を伸ばし、我が国経済の屋台骨として力強
く成長していくことが求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆都は2019年12月に、2040年代に目指す
東京の姿「ビジョン」と、その実現のために
2030年に向けて取り組むべき「戦略」を示
した「『未来の東京』戦略ビジョン」を策定
した。

◆中小企業ニーズを捉え、現場を持つ公社と
して都と連携し、企業の強みや特徴を伸ば
し、稼いでいける中小企業への発展のため、
様々な支援が必要である。
◆また、リアルとバーチャルを利用して中小
企業支援を強力に推進していくことも求めら
れている。

◆このように、様々な事業を実施しているこ
とが公社の強みであるが、近年の状況を踏ま
え、特に重点をおいている事業を中小企業に
示し、利用を強力に促していくことが必要で
ある。

◆中小企業のさらなる発展に向け、以下の４
点を重点分野として集中的に支援していく。
①創業支援
　区部及び多摩地域の開業率を向上
②販路開拓支援
　新型コロナを受け、リアル・バーチャルの
両面のほか、国内外での販路開拓を強化
③生産性向上へ向けた支援
　ＤＸ推進等により生産性向上を推進
④中核人材育成
　企業がより発展していけるよう、経営者を
支える中核人材を育成

◆これら事業を利用し、当初想定していた目
標を達成できた中小企業等を増やしていく。
（利用企業の満足度だけではなく、今後は一
歩進んだ目標達成度で、これらの事業を評
価）

【目標①】
・2023年度末までに創業のプランコ
ンサルティング修了件数を400件
（R元：261件、H30：126件、
H29：99件⇒区部・多摩地域で掘り
起こし）

【目標②】
・2023年度末までに重点支援事業に
ついて利用企業の目標達成度を70％
（H30：64.3％、H29：65.1％）

きめ細かい創業支援の展
開

リアル・バーチャルを舞
台とした販路開拓支援の
強化

デジタル技術等による生
産性向上へ向けた支援の
強化

中小企業のデジタル化や
経営者を支える中核人材
育成
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
○TOKYO創業ステーションTAMAを開設し、多摩地域の特性
を踏まえた支援を実施
○TOKYO創業ステーションの運営体制を見直すとともに、
顧客管理システムの統合及びＨＰのリニューアルを実施
○新たな事業化に向け、事業可能性評価事業を実施

○スタートアップ支援事業の実施（行政課題解決型）、区部
及び多摩地域のTOKYO創業ステーション間の連携強化
○事業可能性評価の継続（ハンズオン支援の実施）
○企業成長に向けた資金調達・出口戦略を試行で実施（金
融・投資・育成機関等との連携等）

○金融機関や区市町村等との連携強化による創業者の掘り起
こしとシームレスな創業支援の実施
○ベンチャー企業創出に向けた支援の充実
○企業成長に向けた資金調達・出口戦略の支援充実（ピッチ
会、交流会によるエクイティファイナンス、マッチング等）

○創業支援事業の効果検証・見直し
○イノベーション創出に向けた交流機能の充実

○リアル・オンラインの各ツールを活用したマッチングを実
施（海外含む）
○オンライン商談会を契機とする受発注活性化を推進
○区部と多摩地域に、オンライン・マッチング・スタジオを
設置

○リアル・オンライン併用による国内外の商談・マッチング
支援を推進
○スタジオ活用やバーチャル展示会等への対応力強化を支援
○現地拠点（タイ・インドネシア・ベトナム）活用による海
外展開の集中支援

○アフターコロナ時代のプロモーション支援メニューの構築
○マッチングサイトや金融機関等とのネットワークを駆使し
た広域マッチングの促進
○アフターコロナの状況に即した国際展開支援の検討（タイ
周辺国（ＣＬＭ）・欧米等進出への支援検討等）

○国内外の販路開拓機関と連携した支援の実施（国内外ＥＣ
サイトやオンライン展示会等）
○関係機関との連携強化（大使館など）、ＡＳＥＡＮ地域で
のマッチング強化（食品ビジネスや自動車に関するマッチン
グ等の充実）

○５Ｇによる工場のスマート化モデル事業の申請受付を開始
○中小企業のデジタル化に関する既存事業の見直しを検討

○中小企業のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）推
進に向けた総合的支援の開始（ＩＣＴ・ＩｏＴ・ＡＩ・ロ
ボット・５Ｇ・データ利活用）
○一体的支援に向けた公社の組織体制変更

○デジタル技術活用が進まない中小企業への集中的支援の検
討
○普及啓発に向けたデジタル技術の活用事例の発信

○ＤＸ関連事業の効果検証・見直し

○中小企業のデジタル化に関する既存事業の見直しを検討
○経営者を支える人材育成に特化したオンラインセミナーや
フォローアップを実施

○中小企業のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）推
進に向けた総合的支援との連携（人材育成）
○経営者を支える人材育成の継続
○人材確保に関する他の機関との連携（しごと財団など）

○ＤＸ関連の人材育成支援の効果検証・見直し
○経営のほか、技術分野について関係機関との連携強化を検
討

○中核人材育成支援の効果検証・見直し
○技術分野について関係機関との連携強化を実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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○FAXでの送信はセキュリティの関係で、原則禁止している。
○相手方の契約により電子化が禁止されている新聞スクラップは例外（送受信内訳：送信
3,000件、受信9,300件）

○対応可能なものについては、FAXレス100％を継続

○全管理職が出席する経営会議でデジタル端末を活用するなど、ペーパーレスの推進に取
り組んでいる。

○コピー用紙の使用量を2020年度比で30％削減（新型コロナの緊急対策関連を除く）
○具体的には、事務業務でのペーパーレスを推進（電子決裁システム等の導入）するほ
か、セミナーや助成金説明会等をリアルとオンラインで実施し、コピー用紙総使用量を減
少させる。

○セミナーや研修受講料や施設利用料について、原則納入通知書や口座振替等で実施して
いる。
○京浜島施設について、利用料のキャッシュレス化について検討している。

○都民利用施設については、全施設対応
○さらに、京浜島施設での新たな決済手段を試行で実施する。

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

(公財)東京都中小企業振興公社

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

５
つ
の
レ
ス

はんこレス

○産業貿易センターにおける利用申込については、はんこレスとし電子申請を円滑に進め
るため、2020年度に規程を改正した。
○助成金申請について、押印の代替手法を検討している。
○公社業務のデジタル化のため、電子決裁システムの導入を検討している。

○対応可能な手続については、全件規程等を改正
○さらに、助成金申請について、押印の代替手法を試行で実施する。
○電子決裁システムの運用を開始している。

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

○TOKYO創業ステーションにおける利用会員登録や、産業貿易センターにおける利用申込
等は、既にオンラインで実施している。
○助成金申請については、現在「製品開発着手支援助成事業」で電子申請を試行で実施し
ており、その知見をもとに他の助成金への展開を検討している。

○対応可能な手続については、全件規程等を改正
○さらに、複数の助成金について、2021年度の申請から、これまでの持参や郵便での申請
方法に電子申請を加え、デジタル化を推進していく。※2023年度に、電子申請対応の完了
（助成金）

キャッシュレス

タッチレス
○総合相談について、対面や電話での対応のほか、既にオンラインで実施している。
○各種研修・セミナーについて、一部オンラインでの配信を実施している。

○引き続き、オンラインで実施
○さらに、知財相談について、知財センターの３支援室（城東・城南・多摩）での専門家
（弁護士・弁理士）相談の体制を構築していく。

テレワーク

○テレワーク端末等を確保し、４～５月にはテレワーク業務を一部で試行実施した。
○その後は、新型コロナ対策としての、相談業務や助成金業務等に対応するため、テレ
ワークを限定的に運用している。
※個人所有デバイスを活用（ＢＹＯＤ）した際、公社の個人アカウント接続のセキュリ
ティ強化を図るため、リモート接続用アカウントを確保済み

○公社ＰＣをモバイル化し、テレワーク環境を整備する。
○緊急対策の助成金事業など、在宅勤務の実施に馴染まない業務に従事する職員が大部分
を占めるため、新型コロナ感染症の状況を踏まえ、随時テレワーク業務の可否を検討して
いく。

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

コロナ禍の情勢を踏まえ
た雇用緊急対策

新
規

【目標①】コロナ禍等による離職者の再就職を、労働者派遣を活用した雇用創出や新たな
マッチング機会の提供等により実現（5,000人）
【目標②】業界団体と連携し、人手不足業界への再就職を支援（600人）
【目標③】第二の就職氷河期世代を作らないため、学生や若年者への支援を強化（24,000
人）

事業
運営

〇 〇 〇 〇

戦
略
２

ポスト・コロナを見据え
た企業の人材確保支援や
労働環境整備

見
直
し

4

【目標①】コロナ禍による中小企業の実情・課題に応じた採用力支援や人材活用に関する
コンサルティングを実施（990社）
【目標②】・テレワークの導入や定着を支援（6,000件）・男性従業員の育児休業取得を
支援（1,200件）
【目標③】財団が実施する企業向け支援に関する広報を強化（400社）

事業
運営

〇 〇 〇 〇

戦
略
３

就労に困難を抱える方や
地域の事情に応じた就労
支援

見
直
し

3、4

【目標①】・ソーシャルファームの創設を支援
              ・就労困難者支援を充実（360人）
【目標②】シルバー人材センターでの女性向け就業開拓と女性会員を獲得
【目標③】障害者を雇用する企業への支援を充実
【目標④】令和4年度に立川市へ移転するしごとセンター多摩の機能を拡充

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
４

しごと財団の政策提言力
強化

見
直
し

1

【目標①】機動的な事業執行体制と都への政策提言力を強化（事業提案3件）
【目標②】財団での職歴は浅いが、能力･意欲のある職員が活躍できる人事制度の見直し
（3名の輩出）
【目標③】雇用就業分野等に強みを持つ公的団体や民間企業との人事交流を実施（派遣・
受け入れ合わせて4名以上）

組織
運営

〇 〇

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京しごと財団 （所管局） 産業労働局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

個別取組事項

◆コロナ禍により多くの方が職を失ってお
り、早期の再就職に向けた緊急的な支援が必
要である。

◆コロナ禍による産業構造の転換、業界別の
労働需要の変化に対応した円滑な再就職の支
援が求められている。

◆大学生内定率が低下するなど、新卒の就職
市場は厳しい状況となっている。第二の就職
氷河期を生まないために、あらゆる支援を総
動員する必要がある。

◆新たに労働者派遣のスキームを活用して雇
用の創出・安定化を図るととともに、求職者
と企業とのマッチング機会を設けていく。

◆業界団体とのネットワークを最大限活用
し、コロナ禍で離職を余儀なくされた方々の
未経験業界への挑戦を後押しする。

◆2020年6月に開始したオンラインサービ
スをはじめ、多様な就職支援プログラムなど
により、若年層への効果的な支援を展開す
る。

【目標①】
コロナ禍等による離職者の再就職
を、労働者派遣を活用した雇用創出
や新たなマッチング機会の提供等に
より実現（5,000人）

【目標②】
業界団体と連携し、人手不足業界へ
の再就職を支援（600人）

【目標③】
第二の就職氷河期世代を作らないた
め、学生や若年者への支援を強化
（24,000人）

雇用創出・マッチング等
による早期再就職支援

業界団体との連携プログ
ラムの実施

オンライン就職支援・各
種支援プログラム拡充に
よる支援の展開

コロナ禍の煽りを受け、2020年11月の都内の有効求人倍率は1.19倍と、前年同期の2.06倍と比較して大きく下落している。大幅に悪化した雇用情勢の回復に
向け、中期的な視野で雇用就業対策を実施していく必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標

（様式２）
(公財)東京しごと財団

戦略１ コロナ禍の情勢を踏まえた雇用緊急対策
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

マッチングプログラムの実施（1回・44人・12社）
・労働者派遣のスキームを活用し、2,500人の雇用を創出
・マッチング等によるプログラムを実施（24回・1,200人）

・労働者派遣のスキームを活用し、2,500人の雇用を創出
・効果検証などを踏まえ、支援策を充実

効果検証などを踏まえ、支援策を充実

（新規）
成長分野や人手不足業界などを中心に5つの業界を選定、計
10回の講習を実施し、200人を支援

効果検証などを踏まえ、業界団体と連携し講習内容等を工夫 効果検証などを踏まえ、業界団体と連携し講習内容等を工夫

東京しごとセンターヤングコーナーの新規登録者数：3,351
人

オンラインセミナーやオンライン企業説明会など、サービス
メニューを拡充させるとともに非正規対策支援プログラムの
実施により、若年層8,000人を支援

効果検証などを踏まえ、さらなる効果的な支援を展開 効果検証などを踏まえ、さらなる効果的な支援を展開

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

②

③

◆企業における自社従業員の雇用維持・安定
化のためには、これまでの人材確保・雇用環
境整備とは異なる支援が求められており、財
団として対応する必要がある。
このため、新たな働き方に関する支援を実施
するとともに、従業員がより働きやすい環境
づくりを支援していくことが重要である。

◆人材シェアリングなどコロナ禍における雇
用維持等に向け有効となる働き方に対する支
援を実施する。

◆「新しい日常」の定着・促進に向け、テレ
ワーク環境基盤の整備を加速させるととも
に、男性従業員の育児休業取得を一層促進す
る支援策を実施する。

◆企業向けの様々な支援メニューを一元的に
管理し、企業側に必要な情報を提供できる仕
組みを構築する。

【目標①】
コロナ禍による中小企業の実情・課
題に応じた採用力支援や人材活用に
関するコンサルティングを実施
（990社）

【目標②】
・テレワークの導入や定着を支援
（6,000件）
・男性従業員の育児休業取得を支援
（1,200件）

【目標③】
財団が実施する企業向け支援に関す
る広報を強化（400社）

多様な人材活用に関する
コンサルティング

テレワークの定着支援

男性従業員の育児休業取
得促進

企業登録制度の整備

コロナ禍による消費の落ち込み等により、企業の業績が不安定な状況となっており、中小企業等が「新しい日常」のもと、ポスト・コロナを生き抜いていける
よう、時代のニーズに沿った雇用支援が求められる。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京しごと財団

戦略２
ポスト・コロナを見据えた企業の人材確保支援や労働環境
整備

事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

（新規）
兼業・副業人材活用アドバイザーや専門・中核人材採用アド
バイザーを配置し、コロナ禍における人材確保に関する幅広
いニーズに対応したコンサルティングを実施（330社）

効果検証、手法の検討などを踏まえ、幅広いニーズに対応し
たコンサルティングを実施（330社）

効果検証、手法の検討などを踏まえ、幅広いニーズに対応し
たコンサルティングを実施（330社）

中堅・中小企業のテレワーク環境基盤の整備を支援
申請：393件

中堅・中小企業のテレワーク環境基盤の整備にかかる経費の
一部を助成（2,000件）

効果検証、手法の検討などを踏まえ、テレワークの導入・定
着を支援（2,000件）

効果検証、手法の検討などを踏まえ、テレワークの導入・定
着を支援（2,000件）

申請：252件
男性従業員の育児休業取得推進に取り組み、職場環境の改善
を図った企業に対し、奨励金を支給（400件）

効果検証、手法の検討などを踏まえ、男性従業員の育児休業
取得支援（400件）

効果検証、手法の検討などを踏まえ、男性従業員の育児休業
取得支援（400件）

（新規）
システムの構築に向け、他団体等の実態調査を実施し、必要
となる経費について検討・予算要求

システムの構築、試験運用 登録企業を募集・本格運用開始（登録企業400社）

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

②

③

④

◆ソーシャルインクルージョンの取組は始
まったばかりであり、様々な支援策を着実に
実施し、軌道に乗せていく必要がある。

◆シルバー人材センターには女性の経験を活
かせる仕事もあるが、会員における女性割合
が少なく、ニーズに十分応えられていない。

◆障害者を取り巻く状況が変化する中におい
て、障害者にとっても、多様な就業機会が必
要となっている。

◆多摩地域においては、広範な対象エリアや
多様な地域性もあり、区部と比較してサービ
スが行き届きにくい状況となっている。この
ため、地域の特色を考慮しながらサービス展
開を図っていく必要がある。

◆国内初の取組であるソーシャルファームへ
の支援策を充実させる。また、就労困難者へ
の支援窓口を活用し、様々な理由から就労に
困難を抱える方へのサポートを行う。

◆女性会員増に向けた周知・広報の強化とと
もに、女性向けの就業開拓を行う。

◆障害者を初めて雇用する企業に対する伴走
型支援に加え、短時間の職場体験実習の実施
やテレワーク活用等を支援し、障害者の就業
機会を拡充する。

◆新たに開設した女性しごと応援テラス多摩
ブランチにおける女性再就職支援を充実する
とともに、しごとセンター多摩の更なる整備
を推進する。

【目標①】
・ソーシャルファームの創設を支援
・就労困難者支援を充実（360人）

【目標②】
シルバー人材センターでの女性向け
就業開拓と女性会員を獲得

【目標③】
障害者を雇用する企業への支援を充
実

【目標④】
令和4年度に立川市へ移転するしご
とセンター多摩の機能を拡充

ソーシャルファームの創
設を支援

就労困難者支援窓口での
就労支援

シルバー人材センターで
の就業開拓及び女性会員
増

中小企業等に対する障害
者雇用支援の拡充

多摩地域における新拠点
開設及び支援拡充

誰もがいきいきと働き活躍できるダイバーシティを実現していくために、年齢、性別、地域、個々人の抱える様々な事情など、あらゆる面の多様性に着目した
就労支援を充実していく必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京しごと財団

戦略３ 就労に困難を抱える方や地域の事情に応じた就労支援
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・ソーシャルファーム支援拠点を開設
・2020年10月に東京都認証ソーシャルファームの募集開始
を公表し、11月に申請受付

2020年度の認証ソーシャルファーム10社に対する支援に加
え、2021年の認証ソーシャルファームを10社支援（計20
社）

効果検証などを踏まえ、支援を充実 効果検証などを踏まえ、支援を充実

2020年9月30日に専門サポートコーナーを開設 専門サポートコーナーで年間120人の方の就労困難者を支援 効果検証などを踏まえ、支援を充実 効果検証などを踏まえ、支援を充実

シルバー人材センターにおける女性会員29,000人（全体約
80,000人）

女性向けリーフレットの作成などにより、シルバー人材セン
ターにおける女性会員400人増

前年度までの取組に加え、さらなる会員増に向けた取組を充
実（女性会員400人増）

前年度までの取組に加え、さらなる会員増に向けた取組を充
実（女性会員400人増）

障害者を初めて雇用する企業を支援（33社）

・初めて障害者を雇用する企業に対する伴走型支援の実施
（60社）
・中小企業等に対する障害者のテレワーク導入に係る経費の
助成や、これまで対象としていなかった短時間の職場体験実
習に対する助成を実施

企業からのニーズ等を踏まえ、規模や枠組みを再検討 企業からのニーズ等を踏まえ、規模や枠組みを再検討

「女性しごと応援テラス多摩ブランチ」の開設による女性の
再就職支援開始

・女性しごと応援テラス多摩ブランチにおける支援メニュー
の充実
・全年齢層を支援対象とした新拠点開設に当たっての都・
国・市町村等関係機関との連絡・調整

・効果検証などを踏まえ、女性再就職の支援内容を拡充
・新拠点開設により多摩地域の就労支援を拡充

それぞれの支援について、効果検証などを踏まえ、支援内容
を拡充

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

◆若手職員を対象に、事業の企画立案に類す
る研修を実施しているが、職員一人ひとりが
担当事業の改善や立案を行う仕組みが無く、
都からの指示を待つ受け身の姿勢になりがち
である。

◆職員の昇任に当たっては、年数要件を定め
ているが、年次の浅い職員は、例えば中途採
用で経験があったとしても早期に昇任できる
制度となっていない。

◆事業運営に対する発想の固定化
　過去の経緯を参考に事業運営を行うことが
多く、新たな発想が生まれにくいという弊害
も生じている。このため、第三者の視点から
財団を見つめ直し、新たな風を取り込んでい
く必要がある。

◆職員全員が担当事業等の課題を整理し、現
場の知見を活かして改善・新規の提案を取り
まとめ、都と予算要求前に意見交換すること
で事業化へとつなげていく。

◆財団での経験年数が浅くても、意欲・能力
のある職員が早期に昇任できるよう、主任、
係長職への昇任年数要件を緩和する。

◆雇用就業分野等に強みを持つ民間企業や公
的団体等に対し、個別の事業実施にとどまら
ず、連携を強化することで、職員の視野を拡
げる。

【目標①】
機動的な事業執行体制と都への政策
提言力を強化（事業提案3件）

【目標②】
財団での職歴は浅いが、能力･意欲の
ある職員が活躍できる人事制度の見
直し（3名の輩出）

【目標③】
雇用就業分野等に強みを持つ公的団
体や民間企業との人事交流を実施
（派遣・受け入れ合わせて4名以
上）

予算要求過程における事
業提案を実施

昇任に係る年数要件の見
直し及び新要件による選
考実施

人事交流の実施

東京しごと財団は、雇用就業分野のプロフェッショナル組織として、都から積極的な政策提言を求められているが、職員が企画立案を実際に行うための枠組み
構築や人材育成が十分でない。職員一人ひとりの能力及び意欲向上を図り、組織的に企画提案能力を高めることが急務である。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京しごと財団

戦略４ しごと財団の政策提言力強化
組織
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

（新規）
・都に対し事業提案に係る意見交換のトライアルを実施
・トライアルを踏まえ、予算要求までの正式プロセスの検討
・当年度の提案結果の考察、次年度に向けた提案内容の検討

・財団全体で都に対し事業提案に係る意見交換を実施し、1
件を事業提案
・当年度の提案結果考察、次年度に向けた提案内容の検討

・財団全体で都に対し事業提案に係る意見交換を実施し、2
件を事業提案
・当年度の提案結果考察、次年度に向けた提案内容の検討

（新規）

・昇任基準の検討
・財団内での意見交換及び調整
・職員の昇任に関する細目の改正
・職員への周知・説明

・新要件に基づく昇任選考の実施
・新要件に基づく合格者の輩出（1名）

・新要件に基づく昇任選考の実施
・新要件に基づく合格者の輩出（2名）

（新規）

・人事交流実施候補の選定及び打診
・協定締結
・次年度人事交流計画を相手方と調整
・次年度人事交流対象職員の選定

・人事交流を実施（2名）
・次年度人事交流計画を相手方と調整
・人事交流の実績報告及び次年度人事交流計画を相手方と調
整
・次年度人事交流対象職員の選定

・人事交流を実施（2名）
・次年度人事交流計画を相手方と調整
・人事交流の実績報告及び次年度人事交流計画を相手方と調
整
・次年度人事交流対象職員の選定

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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購入予定物品の見積徴取や刊行物の内容確認など、慣習的に実施している手続について原
則FAXの利用停止

デジタルツール等の活用により、FAXの送信数・受信数を▲98％とする。

・給与明細・旅費申請等一部の手続を除き、起案、庶務関係の申請・承認手続、会議にお
ける資料展開は紙に印刷して行っている。
・すべての助成金手続を紙で行っている。

紙の使用量が最も多い事業課を対象に、以下の取組によりコピー用紙の使用量を2020年度
比で30％削減する。
・超過勤務・休暇の申請・承認手続のシステム化による紙処理の削減
・会議室へのLAN配線整備によるペーパーレス会議の推進
・一部助成金手続の電子化、助成金審査手続の更なる効率化

団体の規程等に基づき使用料等を徴収する手続の2019年度実績は０件である。
文書開示に係る手数料の支払方法は、現在、窓口払いで現金のみの取扱いとなっている。

文書開示に係る手数料の支払については、スマホのＱＲコード決済の導入をする。

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

(公財)東京しごと財団

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

５
つ
の
レ
ス

はんこレス 形式的な押印や事実の通知のみとなっている業務については、すべて押印廃止とした。 対応可能な手続については、全件規程等を改正

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

一部助成金手続についてＪグランツの導入に向けた内容調整実施 対応可能な手続については、全件規程等を改正

キャッシュレス

タッチレス
就業支援のオンライン化導入を皮切りに、セミナー、相談等について動画配信やWEB会議
等の手法により、試行実施も含めタッチレス対応を行っている。

相談業務、説明会については、専用の道具を用いる講習等を除き、必要に応じて対面の手
段を残しつつ、オンライン対応する。

テレワーク

大半の職員がコロナ対策の助成金業務に携わっており、テレワークの実施が極めて困難な
状況である。このため、育児・介護等の事情を抱える職員を中心に、部分的なテレワーク
実施にとどまっている。
実施率18.8％（実施職員数25人／正規職員数133人）

2021年度に実施予定のテレワーク強化月間において、Web会議導入・利用拡大、テレワー
ク勤務推奨等を行い、テレワーク可能な職員のテレワーク実施率を40％とする。
（算出方法：実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数）

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

担い手の確保・育成と力
強い農業経営の展開

見
直
し

1

【目標①】財団事業を活用した新たな経営展開の取組支援事例　累計3３0件（派遣農家
数）
【目標②】八王子研修農場修了生の着実な就農  100％
【目標③】東京広域援農ボランティア事業　受入農家数　50件（6～7件増／年度）
派遣件数　2,000件

事業
運営

〇 〇

戦
略
２

高度な林業技術者の育成
と多摩産材の利用拡大

見
直
し

2

【目標①】不足する伐採搬出技術者の50％確保(25名）
【目標②】ドローンによる被害監視とシカ柵設置による森林被害の解消
・被害状況調査　420ha（5か年で全管理地700ha達成）
・シカ防護柵設置　150ha
【目標③】ＰＲ効果の高い多摩産材利用施設の導入・設置支援　30施設

事業
運営

〇 〇

戦
略
３

トウキョウＸの生産拡大
と流通体制の強化

新
規

【目標①】新施設における確実な衛生管理等の実施と種豚の生産・配付数の増大
【目標②】都内及び都外の新規生産者の確保と技術指導体制の強化
・試験飼育　累計２件
・本格飼育　累計２件
【目標③】流通体制の改善策の検討、実施によりトウキョウＸ流通量を拡大し、都民の豊
かな食生活に貢献

事業
運営

〇 〇

戦
略
４

多様なセクターとの連携
による先進的研究開発の
推進

見
直
し

3

【目標①】東京型スマート農業の研究開発に活用できる、企業等からの新たな研究提案
累計100件
【目標②】東京型スマート農業の研究開発成果を生産者の技術導入指針となる「活用モデ
ル」として提示　累計10件
【目標③】リモートやWebサイトを活用した、技術相談等のデジタル化　５0%

事業
運営

〇 〇 〇 〇 〇

戦
略
５

固有職員を中心とした人
材育成と経営企画機能の
強化

継
続

4

【目標①】農林業体験研修実施（新任者100％）・外部機関との異業種交流研修実施（固
有6名）・自己啓発への積極的支援（申込者30名）・都庁長期派遣研修実施3名
【目標②】固有職員の係長登用 ２名
【目標③】施策提案15件
【目標④】東京の農林水産ファン獲得1200名

組織
運営

〇

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京都農林水産振興財団 （所管局） 産業労働局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

個別取組事項

・チャレンジ農業支援センターにおいて、経
営多角化や販路開拓など新たな経営展開に取
り組む農業者に対して、外部専門家等の派遣
や助成事業による支援を実施。

・新規就農支援として、東京農業アカデミー
八王子研修農場では、毎年5名程度の研修生
を受入れ、２年間の研修を実施。研修生の就
農については、栽培技術や経営ノウハウの習
得に加え、就農地の探索・選定や農地利用に
関する手続等が必要。就農希望地で借用可能
な農地は極めて少なく、相当な時間と調整を
要する。

・援農ボランティア事業では、ボランティア
登録者数が700名を超える一方で受入農家は
31件と少なく、トイレやロッカー等の受入
環境の未整備が課題となっている。

・都長期戦略に掲げる「農家１戸あたり産出
額800万円（2030年度）」を目指し、６次
産業化や新たな販売形態の導入など収益性の
高い農業経営の展開を支援。農業者ニーズを
踏まえ専門家による支援分野の拡大、農業者
の創意工夫を発揮した取組や好事例の発信等
を通じて、農業者の経営力向上を図る。

・都や自治体、関係機関等との連携を強化
し、総合的なサポート体制のもとで、就農検
討期から就農まで切れ目ない支援を実施。八
王子研修農場については、着実に営農できる
よう研修期間中だけでなく、研修修了後も
フォローしていく。

・援農ボランティア事業の受入農家を確保・
拡大するため、事例のPRや農家の受入環境
整備を支援する。

【目標①】
財団事業を活用した新たな経営展開
の取組支援事例　累計3３0件（派遣
農家数）

【目標②】
八王子研修農場修了生の着実な就農
100％

【目標③】
東京広域援農ボランティア事業
受入農家数　50件
（6～7件増／年度）
派遣件数　2,000件

チャレンジ農業支援セン
ターの販路開拓・拡大支
援の強化

東京農業アカデミー研修
生の就農に向けた支援の
充実

援農ボランティア制度の
効果的な実施

東京の農家戸数は１万戸を下回り、毎年約100haの農地が宅地等に転用されるなど農家戸数や農地の減少に歯止めがかからない。一方で、新たな経営展開を目
指す意欲的な農業者も多数存在し、また、非農家出身者が都内で就農する事例も増えているほか、援農ボランティアへの関心が高まっている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標

（様式２）
(公財)東京都農林水産振興財団

戦略１ 担い手の確保・育成と力強い農業経営の展開
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
【通常支援】
専門家派遣87件、助成事業 15件
【コロナ緊急対策】
販路開拓ナビゲータ派遣農家数　22件
Eコマース等への出店助成 28件

〇専門家と販路開拓ナビゲータの新規開拓
〇Eコマース導入ノウハウ等の提供（セミナー開催等）
〇専門家派遣農家数 80件
〇販路開拓ナビゲータ派遣農家数 30件
〇助成事業 45件
（取組支援事例をHP等で発信、一層の活用促進を図る）

〇専門家と販路開拓ナビゲータの新規開拓
〇Eコマース導入ノウハウ等の提供（セミナー開催等）
〇専門家派遣農家数 80件
〇販路開拓ナビゲータ派遣農家数 30件
〇助成事業 45件
（取組支援事例をHP等で発信、一層の活用促進を図る）

〇専門家と販路開拓ナビゲータ新規開拓
〇Eコマース導入ノウハウ等の提供（セミナー開催等）
〇専門家派遣農家数　80件
〇販路開拓ナビゲータ派遣農家数 30件
〇助成事業 45件
（取組支援事例をHP等で発信、一層の活用促進を図る）

〇第１期生（5名）の研修実施
〇都と就農に向けた支援策の検討

〇第１期生・２期生（計10名）の研修実施
〇第１期生の就農に向けた取組を強化
（就農地の探索・選定、利用調整等）
〇就農に向けた支援の実施、運用

〇第２期生・３期生（計10名）の研修実施
〇第２期生の就農に向けた取組を強化
（就農地の探索・選定、利用調整等）
〇就農に向けた支援の実施、必要に応じた見直し

〇第３期生・４期生（計10名）の研修実施
〇第３期生の就農に向けた取組を強化
（就農地の探索・選定、利用調整等）
〇就農に向けた支援の実施、必要に応じた見直し

〇受入農家31件
〇派遣人数1,200名

〇新規の受入農家6件（累計37件）
〇受入環境整備支援事業　５件
〇派遣件数1,500件
〇効率的なマッチングシステムの検討・導入

〇新規の受入農家6件（累計43件）
〇受入環境整備支援事業　7件
〇派遣件数1,700件
〇受入農家を増やすためのPR動画の作成

〇新規の受入農家7件（累計50件）
〇受入環境整備支援事業　10件
〇派遣件数2,000件

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

・森林循環促進事業により、スギ林等の伐
採、搬出と花粉の少ないスギ等の植栽を行っ
ているが、林業技術者の不足から事業拡大が
難しい状況にある。

・近年、シカ個体数の増加や分布域の拡大に
より伐採地の森林被害（苗木の食害、樹幹の
剥皮害等）が深刻な状況。林業生産への経済
的損失のほか、適切な森林整備への影響も懸
念

・森林循環を促進するためには、伐採の拡大
と併せて、その森林から搬出される多摩産材
に対する需要の確保も不可欠。
大消費地・東京で森林や木材の魅力と木を使
うことの意義を広く普及ＰＲし、新たな木材
需要を喚起して木材利用を促進する必要があ
る。

・多摩地域の適切な森林循環確保に必要な伐
採搬出を担う高度な林業技術者の確保育成を
図るため、都有地を活用した研修施設（東京
トレーニングフォレスト）の開設及び他県林
業事業体の誘致を進める。

・植栽管理の効率化を図るため、ドローンを
活用したシカ被害状況調査、監視を計画的に
実施。被害想定区域におけるシカ防護柵の設
置及び恒常的な維持管理により植栽木被害を
軽減

・ショッピングセンターや駅舎など、多くの
都民が訪れ、利用する商業施設等の木質化へ
の支援を通じて、多摩産材の魅力を効果的に
発信するとともに、情報発信拠点の活用等に
より、オフィスや民間住宅等への多摩産材の
利用促進を図る。

【目標①】
不足する伐採搬出技術者の50％確保
(25名）

【目標②】
ドローンによる被害監視とシカ柵設
置による森林被害の解消
・被害状況調査　420ha（5か年で
全管理地700ha達成）
・シカ防護柵設置　150ha

【目標③】
ＰＲ効果の高い多摩産材利用施設の
導入・設置支援　30施設

伐採搬出技術者の確保育
成

シカ被害対策

多摩産材の利用拡大

多摩の森林は、水源涵養や災害防止等、東京の都市活動や都民の暮らしを支える大きな役割を果たしているが、林業の衰退等により伐採、利用、植栽、保育と
いう森林循環が停滞し、森林の荒廃が危惧されている。そこで、森林循環の確保に必要な高度な林業技術者の育成と多摩産材の利用拡大を図る。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都農林水産振興財団

戦略２ 高度な林業技術者の育成と多摩産材の利用拡大
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

(新規)

〇他県からの新規参入　1社

〇東京トレーニングフォレストでの高度技術者の育成　5名
(林業事業体への説明と参加の働きかけ)
〇他県からの新規参入　1社(3名程度)

〇東京トレーニングフォレストでの高度技術者の育成　5名
(林業事業体の意向を踏まえてカリュキュラムの改善)
〇他県からの新規参入　1社(3名程度)

〇東京トレーニングフォレストでの高度技術者の育成　5名
(林業事業体の意向を踏まえてカリュキュラムの改善)
〇他県からの新規参入　1社(3名程度)

(新規)

〇ドローンによるシカ被害状況調査、監視    　 140ha
　（植栽管理地面積700haの20%・シカの目撃区域の植栽
地優先）
〇シカ防護柵の設置と恒常的な維持管理　50ha（新植地及
び植栽被害地）

〇ドローンによるシカ被害状況調査、監視　  140ha
（植栽管理地面積700haの20%・シカ柵設置植栽管理地の
監視も強化）
〇シカ防護柵の設置と恒常的な維持管理　50ha（新植地及
び植栽被害地）

〇ドローンによるシカ被害状況調査、監視     140ha
（植栽管理地面積700haの20%・シカの目撃区域周辺の植
栽地管理地の監視も強化）
〇シカ防護柵の設置と恒常的な維持管理　 50ha（新植地及
び植栽被害地）

〇木材利用の促進に向けた補助事業
・にぎわい施設目立つ多摩産材推進事業　　申請3件
・木の街並み創出事業　　　　　　　　　　採択4件

〇木材利用施設の拡大に向けた補助事業　10件(事業者向け
の効果的なＰＲの実施)
〇普及PR
・MOCTIONの活用(来場者：年間7千人、セミナー：5回)
・多摩産材住宅の普及( 家造りセミナー2回、WEB発信)

〇木材利用施設の拡大に向けた補助事業　10件(ＰＲに加
え、整備予定施設への個別情報提供)
〇普及PR
・MOCTIONの活用(来場者：年間7千人、セミナー：5回)
・多摩産材住宅の普及( 家造りセミナー2回、WEB発信)

〇木材利用施設の拡大に向けた補助事業　10件(ＰＲに加
え、整備予定施設への個別情報提供)
〇普及PR
・MOCTIONの活用(来場者：年間8千人、セミナー：5回)
・多摩産材住宅の普及( 家造りセミナー2回、WEB発信)

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

・青梅畜産センターでは、東京ブランド畜産
物トウキョウX（豚）の系統維持、血統管理
及び生産者への種豚の生産・配付を実施。
・現在の豚舎は老朽化し、衛生レベルの維持
が困難で、生産者からの種豚供給希望の増加
に対応できない。
・種豚の生産・供給能力向上と衛生管理体制
の強化のため、施設の再編整備を実施
（2020年度末完成）
・トウキョウＸは繁殖数が少なく、飼育が難
しい等の問題があり、新規生産者を獲得しづ
らい状況。また、育成率向上のため、既存生
産者への技術指導も不可欠。
・トウキョウXの高いブランド力を維持しつ
つ流通を円滑に進めるため、現状の流通体制
の課題整理を踏まえ、改善策を講じる必要が
ある。

・施設の再編整備による新豚舎完成（2020
年度末）後は、高度な衛生管理システムや飼
養管理の自動化など新機能を最大限に活用し
て、種豚の生産・供給能力の向上を目指す。

・都内及び都外の生産者の新規開拓に向け
て、積極的な働きかけを行うとともに、生産
者への生産関連データの提供と飼養管理技術
指導をより充実し、生産能力向上と生産数拡
大を図る。

・マーケティング調査（2020年度実施）の
結果から生産者、流通業者の意向等を把握
し、関係者と連携してトウキョウＸ枝肉格付
けや取引基準の見直しを推進する。

【目標①】
新施設における確実な衛生管理等の
実施と種豚の生産・配付数の増大

【目標②】
都内及び都外の新規生産者の確保と
技術指導体制の強化
・試験飼育　累計２件
・本格飼育　累計２件

【目標③】
流通体制の改善策の検討、実施によ
りトウキョウX流通量を拡大し、都
民の豊かな食生活に貢献

新施設におけるトウキョ
ウＸ種豚の供給能力の向
上

トウキョウX生産者の新
規開拓と生産者指導体制
の強化

市場動向の把握とトウ
キョウXの流通改善・拡
大策の検討、実施

都市化の進展や後継者不足により都内畜産農家数は減少し東京産畜産物の生産量も大幅に下落（H16:18,253t→R1:10,501t）。収益性の高い畜産経営への転
換を促すため、消費者ニーズの高い東京ブランド畜産物「トウキョウX」の普及と生産・流通の拡大を図り、都内畜産業振興を推進

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都農林水産振興財団

戦略３ トウキョウＸの生産拡大と流通体制の強化
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

〇種豚供給能力は最大120頭／年
（種豚供給実績：2017～2019年度平均81.6頭／年）

〇新施設における生産計画の策定
〇新施設を活用し衛生管理の徹底等により種豚の供給能力を
拡大

〇生産計画（2021年度作成)に基づくトウキョウＸ種豚の供
給規模拡大

〇生産計画（2021年度作成）に基づくトウキョウＸ種豚の
供給規模拡大

〇生産数拡大、新規開拓に向けた働きかけ
〇既存生産者数　14戸
〇農家への技術指導６回（生産者指導体制の強化）
※豚熱ＣＳＦ流行、コロナ禍で活動縮小

〇試験飼育　1件
〇新規生産者開拓に向けた働きかけ（5件）
〇技術指導　28回
生産者の繁殖成績や格付けのデータ提供等、生産者指導体制
の強化

〇新規試験飼育　１件
〇本格飼育へ移行（生産者の新規獲得）　１件
〇新規生産者開拓に向けた働きかけ（5件）
〇技術指導　30回
生産者の繁殖成績や格付けのデータ提供等、生産者指導体制
の強化

〇本格飼育へ移行（生産者の新規獲得）　１件
〇新規生産者開拓に向けた働きかけ（5件）
〇技術指導　32回
生産者の繁殖成績や格付けのデータ提供等、生産者指導体制
の強化

〇トウキョウＸ生産拡大に係るマーケティング調査の実施
（結果報告：2020年度末）

〇生産計画の策定（2022年度予算に反映）
〇現状の流通体制の課題整理と改善・拡大策を検討し、予算
化
〇新施設の紹介など事業ＰＲ動画の作成・配信

〇トウキョウXの流通改善・拡大策の実施 〇トウキョウXの流通改善・拡大策の実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

・生産者や都民ニーズに応える先進的研究開
発を進めるには、企業や大学等が集積する東
京の強みを活かした新たな研究推進体制の構
築が不可欠である。

・「稼ぐ農業」の実現に向け、ＩＣＴを活用
した技術開発は緒に就いたところ。今後、生
産現場のニーズを反映した東京の実情に合っ
たスマート農業の技術開発を加速していかな
ければならない。

・さらに、研究の普及還元におけるデジタル
化は遅れている状況にあり、生産者や都民の
利便性や効果的な情報発信などについて、ポ
ストコロナを見据えた新たな仕組みを構築し
ていく必要がある。

・スタートアップを始めとする民間企業や大
学、生産者など多様なセクターで構成する研
究開発プラットフォームで得られた民間等の
技術シーズや発想を研究開発に活用する。

・独自開発した「東京フューチャーアグリシ
ステム」を進化させるとともに、民間企業な
どと研究開発グループを立ち上げ、ＩＣＴや
ＡＩ等の先進的技術を活用した東京型スマー
ト農業技術を確立する。また、企業とのプロ
ジェクトによりローカル５Ｇを活用した新た
な農業技術を開発する。これらの取組によ
り、農業ＤＸを推進する。

・研究成果のデジタルライブラリー化や生産
者等からの技術相談など、様々な分野でＤＸ
の取組を進め、質の高いサービスを提供す
る。

【目標①】
・東京型スマート農業の研究開発に
活用できる、企業等からの新たな研
究提案　累計100件

【目標②】
・東京型スマート農業の研究開発成
果を生産者の技術導入指針となる
「活用モデル」として提示　累計10
件

【目標③】
・リモートやWebサイトを活用し
た、技術相談等のデジタル化　５
0%

企業等との連携体制によ
る技術や英知の結集

東京型スマート農業技術
の研究開発の推進

研究成果の公表、技術相
談等のデジタル化

　

東京では、狭い農地でも高収益が可能な農業の実現や質の高い都民サービスが提供できる持続可能な農業の構築が大きな課題である。ＩＣＴやＡＩなどの技術
革新が目覚ましい今日、こうした先進技術を活用した東京型スマート農業の実現やＤＸの推進による質の高いサービスの提供が求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都農林水産振興財団

戦略４ 多様なセクターとの連携による先進的研究開発の推進
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

〇東京型スマート農業研究開発プラットフォームの設立
　（会員数：128）
〇専用Ｗｅｂサイトの開設（一般向け及び会員向け）

〇研究開発グループのコーディネートと運営
〇プラットフォーム会員との情報交換：50回
〇Web講演会・勉強会・交流会等：4回（会員の要望等を踏
まえテーマを設定し開催）
〇企業等から新たな研究提案：40件

〇研究開発グループのコーディネートと運営
〇プラットフォーム会員との情報交換：50回
〇Web講演会・勉強会・交流会等：4回（会員の要望等を踏
まえテーマを設定し開催）
〇企業等から新たな研究提案：30件

〇研究開発グループのコーディネートと運営
〇プラットフォーム会員との情報交換：50回
〇Web講演会・勉強会・交流会等：4回（会員の要望等を踏
まえテーマを設定し開催）
〇企業等から新たな研究提案：30件

〇進化型東京フューチャーアグリシステム設計・予備試験
〇都内生産者のスマート農業に関するニーズ調査
〇NTT東日本、NTTアグリテクノロジーと連携協定締結
〇NTT試験圃場にローカル５Ｇ試験施設を設置

〇イチゴ用進化型システムの研究開発
〇ローカル５Ｇのトマト栽培遠隔支援システム実証試験
〇東京型スマート農業研究開発：６件（ニーズ調査と企業等
からの研究提案を踏まえ新規設定）
〇「活用モデル」の提示：2件

〇イチゴ用進化型システムの技術マニュアル作成
〇ローカル５Ｇのトマト栽培遠隔支援システムのモデル化
〇東京型スマート農業研究開発：６件（ニーズ調査と企業等
からの研究提案を踏まえ設定：新規２件）
〇「活用モデル」の提示：4件

〇イチゴ用進化型システムの現地実証
〇ローカル５Ｇを活用した栽培システムの応用試験
〇東京型スマート農業研究開発：4件（継続）
〇「活用モデル」の提示：4件

〇オンライン成果発表会・セミナー等の開催率：0%
〇農総研成果情報データベース化：100%
〇都民や生産者からのメールによる技術相談の割合：10%

〇オンライン成果発表会・セミナー等の開催率：100%
〇研究成果の動画配信：2件（イチゴ新品種の栽培方法等映
像化効果の高いもの）
〇デジタルによる技術相談体制の構築・実施

〇研究成果の動画配信：2件（2021年度研究成果等）
〇都民・生産者・関係機関等からの技術相談等のデジタル化
率：30%

〇研究成果の動画配信：2件（2022年度研究成果等）
〇都民・生産者・関係機関等からの技術相談等のデジタル化
率：50%

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

④

・農林水産業の現場を支える総合支援拠点と
して、生産者・事業者のニーズや社会状況の
変化に的確に対応するためには、一人ひとり
の企画調整力や事業執行力の向上が不可欠
・財団固有職員は主任級が６割を占めるが係
長級以上を輩出できていない。係長候補者を
育成し、係長を輩出するとともに、将来の管
理職候補者として育成を図ることが不可欠
・経営企画機能を発揮し、都への施策提案
等、都と協働して課題解決に向けた取組を実
行し、財団に期待される役割を果たすことが
不可欠
・東京の農林水産業に対する都民の認知は
49.7％と低い（2019年財団調査）。東京の
農林水産業振興のために、戦略的な広報展開
と情報発信の強化が不可欠

・職員の企画調整力や事業執行力を高めるた
め、「固有職員人材育成プラン」（2020年
策定）に基づき、研修や自己啓発支援の充実
化を図る。
・固有職員の係長昇任を後押しするため、
「前歴加算制度」を活用した意欲醸成に加
え、候補者及び昇任者に対する研修等により
マネジメント能力を育成する。
・マーケティング調査や現場の職員意見等に
より、都民・事業者のニーズを的確に捉えた
経営と機動的で柔軟性の高い事業展開を実現
・戦略的な広報展開に加え、東京の農林水産
ファンを獲得・拡大し、財団の取組に対する
評価、ニーズ等を定期的に調査することで、
新たな需要動向に対応した施策を展開

【目標①】
・農林業体験研修実施
　（新任者100％）
・外部機関との異業種交流研修実施
（固有6名）
・自己啓発への積極的支援
　（申込者30名）
・都庁長期派遣研修実施　3名

【目標②】
固有職員の係長登用 ２名

【目標③】
施策提案15件

【目標④】
東京の農林水産ファン獲得
1200名

固有職員を中心とした研
修・キャリア支援の実施

係長級職員の育成と登用

財団・都施策の充実に資
する企画提案

東京の農林水産ファン層
の獲得・拡大

コロナ禍を背景に、生産者等の新たなニーズや、消費者の食や地産地消への関心の高まり等、農林水産業を取り巻く環境も変化。都内農林水産業に対する都民
の十分な認知・理解の下、財団に期待されるニーズを的確に捉え機動的で柔軟な事業展開実現のため、職員育成と経営企画機能の強化が必要

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都農林水産振興財団

戦略５ 固有職員を中心とした人材育成と経営企画機能の強化
組織
運営

184



（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

〇研修の新設・見直し　６研修
　・（新）異業種交流研修
　・（新）現場体験研修　等
〇自己啓発支援制度の創設

〇研修実施計画の策定
〇体験研修への参加（新任100％）
　異業種交流研修への参加　2名
〇自己啓発支援制度の運用（申込者10名）
〇都庁への長期派遣研修　　１名

〇研修実施計画の評価、見直し
〇体験研修への参加（新任100％）
　異業種交流研修への参加　2名
〇自己啓発支援制度の評価、見直し（申込者10名）
〇都庁への長期派遣研修　　１名

〇研修実施計画の評価、見直し
〇体験研修への参加（新任100％）
　異業種交流研修への参加　2名
〇自己啓発支援制度の評価、見直し（申込者10名）
〇都庁への長期派遣研修　　１名

〇前歴加算制度の創設
　（主任試験前倒し受験者４名、係長試験前倒し受験予定者
2名）
〇主任級を対象としたマネジメント研修の検討

〇前歴加算制度の評価、見直し
〇主任級及び昇任者を対象としたマネジメント研修の実施
〇係長試験の実施、登用
（研修等を通じ職員の意識醸成を図り、受験率を向上）

〇前歴加算制度の評価、見直し
〇主任級及び昇任者を対象としたマネジメント研修の実施
〇係長試験の実施、登用
（研修等を通じ職員の意識醸成を図り、受験率を向上）

〇前歴加算制度の評価、見直し
〇主任級及び昇任者を対象としたマネジメント研修の実施
〇係長試験の実施、登用
（研修等を通じ職員の意識醸成を図り、受験率を向上）

〇2021年度予算要求における提案（5件）
〇職員提案制度の導入・実施
〇マーケティング調査（2件）
〇民間連携による事業化検討プロジェクト

〇農林水産振興に関する提案　5件
〇職員提案制度の運用と見直し
都民・事業者ニーズや職員意見をもとに現場力を活かした実
効性の高い施策を提案・実行して、新たな課題や行政需要に
的確に対応

〇農林水産振興に関する提案　5件
〇職員提案制度の運用と見直し
都民・事業者ニーズや職員意見をもとに現場力を活かした実
効性の高い施策を提案・実行して、新たな課題や行政需要に
的確に対応

〇農林水産振興に関する提案　5件
〇職員提案制度の運用と見直し
都民・事業者ニーズや職員意見をもとに現場力を活かした実
効性の高い施策を提案・実行して、新たな課題や行政需要に
的確に対応

〇広報戦略の策定
〇オンラインとリアルイベントによる魅力発信（1回）
　※令和3年2月にオンラインイベント追加１回を予定

〇ＨＰやＳＮＳによる情報発信（更新100回）
〇オンラインとリアルイベントによる魅力発信　２回
〇財団ファンクラブ設置 、会員数800名
〇農林水産に関する調査の設計、実施

〇ＨＰやＳＮＳによる情報発信
（更新110回）
〇魅力発信の評価、見直し実施　２回
〇財団ファンクラブ運営、会員数1000名
〇農林水産に関する調査の実施と事業効果の検証・改善

〇ＨＰやＳＮＳによる情報発信
（更新120回）
〇魅力発信の評価、見直し実施　２回
〇財団ファンクラブ運営、会員数1200名
〇農林水産に関する調査の実施と事業効果の検証・改善

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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・財団からの発信は電子メール等への移行を徹底。事業者等に方針を周知し協力要請
・各庁舎の複合機の設定変更を行い、FAX受信の電子化を徹底（紙排出を廃止）
※左記の2019年度実績25,476件は、件数ではなく枚数を計上（複合機の製品機能上、件数検出は不可能の
ため）

・デジタルツール等の活用によるFAXの送信数・受信数の削減▲98％（立川庁舎管理課）
・引き続きFAX利用の事業者等に対して、電子メール等の活用を協力要請
（事業部門及び農総研においては、デジタルデバイドへの配慮からFAX完全廃止は困難、併用も視野）

・文書管理システムや電子決裁の仕組みが未整備、紙で起案・事案決定（電子決定率０％）
・幹部会、業務打合せなどオンラインWEB会議を随時実施、紙資料の配布を廃止し電子データ共有方式に転
換

・コピー用紙の使用量を2019年度比で40％削減（立川庁舎管理課）
・財団事務処理規則の一部改正により、事案決定方式を署名又は押印による方式から、電子決定方式に変
更（2020年12月）
・グループウェア・サイボウズのワークフロー機能を活用して簡易的な電子決裁を導入（電子決定率
10％）

・「緑の募金」のキャッシュレス化検討（PayPay）
・少額前渡金など現金決済のキャッシュレス対応検討

・「緑の募金」のキャッシュレス化導入調整（PayPay）
・少額前渡金の現金決済など、クレジットカードによる新たな決済手段の導入検討
・堆肥、ヒナ販売（現金取扱）のキャッシュレス化検討

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

(公財)東京都農林水産振興財団

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

５
つ
の
レ
ス

はんこレス

・都民・事業者等からの申請、届出について、要綱等に基づき押印を求めているものが多い
　これまで慣習的に求めていた押印は必要性を精査し、都方針に沿って原則廃止
・旅費システム、勤怠管理システムなど内部事務の電子化検討
・ビジネスチャンスナビを活用した電子契約の試行（2019年度実施率7％、23/328件）

・対応可能な手続については、全件規程等を改正
・旅費や休暇申請等の内部管理事務を電子化し、迅速な意思決定及び業務効率化を図る
・2021年4月から契約方式は原則電子契約とし、本格的な運用開始（実施率40％）

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

・Ｊグランツ補助金システムの活用（２件）
・堆肥受付WEBシステムの導入検討
・援農ボランティア参加者と受入農家のマッチング・アプリの導入検討

・対応可能な手続については、全件規程等を改正
・補助事業の電子申請手続などＪグランツ補助金システムの活用
・2021年度内に堆肥受付WEBシステム稼働開始
・2021年度内に援農ボランティアのマッチング・アプリ稼働開始

キャッシュレス

タッチレス

・就農相談など双方向型業務は対面とオンラインを併用し、利用者の利便性を向上
・民間主催のオンライン就農相談会出展（２回）
・オンラインによる遠隔授業（東京農業アカデミー八王子研修農場）
・職員研修などZoomオンライン受講の仕組み整備（開催2回、延べ12名WEB視聴）
・非対面、非接触型のイベント開催（食道楽WEBキャンペーン）

・オンラインセミナー、オンライン成果発表会等の開催
・デジタルによる技術相談体制の構築・実施（農総研）
・動画コンテンツの制作・配信による財団事業の紹介ＰＲ

テレワーク

・職員が自宅等から組織内のグループウェア（メール、スケジューラー）にアクセスできるサイボウズ・セ
キュアシステムの導入　132ライセンス契約済
・リモートデスクトップ方式によるテレワークシステム導入件数　34ライセンス契約済
・職員貸与用モバイルPC端末　15台配備済
・テレワーク実施率2％（2020年9～11月の月平均）※算出方法は右記参照

各職場の勤務状況に応じて、テレワークの活用促進とモバイル環境整備を推進
・立川庁舎Wi‒Fi環境整備（無線LAN設備設置工事）、館内のモバイルワークを実現
・遠隔会議（ＴＶ会議）システムの導入
・2021年度テレワーク実施率  目標40％
（※算出方法　実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数）

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

東京の観光推進機関とし
ての企画機能・専門性の
強化

見
直
し

１
２

【目標①】財団・都施策の充実に資する企画提案数　30件
【目標②】共同研究・アドバイザリー会議の議論をテーマとしたカンファレンスへの
　　　　　参加者・視聴者数　600名
【目標③】専門性向上に資する検定・資格試験合格者数　90名

組織
運営

〇 〇 〇 〇

戦
略
２

観光関連事業者への支援
の強化

見
直
し

6

【目標①】2023年度末までにTCVBミーティング参加者・視聴者数
　　　　　3,000名（年10回、各回100名）
【目標②】2023年度末までに民間事業者同士の商談機会の提供件数
　　　　　600件（年４回、各回50件）
【目標③】2023年度末までの新規賛助会員獲得数　120社・団体

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
３

地域の観光振興のための
取組強化

見
直
し

5

【目標①】「新たな旅行スタイル」「『社会的課題の解決』に貢献する観光」に係る
　　　　　地域資源の発掘・磨き上げ　2023年度末までに30件
【目標②】「新たな旅行スタイル」「『社会的課題の解決』に貢献する観光」に係る
　　　　　ベストプラクティスの検証・地域への情報発信　2023年度末までに30件

事業
運営

〇 〇 〇 〇 〇

戦
略
４

外国人旅行者誘致のため
のプロモーション効果の
最大化

見
直
し

3

【目標①】意欲的に東京の情報を収集する層の獲得：
　　　　　2023年度末までにSNSフォロワー数総計45万人増（15万人 x 3年）
【目標②】観光レップが設置されている重要15市場における、訪都意欲のある有望層が
　　　　　東京の実施するプロモーションに接触した割合：
　　　　　2023年度末までに市場平均32%

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
５

国際会議、報奨旅行等誘
致件数の拡大

見
直
し

4
【目標①】2023年度末までに、財団が支援した国際会議（C）、報奨旅行等（MI）の
　　　　　誘致成功件数：75件

事業
運営

〇 〇 〇 〇

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京観光財団 （所管局） 産業労働局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

②

②

③

（様式２）
(公財)東京観光財団

戦略１ 東京の観光推進機関としての企画機能・専門性の強化
組織
運営

　新型コロナウイルス感染症の影響からの都内観光産業の早期復活に向けて、多様な主体が一体となって国内観光振興やDXの浸透等新たな課題に対応していく
ことが求められており、当財団の企画機能・専門性を強化して観光振興ネットワークを構築することで東京の観光振興を牽引する必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆インバウンド回復に時間を要する中、イン
バウンド対応の取組だけでなく、国内観光振
興や事業者支援の強化、旅行者の志向の変化
に対応した観光資源開発、DXの活用による
サービス展開など新たな課題に対応すること
が求められている。

◆それらの課題にオール東京で対応するた
め、多様な主体と連携しながら現場意見の集
約や市場動向分析を行い、各主体間の連携促
進を図る必要がある。また、外国人の視点に
加え各分野に造詣の深い国内有識者の視点を
事業に反映する必要がある。

◆インバウンド回復を見据え、デジタルマー
ケティングを活用したプロモーション展開
や、デジタル化等新たな競争条件を踏まえた
MICE誘致を行う必要がある。

◆国内誘客に軸足を置きながら新たな施策を
企画していくため、先進的取組を行う企業や
IT関連企業、観光協会など多様な主体と共
同研究を実施するとともに、有識者が観光に
係る諸課題を議論するアドバイザリー会議を
創設・運営することで、多様な主体との観光
振興ネットワークを構築する。

◆共同研究やアドバイザリー会議により蓄積
した知見や新たな施策を都への企画提案や財
団の事業へ反映するとともに、情報共有や公
開議論を行うカンファレンスにて、多様な主
体に普及していく。

◆デジタル活用などをテーマとした専門性向
上研修を実施するとともに、専門性向上に資
する資格等取得を組織的に支援し、職員の専
門性を向上させていく。

【目標①】
財団・都施策の充実に資する企画提
案数　30件

【目標②】
共同研究・アドバイザリー会議の議
論をテーマとしたカンファレンスへ
の参加者・視聴者数　600名

【目標③】
専門性向上に資する検定・資格試験
合格者数　90名

企画提案の実施

中期経営計画の策定及び
進捗管理

共同研究の実施

観光に係る諸課題を議論
するアドバイザリー会議
の開催

専門性向上のための能力
開発
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

○2019年度までの共同研究の成果等を踏まえ、都への本格
的な企画提案を実施（2020年７月）

○財団・都施策の充実に資する企画提案を実施（５件）
○提案結果の検証及び2022年度の提案内容の検討

○2021年度の共同研究やアドバイザリー会議での議論を踏
まえ、財団・都施策の充実に資する企画提案を実施（10件）
○提案結果の検証及び2023年度の提案内容の検討

○2022年度の共同研究やアドバイザリー会議での議論を踏
まえ、財団・都施策の充実に資する企画提案を実施（15件）
○提案結果の検証及び2024年度の提案内容の検討

○中期経営計画の策定に向けて、職員向けのキックオフセミ
ナーを実施

○企画提案等を踏まえ、中期経営計画を策定・公表
○中期経営計画に基づく事業運営・進捗管理
○企画提案を踏まえ、必要に応じて見直しを実施

○中期経営計画に基づく事業運営・進捗管理
○企画提案や外部環境等の変化を踏まえ、必要に応じて見直
しを実施

○観光地経営実践に向け渋谷区観光協会と共同研究を実施
○2020年度内に観光庁・大阪府と連携してシンポジウムを
開催予定
○2019年度は２件（DMOの役割等）、2018年度は３件（訪
都ビジネス客のブレジャーニーズ等）実施

○デジタルマーケティング等をテーマに民間事業者や都内観
光協会との共同研究３件の実施
○研究成果をカンファレンス（年１回）で発表

○2021年度の実績を踏まえて研究テーマを設定
○民間事業者や都内観光協会との共同研究３件の実施
○研究成果をカンファレンス（年１回）で発表

○2022年度の実績を踏まえて研究テーマを設定
○民間事業者や都内観光協会との共同研究３件の実施
○2021年度から2023年度までの研究成果を総括してカン
ファレンス（年１回）で発表

○在京外国人へのグループインタビューを1回開催（2021年
1月に2回目開催予定）

○在京外国人や国内有識者によるアドバイザリー会議を年２
回開催
○カンファレンス（年１回）にて公開議論の実施

○中期経営計画に基づきテーマを検討・設定し、在京外国人
や国内有識者によるアドバイザリー会議を年２回開催
○カンファレンス（年１回）にて公開議論の実施

○2021年度及び2022年度の議論を踏まえてテーマを検討・
設定し、在京外国人や国内有識者によるアドバイザリー会議
を年２回開催
○カンファレンス（年１回）にて公開議論の実施

○世界各国のDMOの取組等をテーマとして職員向けに専門性
向上研修を４回実施

○デジタルマーケティングやDXの活用など観光の新たな課
題をテーマとした専門性向上研修を６回実施
○マーケティングや観光関連資格など専門性向上に資する検
定・資格試験の受験料を財団職員に補助する仕組みを導入

○2021年度の研修成果や外部環境の変化等を踏まえて研修
テーマを設定し、専門性向上研修を６回実施
○マーケティングや観光関連資格など専門性向上に資する検
定・資格試験の受験料を補助することで受験勧奨

○2022年度の研修成果や外部環境の変化等を踏まえて研修
テーマを設定し、専門性向上研修を６回実施（一部は職員自
らが講師となる研修を実施）
○マーケティングや観光関連資格など専門性向上に資する検
定・資格試験の受験料を補助することで受験勧奨

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績

189



経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

（様式２）
(公財)東京観光財団

戦略２ 観光関連事業者への支援の強化
事業
運営

新型コロナウイルス感染症の影響によるインバウンド需要の消失や外出自粛による国内観光需要の減少により、賛助会員をはじめとした観光関連事業者の経営
に大きなマイナスの影響が出ており、早期復活に向けて新たな経営課題に取り組む事業者の支援が必要。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆観光関連事業者への支援を強化することが
急務であり、感染症対策への支援やオンライ
ン化への移行、デジタルデータの活用など新
たな事業者ニーズを踏まえ、賛助会員を始め
とした民間事業者等に対する情報発信や支援
等が必要。

◆ウィズコロナに対応した新たな事業を展開
する上で、賛助会員ネットワークを活用した
ビジネス交流機会の提供など、ビジネスチャ
ンスの獲得を求める賛助会員からの声が高
まっている。

◆経営悪化等を理由とした賛助会員の退会が
2020年度は11月末時点で14社・団体に上っ
ていることから、賛助会員向けサービスの魅
力向上を図り、PR機会の提供など賛助会員
への支援を強化することが必要。

◆新たな経営課題や事業者ニーズに対応した
テーマで財団主催セミナー「TCVBミーティ
ング」を開催し、各種事業の中で蓄積した先
進事例等についても情報提供を図ることで、
賛助会員を始めとした事業者の事業展開を後
押ししていく。

◆賛助会員と民間事業者を対象としたビジネ
スマッチングイベントを、会員企業や政策連
携団体等と共催することにより、事業者によ
る新たなビジネスの創出に寄与し、観光関連
産業の活性化に貢献していく。

◆賛助会員のニーズをきめ細かに把握し、新
たなサービスを提供することで、既存会員の
満足度を高めるとともに新規賛助会員を獲得
し、賛助会員ネットワークをより強固なもの
としていく。

【目標①】
・2023年度末までにTCVBミーティ
ング参加者・視聴者数
　3,000名（年10回、各回100名）

【目標②】
・2023年度末までに民間事業者同士
の商談機会の提供件数
　600件（年４回、各回50件）

【目標③】
・2023年度末までの新規賛助会員獲
得数
　120社・団体

TCVBミーティングにお
ける情報発信

民間事業者同士の商談機
会の提供

賛助会員向け新サービス
の提供
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

○オンラインでTCVBミーティングを４回実施

○新たな経営課題や事業者ニーズに対応したテーマでTCVB
ミーティングを開催し、先進事例等を情報共有
　TCVBミーティング　10回実施
○TCVBミーティング参加者へのアンケートを実施

○2021年度のアンケート結果を踏まえ必要な改善を実施
○新たな経営課題や事業者ニーズに対応したテーマでTCVB
ミーティングを開催し、先進事例等を情報共有
　TCVBミーティング　10回実施
○TCVBミーティング参加者へのアンケートを実施

○2022年度のアンケート結果を踏まえ必要な改善を実施
○新たな経営課題や事業者ニーズに対応したテーマでTCVB
ミーティングを開催し、先進事例等を情報共有
　TCVBミーティング　10回実施

○新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、2020年
度は交流機会の提供は中止
〇2019年度は、TCVBビジネス交流会３回、賛助会員と非賛
助会員とのマッチングイベント１回実施

○他団体とも連携しながら、賛助会員と民間事業者を対象と
したビジネスマッチングイベントをリアル又はオンラインで
４回実施

○2021年度実績を踏まえ、民間事業者の参加促進に向けた
取組を実施
○他団体とも連携しながら、賛助会員と民間事業者を対象と
したビジネスマッチングイベントをリアル又はオンラインで
４回実施

○2022年度実績を踏まえ、民間事業者の参加促進に向けた
更なる取組を実施
○他団体とも連携しながら、賛助会員と民間事業者を対象と
したビジネスマッチングイベントをリアル又はオンラインで
４回実施

○賛助会員・非会員向けのビジネスセミナーを１回実施
○新型コロナウイルス感染症の影響とニーズ等についてアン
ケート調査を実施（2020年６月）

○賛助会員向けアンケートの実施
○アンケート結果を踏まえ、TCVBミーティング等での会員
企業によるPR機会の提供など新サービスの実施　３件

○賛助会員向けアンケートの実施
○2021年度に実施した新サービス３件について、アンケー
ト結果を踏まえて必要な見直し・改善を実施
○アンケート結果を踏まえた新サービスの実施　３件

○賛助会員向けアンケートの実施
○2022年度に実施した新サービス３件について、アンケー
ト結果を踏まえて必要な見直し・改善を実施
○アンケート結果を踏まえた新サービスの実施　３件

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

①②

①②

（様式２）
(公財)東京観光財団

戦略３ 地域の観光振興のための取組強化
事業
運営

　近郊への観光、自然・健康志向、旅行の小規模化・分散化など、旅行者の志向が変化する中、「新たな旅行スタイル」に向けた取組が急速に進み、地域間の
競争が激化している。また、観光分野におけるSDGs達成に向けた環境対策やDX活用を通じた高齢者支援等「社会的課題の解決」が求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆インバウンド需要の回復に時間を要する
中、先に回復が見込まれる国内旅行需要の喚
起に向け、旅行客が東京において「新たな旅
行スタイル」を体験できる、あるいは「社会
的課題の解決」に貢献できる商品・サービス
提供に向けた取組の強化が必要。

◆将来的なインバウンド需要の回復も見据
え、地域住民、観光協会、民間企業や自治体
等様々な主体が連携し、地域・住民に寄り
添った持続可能な観光地経営の推進が求めら
れる。

◆国内旅行者に対し、都内観光事業者の感染
防止対策や東京観光の魅力について、東京の
観光推進機構（DMO）として、一体的な情
報発信を強化することが求められる。

◆地域の観光資源を総点検し、DX対応を進
めつつ発掘と磨き上げを行うことで、新たな
旅行スタイルに対応する、あるいは社会課題
の解決に貢献する商品・サービスの開発や高
付加価値化を目指す。

◆地域の観光振興及び持続可能な観光地経営
の推進に向けて、地域・住民の理解促進を図
りつつ、当財団がDMOとしてハブ的機能を
発揮し、都や地域の観光協会、民間事業者な
ど多様な主体との観光振興ネットワークを構
築し、各主体間の連携等の促進を図る。

◆国内観光需要の喚起のため、感染防止対策
やテーマ性をもった東京観光の魅力につい
て、DX対応・デジタル技術の活用も踏ま
え、DMOとして一体的にプロモーションを
展開。

【目標①】
・「新たな旅行スタイル」「『社会
的課題の解決』に貢献する観光」に
係る地域資源の発掘・磨き上げ
　2023年度末までに30件

【目標②】
・「新たな旅行スタイル」「『社会
的課題の解決』に貢献する観光」に
係るベストプラクティスの検証・地
域への情報発信
　2023年度末までに30件

観光団体等向けワンス
トップ総合窓口の設置・
運用

ベストプラクティスを多
面的に分析し、地域と共
有

多様な主体との連携・協
働

国内旅行者向けのプロ
モーション展開
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

○引き続き、「地域支援窓口」により、観光関連団体等の支
援ニーズを把握
○22件の観光資源の開発を支援（テーマ限定なし）

○引き続き、「地域支援窓口」により、観光関連団体等の支
援ニーズを把握し、多面的・継続的な支援策を提案
〇SDGsへの貢献やDXによる利便性の向上など、「社会的課
題の解決」の視点を取り入れた10件の観光資源の開発を重点
的に支援

○引き続き、「地域支援窓口」により、観光関連団体等の支
援ニーズを把握し、多面的・継続的な支援策を提案
〇2021年度結果の検証に基づき、当該年度に求められる
「社会的課題の解決」の視点を取り入れた10件の観光資源の
開発を重点的に支援

○引き続き、「地域支援窓口」により、観光関連団体等の支
援ニーズを把握し、多面的・継続的な支援策を提案
〇2021、2022年度結果の検証に基づき、当該年度に求めら
れる「社会的課題の解決」の視点を取り入れた10件の観光資
源の開発を重点的に支援

○1件のベストプラクティスを抽出し、財団ホームページ等
で共有

〇地域住民の理解促進につながる観光地経営の推進をはじめ
とする先進的な取組を進める都外の地域を多面的、継続的に
分析することで、ベストプラクティスを10件発信

〇2021年度の分析結果に基づき、新たな着眼点や分析の視
角を追加し、当該年度に求められるベストプラクティスを10
件発信

〇2021、2022年度の分析結果に基づき、新たな着眼点や分
析の視角を追加し、当該年度に求められるベストプラクティ
スを10件発信

〇西多摩地域において観光関連団体及び民間事業者の連携を
推進し、自然を生かした広域での観光資源開発や組織力強化
を支援

〇既存事例の継続支援に加えて、当該年度における重点支援
テーマ１分野を設定して、観光事業者、企業、教育機関との
ネットワーク構築と連携・協働を強化。

〇既存事例の継続支援に加えて、当該年度における重点支援
テーマ１分野を設定して、観光事業者、企業、教育機関との
ネットワーク構築と連携・協働を強化。複数要素を組みあわ
せて既存資源の高付加価値化を図る。

〇既存事例の継続支援に加えて、当該年度における重点支援
テーマ１分野を設定して、観光事業者、企業、教育機関との
ネットワーク構築と連携・協働を強化。複数要素を組みあわ
せて既存資源のさらなる高付加価値化を図る。

〇都内観光の早期回復に向けて、都内観光関連事業者が連携
して東京観光の魅力発信に係るキャンペーンを実施するた
め、協議会を設置・開催

○旅行者の多様な関心・志向に対応し、東京観光の新しさや
意外性を想起させるテーマ性のあるプロモーションを展開
〇1都3県を中心とする近隣県と連携し、東京2020大会のレ
ガシーを活用したPRを実施

〇2021年度の効果検証及び社会情勢を踏まえ、国内プロ
モーションを展開し、効果検証を実施

〇2021､2022年度の効果検証及び社会情勢を踏まえ、国内
プロモーションを展開し、効果検証を実施
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

（様式２）
(公財)東京観光財団

戦略４ 外国人旅行者誘致のためのプロモーション効果の最大化
事業
運営

　新型コロナウイルス感染症の影響を受けたインバウンドについて、2019年並みの交流人口に回復するのは2024年と言われており、さらに新型コロナウイル
ス感染症が終息に向かう時には観光経済の回復を目指して世界各国が一斉にプロモーションを実施し、競争の激化が予想される。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆東京2020大会に向けて、TVCMを中心に
より多くの潜在的訪日旅行者層に対して「認
知」拡大に向けたプロモーションを実施して
きた。大会後は、東京への関心をつなぎとめ
るとともに、これまで獲得した「認知」や
「関心」を「意欲」へとつなげるプロモー
ションの展開が求められる。

◆国際旅行が以前の水準に回復するまで4年
程度を要するとのUNWTOの予測もあること
から、市場ごと・ターゲットごとの国際旅行
需要の回復基調に合わせて、他都市との競合
も意識しながらプロモーションを展開する必
要がある。

◆訪都意欲の獲得に向けて、SNSの特徴を活
かしたデジタルマーケティングの他、キャン
ペーン等を実施することでSNSフォロワーを
増やし、意欲的に東京の情報を収集する層を
獲得していく。

◆訪都需要回復見込みが早い市場や訪都意欲
のある有望層に焦点を当てて、時機を逸する
ことなくプロモーションを展開していく。ま
た、各市場やターゲットに適したメディアに
おいて、訪都意欲が高まるコンテンツの活用
など様々なプロモーション手法を駆使しなが
ら「観光地としての東京」の浸透を図り、有
望層の訪都意欲の更なる向上に努める。

【目標①】
意欲的に東京の情報を収集する層の
獲得：
2023年度末までにSNSフォロワー数
総計45万人増
（15万人 x 3年）

【目標②】
観光レップが設置されている重要15
市場における、訪都意欲のある有望
層が東京の実施するプロモーション
に接触した割合：
2023年度末までに市場平均32%

SNSの特徴を活かしたデ
ジタルマーケティングの
実施

各市場特性に基づいたプ
ロモーションの実施
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

SNSフォロワー数
1,193,782人

感染症の影響が残る中、訪都を希求する内容を中心に各SNS
の特徴を活かした発信を行い、東京の観光関連情報を継続的
に収集する層の増加に努める。
SNSフォロワー数　15万人増

キャンペーン等を実施しながら各SNSの特徴を活かしたデジ
タルマーケティングを行い、東京の観光関連情報を継続的に
収集する層の増加に努める。
SNSフォロワー数　15万人増

2年間の成果並びに時点のトレンドを意識しながら各SNSの
特徴を活かしたデジタルマーケティングを行い、東京の観光
関連情報を継続的に収集する層の増加に努める。
SNSフォロワー数　15万人増

（2019年度）
訪都意欲のある有望層がプロモーションに接触した割合：市
場平均30％

感染症の影響が残る中、各市場の状況・特性を踏まえつつ、
プロモーションを実施。別途海外市場動向調査で測定してい
る訪都意欲のある有望層がプロモーションに接触した割合を
2019年並みに回復させる。

感染症からの回復を考慮しつつ、訪都意欲の向上を図るプロ
モーションを市場別に戦略的に実施することにより、訪都意
欲のある有望層がプロモーションに接触した割合を向上させ
る。

2年間の成果並びに時点のトレンドを意識しながら、訪都意
欲の向上を図るプロモーションを市場別に戦略的に実施する
ことにより、訪都意欲のある有望層がプロモーションに接触
した割合を市場平均32%まで向上させる。
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①

（様式２）
(公財)東京観光財団

戦略５ 国際会議、報奨旅行等誘致件数の拡大
事業
運営

　国際会議、報奨旅行等は海外都市との誘致競争が激化している。新型コロナウイルス感染症の拡大により安全・安心な開催やデジタル化等新たな競争条件が
加わった。ポスト・コロナに向け、誘致活動を積極的に推進するとともに、継続してMICE開催地東京のプレゼンス向上を図る必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
り主催者や参加者からは安全・安心な開催は
もとよりデジタル化（オンライン会議整備
等）といった施設の受入環境整備への対応が
求められているものの、財団として十分な支
援が出来ていない。

◆加えて、海外先進都市のコンベンション
ビューローと比較すると、財団は感染症対策
等安全・安心なMICE開催に係る取組を始め
とする対外的な情報発信が遅れている。

◆さらに、デジタル化に対応した人材や誘致
に必要なグローバルな視点を持つ人材が質量
ともに未だ不十分である。

◆ウィズ・コロナではオンラインPR推進に
より海外の主催者等の東京への関心を繋ぎと
め、ポスト・コロナで対面営業を一気に展開
する。また、誘致中の国際会議ではデジタル
化等新たな競争条件を踏まえた提案により誘
致強化を図る。

◆ビジネスイベンツウェブサイト（BET）、
Tokyo Unique Venues（TUV）及びTOKYO
MICE Hubsのコンテンツ（360°動画等）を
充実させ、海外の主催者等向けにMICE開催
地としての東京をPRしていく。

◆財団職員や都内事業者の人材育成支援を強
化し、MICEに係る人材を増やすとともに、
デジタル対応能力の向上などレベルの底上げ
を図る。

【目標①】
・2023年度末までに、財団が支援し
た国際会議（C）、報奨旅行等
（MI）の誘致成功件数:75件

主催者・プランナーへの
プロモーション強化

ウェブサイトへのアクセ
ス数増加

人材育成の高度化
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

商談件数：114件
（海外・国内トレードショー、ファムトリップ、ウェビ
ナー、主催者との商談等）

○海外ネットワークの活用及びターゲットの絞り込み等を行
い主催者・プランナーへのアプローチを実施
商談件数：275件（250件（2020年度想定）x1.1）
（海外・国内トレードショー、ファムトリップ、ウェビ
ナー、主催者との商談等）

○2021年度の結果を踏まえて主催者・プランナーへの追加
アプローチを実施
商談件数：330件（275件（2021年度想定）x1.2）
（海外・国内トレードショー、ファムトリップ、ウェビ
ナー、主催者との商談等）

○2022年度の結果を踏まえてターゲットの再調整等を行っ
た上で主催者・プランナーへのアプローチを継続
商談件数：430件（330件（2022年度想定）x1.3）
（海外・国内トレードショー、ファムトリップ、ウェビ
ナー、主催者との商談等）

アクセス件数（合計）：231,810件
（BET：146,699件、TUV：78,982件、
　MICE Hubs：6,129件）

○定期的なコンテンツのアップデート及び電子ニュースレ
ター配信や広告掲載等によるウェブサイトへの誘導
アクセス件数（合計）：291,000件
（BET：160,000件、TUV：120,000件、
　MICE Hubs：11,000件）

○2021年度の結果を踏まえたコンテンツのアップデート及
び電子ニュースレター配信や広告掲載等を継続し誘導
アクセス件数（合計）：322,000件
（BET：180,000件、TUV：130,000件、
　MICE Hubs：12,000件）

○2022年度の結果を踏まえ、必要に応じてコンテンツの追
加修正や広告掲載等の継続により誘導
アクセス件数（合計）：353,000件
（BET：200,000件、TUV：140,000件、
　MICE Hubs：13,000件）

（新規）
○講座内容のブラッシュアップと共に、プレスリリースや
MICE関連事業者に対する声掛け等を実施
受講者数：150名

○2021年度の結果を踏まえた講座内容のブラッシュアップ
と共に、プレスリリースやMICE関連事業者に対する声掛け
等を継続
受講者数：150名

○2022年度の結果を踏まえた講座内容のさらなるブラッ
シュアップと共に、プレスリリースやMICE関連事業者に対
する声掛け等を引き続き実施。
受講者数：150名

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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パソコン等機器を使用できない事業者等を除き、積極的にメールを使用するなど、FAXレ
スの推進に取り組んでいる。

機器の設定変更による受信の電子化を推進するとともに、引き続き、パソコン等機器を使
用できない事業者等を除き、積極的にメールを使用することにより、2021年度のFAX送受
信件数を98％減少させる（2019年度比・送信相手先がFAX受信以外不可のものを除
く。）。

財団内外での打合せや研修等について、積極的にMicrosoft Teamsの画面共有機能を使用
するなど、ペーパーレスの推進に取り組み、紙の使用を抑えている。

新たに電子契約や起案等の電子化を導入するなど内部業務手続上のペーパーレスを推進さ
せることにより、2021年度のコピー用紙総使用量を40％減少させる（2019年度比）。

・シティガイド検定受験対策セミナーの受講料は一部クレジットカード払いが可能（検定
受験料については、試験会場ごとに申込み・支払いを行うため、会場ごとに対応が異な
る。）
・広告掲載費等は、口座振替で対応済

・シティガイド検定受験対策セミナーの受講料は、オンライン上での申込みのため、全件
クレジットカード払いで対応する。
・広告掲載費等については、クレジットカード、電子マネー及びQRコードでの支払いがで
きるよう、関係規程等の改正や機器等の導入を行う。

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

(公財)東京観光財団

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

５
つ
の
レ
ス

はんこレス 現時点ではんこレス対応済のものは、存在しない。
押印廃止に係る財団内ルールを策定するとともに、押印の定めのある手続きのうち団体の
規程等の改正により対応が可能なものについては、2021年度末までに全件、規程等を改正
する。また、代替措置の整備に向け、システム導入の試行を行う。

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

現時点でオンライン化対応済のものは、全体の約3％程度である（件数ベース）。
当財団の規程等の改正によりデジタル化の対応が可能な手続等については、2021年度末ま
でに全件、規程等を改正する。また、2021年度末までにシステム導入の試行を行う。

キャッシュレス

タッチレス 一部の説明会等は、オンラインで実施している。 原則、全ての説明会等をオンラインで実施する。

テレワーク

テレワーク中の社内サーバー接続を可能にするなど整備を行い、窓口事務従事職員を除く
全職員がテレワーク可能な環境となっている。テレワーク可能な職員による実施率約53％
※（2020年8月24日から9月18日まで）
※「実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数」により算出

現在運用で行っているテレワークに係る申請手続きの簡素化や半日単位のテレワーク実施
等について規程改正を行うなど、よりテレワークを活用しやすい環境を整備することで更
なる定着を図る。テレワーク可能な職員による実施率50％※（2021年９月対象）
※「実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数」により算出

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

固有公益事業の継続的推
進のための収支構造の改
善

新
規

【目標①】2023年度決算において黒字を確保し、公益事業会計に10百万円の繰入れを実
施

事業
運営

〇 〇 〇 〇 〇 〇

戦
略
２

野生生物保全の一層の推
進

見
直
し

３・４

【目標①】野生生物保全センターがより充実した機能を備え、協会主体の調査研究活動を
開始する（３件以上）。
【目標②】協会独自の保全テーマにより保全活動を実施し、希少種の繁殖等の成果に繋げ
る。
【目標③】毎年の評価検証の結果を踏まえ、計画的な希少種の繁殖を推進するとともに、
飼育するズーストック種全ての計画推進ハンドブックを作成する。

事業
運営

〇 〇

戦
略
３

飼育展示の一層の充実
見
直
し

5

【目標①】各園毎の飼育展示計画を策定し、計画に沿った飼育展示を行う。
【目標②】日本動物園水族館協会のJCP（動物収集計画）における希少種の計画管理者等
として、域外保全のネットワークを強化する。
【目標③】動物福祉ポリシーを策定した上で、動物福祉の自己評価を行い、必要な施設改
善等の実施を図る。

事業
運営

〇 〇

戦
略
４

教育普及活動の一層の推
進

見
直
し

2・４

【目標①】内容の充実したオンラインによるプログラムを作成・発信し、参加者の満足度
3.5以上（４段階評価）を目指す。
【目標②】種ラベルの統一化を実施するとともに、保全・環境教育を強化し、来園者の理
解度を向上させる。
【目標③】来園者に環境を守るための行動を促すコンテンツの強化を図り、参加者数や理
解度の前年度比向上を目指す。

事業
運営

〇 〇 〇 〇

戦
略
５

利用者サービスの質の向
上

見
直
し

6

【目標①】４園でのオンライン決済の導入及び全ての入場門での各種キャッシュレス決済
導入完了。
【目標②】５G等の新技術を活用し、利用者サービスや多様な事業部門での活用を検討
し、新たな施策を３件以上開始する。
【目標③】外部有識者の知見も取入れ、魅力向上のための利用者サービスを毎年１件新た
に展開する。

事業
運営

〇 〇 〇 〇 〇

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京動物園協会 （所管局） 建設局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①

（様式２）
(公財)東京動物園協会

戦略１ 固有公益事業の継続的推進のための収支構造の改善
事業
運営

コロナ禍により、動物園・水族園においては積極的に集客を図ることができない状況が長期化する中、主に園内で物販・飲食サービスを提供してきた収益事業
部門は大幅な減収となり固有公益事業の財源も減少していることから、抜本的な対策を講じる必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

〇新型コロナウイルス感染症の拡大以前は主
に園内でのギフトショップ、レストランを運
営し、そこから得られた収益を固有公益事業
に毎年繰り入れ、動物園事業の発展に貢献し
てきた。
〇入園者の減少により業況が大きく悪化して
いる動物園内の飲食・ギフト販売など収益事
業は、団体の財政基盤であるとともに固有公
益事業の財源でもあり、早急な回復が必要で
ある。

①来園者を魅了する飲食、ギフト商品の開発
により客単価・売上増を目指すとともに、固
定費の圧縮をはかり、収益事業の安定化、強
靭化を進める。
②固有公益目的事業の維持の観点から、来園
者へのサービス提供を主軸として園内販売を
強化しつつ、通販や園外販売など販路の開
拓、拡大を推進する。
③動物園内でこれまで収益事業に活用してこ
なかった人材、ソフトを発掘し、これらを活
用した新たな事業を構築する。
※なお、確保した財源を有効活用し最大限の
費用対効果を実現すべく、全社的にコストの
見直しを進める。

①2023年度決算において黒字を確保
し、公益事業会計に10百万円の繰入
れを実施

商品販売チャネルの強化

有料ガイド、映像コンテ
ンツの有料化など新規収
益確保策の検討

収益事業の固定費（人件
費）の圧縮
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

○来園できない方が商品を購入できるようネット販売を強化
○2020/4～12月の通販売上：242,999千円
○デパートのイベントブースでの出張販売（予定）

○ネット販売チャネルの調査・検討・試行
○園外での販売チャネル（イベントや委託販売）について調
査・検討・試行
○園外売上：30,000千円
○園内のケータリングカー展開など外部事業者の活用

○ネット販売チャネル試行結果を検証し、有効な手法を実施
○イベントや委託販売試行結果を検証し、有効な手法を実施
○園外売上：40,000千円

○園外販売の拡大
○園外売上：50,000千円

○ジャイアントパンダの映像の一部を販売促進に活用
○有料ガイド、映像コンテンツの有料化など新規の収益確保
策の検討・調整
○新規事業の企画・試行

○新規事業の実施、効果検証 ○新規事業の本格実施

○アルバイト職員のシフト調整等により収益事業部門の人件
費対前年度比△120百万円（見込）
○2020年度の売上予測：1,548,000千円、
　公益繰出金：66,000千円

○売上目標：2,107,000千円
○人件費の圧縮（アルバイト職員の削減や固有職員の退職不
補充等により、収益事業部門の人件費対前年度比△104百万
円）

○売上目標：2,409,000千円
○業況に応じた人員体制による事業執行

○売上目標：2,625,000千円、公益繰出金：10,000千円
○業況に応じた人員体制による事業執行

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

（様式２）
(公財)東京動物園協会

戦略２ 野生生物保全の一層の推進
事業
運営

温暖化などの地球環境の変動や、人間社会の活動による開発・乱獲などにより、多くの野生生物は絶滅の危機に瀕しており、生物多様性は急速に失われつつあ
る。多様な野生動物を飼育してきた動物園・水族館においては、野生生物保全に向けた取組を一層推進することが求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

○平成18年度に野生生物保全センターを設
置し、保全活動に取組んできたが、その取組
のひとつである保全に関する調査・研究は大
学や研究機関が主体となって行う共同研究が
中心であり、より主体的な調査・研究活動が
求められる。
○平成23年度に、寄付金を財源とする法人
独自の公益事業として野生生物保全基金を設
置し、特に動物種や地域を限定せず広く保全
活動の支援を目的に助成金交付事業を展開し
ているが、より積極的に保全活動に関わって
いく必要がある。
○東京都は、平成30年度に第二次ズース
トック計画を策定し、対象種124種の保全活
動に取り組んでいるが、計画の推進が限定的
な種も多く、活動の一層の推進が求められて
いる。

①野生生物保全センターの組織体制、所掌業
務について検証を行い、組織の機能を強化
し、保全に関する調査・研究活動の充実を図
る。
②法人独自の公益事業として自ら保全活動を
行うには人員的な制限もあることから、保全
基金を活用し、協会が設定した保全テーマで
の公募を行う事で、固有事業としての保全活
動を実現する。
③計画の進捗状況については、毎年東京都が
開催する評価検証会議において検証し、取組
の改善・見直しを行う。また、ズーストック
計画対象種について、種毎に計画推進ハンド
ブックを作成するなど、より計画的かつ着実
に活動を推進していく。

①野生生物保全センターがより充実
した機能を備え、協会主体の調査研
究活動を開始する（３件以上）。
②協会独自の保全テーマにより保全
活動を実施し、希少種の繁殖等の成
果に繋げる。
③評価検証の結果を踏まえ、計画的
な希少種の繁殖を推進するととも
に、飼育するズーストック種全ての
計画推進ハンドブックを作成する。

野生生物保全センターの
機能強化による保全事業
の新たな展開

野生生物保全基金を活用
した独自の保全活動の展
開

第二次ズーストック計画
に基づく希少種の繁殖の
推進
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・平成18年に多摩動物公園飼育展示課内の係として新設さ
れ、各園が実施する保全活動の調整や生物工学的分析による
支援を行っている。

・第２次都立動物園マスタープランに課題として挙げられて
いる「野生生物保全センターを中心とした調査・研究のコー
ディネイト」を推進するため、組織や所掌業務の検討を行
う。

・前年度の検討を踏まえ、必要に応じ組織・人員要求を行
う。
・調査・研究のスキームを確定し、テーマ選定とスケジュー
ル作成を行う。

・組織・人員要求の結果により、新たな組織へ移行する。
・前年度に作成したスケジュールに沿って、３件以上の調
査・研究を開始する。

・公募等を通じて、基金事業の公正性を担保しつつ、当協会
が保全テーマを設定し、主体的に関与する新たな保全活動の
仕組みを検討中。

・公益財団としての独自の保全事業を推進するために、設定
したテーマで保全活動を行うパートナーとなる対象者を決定
し、固有事業としての保全活動を開始する。
・3か年の保全活動計画を策定。実績評価を行い、年度末に
第1次報告書を作成する。

・前年度の実勢に基づき保全活動計画の評価・改訂を行う。
・年度末に評価を行い、第2次報告書を作成する。

・3年間の活動について知見の集積と保全への貢献度につい
て指標に応じた評価を行う。
・3年間の取組の結果を報告集としてまとめ、印刷物および
ウェブ媒体として発表する。
・活動の結果を希少種の繁殖等の成果に繋げる。

・30種のズーストック種について計画推進ハンドブックを作
成
・今年度の評価検証会議に向けPDCAシートの改訂に協力

・ズーストック種124種の計画推進ハンドブックについて、
作成・更新計画を作成する。
・トキや小笠原陸産貝類の普及啓発のため、一般公開に向け
取り組む。

・前年度の評価検証会議の結果を踏まえ、計画的な希少種の
繁殖を推進するとともに、小笠原産固有種の新たな飼育に取
組む。
・認定希少種保全動植物園制度を利用した希少種の搬出入に
より繁殖を推進

・前年度の評価検証会議の結果を踏まえ、計画的な希少種の
繁殖を推進するとともに、ズーストック計画種の見直しに協
力する。
・４園で飼育するズーストック種全ての計画推進ハンドブッ
ク作成を完了させる。

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

（様式２）
(公財)東京動物園協会

戦略３ 飼育展示の一層の充実
事業
運営

国際法・国内法の規制の強化等により展示動物の確保が年々困難になる中、動物園・水族園は、展示の意義や効果を検証した上で、動物福祉にも配慮した飼育
展示計画を策定し、国内外の園館と連携し、展示動物の確保・維持を図っていかなければならない状況にある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

○野生動物の減少とそれに伴う環境保全意識
の高まりや、法律による規制の強化等によ
り、新たな野生動物の入手は年々困難になっ
ている。
○東京都が定めたズーストック種及び協会が
独自に定めた保全対象種といった希少種につ
いては、計画的な飼育展示・繁殖が行われて
いるが、その他の展示動物については特に明
文化された計画はない。
○野生動物を生息環境ではない施設において
飼育する動物園等では、動物福祉の向上が求
められている。
○動物福祉の推進にあたっては、種によって
は１頭あたりの飼育面積を増やす必要があ
り、飼育展示する種を絞る必要もある。

①限られた施設を有効に活用するために、飼
育の目的やその展示効果等を検証し、飼育展
示する種を整理した飼育展示計画を策定す
る。
②日本動物園水族館協会を通じた国内ネット
ワークや世界動物園水族館協会を介した国際
ネットワークをさらに強化し、連携した希少
種の繁殖活動を進める。
③令和２年度中に策定予定の「東京動物園協
会動物福祉ポリシー」に基づき、自己点検に
よる改善等、動物福祉を推進する。

①各園毎の飼育展示計画を策定し、
計画に沿った飼育展示を行う。
②日本動物園水族館協会のJCP（動
物収集計画）における希少種の計画
管理者等として、域外保全のネット
ワークを強化する。
③動物福祉ポリシーを策定した上
で、動物福祉の自己評価を行い、必
要な施設改善等の実施を図る。

第二次都立動物園マス
タープランに基づく飼育
展示計画の策定

国内外動物園・水族館と
のネットワークの一層の
強化

動物福祉の推進
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・東京都が定めたズーストック種、協会が独自に定めた保全
対象種といった希少種については、対象となる動物種を定
め、計画に則って飼育展示を行っている。

・第２次都立動物園マスタープランに則り、各園の基本方針
（全体方針）をもとに飼育展示計画・基本方針を策定する。

・前年度に策定した各園の飼育展示計画・基本方針をもと
に、家畜を含む飼育動物全種および飼育予定種について、飼
育目的、活用方針等を整理し、飼育展示計画・動物種リスト
を作成する。

・計画に沿って飼育展示を行う。また、計画の進捗について
調査し、中間年の見直しに向けて情報を収集する。

・今年度の日本動物園水族館協会総会を上野動物園において
開催
・世界動物園水族館会議（WAZA）、東南アジア動物園水族
館会議（SEAZA）等の国際会議にweb参加

・日本動物園水族館協会を通じた国内ネットワークの強化。
・国際会議へのweb等による積極参加により、海外ネット
ワークを強化。
・国内血統登録種のZIMSによる国際標準登録に協力。

・日本動物園水族館協会を通じた国内ネットワークの強化。
・国際会議へのweb等による積極参加により、海外ネット
ワークを強化。
・日本動物園水族館協会のガイドライン作成にあたり、各種
動物の種別計画管理者、専門技術員として執筆に協力。

・日本動物園水族館協会を通じた国内ネットワークの強化。
・国際会議へのweb等による積極参加により、海外ネット
ワークを強化。
・日本動物園水族館協会のJCP（動物収集計画）において希
少種の計画管理者として、生息域外保全を推進。

・年度内の「東京動物園協会動物福祉ポリシー」の策定に向
けて情報整理を行っている。

・飼育系職員に動物福祉に関する研修を受講させる。
・日本動物園水族館協会が作成したチェックシートを活用
し、動物福祉に関する自己評価を実施する。

・前年度実施した自己評価をもとに、飼育環境・飼育方法の
改善方針を検討し、順次改善を行う。

・世界動物園水族館協会（WAZA）の会員である上野動物園
及び多摩動物公園は、WAZAの基準による動物福祉に関する
自己評価を実施し、WAZAに報告する。

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

（様式２）
(公財)東京動物園協会

戦略４ 教育普及活動の一層の推進
事業
運営

地球環境の急速な悪化は、そこに住む生物の絶滅のリスクを増すだけでなく、人の暮らしにも大きく影響を与えるようになってきた。野生生物を扱う動物園・
水族園にとって保全教育の役割はますます重要なものとなっている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

○コロナ禍の中で、来園の困難な学校団体や
一般来園者に対しオンラインによる教育普及
活動コンテンツの配信やワークショップ等の
学習機会の確保等に取り組んでいるが、クオ
リティや頻度等において、既存のプログラム
に比べ同等の内容にまでは至っていない。
○各園で掲示されている生物の種ラベルは、
園それぞれの考えで表されており、記載内容
等がまちまちである。
○海外での動物園等における教育活動の中心
が保全教育にシフトしている中で、これまで
の取組に保全へのメッセージは少なく、その
表現の技法も試行錯誤の状態である。

①教育普及センターの機能向上を図り、セン
ターを核としてオンラインによる学習コンテ
ンツの内容の向上及び4園連携によるプログ
ラムを実施する。聴覚障がい者等幅広い利用
が可能なプログラムの開発を行う。
②特に動物園3園の種ラベルの内容統一を進
める。また、保全教育、環境教育に資する解
説を表記するなど、内容の充実を図る。
③野生生物の住む環境やその種の状況に関す
る情報発信をこれまで以上に強化するほか、
動物園・水族園が有する資源を生かして個人
で取り組めるSDGsを促進する啓発活動を進
める。

①内容の充実したオンラインによる
プログラムを作成・発信し、参加者
の満足度3.5以上（４段階評価）を
目指す。
②種ラベルの統一化を実施するとと
もに、保全・環境教育を強化し、来
園者の理解度を向上させる。
③来園者に環境を守るための行動を
促すコンテンツの強化を図り、参加
者数や理解度の前年度比向上を目指
す。

オンライン等による教育
活動／情報発信の強化

教育普及のための展示解
説ツールの充実

地球環境保全に関する普
及啓発活動の推進
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・各園がそれぞれオンラインによるプログラムを実施。　・
教育普及センターが調整し「教員セミナー」中止の代案とし
て「学校の授業に活かせる動画集」を4園連携で制作し公
開。

・オンラインプログラム実施計画の策定。コンテンツ作成技
術等の研修の開催。年度プログラムの実施(試行)。

・オンラインプログラム実施計画初年度の評価検証、改善。
コンテンツ作成技術のスキルアップ研修等の開催。年度プロ
グラムの実施。

・継続的にオンラインプログラム実施計画の評価検証。24年
度以降の目標設定。年度プログラムの実施。
・オンラインプログラム参加者アンケートを実施し、満足度
3.5以上（４段階）を目指す。

・教育普及センターが組織されラベル記載内容の統一化が議
論されたが、各園のラベルの更新が進む中で検討途上。
・保全事業に対する普及啓発活動は行っているが、ラベルや
掲示物等における表現は各園まちまち。

・ラベル統一への各園の問題点の検証と共有。ワーキンググ
ループを置き完了までのプロセスの計画策定。現行の普及啓
発ラベルの評価検証。

・種ラベル内容の決定、各園調整。普及啓発ラベルの内容検
討、決定。実施計画策定

・ラベルの統一化実施。普及啓発ラベルの設置。
・来園者へのラベルに関するアンケートを実施し、設置以前
の調査結果から理解度の向上を図る。

・絶滅危惧種に対する啓発の解説を、HPや解説板などで
行っている。
・一部の特設展等において、地球環境保全に関する普及啓発
パネルを掲示している。

・現行解説等の評価検証。保全教育・環境教育の研修。ワー
キンググループによる推進計画策定。

・新たな保全教育・環境教育モデルプログラムの計画・実
施、評価検証、改善。

・前年度の評価検証を踏まえ4園連携による保全教育・環境
教育プログラムの実施。
・前年度に実施したモデルプログラムと比較し、参加者数や
理解度の向上を図る。

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

（様式２）
(公財)東京動物園協会

戦略５ 利用者サービスの質の向上
事業
運営

動物園・水族園が伝えたいメッセージを届けるためには、これまでは来園してもらうことを大前提としていたが、コロナ禍においては積極的に集客を図ること
ができない状況の長期化が見込まれる。こうした中、全国の園館では最新技術も活用した、新たなサービスによる魅力向上に知恵を絞っている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

○新型コロナウイルス感染拡大の影響によ
り、入場制限の実施や、通常の形でのイベン
トを中止せざるを得ない。
○タッチレス等の推進や新たな技術を活用し
た情報発信など、来園者に対しより一層安
心・快適で、かつ魅力あるサービスを提供す
る必要がある。
○来たくても来れない人向けのサービスを提
供する必要がある。

①2019年９月から入場券購入時のキャッ
シュレスを一部導入しているが、来園者の利
便性向上を考慮し、これを拡充するととも
に、新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、対面購入の必要がないオンライン決済を
導入する。
②次世代通信技術である５G等の新たな技術
を活用し、多くの来園者／非来園者に情報発
信を行うとともに、この技術を飼育展示など
他部門でも活用し、業務の効率化を図る。
③外部有識者をアドバイザーとして招聘し、
設定したターゲットに向けた効果的なサービ
ス向上策を検討する。

①４園でのオンライン決済の導入及
び全ての入場門での各種キャッシュ
レス決済導入完了。
②５G等の新技術を活用した利用者
サービスや多様な事業部門での活用
を検討し、新たな施策を３件以上開
始する。
③外部有識者の知見も取入れ、魅力
向上のための利用者サービスを毎年
１件新たに展開する。

キャッシュレス・タッチ
レスの推進

５G等の新たな技術を活
用したサービスの展開

外部の知見を活用した
サービス向上のための新
たな取組
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・入場券のオンライン決済に関し、東京都と調整しながら必
要となるシステムの仕様を検討するなど、導入に向けた準備
を進行中。
・上野・多摩・葛西での券売機クレジット運用開始。

・４園での入場券のオンライン決済を導入する。
・需要に合わせたキャッシュレス決済拡充の検討。

・年間パスポートのデジタル化等、さらなる施策について調
査し、東京都と調整しながら導入準備を進める。
・需要に合わせたキャッシュレス決済拡充の検討。

・前年度の準備に基づき、年間パスポートのデジタル化等、
さらなる施策を実施する。
・需要に合わせたキャッシュレス決済拡充の検討。

・キャリア事業者と連携して５Ｇ置局のモデルケース・モデ
ル事業を進めるとともに、東京都から受託した調査業務を通
じて、４園における５Ｇ等活用に係る事業案及び事業計画に
ついて検討中。

・前年度に策定した事業計画に基づき、５Ｇ等を活用した実
証実験を進めるなど、新たな来園者サービスを実施する。

・前年度に実施した実証実験に基づき、新たな来園者サービ
スの定常化を図るとともに、飼育展示等、多様な事業部門で
の技術活用の準備を進める。

・前年度の準備に基づき、多様な事業部門での技術活用を実
施する。

・外部有識者をアドバイザーとして招聘し、最優先の若年層
をターゲットとする情報発信策としてインスタグラムを新た
に活用した。
・若年層来園者へのアンケート結果に基づき、新たな施策の
準備を進めた。

・前年度の準備に基づき新たな施策を実施するとともに、外
部有識者の意見を取り入れながら新たなターゲットを設定
し、サービス向上策の準備を進める。

・前年度の準備に基づき新たな施策を実施するとともに、外
部有識者の意見を取り入れながら、新たに設定したターゲッ
トに向けたサービス向上策の全体像について準備を進める。

・前年度の準備に基づき、新たに設定したターゲットに向け
たサービス向上策を実施する。

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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メール等の代替手段への変更について関係機関等と調整を進めている。
送信相手先都合により対応できないものを除き、原則社内からのＦＡＸ送信は禁止とす
る。また、取引先等と調整を図り、2021年度のFAX送受信件数を減少させるとともに、受
信の電子化を徹底し、2021年度のFAX送受信件数を98％減少させる（2019年度比）

一部会議のWeb開催、印刷時の両面印刷等の原則化などにより、ペーパーレスの推進に取
り組んでいる。

Web会議の更なる推進や、印刷時の２アップ（１枚の紙に２枚分を印刷）の推進などによ
り、本社において2021年度のコピー用紙総使用量を40%減少させるとともに、全社では
10%減少させる（2019年度比）

使用料等の徴収業務は全てキャッシュレスを実現している。 キャッシュレス対応を継続して実施する。

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

(公財)東京動物園協会

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

５
つ
の
レ
ス

はんこレス 団体の規程等の改正により対応が可能なはんこレス対応について検討を進めている。
団体の規程等の改正により対応が可能な手続等については、2021年度末までに規程等の改
正を進めはんこレス化を推進する。

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

団体の規程等の改正により対応が可能な手続等のデジタル化について検討を進めている。
団体の規程等の改正により対応が可能な手続等については、2021年度末までに規程等の改
正を進め手続きのデジタル化を推進する。

キャッシュレス

タッチレス
・「来園」「電話」「書簡」により動物相談を受け付けており、非接触により相談業務を
実施している（非接触である電話相談が約７割）。
・WEBにより実施可能な講習会は非接触型で開催した。

・相談業務については、引き続き現状を維持していく。
・講習会等については、非接触型での開催が可能なものについては引き続き実施し、それ
以外のものについては試行・効果検証を行う。

テレワーク
飼育現場や売店・レストランなどテレワークが困難な職場以外は、業務状況等を踏まえテ
レワークを実施している（週１回以上）

テレワーク困難職場以外の職員は引き続きテレワークを実施する（実施率40％）。
※「実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数」により算出

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

ニーズに応える公園運営
見
直
し

2,3

【目標①】・新規来園者の掘起しやリピーターの拡充など公園の利用促進を引き続き
　　　　　　図っていくとともに、ニーズが更に多様化する新しい日常下において、
　　　　　　2021年度に公園の分類毎に都民の評価を測る新たな評価指標の設定を
　　　　　　行い、2023年度に向け、向上させていくことを目標とする。

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
２

さらなるDXの推進による
組織力の向上

見
直
し

1

【目標①】・2023年度の超過勤務時間8％減
　　　　　　＊2019年度比12,000時間減
【目標②】・文書管理システムを中心として、台帳管理、人事、POS、財務会計の主要
　　　　　　4システムを連携させる。
【目標③】・公園緑地とそれに関係する多様な情報・サービスを連結させた
　　　　　　利便性の高いホームページへの改修

組織
運営

〇 〇 〇

戦
略
３

財政基盤の安定化と公益
事業の継続的推進のため
の収益事業展開

見
直
し

3
【目標①】・新規事業の展開などによる収益向上と既存の運営方法の見直しによる
　　　　　　収支構造の改善を図り、2023年度までに経常利益  三ヵ年合計10億円を目標
　　　　　　とする。

事業
運営

〇 〇 〇 〇

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京都公園協会 （所管局） 建設局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①

①

（様式２）
(公財)東京都公園協会

戦略１ ニーズに応える公園運営
事業
運営

コロナ禍において、公園の利用者数も全体的に減少しているものの、住宅街の公園など一部の公園では利用者が大幅に増加している公園もある。新しい日常に
おける都民ニーズの変化を的確に捉えた公園運営を行う必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆ニーズが多様化・高度化し、都立公園の多
面的活用が推進される中で、新型コロナウイ
ルス感染症拡大の影響による生活の変化に伴
い、公園の利用にも変化が生じてきている。

◆公園の特性に応じた多様な主体と協働した
公園マネジメントの推進に向けて、4公園に
おいてエリアマネジメント協議会等、地域と
の協働によるプロジェクトを立ち上げるなど
着実に取組を進めている。

◆こうしたなか、都の政策連携団体として、
ポストコロナを見据え「新しい日常」に対応
した公園運営のあり方を模索し、ニーズに応
える公園改革を推進していく必要がある。

◆各公園の特性やニーズ、ポテンシャルを分
析し、ニーズに応える公園運営に資する改革
案を都に提言、実施する。

◆公園の特性に応じた多様な主体と協働した
公園マネジメントの実現に向け、浮間公園
ガーデンカフェプロジェクトをはじめとした
地域との協働によるコミュニティの段階的な
発展、強化を果たしていく。

◆「新しい日常」における、「長い開催期間
を設定し、人々が都合の良いときに来て楽し
む、3密にならない催し」等による新たな賑
わいの創出に取り組んでいく。

【目標①】
・新規来園者の掘起しやリピーター
の拡充など公園の利用促進を引き続
き図っていくとともに、ニーズが更
に多様化する新しい日常下におい
て、2021年度に公園の分類毎に都民
の評価を測る新たな評価指標の設定
を行い、2023年度に向け、向上させ
ていくことを目標とする。

公園利用の変化を見据え
た都への公園の改革案提
言

地域と一体となったマネ
ジメントの推進

「新しい日常」における
新たな使い方の提供

公園に対する都民の評価
を測る調査の設計・実施
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
・コロナ禍における利用の変化や利用ニーズを調査し、平成
30年度に行った公園分析及び主要10公園（※）の地域特
性・ニーズ分析の更新を実施中
※ 日比谷・代々木・葛西臨海・木場・小金井・砧・駒沢オ
リンピック・光が丘・舎人・水元

・ニーズとポテンシャルの分析に基づき、規制緩和による賑
わい創出や、雨や暑さを避ける休憩所やキッズスペースの設
置といったサービス向上について、主要10公園を中心に具体
的改革案を検討

・前年度の検討を踏まえ、ボトルネックとなる課題への対応
策（規制緩和等）や財政面への影響を踏まえ、改革案を策定
し都に提言

・改革案の実現に向けて都と調整し実行

・4公園（城北中央公園、砧公園、木場公園、浮間公園）で
協議会を立ち上げ、地域連携による浮間ガーデンカフェプロ
ジェクト等の取組を実施
・2公園（葛西臨海公園、小金井公園）で協議会立上げを準
備中

・地域社会の向上に貢献するために、多様な主体と協働し、
公園長公園や協議会を立ち上げた公園を中心に地域のニーズ
や課題解決について計画、実施
・公園長公園等において地域との交流や出会いを促す取組を
実施

・多様な主体と協働し、公園長公園や協議会を立ち上げた公
園を中心に地域のニーズや課題解決について計画、実施、評
価・見直し
・地域との交流や出会いを促す取組を実施

・多様な主体と協働し、公園長公園や協議会を立ち上げた公
園を中心に地域のニーズや課題解決について計画、実施、評
価・見直し
・地域との交流や出会いを促す取組を実施

・カシオ計算機株式会社及び地域企業・団体と連携し、当協
会公式アプリ「TOKYO PARKS PLAY」を使用した周遊型イ
ベントとして、神代植物公園で「深大寺恋物語謎解き」を実
施しているほか、葛西臨海公園でのウォークラリー等を開発
中

・左記アプリを使用し、3密を避けながら楽しめるウォーク
ラリー（葛西臨海）、防災啓発のためのウォークラリー（防
災公園グループ）を実施
・他公園への横展開や新規取組の検討（ワーキングプレイス
設置や歴史探訪アプリ制作等）

・前年度までに実施した取組の評価・見直しを踏まえて、改
善・実施
・前年度に検討した新規取組の実施
・他公園への横展開や次年度に向けた新規取組の検討

・前年度までに実施した取組の評価・見直しを踏まえて、改
善・実施
・前年度に検討した新規取組の実施
・他公園への横展開や次年度に向けた新規取組の検討

（新規） ・調査の実施、評価指標の設定 ・運用を踏まえた成果の分析、評価指標の検証 ・運用を踏まえた成果の分析、評価指標の検証

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績

213



経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①
②

①

③

①

（様式２）
(公財)東京都公園協会

戦略２ さらなるDXの推進による組織力の向上
組織
運営

コロナ禍において、都民の生活や働き方に大きな変化がもたらされ、デジタルツールの活用が大きく進展している。DXの推進は、サービス水準や業務効率化の
向上の点で重要な課題であり、スピード感をもって対応する必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆2020年度までの経営改革プランで示した
とおり、チャットボットシステムや電子決済
システム、キャッシュレス機器の導入など
AI 導入、ICT化等の推進による業務効率化
およびコスト削減を図っている。

◆コロナ禍における社会の変化に伴い、DX
推進の動きが加速化しその重要性が高まって
おり、当協会においても、さらなる取組の推
進により組織運営の基盤を強化し、サービス
向上を図っていく必要がある。

◆ただし、コロナによる経営へのダメージは
甚大であり、投資については、この先の財政
面の回復を見ながら慎重に検討しなければな
らない

◆ICT基盤やIT環境、その他デジタルツール
を活用する上での内部環境を整備し、生産性
の向上や業務の効率化をさらに進める。

◆具体的には、複数ある業務システムの連
携、IT環境や通信ツールの改善に継続して
取り組むとともに、ホームページの改修や視
聴ニーズがさらに高まっている動画の制作環
境の整備等により広報を強化していく。

◆都立霊園抽選会のオンライン配信といっ
た、デジタルツールを活用した情報発信・
サービス向上に積極的に取り組んでいく。

【目標①】
・2023年度の超過勤務時間8％減
＊2019年度比12,000時間減

【目標②】
・文書管理システムを中心として、
台帳管理、人事、POS、財務会計の
主要4システムを連携させる。

【目標③】
・公園緑地とそれに関係する多様な
情報・サービスを連結させた利便性
の高いホームページへの改修

ICT基盤の強化に向けた
システム連携の整備

業務効率化に向けたIT環
境・通信ツールの改善・
強化

デジタルツールを活用し
た広報の強化・サービス
の拡充

他団体との情報交換会の
設置、開催（事務・事業
全般）
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
・文書管理システム（基幹システム）を導入し、業務効率化
やペーパーレス化、はんこレス化が大きく進展（電子決済率
20%）
・文書管理システムと、財務会計システム及び台帳管理シス
テムとの連携に向けた調整

・文書管理システムの完全稼働（電子決裁率95％）
・文書管理システムと台帳管理システムを連携実現
・文書管理システムと人事システム、POSシステム及び財務
会計システムとの連携に向けた調整

・文書管理システムと人事システムの連携実現
・文書管理システムとPOSシステムの連携実現
・文書管理システムと財務会計システムとの連携に向けた調
整

・文書管理システムと財務会計システムの連携実現

・業務効率化に向けたクラウドPBXの導入検討
・固定電話のスマートフォンへの切替を決定

・DXの推進に向けた新規サーバの導入
・社内ネットワークの改善によるテレワーク環境の改善
・リモート会議やテレワーク等を円滑に行うためのPCのバー
ジョンアップ（230/全760台）を実施
・スマートフォン300台を導入

・社内ネットワークの改善によるテレワーク環境の改善
・PCのバージョンアップ（210/全760台）を実施

・PCのバージョンアップ（200/全760台）を実施

（新規）
・積極的広報展開のための組織体制の確立及び広報戦略の策
定
・動画配信に関する社内ルールの策定

・組織内の効率的な情報共有に向けたナレッジシステムの構
築・運用開始
・ホームページの改修に向けて、公園緑地とそれに関係する
情報・サービスの収集及び整理、多様な主体との折衝

・公園緑地とそれに関係する情報やサービスを連結させた
ホームページへの改修

（新規）
・建設局3団体による情報交換会の設置
・デジタル化推進等に係る情報交換会の実施（年2回）

・デジタル化推進等に係る情報交換会の継続（年2回）
・他団体好事例の社内活用等

・デジタル化推進等に係る情報交換会の継続（年2回）
・他団体好事例の社内活用等

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①

①

（様式２）
(公財)東京都公園協会

戦略３
財政基盤の安定化と公益事業の継続的推進のための収益事
業展開

事業
運営

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、収益事業の経常利益が前年比▲821百万円（2019年度決算：306百万円 → 2020年度補正予算：▲515百万円）に落
ち込む見込みである。これに伴い、一般正味財産が大きく減少し、今後の安定的な公益事業運営が危ぶまれる状況にある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆2020年度の収益事業は、新型コロナウイ
ルス感染症拡大の影響で、売店、駐車場等の
収益施設の休業を余儀なくされ、およそ3億
円の赤字決算となる見込みである。これによ
り、財政基盤も甚大な影響を受け、この回復
が大きな課題となっている。

◆近年、駐車場の占用料の増加や、職員構成
の大半を占める臨時職員の賃金改定など経営
経費の増加リスクも踏まえた上で、公益目的
事業に還元する利益を安定的に確保する必要
がある。

◆収支の分析を踏まえ、収益向上とコスト縮
減に取り組み、経常利益を確保して財政運営
の安定化を図る。また、公益事業の充実のた
めに、原資を確保する収益事業を積極的に展
開するとともに、さらなるサービスの向上を
図る。

◆これに向けて、事業領域の拡大、便益施設
のリニューアルによる収益向上に取り組む。
また、ケータリング出店の拡大やバーベ
キュー事業の強化とともに新たな事業の開発
に取り組み、魅力的な収益事業を展開する。

◆脱炭素・５G時代に向けて、新たな技術の
導入により、サービス向上を図る。

【目標①】
・新規事業の展開などによる収益向
上と既存の運営方法の見直しによる
収支構造の改善を図り、2023年度ま
でに経常利益 三ヵ年合計10億円を
目標とする。

収益施設の新設による事
業領域の拡大

施設のリニューアル及び
新たな業務形態の展開に
よる収益向上

新しい日常における魅力
的な収益事業展開

未来を見据えたサービス
向上のための収益事業展
開
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・新規収益事業の事業スキーム等について都と調整中
・新規収益事業の提案を国及び都と調整
・民間の飲食店事業者を公募
・民間事業者による施設設計

・民間事業者による工事 ・新規収益事業の開業

・前経営改革プランの3ヵ年においては、葛西臨海公園クリ
スタルカフェほか2店舗を新設、パークス小金井ほか3店舗を
リニューアル

・ニーズ・ポテンシャルの分析に基づき、都民サービス向上
と収益向上を狙いリニューアル計画を立案

・売店2店舗をリニューアル ・売店2店舗をリニューアル

・魅力的な収益事業の展開として、ケータリング出店、売店
でのフェア開催、飲食店テイクアウトメニューを導入
・前経営改革プランでは、ブライダルも可能な屋外レストラ
ンの葛西臨海公園ソラミドBBQ、バーベキュー施設として木
場BBQ売店を新設

・イベント時など集客に併せてケータリング出店数を拡大
（120%）
・BBQサイト数拡充、ナイター利用について都に提案
・コロナによって高まった屋外での飲食やテイクアウト等の
ニーズに応える新たな事業展開を検討

・ケータリング出店の継続的な効果検証と改善
・BBQサイト数拡充、ナイター利用について実施
・検討結果をもとに新たな魅力的収益事業を都に提案

・ケータリング出店の継続的な効果検証と改善
・BBQ事業の効果検証と改善
・新たな魅力的な収益事業の実施

・環境局と連携してEV充電器を6駐車場6基設置供用、1公園
10基を設置準備中
・キャッシュレス機器を設置（9台設置済、全駐車場設置予
定）
・フリーWi‒Fi機器を設置準備中（45駐車場）
・Webによる駐車場満空情報の配信（48駐車場）

・EV充電器を設置（2公園15基）
・キャッシュレス機器を設置（2駐車場2台）
・駐車場におけるフリーWi‒Fiの設置（2駐車場）
・Webによる駐車場満空情報の配信（2駐車場）

・EV充電器を設置（2公園16基）
・駐車場におけるサービス向上について検討・改善

・EV充電器の追加設置について検討
・駐車場におけるサービス向上について検討・改善

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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「事故等発生第一報メモ」等の報告方法がFAXを用いての報告から、Word様式の事故報告
書をメールに添付して東京都ほか関連部署へ送信ＦＡＸからメールを用いての報告に変更
（2019年12月から試行、2020年4月1日から本格実施）となったことにより、2019年度
に比べ、公園サービスセンター等のFAX送受信回数は減少している。

FAX送受信について、ペーパレスFAX等の機能の導入を検討し、送信相手先都合により対
応できないものを除き、2019年度のFAX送受信件数から98%減少させる。(本社・2021年
10月対象・例外除く）

2019年度から取組を開始し、2019年度は2017年度比15%減を達成した。具体的には、
文書管理システムの新規導入、旅費システム・勤怠システムの活用、電子入札の活用、タ
ブレット導入による会議のペーパレス化、研修資料の外注などに取り組んでいる。

コピー用紙：2017年度比▲50％

①水上バス（一般運航便）発着場2施設に電子マネー対応の券売機を導入済み。
②８駐車場、売店・飲食店13店舗、自動販売機１２３台のキャッシュレス端末を導入済
み。
③オンライン募金(Jcoin Pay)導入にあたり調整中

①発券機を導入するスペースのない発着場においても、Airペイ等の導入の検討を行う。
②全ての売店・飲食店及び駐車場キャッシュレス化（全売店・飲食店店舗及び観光バス専
用と閉鎖中の駐車場を除く全駐車場）についてはすべてのキャッシュレス化を完了
③オンライン募金(Jcoin Pay)導入完了

テレワーク 在宅勤務可能な職員180人に対し、テレワーク端末180台導入
テレワーク可能な職員については月４０％※(実施対象時期は業務に応じて設定)
※「実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数」により算出

キャッシュレス

タッチレス
①緑と水の市民カレッジにて開催している講座等のオンライン化を推進・実施し、オンラ
イン上での予約対応を開始
②キッズリアムにて屋外プログラムに加えオンラインプログラムを開催

有料ウェブ講座非接触型オンラインプログラム開催の本格実施

５
つ
の
レ
ス

はんこレス
①押印の定めのある手続きのうち、規定等の改正により押印廃止が可能かどうか等検討を
行っている。
②文書管理システムについて、導入を完了しており試行運用を実施している。

①押印の定めのある手続きについて、内容について見直しを行い、改正が可能なものにつ
いては全規定改正を行う。
②2021年4月からは試行運用の結果を元に、財務会計システム等他システムとのシステム
連携に向けての調整を完了させる。

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

①都市緑化基金事業におけるオンライン募金導入等に向け、必要な協会規定等の改定につ
いて検討している。
②旅費システムの導入が完了している。

①協会規定等の改定により、デジタル化の対応が可能な手続き等については全件規程改正
を行う。

(公財)東京都公園協会

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

道路事業の着実な実施に
よる都への貢献

新
規

【目標①】延べ30kmの無電柱化事業の着手
【目標②】橋梁長寿命化事業の施工に加え、詳細設計の受託検討
【目標③】都からの用地取得の受託拡大（特に困難度の高い路線については、新たな
　　　　　手法を取り入れ、用地取得を開始）

事業
運営

〇 〇

戦
略
２

都の政策と連携した駐車
場事業の推進

見
直
し

5

【目標①】都の重要施策に貢献する先駆的な駐車対策の推進（ZEV用充電設備は、
　　　　　原則、収容台数10台以上の時間制駐車場に100%導入）
【目標②】キャッシュレス化の推進による利用者の利便性向上の実現（キャッシュ
　　　　　レス精算機器は、原則、収容台数10台以上の時間制駐車場に100%導入）

事業
運営

〇 〇

戦
略
３

専門家集団形成に向けた
職員の確保・育成

継
続

2,3

【目標①】固有職員（事務・土木・電気職）の確保策の強化による必要人員数の充足
【目標②】専門家（スペシャリスト）の育成に向けた技術継承及び資格取得の促進
　　　　　（補償業務管理士：延べ5名合格、7部門全てにおいて1名以上の資格
　　　　　保有者を輩出）（土木施工管理技士：延べ10名合格）

組織
運営

〇 〇

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京都道路整備保全公社 （所管局） 建設局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

個別取組事項

◆無電柱化は、現在、都から63箇所、整備
延長124.7kmを受託しており、今後、都の
無電柱化加速化戦略(仮称)により受託増が見
込まれるとともに、多摩地域の工事が本格化
するため、事業の効率的な執行が必要であ
る。

◆橋梁長寿命化は、現在、都から5橋を受託
し、設計は都が行い、照査・積算・施工は公
社が行っているが、照査の段階で設計思想の
確認や設計変更に時間を要している。このた
め、業務の進め方改善や設計精度の向上が必
要である。

◆道路用地取得は、今後の業務量も踏まえて
積極的に受託するとともに、専門家集団とし
て困難度の高い路線に取り組んでいくことが
求められている。

◆高い技術力を維持し、取組を加速する実施
体制を構築するため、無電柱化本体工事が本
格化する地域の施工マネジメントの強化や手
続きを効率化し、事業者との協力により、工
期短縮、コスト縮減の取組を着実に推進して
いく。

◆橋梁長寿命化事業における詳細設計から工
事施工までを一貫して公社が実施できるよ
う、技術力向上に向けて都との人事交流など
の検討・調整を進める。

◆防災・渋滞解消等の事業効果の高い路線や
マンション用地の取得を受託するとともに、
特に困難度の高い路線については、公社のノ
ウハウを活かし、計画的かつ効率的な用地取
得の方策を都に提案していく。

【目標①】
延べ30kmの無電柱化事業の着手

【目標②】
橋梁長寿命化事業の施工に加え、詳
細設計の受託検討

【目標③】
都からの用地取得の受託拡大
（特に困難度の高い路線について
は、新たな手法を取り入れ、用地取
得を開始）

施工マネジメントの強化
（多摩地域の施工体制整
備）

橋梁長寿命化事業に係る
詳細設計の受託に向けた
検討

新たな手法による困難路
線の用地取得開始及び課
題解決策の提言

東京の道路行政を支える政策連携団体として、「未来の東京」戦略ビジョンに掲げる無電柱化の推進、幹線道路ネットワークの構築、橋梁などの都市インフラ
の維持・更新に一層貢献していくことが求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標

（様式２）
(公財)東京都道路整備保全公社

戦略１ 道路事業の着実な実施による都への貢献
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・区部無電柱化：直近3か年平均着手実績約4km／年
　（受託路線47箇所・93.3km）
・多摩地域無電柱化：直近3か年平均着手実績約4km／年
　（受託路線16箇所・31.4km）

・区部新規事業着手路線3箇所（4㎞）
・多摩地域新規事業着手路線2箇所（6㎞）
・無電柱化の加速化のため、都と多摩地域の施工体制強化に
向けた調整を実施

・区部新規事業着手路線2箇所（4㎞）
・多摩地域新規事業着手路線3箇所（6㎞）
・多摩地域の施工体制整備

・区部新規事業着手路線2箇所（4㎞）
・多摩地域新規事業着手路線3箇所（6㎞）

・橋梁長寿命化工事２橋完成、３橋を施工中
・その２協定の締結に向けた調整を実施

・詳細設計から施工まで一貫した受託に向けた調整を実施
・都との人事交流の実施について調整

・詳細設計から施工まで一貫した受託に向けた調整を実施
・詳細設計受託に向けた体制整備の調整を実施
・都との人事交流の実施について調整

・詳細設計から施工まで一貫した受託開始
・詳細設計実施のための体制整備
・詳細設計の発注・契約
・都との人事交流の実施

（新規）

・都との協議による取得路線やマンション用地取得の受託
・特に困難度の高い路線について
　・ボトルネックとなる課題抽出に向け、認可前に用地ア
　　セスメント（事前調査）を実施
　・課題を踏まえ、都、関係事業者、公社により取得方針
　　を決定

・都との協議による取得路線やマンション用地取得の受託
・取得方針に基づき、用地説明会、土地評価、物件調査等実
施し、課題に対する解決策を都へ提言

・都との協議による取得路線やマンション用地取得の受託
・特に困難度の高い路線の用地折衝の本格実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

②

◆「ゼロエミッション東京」の実現に協力す
るため、駐車場にZEV用充電設備を設置して
きたが、「2030年までにガソリンエンジン
車の新車販売台数ゼロ」の方針を踏まえ、計
画的に設置拡大を図っていく必要がある。

◆都と連携しオートバイ駐車場の開設に取り
組んでいるが、都内には依然一定数のオート
バイの違法路上駐車が発生している。民間事
業者が整備しにくいオートバイ駐車場につい
て、引き続き公社が整備していく必要があ
る。

◆キャッシュレス化の推進に寄与するため、
引き続き駐車場のキャッシュレス精算対応を
拡大していく必要がある。

◆ZEV（FCV、EV、PHV）の普及促進に協
力するため、時間制駐車場へのZEV用充電設
備の新規設置及び台数の拡充を図るととも
に、定期制駐車場の充電設備について、利用
者ニーズを踏まえ、設置する。

◆オートバイの駐車需要に対し駐車場が不足
している地域を中心に、更なるオートバイ駐
車スペースの拡充を図る。

◆駐車場における多様な決済手段に対応した
キャッシュレス精算機器の調査検討・導入に
より、駐車場利用者の更なる利便性の向上と
キャッシュレス化の推進を図る。

【目標①】
都の重要施策に貢献する先駆的な駐
車対策の推進
（ZEV用充電設備は、原則、収容台
数10台以上の時間制駐車場に100%
導入）

【目標②】
キャッシュレス化の推進による利用
者の利便性向上の実現
（キャッシュレス精算機器は、原
則、収容台数10台以上の時間制駐車
場に100%導入）

脱ガソリン社会の実現に
向けたZEV用充電設備の
設置拡充

効果的なオートバイ駐車
スペースの拡充

多様な決済手段に対応し
たキャッシュレス機器の
調査検討・導入

「ゼロエミッション東京」や「キャッシュレス化」及び「違法路上駐車対策」などの都政策との連携に加え、「脱ガソリン社会の実現」に向けた新たな課題に
積極的に対応し、公益法人として、円滑な道路交通の確保、都市環境の改善等に資する公益的・先駆的施策をより一層実践する必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都道路整備保全公社

戦略２ 都の政策と連携した駐車場事業の推進
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・公社駐車場におけるZEV用充電設備の設置数：34場・44
基
（うち収容台数10台以上の時間制駐車場におけるZEV用充電
設備の導入率：61％）

・対象駐車場について、EV用充電設備の設置スペースの調査
を実施し、新たに10基を設置

・2021年度の調査結果に基づき、新たに10基を設置 ・2021年度の調査結果に基づき、新たに10基を設置

・公社駐車場におけるオートバイ駐車場：60場・1,224台
・既設駐車場のデットスペースの調査や新規の事業用地開発
等を行い、新たに10台のオートバイスペースを設置

・既設駐車場の利用状況に基づく形態変更の可否調査や新規
事業用地開発等を行い、新たに10台のオートバイスペースを
設置

・既設駐車場の利用状況に基づく形態変更の可否調査や新規
事業用地開発等を行い、新たに10台のオートバイスペースを
設置

・公社駐車場におけるキャッシュレス対応駐車場：35場
（うち収容台数10台以上の時間制駐車場におけるキャッシュ
レス導入率：42％）

・対象駐車場の利用状況調査を実施し、優先順位を定め、
キャッシュレス対応機器を新たに5場導入
・多様な決済手段に対応した機器の検討

・優先順位の再検証を実施し、キャッシュレス対応機器を新
たに15場導入
・多様な決済手段に対応した新たな機器を導入

・優先順位の再検証を実施し、キャッシュレス対応機器を新
たに15場導入

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

②

②

①,②

◆これまで、技術系職員の確保に向け、学校
訪問、インターンシップ等の取組みを実施し
一定の成果を挙げてきた。しかしながら、新
卒者においては公務員志望が多く、内定辞退
率が高くなっている。また、経験者において
も募集回数増等に取り組んできたが、応募が
少ない状況が続いており、無電柱化推進事業
等の受託増加に対応していくには、依然、土
木・電気職の採用数が不足している状況にあ
る。

◆用地取得事務従事職員の約5割、無電柱化
等に従事する土木技術職員の約6割が60歳以
上と高齢化が進展しており、都退職者の採用
が困難な状況が続いていることから、高齢職
員の退職に伴う高度な技術・ノウハウの喪失
による事業の停滞が懸念される。

◆職員確保に向けた採用体制の強化及び
Web会社説明会など、オンラインを活用し
た採用活動の充実により、特に不足している
土木・電気の技術職員の採用・必要人員数の
充足を図る。

◆都退職者の採用減少に対応するため、引き
続き技術職員の技術・ノウハウ継承に向け、
育成研修システムを活用するとともに、嘱託
職員から固有職員への計画的な振替、派遣研
修を継続して実施し、専門家集団の形成によ
る事業執行能力の強化を図る。

【目標①】
固有職員（事務・土木・電気職）の
確保策の強化による必要人員数の充
足

【目標②】
専門家（スペシャリスト）の育成に
向けた技術継承及び資格取得の促進
（補償業務管理士：延べ5名合格、7
部門全てにおいて1名以上の資格保
有者を輩出）
（土木施工管理技士：延べ10名合
格）

採用体制強化及び採用活
動充実

嘱託から固有への計画的
な振替の継続実施（用
地・土木）

固有職員の都への派遣研
修の継続及び人事交流の
検討

用地補償業務管理士、土
木施工管理技士の資格取
得の推進

他団体との情報交換会の
設置、開催（事務・事業
全般）

国・地方公共団体、民間企業等との採用競合や、土木・電気技術職員の人員不足により、公社の採用募集に対する応募が少なく職員の確保が困難な状況が続い
ている。また、都退職者の減少により道路事業等のノウハウを持つ人材の確保も困難となっている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(公財)東京都道路整備保全公社

戦略３ 専門家集団形成に向けた職員の確保・育成
組織
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・インターンシップの拡充、筆記選考のWeb実施等、採用･
選考活動を拡充

・採用体制強化に向け都と調整を実施
・採用動画（会社・業務紹介）の作成･活用〔経験者、新
卒〕
・ダイレクトリクルーティングの試行〔経験者〕
・学校訪問、インターンシップ等の実施〔新卒〕

・採用体制の整備
・ダイレクトリクルーティングの本格実施〔経験者〕
・Web会社説明会の試行〔新卒〕
・学校訪問、インターンシップ等の拡充〔新卒〕

・2022年度までの実績等を踏まえ、必要に応じて採用方法
を検証･検討

・振替計画に基づき4名の振替を実施
・振替計画に基づき2021年度の固有振替（土木1名、用地2
名）について調整
・事業量等を踏まえ、振替計画に追加し2021年度の固有振
替（土木2名）について調整

・育成研修システム等の活用により、技術・ノウハウの継承
を図り、固有職員（5名）の振替を実施
・振替計画に基づき2022年度の固有振替（4名）について調
整
・次期振替計画（2023～2027年度の5ヵ年）の検討

・育成研修システム等の活用により、技術・ノウハウの継承
を図り、固有職員（4名）の振替を実施
・都方針による事業量及び新振替計画（2023～2027）に応
じた固有振替数について調整

・新振替計画（2023～2027）に基づく固有職員の振替を実
施
・都方針による事業量及び新振替計画（2023～2027）に応
じた固有振替数について調整

・固有職員の都への派遣研修を実施（土木技術職員1名、用
地取得事務従事職員2名）

・固有職員の都への派遣研修を継続実施（土木技術職員1
名、用地取得事務従事職員2名、電気技術職員1名（新規））
・都との人事交流の実施について調整【再掲】

・固有職員の都への派遣研修を継続実施（土木技術職員１
名、用地取得事務従事職員２名、電気技術職員１名）
・都との人事交流の実施について調整【再掲】

・固有職員の都への派遣研修を継続実施（土木技術職員１
名、用地取得事務従事職員２名、電気技術職員１名）
・都との人事交流の実施【再掲】
・派遣先、人数等について検証

・用地補償業務管理士資格取得に向けた研修を実施
・７名受験予定

・用地補償業務管理士の資格取得研修の継続実施（７名受
講、2名合格）
・土木施工管理技士の資格取得研修の新規実施
（9名受講、3名合格）

・用地補償業務管理士の資格取得研修の継続実施（6名受
講、2名合格）
・土木施工管理技士の資格取得研修の継続実施
（11名受講、3名合格）

・用地補償業務管理士及び総合補償士の資格取得研修の実施
（4名受講、1名合格）
・土木施工管理技士の資格取得研修の継続実施
（12名受講、4名合格）

（新規）

・建設局3団体による情報交換会の設置
・採用、デジタル化推進等に係る情報交換会の実施（年2
回）
・業界団体との意見交換の実施

・情報交換会の継続（年2回）
・業界団体との意見交換の実施
・他団体事例の活用等

・情報交換会の継続（年2回）
・業界団体との意見交換の実施
・他団体事例の活用等

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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メール等の代替手段に変更可能なものは随時切り替えを実施し、ＦＡＸレスの推進に取り
組んでいる。

・原則社内からのＦＡＸ送信は禁止とする。
・受信に関しても関係各所にFAX以外の利用協力を求めるとともに、受信の電子化を徹底
し、2021年度のFAX送受信件数を98%減少させる。（2019年度比）

一部社内会議にWeb会議システムを活用するなど、ペーパーレスの推進に取り組んでい
る。

Web会議システムの活用の更なる推進や、印刷に本人認証が必要なICカード認証プリン
ターの導入で、無駄な印刷を極力排除する。これらの取組を行い、本社総務部における
2021年11月のコピー用紙総使用量を40%減少（2019年11月比）させるとともに、全社
では年間15%減少（2019年度比）させる。

駐車場のうち、指定管理をしている東京都駐車場６場については対応済み。2020年度は公
社時間制駐車場のうちガーデンパーク六本木駐車場他9場で電子マネーに対応したキャッ
シュレス端末を導入している。

公社駐車場におけるキャッスレス化の推進については、戦略２を参照

テレワーク
モバイルＷｉ－Ｆｉの導入など、テレワーク端末を整備し、テレワーク実施率20％※と
なっている。
※「実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数」により算出

モバイルＷｉ－Ｆｉの追加導入、小型ＰＣの導入等により、2021年11月のテレワーク実
施率※は40%とする。
※「実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数」により算出

キャッシュレス

タッチレス 講習会等における非接触型での開催の検討している。 講習会等における非接触型での開催が可能なものから試行する。

５
つ
の
レ
ス

はんこレス
押印の定めがある手続きのうち団体の規程等の改正により対応が可能な手続等について
は、件数が多い案件を優先し、順次規程等の改正を検討している。

・押印の定めがある手続きのうち団体の規程等の改正により対応が可能な手続等について
は、2021年度末までに規程等の改正を完了させる。

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

団体の規程等の改正により対応が可能な手続等については、件数が多い案件を優先し、順
次規程等の改正を検討している。

・PT設置により、事務事業の高度化・効率化に向け、全社的にデジタル化を推進する。
・対応が可能な手続等について、デジタル化を推進することで、オンラインで完結できる
システム等の整備を完了させる。

(公財)東京都道路整備保全公社

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

外部人材の確保と提供
継
続

2

【目標➀】学校のニーズに応じた人材を紹介し、教員の負担軽減に寄与
　※求人:4,000人 ※マッチング:4,000～8,000人 ※学校満足度：80％
【目標➁】多様な人材を確保し、登録者の専門性の発揮等により教育の質の向上に寄与
　※人材登録：15,000人
　※モデル事例の創出

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
２

学校教育活動への高度か
つ専門的支援

継
続

4

【目標①】全都立学校を対象に法律相談を実施し、相談に適切・迅速に対応
　※相談対応件数：年間250件　※満足度80%
【目標②】都内公立学校の実情や特色に合った国際交流の実施を支援
　※3年間で延べ約2,000件のマッチングを支援
（注）コロナ感染症の世界的流行により海外交流希望の減少の恐れあり

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
３

学校事務の集約化・効率
化

継
続

3

【目標①】全校の実査や図面等のデータベース化により、迅速で的確な修繕工事を実施
【目標②】工事店に石綿対応の研修や指導等を行い、事前報告の必要な工事について漏れ
なく実施
【目標③】就学支援金事務等の都立学校における共通事務の受託に向けた業務執行体制の
構築

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
４

多角的な事業展開を可能
とする強固で柔軟な組織
体制の強化・推進

継
続

1

【目標①】公益財団法人化及び内部決裁電子化　※電子決裁率原則100％
【目標②】優秀な人材の確保・育成　※研修満足度80%
【目標③】アフターコロナ時代の新たな働き方を実践　※テレワーク実施週３日以上
【目標④】学校現場や都民等が、学校課題解決の一手段として各事業を認知

組織
運営

〇 〇 〇

戦
略
５

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

都長期
戦略

（様式１）

(一財)東京学校支援機構 （所管局） 教育庁

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

①

②

②

（様式２）
(一財)東京学校支援機構

戦略１ 外部人材の確保と提供
事業
運営

教職員の負担軽減と学校教育の質の向上を図るため、都内公立学校において外部人材を一層活用した学校経営・指導体制を構築する必要がある。
そのために、機構において、多様な外部人材を安定的に確保する人材バンクを運営し、学校のニーズに応じた人材紹介を進めていく必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆学校のニーズに応じた適切な外部人材（サ
ポーター）を学校に紹介するとともに、学校
に対してサポーターの一層の活用を促してい
くため、多様なサポーターを安定的に確保
し、積極的に学校とサポーターとのマッチン
グを図っていく必要がある。

◆登録しているサポーターにとってやりがい
のある学校支援活動を紹介するため、個々の
サポーターの専門性や学校での活動状況を踏
まえた活躍の場を広く提供していく必要があ
る。

◆コーディネーターが学校のニーズを掘り起
こし、きめ細かいマッチングを行うことで成
功事例を創出、PRし、学校に一層の外部人
材活用を促す。

◆様々な媒体を通じた広報活動を計画的に展
開し、サポーターを広く確保する。さらに、
大学、企業・団体、地域から、学校のニーズ
に応じた専門性ある人材開拓を進める。

◆Withコロナ・Afterコロナに対応した人材
やICT等、新たな教育課題に対応した人材を
確保し、学校での活用を促す。

◆登録希望者の登録前研修や登録後のスキル
アップ研修等によりサポーターのスキルアッ
プを図る。

【目標➀】学校のニーズに応じた人
材を紹介し、教員の負担軽減に寄与
　※求人:4,000人
　※マッチング:4,000～8,000人
　※学校満足度：80％

【目標➁】多様な人材を確保し、登
録者の専門性の発揮等により教育の
質の向上に寄与
　※人材登録：15,000人
　※モデル事例の創出

学校と登録者とのマッチ
ングサポートの強化

広報活動の展開や大学・
企業等との連携による登
録者の拡大

外部人材を活用した成功
事例の創出・普及と人材
の活用促進

新たな教育課題に対応し
た人材の確保と活用促進

登録者がやりがいをもっ
て活動するための仕組み
の構築
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・地区担当のコーディネーターによるマッチングの実施
・サポーター向けメールマガジンによる求人への応募の促進
（３回）
⇒学校からの求人：1,906人、マッチング：1,504件

・学校へのアプローチを強化し、学校ニーズに応じたマッチ
ングを推進
・教育委員会・学校との連絡会等を通じ、事例等を周知し活
用を促進
・学校へのニーズと満足度調査の実施と業務改善
（求人3,000人、マッチング3,000～6,000件）

・学校へのアプローチを強化し、学校ニーズに応じたマッチ
ングを推進
・教育委員会・学校との連絡会等を通じ、事例等を周知し活
用を促進
・学校へのニーズと満足度調査の実施と業務改善
（求人3,500人、マッチング3,500～7,000件）

・学校へのアプローチを強化し、学校ニーズに応じたマッチ
ングを推進
・教育委員会・学校との連絡会等を通じ、事例等を周知し活
用を促進
・学校へのニーズと満足度調査の実施と業務改善
（求人4,000人、マッチング4,000～8,000件）

・広報紙、業界紙、電車内広告等を活用した広報
・団体（大学・企業等）への働きかけ・連携による登録者の
拡大
⇒サポーター登録：6,984人(個人3,484人、57団体(3,600
人))

・各種広報活動の展開
・シンポジウムの開催
・人材確保に向けた、大学、企業・団体等との連携協議会
（事例紹介、人材確保策の検討等）の開催
・区市町村の地域学校協働本部・人材バンクとの連携
（サポーター登録：11,000人）

・各種広報活動の展開
・シンポジウムの開催
・人材確保に向けた、大学、企業・団体等との連携協議会の
開催
・区市町村の多様な地域人材との連携体制の構築
（サポーター登録：13,000人）

・各種広報活動の展開
・シンポジウムの開催
・人材確保に向けた、大学、企業・団体等との連携協議会の
開催
・区市町村の多様な地域人材との連携強化
（サポーター登録：15,000人）

・学校とサポーターの声を掲載した好事例集（サポーター活
動事例ファイル）を校長会や学校等へ配布
・学校に向け、サポーターの活用機運醸成のためのシンポジ
ウムの開催（８月）、人材バンクニュースの発行（12月）

・学校への好事例ヒアリング調査の実施
・学校における外部人材活用の推進（サポーター活動事例
ファイルや人材バンクニュースの発行、座談会の実施等）
・学校における外部人材活用促進検討会の開催（事業の在り
方、学校や教育委員会への提案等を検討）

・学校への好事例ヒアリング調査の実施
・学校における外部人材活用の推進（サポーター活動事例
ファイル等の発行、活用促進研修会の開催等）
・学校における外部人材活用促進検討会の開催
・学校種別、活動分野、地域の実情等に応じた人材活用策の
提案

・学校への好事例ヒアリング調査の実施
・学校における外部人材活用の推進（サポーター活動事例
ファイル等の発行、活用促進研修会の開催等）
・学校における外部人材活用促進検討会の開催
・学校種別、活動分野、地域の実情等に応じた人材活用策の
提案

・新型コロナウイルス感染症対策等を踏まえ、オンラインを
活用した外部人材活用のモデル実施

・検討会も踏まえ、ICTを活用した学習を支援するための人
材の確保、国際交流コンシェルジュと連携した外国語学習等
の専門的人材の確保、学生・企業等の力を活用した支援など
モデル事例を創出
・オンラインによる外部人材活用事例の周知と学校での活用
促進

・検討会も踏まえ、ICTを活用した学習を支援するための人
材の確保、国際交流コンシェルジュと連携した外国語学習等
の専門的人材の確保、学生・企業等の力を活用した支援など
モデル事例を創出
・オンラインによる外部人材活用事例の周知と学校での活用
促進

・検討会も踏まえ、ICTを活用した学習を支援するための人
材の確保、国際交流コンシェルジュと連携した外国語学習等
の専門的人材の確保、学生・企業等の力を活用した支援など
モデル事例を創出
・オンラインによる外部人材活用事例の周知と学校での活用
促進

・学校活動未経験者（全員）に対する登録前研修・面談の実
施（1,957人）
・登録者へのスキルアップ研修（オンライン）の実施（3
回・806人）

・登録前研修・面談や登録者スキルアップ研修の充実（オン
ライン等の活用促進）
・優秀事例の紹介などサポーターのインセンティブとなる取
組の実施

・登録前研修・面談や登録者スキルアップ研修の充実（オン
ライン等の活用促進）
・優秀事例の紹介や専門性を発揮できる機会の創出など、サ
ポーターのインセンティブとなる取組の実施

・登録前研修・面談や登録者スキルアップ研修の充実（オン
ライン等の活用促進）
・優秀事例の紹介や専門性を発揮できる機会の創出など、サ
ポーターのインセンティブとなる取組の実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①

②

②

（様式２）
(一財)東京学校支援機構

戦略２ 学校教育活動への高度かつ専門的支援
事業
運営

教育課題の複雑化・高度化や国際化の進展等にともない、教育施策や学校の課題が多様化し、教職員の負担が増加している。
教員が児童・生徒への指導等に専念できる環境を作るため、専門的な支援が求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆学校法律相談デスク事業では、都立学校へ
の周知により認知度が向上し、11月までに
相談件数61件、36校が利用し、うち10校は
複数回利用している。
　学校管理職に対し、日々の学校経営に弁護
士の知見を活用できることの意義（有効性）
を実感してもらい、多くの学校が、より気軽
にかつ早期に当デスクへ相談するよう促して
いく必要がある。

◆国際交流等の教育施策の充実化に向けて、
英語による交流先の開拓・調整等教員が慣れ
ない業務を行っている事例もあり、教員の負
担軽減と国際交流の促進に向けて、きめ細か
い支援を行っていく必要がある。

◆学校法律相談デスクに相談した学校の満足
度を高めるため、学校経験豊富な機構職員と
教育分野に強い弁護士とが連携し、学校から
の相談に丁寧できめ細かく対応する。
　また、学校の積極的な相談・活用を促進す
るため、相談事例（成功事例）を蓄積し学校
に周知するとともに、教育庁関係部署と随時
情報を共有する。

◆国際交流事業等について、都教委が策定す
る実施計画に基づき、事業の進行管理や各種
業務について、各学校の実情や特色にあった
助言・支援の提供、海外教育機関との連絡調
整、留学生受け入れ業務の全体統括や、海外
との交流イベントや海外プロモーション等の
企画・実施に対応した働きかけ等具体的な調
整を行う。

【目標①】全都立学校を対象に法律
相談を実施し、相談に適切・迅速に
対応
　※相談対応件数：年間250件
　※満足度80%
【目標②】都内公立学校の実情や特
色に合った国際交流の実施を支援
　※3年間で延べ約2,000件のマッチ
ングを支援
（注）コロナ感染症の世界的流行に
より海外交流希望の減少の恐れあり

専門相談員の機構事務室
での業務従事体制を確保

相談案件の概要を関係部
署で共有し組織的な対応
を促進

事例及びデータの情報提
供を実施

国際事業を活用するよう
学校に働きかけ

教育効果の高い交流内容
へ改善するよう学校、都
教委等との調整
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・5名の専門相談員（弁護士）が週３回、輪番で従事
・相談対応件数：61件（５月下旬～11月）
・利用学校数：36校（うち複数回利用：10校）

・直接弁護士に相談できる運営を維持するために、5名程度
の専門相談員（弁護士）の確保と輪番従事を継続
・相談事例を蓄積し、より正確・迅速に対応

・直接弁護士に相談できる運営を維持するために、相談状況
等を勘案して５名以上の専門相談員（弁護士）の確保と輪番
従事を継続
・事業運営のノウハウの蓄積

・直接弁護士に相談できる運営を維持するために、相談状況
等を勘案して５名以上の専門相談員（弁護士）の確保と輪番
従事を継続
・事業運営のノウハウの蓄積

・法務監察課、学校経営支援センター、教育相談センター等
関係部署による「情報連絡会」の開催：２回（７月・11月）
・専門相談員（弁護士）打合せ：１回（７月）

・情報連絡会（年3回）の実施
・専門相談員（弁護士）打合せ（年2回）の実施
・管理職向け事例説明会等の実施

・情報連絡会（年3回）の実施
・専門相談員（弁護士）打合せの実施
・「訴訟件数」減少の検証
・教職員研修センターと連携した「管理職研修」

・情報連絡会（年３回）の実施
・専門相談員（弁護士）打合せの実施
・「訴訟件数」減少の検証
・教職員研修センターと連携した「管理職研修」

・「学校法律相談デスク通信」（創刊号（９月）・第2号
（11月））の配布・メール配信
・事業の「周知カード」の配布（9月）
・相談事例集を作成中

・「学校法律相談デスク通信」年4回発行
・相談事例集の作成・配布（年度末）
・データベースの整理

・相談事例集及び解決事例集の作成・配布（年度末）
・アンケート等により「トラブル時の対応力が向上した」こ
との検証
・ICTを活用したデータベース化（学校管理職の閲覧機能も
設定）

・相談事例集及び解決事例集の作成・配布（年度末）
・アンケート等により「トラブル時の対応力が向上した」こ
との検証
・ICTを活用したデータベース化（学校管理職の閲覧機能も
設定）

新規

・オンラインも活用し、学校向けのコンシェルジュ活用説明
会を実施
・パンフレットや動画などで効果的に広報を展開
・オリパラ教育の世界ともだちプロジェクト等と連動しオリ
パラ開催を契機に学校に周知・活用を促進

・SNSやHPで事例の動画配信
・オリパラ教育のレガシーとして、学校へ活用を促進

・SNSやHPで事例の動画配信
・オリパラ教育のレガシーとして学校へ活用を促進
・ICTを活用したアーカイブ視聴やライブ配信

新規

・ICTを活用したオンラインによる交流活動の推進
・都教委や海外教育省の政策的意図を汲み、行政的観点から
調整
・教育プログラムに関する学校の意向確認、意向を反映した
教育プログラムの調整

・ICTを活用したオンラインによる交流活動の推進
・海外の新規交流先の開拓を推進を加速し、学校のニーズを
踏まえ、最適な交流先とのマッチングを支援
・オリパラ教育のレガシー等、校種（幼小中高特）それぞれ
にふさわしい内容を提案

・ICTを活用したオンラインによる交流活動の推進
・学校の希望に合う海外学校のバラエティの拡大
・オリパラ教育のレガシー等、校種（幼小中高特）それぞれ
にふさわしい内容を提案

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

（様式２）
(一財)東京学校支援機構

戦略３ 学校事務の集約化・効率化
事業
運営

学校における複雑化・多様化する課題に対し、チーム学校として対応していくためには、学校事務職員による経営参画や教員支援を一層進める必要がある。参
画・支援体制を確立するには、業務を集約するなどの事務の効率化が必要である。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆都立学校施設維持管理業務では、修繕依頼
をＦＡＸからシステムに変更し、業務効率化
を推進した。また、工事上限金額を引上げ、
バリアフリー化等の多様な修繕工事に対応し
た。
　一方、新型コロナの影響で、施設の実査や
図面収集ができず、そのため都教委等の提供
資料や学校からの写真で修繕工事に対応し
た。また、学校施設の多くは築年数が古く、
石綿含有建材を使用している施設が多く専門
的対応が必要である。

◆学校事務のセンター化では、事務の集約で
事務職員に創出される時間を活用し、学校経
営参画や教員支援の強化を図り、教員負担を
軽減する。就学支援金等の申請受付業務集約
は、本格実施に向けて受託体制の整備が必要
となる。

◆修繕工事を迅速、的確に実施するために
は、修繕対象校の図面や写真、石綿含有状況
等の資料を事前に収集しデータベース化す
る。
　石綿関係法令の改訂により、学校施設で使
用している石綿含有建材の修繕工事について
は、今後、監督庁への事前報告の対象範囲が
拡大されるため、発注者として登録工事店へ
の研修や指導を徹底し、安全・安心な施工を
推進する。

◆令和3年度申請受付業務受託にかかるモデ
ル事業を実施する。その成果を踏まえ、効率
的、効果的な事業スキームを構築する。ま
た、事務の委託・集約化の促進に向け、都の
検討スピードに即応できる体制を整備する。

【目標①】全校の実査や図面等の
データベース化により、迅速で的確
な修繕工事を実施

【目標②】工事店に石綿対応の研修
や指導等を行い、事前報告の必要な
工事について漏れなく実施

【目標③】就学支援金事務等の都立
学校における共通事務の受託に向け
た業務執行体制の構築

学校施設の実査及び図面
等のデータベース化

工事店への石綿対応の研
修や指導により、事前報
告を実施

共通事務受託体制の整備
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・現在は東京都住宅供給公社から引き継いだ図面データや、
都教委から提供を受けた資料、学校等からの修繕依頼時に修
繕箇所の写真等の提供を受けて対応（245施設　2,847件）

・修繕発注業務と並行して学校実査を行い、修繕工事に必要
な学校施設図面の選定や写真を収集
・図面のデータベース化については外部委託し成果物を業務
に活用（対象245施設の１／２程度）

・修繕発注業務と並行して学校実査を行い、修繕工事に必要
な学校施設図面の選定や写真を収集
・図面のデータベース化については外部委託し成果物を業務
に活用（対象245施設の１／２程度）

・全校の写真や図面データベースを活用し、修繕工事を効率
的に実施
・造改修工事実施校や大規模改修・改築校を中心に、毎年実
査は継続し、施設状況の確認や、データベースの更新を実施
し、業務に活用

・修繕工事にあたり、工事店に石綿含有建材の事前調査を依
頼
・事前調査により、現在、事前報告の必要な飛散レベル１及
び２の含有建材を扱う修繕工事は10件程度。報告義務のない
飛散レベル３の含有建材を対象とした工事は約1,000件程度

・登録工事店の募集や説明会において、R4.4月から監督庁へ
の事前報告の必要な工事に、飛散レベル３の石綿含有建材が
追加される点やシステムで報告する点を周知
・また、事前報告は、R5.10月から有資格者に限定される点
を周知し資格取得を促す。

・登録工事店の募集や説明会において、事前報告の対象工事
に、新たに飛散レベル３の石綿含有建材の修繕工事が追加さ
れたことを周知し、発注者として監督
・R５年度の登録工事店の資格基準に、石綿事前調査の有資
格者がいることを追加することを周知

・登録工事店の募集や説明会において、事前報告の対象工事
に、新たに飛散レベル３の石綿含有建材の修繕工事が追加さ
れたことを周知し、発注者として監督
・石綿事前調査の有資格者がいる工事店といない工事店で、
依頼する修繕工事内容を調整し対応

・都と連携して当面受託可能な業務範囲を確定
・令和3年度モデル事業実施に向け、実施業務の選定、具体
的な実施の方法について検討し、必要な予算、人員体制を整
備

・都立高校5校で、高等学校等就学支援金の申請受付業務に
かかるモデル事業を実施
・モデル事業の成果を踏まえ、申請受付の受託にかかる事業
スキームを構築

・全都立高校を対象に、共通事務の一部を受託開始
・受託事務の業務改善及び効率化に向けた分析の実施
・引き続き、受託可能な共通事務の事業化に向けた検討及び
体制構築を推進

・新規受託事務の着実な事業化
・2022年度受託開始事務について、前年度の分析を踏まえ
たより高度な運営の確保
・更なる受託拡大に向けた検討及び調整

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

④

（様式２）
(一財)東京学校支援機構

戦略４
多角的な事業展開を可能とする強固で柔軟な組織体制の強
化・推進

組織
運営

社会で急速なIT化が進む中、コロナの影響も重なり、テレワーク等働き方が大きく変わりつつある。
また、学校現場においても、児童・生徒の学びを止めないよう、IT化をはじめコロナに対応するための様々な取組が必要とされている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆各事業を着実に推進し、都内公立学校を多
角的に支援していくためには、事業を担う職
員の力を最大限発揮していかなければならな
い。そのためには、組織体制を盤石にすると
ともに、柔軟な働き方を選択できる職場環境
を積極的に整備していくことが必要である。

◆事業の着実な推進には、学校現場や都民・
企業・団体の理解と協力が不可欠であるが、
事業への理解は十分とはいえない状況であ
る。東京都の教育施策と学校現場を支える政
策連携団体としてのプレゼンスを発揮してい
く必要がある。

◆学校を支える公益事業を行う財団としての
信頼性を向上させるため、公益財団法人への
移行を図る。また、組織拡大による業務負担
増を抑制するため業務の効率化を図る。

◆テレワークや勤務の形態等、柔軟な働き方
を推進する環境や制度を整備し、必要な専門
的知識・経験を有する優秀な人材を確保す
る。また、研修やOJTにより職員を育成して
いくとともに、キャリアプランに係る制度を
整備し、職員が安心して働ける環境を構築す
る。

◆SNSを積極的に活用するなど効果的なPR
により、学校や都民・企業・団体等に対し
て、学校支援に関する取組内容や成果を周知
していく。

【目標①】公益財団法人化及び内部
決裁電子化
　※電子決裁率原則100％

【目標②】優秀な人材の確保・育成
　※研修満足度80%

【目標③】アフターコロナ時代の新
たな働き方を実践
　※テレワーク実施週３日以上

【目標④】学校現場や都民等が、学
校課題解決の一手段として各事業を
認知

公益財団法人への移行及
び事業拡大を見据えた組
織体制の構築

採用活動及び職員研修の
拡充

柔軟な働き方を推進する
制度・環境構築とテレ
ワークの推進

様々な媒体・広報物を活
用した積極的なPRの実施
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・組織制度・規程等の整備
・公益財団法人への移行に向けた検討、準備作業開始
・事業の拡大に備えた組織体制の検討

・公益財団法人への移行手続き（10月下旬申請）
・事業拡大を見据えた組織体制・制度の見直し・整備
・電子決裁システム及び制度検討

・公益財団法人として事業実施（年度当初から）
・公益財団法人制度に対応した運営・財務等制度対応
・事業拡大を見据えた組織体制・制度の見直し・整備
・電子決裁システムの導入

・事業拡大を見据えた組織体制・制度の見直し・整備
・例外案件の電子決定化対応検討（仕組みの見直し等）

・専門人材（技術職員）欠員募集３回実施
・正規職員登用制度の規定整備
・資格取得支援制度の構築
・機構内研修による育成

・採用説明会の開催やオンライン面接等の検討
・SNS等で職場の様子など、機構で働く魅力を発信
・固有職員の定着・キャリア形成に向けた制度構築
・資格取得支援制度の活用促進
・研修の充実（機構内研修、外部委託研修など）

・採用説明会の開催やオンライン面接等の導入
・SNS等で職場の様子など、機構で働く魅力を発信
・長期的採用計画の策定、採用募集や選考フローの更なる効
率化に向けた検討
・正規職員の登用、育成
・研修の充実（機構内研修、外部委託研修など）

・SNS等で職場の様子など、機構で働く魅力を発信
・新たな採用募集や選考フローの導入
・正規職員の登用、育成
・職員のキャリア形成支援
・研修の充実（機構内研修、外部委託研修など）

・通勤困難な職員の在宅勤務（月１０日）制度創設、周知
・全員週１回以上の在宅勤務実施

・柔軟な働き方（勤務時間、兼業）により優秀な人材の確保
が見込まれる職種の検討と制度構築
・テレワーク関連ツール（携帯電話、PC関連機器）整備
・希望する職員が週２日以上テレワーク実施

・テレワークに係る環境整備・拡充（ハンコレス、内部決
裁、勤怠管理の手続き等）
・全職員が週２日以上テレワーク実施

・テレワークにおける情報共有等、各課の効率的な取り組み
事例紹介
・週3日のテレワークをトライアルで実施（8月、９月）

・コンテンツ充実化によるHPへのアクセス数の増加
・SNS（Twitter、Facebook）を活用した機構情報のタイム
リーな発信
・学校管理職向けオンラインシンポジウムの開催

・事業紹介記事などHPコンテンツの充実
・SNSでの発信強化
・機構PR動画の作成
・インターネット調査による効果測定

・公益法人化を契機としたHPの大幅リニューアル
・SNSでの発信強化
・ロゴやキャラクターを利用した広報
・効果測定に基づいた新たな広報戦略の検討

・HPコンテンツの充実
・SNSでの発信強化
・シンポジウムなどのイベントを充実

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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契約書等のやり取りは電子データ（PDFなど）を利用し、可能な限りFAXを使
用しないようにしている。都立学校施設維持管理業務において、Web環境が
整っていない登録工事店においては、FAXによる対応が必要である。

FAX送受信を100％削減する（web非対応工事店を除く。）。また、web非対
応工事店とのFAX対応についても電子化によりペーパーレスとする。

タブレット及びペーパーレス会議ツールの導入、打合せで紙資料を原則として
使わないという職場ルールの設定・遵守、大型ディスプレイの個人配備など、
ペーパーレスの推進に取り組んでいる。

職場ルールを徹底するとともに、外部との打合せでも紙資料を使用しないな
ど、ペーパーレスをさらに推進し、コピー用紙総使用量を50％削減する
(2019年度比)。

団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し ー

テレワーク
自宅勤務に関する規程整備、オンライン会議システムやクラウド型ファイル共
有システムの導入など、テレワーク環境を整備した。

テレワーク可能な職員については月40％実施※（2021年9月対象）
※「実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数」により算出

キャッシュレス

タッチレス

対象事業であるTEPRO Supporter Bankについて、個別面談については電話
により対応、研修及びシンポジウムについてはオンラインにより対応の上、後
日シンポジウムについては動画配信を行うなど、全ての業務においてタッチレ
スに変更した。

引き続き、面談・研修・イベントについては電話やオンラインを活用し、タッ
チレスを徹底する。さらに、研修内容を後日閲覧可能とするなど、参加者の利
便性の向上を図る。

５
つ
の
レ
ス

はんこレス
押印の定めがある手続きのうち団体の規程等の改正により対応が可能な手続等
については、件数が多い案件を優先し、順次規程等を改正した。

押印の定めがある手続きのうち団体の規程等の改正により対応が可能な手続等
については、2021年度末までに全件、規程等を改正するとともに代替措置を
整備する。

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

TEPRO Supporter Bank申請登録については、システムによる電子手続きを
実施するなど、デジタル化を推進している。一方、契約関係書類など対外的に
発出する文書については、紙媒体での原本交付が必要なため、現時点ではオン
ラインで解決することが困難である。

契約関係書類など対外的な文書を除き、2021年度末までに対応が可能な手続
等については全件規程等を改正し、デジタル化を実施する。

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

(一財)東京学校支援機構

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

進め！予防講習デジタル
プロジェクト！
～講習におけるデジタル
化の推進～

見
直
し

1
【目標①】受験準備講習会における座学講習のオンライン化の実現及び受託講習等への拡
大
【目標②】受験準備講習会にて実施している全講習における電子申請・電子決済の導入

事業
運営

〇 〇 〇 〇 〇

戦
略
２

広げろ！防災展開プロ
ジェクト！
～防災ニーズに応えるた
めの新たな事業の展開～

見
直
し

2

【目標①】消防博物館のデジタル化推進による来館意欲・学習意欲の向上
【目標②】防災館における外国人や障がい者へ配慮した接遇対応の充実強化による利用者
満足度の向上
【目標③】総合防災部からセミナーの受託及びオンライン化の実現

事業
運営

〇 〇 〇 〇 〇

戦
略
３

救え！救命講習向上プロ
ジェクト！
　　～効果的な救命講習
指導の推進～

見
直
し

3

【目標①】オンライン学習（電子学習室）を活用した短縮救命講習の運用拡大（個人向
け）
【目標②】・受講者10名に対し、4体の人形、4器のAEDトレーナーの配置率100％
                ・胸骨圧迫の効果を客観的に確認できる人形の配置率100％

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
４

戦
略
５

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

都長期
戦略

（様式１）

(公財)東京防災救急協会 （所管局） 東京消防庁

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

（様式２）
(公財)東京防災救急協会

戦略１
進め！予防講習デジタルプロジェクト！
～講習におけるデジタル化の推進～

事業
運営

　東京都において「東京デジタルファースト条例」が成立され、政策連携団体においても手続等のデジタル化の推進を求められており、また、新型コロナウイ
ルス感染症拡大に伴い、人と人が接触しないようにするため、３密（密閉・密集・密接）を避ける形での講習会やセミナーを実施していく必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆当協会はこれまで、テレワークの試験的導
入や、ＷＥＢ会議システムの運用開始など、
段階的にＤＸへの取組を進めてきたが、防災
関係者の育成や応急手当普及のための各種講
習等の実施に際しては、対面形式・集合形式
を主としてきた。
◆このような状況の中、今般の新型コロナウ
イルス感染拡大を契機とし、加速度的にオン
ライン形式による講習等を推進することが求
められている。
◆さらに、「東京デジタルファースト条例」
の成立なども踏まえ、電子申請をはじめあら
ゆる分野において、都民サービス水準の更な
る向上のため、デジタル化に取り組んでいく
必要がある。

　受験準備講習会で実施している講習から講
習のオンライン化及び電子申請・決済を導入
し、段階的に他の講習へ展開していく。な
お、講習のオンライン等に対する都民ニーズ
を見極めながら、関係機関とも協議し、すべ
ての座学講習でのオンライン化の環境整備を
推進する。
　これらの取り組みを強力に推進していくべ
く、令和２年度に設置したＤＸ推進検討委員
会を中心に、有識者の知見や先進的取組を
行っている団体のノウハウなどを取り入れな
がら、ＩＣＴの活用により都民の利便性を向
上させる。
　また、ＤＸ推進による効果を確認し、費用
対効果の検証や人員配置等による経営資源の
効率化を図る。

【目標①】
　受験準備講習会における座学講習
のオンライン化の実現及び受託講習
等への拡大

【目標②】
　受験準備講習会にて実施している
全講習における電子申請・電子決済
の導入

受験準備講習会のオンラ
イン化及び他講習への拡
大

受験準備講習会の電子申
請・電子決済の導入及び
他講習への拡大
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

◆先進的な取組をしている他政策連携団体へのヒアリングを
実施
◆複数の業者へのヒアリングを実施
◆オンライン講習用の動画を製作

◆受講ニーズの把握、集合型・オンライン型の配分検討
◆各受験準備講習会のオンライン化を試験的に導入開始
◆アンケート調査の実施、検証及びコンテンツの充実化
◆受託講習等への拡大に向けた関係機関との協議（可能な講
習から順次オンライン化を実現）

◆各受験準備講習会のオンライン化を本格運用
◆コンテンツの充実化
◆受託講習等への拡大に向けた関係機関との継続協議（可能
な講習から順次オンライン化を実現）
◆費用対効果の検証や人員配置等による経営資源の効率化に
向けた検討

◆コンテンツをリニューアル
◆受託講習等への拡大に向けた関係機関との継続協議（可能
な講習から順次オンライン化を実現）
◆費用対効果の検証や人員配置等による経営資源の効率化に
向けた検討

◆業者へのヒアリングを実施
◆受験準備講習会にて実施している講習の電子申請及び電子
決済の導入に向けた事務フローを整理
◆電子申請・電子決済システムの構築

◆電子申請・電子決済システムの稼働を開始
◆受講者へ電子申請・電子決済に係るアンケート調査を実施
し、利用者側の利便性について調査を実施、検証
♦受託講習等における電子申請・電子決済の導入の検討及び
関係機関との協議（可能な講習から順次導入）

◆受験準備講習会にて実施している講習の電子申請・電子決
済の導入完了
◆受託講習等における電子申請・電子決済の導入の検討及び
関係機関との継続協議（可能な講習から順次導入）
◆費用対効果の検証や人員配置等による経営資源の効率化に
向けた検討

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

（様式２）
(公財)東京防災救急協会

戦略２
広げろ！防災展開プロジェクト！
～防災ニーズに応えるための新たな事業の展開～

事業
運営

激甚化する豪雨災害や首都直下地震等の発生が危惧される中、防災へのニーズは益々多様化そして増加しているため、東京都としても自助・共助のレベルアッ
プへの働きかけを様々な部局に渡って行う必要が出てきている。また、新型コロナ拡大の影響により都立施設は利用制限等を実施している。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆東京消防庁の政策連携団体である当協会は
これまで「東京消防庁のパートナー」とし
て、災害発生時の対応とその事前の備えのた
めの対策を中心に事業展開してきた。
◆博物館・防災館において利用しやすい体制
の構築として外国人スタッフを採用し、来館
者の利便性の向上等を図ってきたが、コロナ
禍を踏まえた新たな展開として、幅広い層に
防災行動力の更なる向上策を検討する必要が
ある。
◆また、東京都の見える化改革において、事
業総点検により各局や区市町村にて行き届い
ていない防災事業があることが示唆されたた
め、当協会がそれらに対応することで、東京
都の防災の受け皿として都民の安全安心に資
するという新たな役割が求められている。

◆幅広い層の防災への関心を惹きつけるた
め、消防博物館及び防災館の効果的な活用方
策について検討する。
◆消防博物館においては、オンライン環境か
ら博物館の展示品を観覧できるデジタルツー
ル（動画・音声等、解説は多言語対応）を整
備し、積極的に広く都民へ防火・防災への興
味を喚起していくことで、防災意識の向上へ
つなげていく。
◆防災館等においては、アフターコロナを見
据え、誰にでも利用しやすい施設を目指し
て、外国人や障がい者に配慮した運用や施設
を整備し、防災館での体験を通じて実践力を
身に着ける。
◆さらに、総合防災部の事業の一部受託を、
東京都総務局、東京消防庁及び当協会の３者
により推進していく。

【目標①】
消防博物館のデジタル化推進による
防災意識・学習意欲の向上

【目標②】
防災館等における外国人や障がい者
へ配慮した接遇対応の充実化による
利用者満足度の向上

【目標③】
総合防災部からセミナーの受託及び
オンライン化の実現

消防博物館のデジタル化
の推進

障がい者接遇マニュアル
等の作成及び活用

受託セミナーの決定及び
オンライン化の整備
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

◆消防博物館内全フロアにWi‒Fi環境を整備予定（2021年3
月予定）。
◆収蔵品紹介アプリ（多言語版）を導入し運用を開始した。

◆博物館収蔵品のデータベース化（画像等含む:前期）
◆収蔵品紹介アプリの拡充（画像・音声等）

◆博物館収蔵品のデータベース化（画像等含む:中期）
◆収蔵品紹介アプリの拡充（動画等）

◆博物館収蔵品のデータベース化（画像等含む:後期）
◆最新のITテクノロジーの動向を踏まえた新たなデジタル
ツールの導入に向けた検討

◆障がい者への接遇要領に関する職員教養を実施
◆外国人接遇マニュアルの策定完了

◆障がい者へヒアリングし、課題を抽出
◆障がい者への接遇要領に関するマニュアルの検討

◆障がい者へのヒアリングによる課題を抽出及び結果の分析 ◆障がい者接遇マニュアルの作成・活用・検証

当協会で受託する場合の都民のメリットや事業をスタートす
る上での課題などを整理し、総務局へ提案

◆３者協議により受託セミナー種別を検討・決定
◆人員・組織体制・勤務場所を検討・決定
◆オンラインセミナー用のプラットフォームを検討・動画の
製作

◆一部受託開始
◆受託した事業の実施方法等の継続的な精査
◆受託事業の拡充に向けた検討
◆アンケート調査による利用者の理解度及び要望の把握
♦セミナー事業のオンライン化に向けた検討

◆受託事業を拡充
◆受託した事業の実施方法等に関する継続的な精査
◆セミナー事業のオンライン化の実現
◆理解度向上方策の検討

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

（様式２）
(公財)東京防災救急協会

戦略３
救え！救命講習向上プロジェクト！
　　～効果的な救命講習指導の推進～

事業
運営

ＡＥＤの普及が広まるなか、一人でも多くの命を助けるため、バイスタンダーによる応急手当実施率を更に向上させる必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆当協会は、年間約２５万人に対する救命講
習を実施しており、東京都応急手当普及推進
協議会（応急手当を広く都民に普及するため
関係機関によって構成される協議会）の構成
員として、その目標達成（都民の昼間人口の
２０％に対する応急手当講習の実施）を牽引
してきた。
◆このことから、応急手当の実施率向上のた
めには、実効性のある講習指導を推進し、行
動力あるバイスタンダーを育成することが必
要である。
◆救命講習は実技を伴うため集合形式で実施
する必要があるが、新型コロナウイルス感染
症拡大の影響により密を避ける必要があり、
講習会場における定員を標準よりも減少させ
ている。

◆救命の現場に居合わせた際、受講者が自信
を持って応急手当が実施できるよう、講習内
容の見直し及び講習資器材の充実を図ること
で、より効果的な講習指導体制を構築する。
◆集合形式で実施する講習時間を短縮するこ
とにより感染防止対策を強化し、新しい生活
様式に対応するため、座学のオンライン化を
拡大していく。

【目標①】
オンライン学習（電子学習室）を活
用した短縮救命講習の運用拡大（個
人向け）

【目標②】
・受講者10名に対し、4体の人形、4
器のAEDトレーナーの配置率100％
・胸骨圧迫の効果を客観的に確認で
きる人形の配置率100％

講習内容の見直し

講習資器材の充実

242



（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

◆蘇生ガイドライン改訂(2021.3見込み)の情報収集
◆オンライン学習（電子学習室）活用の短縮救命講習（個人
向け）の試行
◆短縮救命講習に対応するためのシステム改修に向けた検討

◆新しい蘇生ガイドラインに対応した講習内容の改訂及びテ
キスト教材の作成
◆短縮救命講習に対応するためのシステム改修

◆蘇生ガイドラインに対応した動画教材の作成
◆短縮救命講習のウェブ受付開始、本格運用

◆蘇生ガイドラインに対応した動画教材を活用した講習の展
開
◆短縮救命講習の講習数の拡大

◆3体、3器での資器材配置率80％
◆胸骨圧迫の効果を客観的に確認できるスマートデバイスの
試行
◆胸骨圧迫の効果を客観的に確認できる人形の配置率79％

◆3体、3器での資器材配置率100％
◆4体、4器での資器材配置率20％
◆胸骨圧迫の効果を客観的に確認できる講習の本格運用に向
けたスマートデバイスの種別及び必要数量の検討
◆胸骨圧迫の効果を客観的に確認できる人形の配置率95％

◆4体、4器での資器材配置率60％
◆胸骨圧迫の効果を客観的に確認できる人形の配置率100％
◆胸骨圧迫の効果を客観的に確認できるスマートデバイスの
増強

◆4体、4器での資器材配置率100％
◆胸骨圧迫の効果を客観的に確認できる講習の本格運用

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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・FAXの現状について、各機器毎の年間総送受信件数、業務内容及び利用状況を把握し、デジタル
ツールの導入の検討を進めている。
・協会内にてFAXレス化に向けてのプロジェクトチームを設置し、今後の方策の検討を進めてい
る。

協会本部の中で、最もFAXの受信数が多い防災事業課においてデジタルツールを導入し、2021年度
のFAX送受信件数を９８%減少させる。（2019年度比）

・コピー用紙使用の現状について、各課毎の使用枚数や使用傾向を把握した。
・協会内にてペーパーレス化に向けてのプロジェクトチームを設置し、今後の方策の検討を進めて
いる。

左記の結果を基に、職員に対するペーパーレスへの意識の徹底（両面印刷、複数ページの統合印
刷、プレビュー確認後印刷の義務化）、印刷機のHDD機能を活用した留め置き印刷機能の導入、会
議等にて使用するペーパー資料をIT端末による電子化への移行、月毎のコピー用紙の使用枚数の見
える化を実施、起案関係のデジタル化（ワークフローシステムの導入）により2021年度のコピー用
紙総使用量を団体全体で５０%減少させる。（2016年度比）

協会内にてキャッシュレス化に向けてのプロジェクトチームを設置し、今後の方策の検討を進めて
いる。

・販売テキストにおいてキャッシュレス決済機能を搭載した券売機を導入する。
・新たな電子申請システムの導入にあたり、受講料の決済処理にキャッシュレス決済可能なシステ
ムを構築する。

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

(公財)東京防災救急協会

５
つ
の
レ
ス

はんこレス

・協会規程等に基づく押印が必要な手続きについて実態調査を実施し、現状を把握した。
・起案関係において、在宅勤務時にも滞りなく行えるよう電子メールを活用した決裁処理を臨時運
用している。
・協会内にてはんこレス化に向けてのプロジェクトチームを設置し、今後の方策の検討を進めてい
る。

・団体の規程等に基づく対応可能な手続きについては、全件規程等を改正する。
・起案関係において、2021年度内にワークフローシステムを導入し、年間約3,500件分の起案のデ
ジタル化を実現させ、はんこレス化を図る。

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

・救命講習の受講申請手続きにおいて、2017年度より受講管理システムを導入し、24時間受付可
能となるＷｅｂによる電子申請処理も行っている。
・協会規程等に基づく手続きの件数について、実態調査を実施し、現状を把握した。

団体の規程等に基づく対応可能な手続きについては、全件規程等を改正する。
また、受験準備講習会における電子申請の導入に向けた事務フローを整理、要件定義、費用対効果
を検討し、その結果を基に電子申請システムを構築する。

キャッシュレス

タッチレス
協会内にてタッチレス化に向けてのプロジェクトチームを設置し、今後の方策の検討を進めてい
る。

販売テキストにおいてキャッシュレス決済機能を搭載した券売機を導入させ、現金の授受の機会を
減少させる。

テレワーク
個人端末に情報セキュリティが担保できるリモートアクセスサービスが可能となる機器を導入し、
テレワーク（在宅勤務）を試行した。

1　左記の試行対象者を拡大しての効果を検証する。
2　上記の検証を受けてテレワーク可能な職員による実施率40％の実現に向け、リモートアクセス
サービスの本格的な導入のための整備を推進する（2021年８月から10月までの間のいずれかの月
を対象）。
・８月、10月の場合【 345件/勤務日数（21日）/41名】×100（％）
・９月の場合【 328件/勤務日数（20日）/41名】×100（％）

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

RWC2019、東京2020大
会を契機としたスポーツ
振興への貢献と大会レガ
シーの継承

見
直
し

1

【目標①】多摩地域のスポーツ拠点として、大会後のスポーツ需要に応え、都のスポーツ
振興施策に貢献する。
【目標②】大会レガシーとして、環境に配慮したイベント運営が図られるとともに、被災
地への復興支援の継続により地元との絆が深まっている。

組織
運営

〇 〇

戦
略
２

選ばれ続けるスタジア
ム・アリーナとして安定
的な経営基盤の底上げを
図るための取組の推進

見
直
し

2
3

【目標①】地域連携に資する検討会を立ち上げ、１事業以上試行し、効果を検証する。
【目標②】観戦・鑑賞環境の向上施策や独自の新規企画を３事業以上試行し、効果を検証
する。
【目標③】安全面やブランド面のイメージ向上に向け、１事業以上試行し、本格実施す
る。

事業
運営

〇 〇 〇 〇 〇 〇

戦
略
３

両施設の同時利用による
相乗的な魅力向上

見
直
し

4

【目標①】両施設の一体的利用、又は施設を相互補完する形での利用を６つ以上実施し、
利用者の高い評価を得ている。
【目標②】スタジアム等とプラザの同時利用を促進するための戦略的なPRを実施してい
る。

事業
運営

〇 0

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

都長期
戦略

（様式１）

(株)東京スタジアム （所管局） オリンピック・パラリンピック準備局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

（様式２）
(株)東京スタジアム

戦略１
RWC2019、東京2020大会を契機としたスポーツ振興への
貢献と大会レガシーの継承

組織
運営

RWC2019や東京2020大会を契機として、都民が安全・安心にスポーツイベントに参加できるよう、その受け皿としての役割を積極的に果たしスポーツ
フィールド・東京の実現に貢献するとともに、両大会のレガシーを活かしたより戦略的な施設運営、事業展開を可能にするため。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

・東京2020大会の開催に向けて車椅子バス
ケの体験会等を始めたが、大会後も都民のス
ポーツ需要に応えていくことが求められてい
る。
・RWCのレガシーとして、子供からプロま
で様々な階層における機会を増やしラグビー
の発展に貢献することが求められている。
・大会のレガシーとして5つの柱が立てられ
ているが、持続可能性分野について、環境面
のハード施策は進んでいるもののイベント運
営等のソフト施策はこれから取り組む段階に
ある。
・復興五輪という大会の趣旨を踏まえ、福島
県の道の駅の支援を行ってきたが、大会以降
の被災地への関心の薄れや震災の風化が懸念
されている。

・広く都民が楽しめるパラスポーツやマイ
ナースポーツについて、競技団体等と連携し
た体験会等を通じて、普及と活性化に貢献す
る。
・ラグビーは、体験イベントや様々な試合等
の開催により、新リーグの気運醸成を支援す
るとともに、ラグビーの発展とチームの底上
げに協力する。
・東京2020大会における環境に配慮した持
続可能な取組み等をレガシーとして継承し、
環境負荷の低減に向けた取組みの充実・強化
を図っていく。
・東京2020大会後も被災地への支援を継続
し、震災復興の重要性を発信していく。

【目標①】多摩地域のスポーツ拠点
として、大会後のスポーツ需要に応
え、都のスポーツ振興施策に貢献す
る。
【目標②】大会レガシーとして、環
境に配慮したイベント運営が図られ
るとともに、被災地への復興支援の
継続により地元との絆が深まってい
る。

両大会のレガシーとして
のスポーツ振興

東京2020大会における
環境配慮や復興支援のレ
ガシーの継承
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
・気運を醸成し、レガシーの継承につながるよう、デジタル
サイネージによる大会動画の放映などを実施
・車いすバスケ体験会等6メニューの開催に向けた調整
・東京都主催のRWCレガシーイベントを開催
・地元三市のラグビーイベントの開催・協力

○感染症の状況を見ながら、パラ・マイナースポーツの体験
会やアスリートとの交流等の事業を実施　６メニュー
○ラグビーの普及促進につながるイベントや試合等の誘致に
係る調整
○RWC2019や東京2020大会の記念グッズの展示

○感染症の状況を見ながら、パラ・マイナースポーツの体験
会やアスリートとの交流等の事業を実施　７メニュー
○ラグビーの普及促進につながるイベントや試合等の誘致、
PR協力　２試合
○RWC2019や東京2020大会の記念グッズの展示

○感染症の状況を見ながら、パラ・マイナースポーツの体験
会やアスリートとの交流等の事業を実施　８メニュー
○ラグビーの普及促進につながるイベントや試合等の誘致、
PR協力　３試合
○RWC2019や東京2020大会の記念グッズの展示

・味の素スタジアム感謝デーにおける福島県の道の駅への支
援を予定していた（5件）が、感染症の影響によりイベント
を中止としたため実施できなかった。

○スタジアムイベント時の環境配慮ガイドライン作成
○被災地への継続的な支援　年間4、5件（感染症の状況に応
じて、回数は見直しを行う。）

○環境配慮ガイドライン等に基づくイベント運営の実施
○被災地への継続的な支援　年間4、5件（感染症の状況に応
じて、回数は見直しを行う。）

○環境配慮ガイドライン等に基づくイベント運営の実施
○被災地への継続的な支援　年間4、5件（感染症の状況に応
じて、回数は見直しを行う。）

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

②

③

①②③

（様式２）
(株)東京スタジアム

戦略２
選ばれ続けるスタジアム・アリーナとして安定的な経営基
盤の底上げを図るための取組の推進

事業
運営

新国立競技場の開業や有明アリーナの開設等により大規模なスポーツ大会やコンサートの誘致競争が厳しくなる中、利用者から選ばれ続けるスタジアム・ア
リーナとなるには、更なる感染予防策により安全・安心を確保し、中長期的な視点で安定的な経営基盤の底上げを図る必要があるため。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

・集客力向上に向けた個別の取組みは行って
きたが、周辺地域に潜在する集客力を十分に
取り込めていない。
・多様化・高度化する利用者ニーズに合致し
たきめ細かいサービスの提供が求められてい
る。
・既存イベントの合間や閑散期等にはフリー
マーケットや撮影等の受入れを行ってきた
が、新たなビジネスモデルも視野に入れた更
なる施設活用の余地がある。
・施設の認知度向上に努めてきたが、施設の
安全面やブランド面でイメージ向上につなが
る戦略的な取組みが十分に行われていない。
・大会後は競合施設との競争も見込まれる
中、自ら情報収集して企画立案し、収益を高
めるノウハウある人材の育成を行う段階にあ
る。

・周辺の企業や大学、行政機関等とも連携
し、東京全域からの来場客が長時間滞在した
くなるメニューを揃える。
・収支の状況を見ながら、価値の高いサービ
スを提供できるよう、施設のリニューアルや
ICT技術の活用で利用環境の整備・充実を図
り、生産性を高める。
・感染症の状況を見ながら、収益性の高いイ
ベントや話題性の高い新たな企画等を実施
し、施設稼働率を向上させる。
・特色あるイベントの開催や広報戦略の展
開、施設の安全面のアピールにより、施設の
ブランドイメージを向上させ、他の施設と差
別化を図る。
・企画や事業分析を外部に任せるだけでな
く、外部からの専門的な助言を受け、事業遂
行に向けた人材の確保と育成を図る。

【目標①】地域連携に資する検討会
を立ち上げ、１事業以上試行し、効
果を検証する。
【目標②】観戦・鑑賞環境の向上施
策や独自の新規企画を３事業以上試
行し、効果を検証する。
【目標③】安全面やブランド面のイ
メージ向上に向け、１事業以上試行
し、本格実施する。

地域と連携した味の素ス
タジアムの施策展開

リニューアルによる観
戦・鑑賞環境の向上

新たなビジネスモデルを
実現するための新規事業
の追求

安全面やブランド面のイ
メージ向上

事業遂行に向けた人材の
確保と育成
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

（新規）

○中長期ビジョンに基づき、地元市や関係事業者等と「スタ
ジアムを核とするエリアで１日楽しめる仕組み（周遊観光バ
ス、周遊割引チケット等）」について、感染症の状況を見な
がら、検討を開始

○感染症の状況を見ながら、地元市や関係事業者と連携し、
事業を試行的に実施し、効果を検証・調整

○感染症の状況を見ながら、事業を試行的に実施し、結果を
とりまとめ、効果が得られた場合は、本格実施に向けた
フェーズへ移行。

・前年度から実施している検討会における主要顧客や見識者
の意見、各種調査の結果を踏まえ、社内にてデジタル技術等
を活用したサービス向上等を検討し、中間まとめを策定

○中長期ビジョンに基づき、以下の項目について具体的取組
や費用を社内で検討
・立見席、ベビーカー席、キッズスペース等の整備
・場内売店におけるキャッシュレス決済導入
・ICT技術を活用したスタジアム体験等を向上させる取組み

○イベント主催者や売店事業者等と連携し、費用負担の少な
いもの等について、事業を試行的に実施し、効果を検証・調
整
○ICT技術など他施設等の先進的な取組み等についての情報
収集を継続し、当社のモデルを探求

○事業を試行的に実施し、結果をとりまとめ。効果が得られ
た場合は、本格実施に向けたフェーズへ移行。
○ICT技術など他施設等の先進的な取組み等についての情報
収集を継続し、当社のモデルを探求

・夏季以外のコンサート開催も見据えた新規顧客等の誘致に
ついて関係者間で検討
・コンサートプロモーターズ協会等との意見交換（6回）

〇中長期ビジョンに基づき、感染症の状況を見ながら、以下
の項目を社内で検討
・ライブ・エンターテイメントの誘致　１件
・閑散期等を活用した話題性のあるイベント等の開催
・若手アーティストの発掘・育成の場の提供

感染症の状況を見ながら、以下の取組を実施
○ライブ・エンターテイメントの誘致　１件
○事業を試行的に実施し、効果を検証・調整

感染症の状況を見ながら、以下の取組を実施
○ライブ・エンターテイメントの誘致　１件
○事業を試行的に実施し、結果をとりまとめ。効果が得られ
た場合は、本格実施に向けたフェーズへ移行。

（新規）

○中長期ビジョンに基づき、以下の項目を社内で検討
・アニメ・eスポーツ等のブランドイメージの構築
・SNSやAIチャットボット等による情報発信の充実
○ICT技術やGBAC等の先進的な取組の情報収集
○事故・災害時対応の訓練・研修の情報発信

○イベント主催者等と連携して、事業を試行的に実施し、効
果を検証・調整
○引き続きICT技術等の先進的な取組みについて情報収集
し、GBACは取得に向けて準備
○事故・災害時対応に関する訓練・研修の情報発信

○事業を試行的に実施し、結果をとりまとめ。効果が得られ
た場合は、本格実施に向けたフェーズへ移行。
○引き続きICT技術等の先進的な取組みについて情報収集
し、GBACは取得・運用
○事故・災害時対応に関する訓練・研修の情報発信

・大学院講師によるセミナー受講等（2回）
・人材育成の観点から、若手社員にスポーツ団体等へのヒア
リング調査を企画・実施させた。（10団体）

〇外部講習や大学院の聴講等による事業経営のノウハウ習得
２名参加

〇外部講習や大学院の聴講等による事業経営のノウハウ習得
２名参加

〇外部講習や大学院の聴講等による事業経営のノウハウ習得
２名参加

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

（様式２）
(株)東京スタジアム

戦略３ 両施設の同時利用による相乗的な魅力向上
事業
運営

味の素スタジアムと武蔵野の森総合スポーツプラザの両施設を一体的・効果的に活用することで、サービスや営業力の向上に繋がる他、多摩地域のスポーツ拠
点として地域のスポーツ振興や地域活性化に貢献するため。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

・各施設の規模や特性が異なることから、両
施設を一体的に活用した大規模イベントの開
催は難しく、これまではRWCのような国際
的なイベントや当社主催の味スタ感謝デーで
活用してきた。

・両施設を一体的に管理する当社ならではの
取組みとして、施設を相互補完する形での利
用も促進することで、施設利用の魅力向上を
図り、収益性を高める。
・利用者が複数施設の同時利用をイメージし
やすいよう一体的なブランドイメージの発信
を行うとともに、同時利用メリット等の提案
を行う。

【目標①】
両施設の一体的利用、又は施設を相
互補完する形での利用を６つ以上実
施し、利用者の高い評価を得てい
る。
【目標②】
スタジアム等とプラザの同時利用を
促進するための戦略的なPRを実施し
ている。

スタジアム等とプラザの
一体での事業開催

同時利用促進のための取
組み
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・コロナウイルス感染症の影響により、一体活用による事業
は未実施
・コロナウイルス感染症の終息後に新規イベントを開催する
ための情報収集等を実施

○イベント開催時における、他施設の一部の活用（コンコー
スやスタンド等）も含めた相互利用の促進
両施設の一体的利用、又は施設を相互補完する形での利用年
合計４つ以上（感染症の状況に応じて、回数は見直しを行
う。）

○イベント開催時における、他施設の一部の活用（コンコー
スやスタンド等）も含めた相互利用の促進
両施設の一体的利用、又は施設を相互補完する形での利用年
合計５つ以上（感染症の状況に応じて、回数は見直しを行
う。）

○イベント開催時における、他施設の一部の活用（コンコー
スやスタンド等）も含めた相互利用の促進
両施設の一体的利用、又は施設を相互補完する形での利用年
合計６つ以上（感染症の状況に応じて、回数は見直しを行
う。）

・ＡＧＦフィールドにおけるサッカー、ラグビーイベント開
催に当たり、武蔵野の森総合スポーツプラザの諸室をイベン
トで活用（サッカー2回、ラグビー1回）
・2021年度以降の取組みの方向性を策定。引き続き、より
具体的な施策の検討を行う予定

○SNS等を活用した両施設の一体的PRの検討・試行４回以上
○国内外で複数の施設を一体的に利用したイベント事例を情
報収集

○SNS等を活用した両施設の一体的PRの試行５回以上 ○SNS等を活用した両施設の一体的PRの試行６回以上

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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＜両施設＞
・従来FAXで行ってきた業務について、メール使用に切り替えるなどFAXレスを推進している。
・通常業務におけるFAXの送信は銀行の送金確認などのやむを得ない場合の使用が多い。
・受信は会社宛の緊急連絡の場合が多く、送信よりも受信件数が圧倒的に多い。

＜両施設＞
・従来FAXで取り組んでいた業務についてメールで行うなど、2021年度のFAX件数を98％減少させ
る（2019年度比）。

＜両施設＞
・社内電子決裁システムの導入など、ペーパーレス化に取り組んでいる。
・支払関係書類は紙ベースでの受領が多い。また支払案件が多く、効率化の観点から紙ベースに
よる簡易決裁を用いている。

＜両施設＞
・社内電子決裁システムを更に活用し、2021年度のコピー用紙総使用量を30%減少させる（2020
年度比）。

＜味の素スタジアム＞
・施設利用は、原則として口座振替により利用料を徴収している。
＜武蔵野の森総合スポーツプラザ＞
・団体利用については、銀行振込・クレジットカード決済が可能。
・個人利用については、券売機のキャッシュレス対応を東京都と検討中。

＜武蔵野の森総合スポーツプラザ＞
・団体利用については、銀行振込・クレジットカード決済が可能な旨を更に浸透させる。
・2021年度内の導入に向け、キャッシュレス対応の準備を進める。

テレワーク
＜両施設＞
・タブレット端末などを導入し環境の整備を進めている。
・テレワークの実施率は30％程度。

＜両施設＞
・オンライン会議の積極的な活用などにより、2021年度12月のテレワーク実施率を40％とする。
※「実施件数/当月の勤務日数・テレワーク勤務可能な職員数」により算出

キャッシュレス

タッチレス

＜味の素スタジアム＞
・2020年度は都民や事業者を対象とする業務は中止している。
＜武蔵野の森総合スポーツプラザ＞
・講座形式の事業について、事業の目的や効果を踏まえ、オンライン開催の可能性を検討中。
・イベント主催者との打合せをWEB会議で開催（１回）。

＜両施設＞
・検討の結果、対面ではなくとも効果的に事業の実施が出来ると見込まれるものについては、2021
年度末までに、オンライン開催を検討する。
・現地確認を伴わない打合せについては、WEB会議を積極的に実施する。

５
つ
の
レ
ス

はんこレス

＜味の素スタジアム＞
・施設利用申請は主にメールで受け付けており、手続きのデジタル化を推進している。
＜武蔵野の森総合スポーツプラザ＞
・サブアリーナ等の一般団体予約については、インターネットから押印なしで申込が可能。
・押印が不要と思われる書類について、押印の廃止を検討中。

＜味の素スタジアム＞
・規程等の改正及び電子システム等の導入の検討を進め、対応可能な手続きからはんこレスを推進す
る。
＜武蔵野の森総合スポーツプラザ＞
・押印が不要と思われる書類を抽出し、規程等の改正により、2021年度末までに押印を廃止する。

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

＜味の素スタジアム＞
・施設利用申請は主にメールで受け付けており、手続きのデジタル化を推進している。
＜武蔵野の森総合スポーツプラザ＞
・一般団体予約について、インターネットから申込が可能。
・スポーツ振興事業等について、ホームページやメールによる申込が可能。

＜味の素スタジアム＞
・利用規程等の見直しと合わせて、一連の手続きを原則としてオンラインで実施できるよう検討を進
める。
＜武蔵野の森総合スポーツプラザ＞
・新規登録団体などのインターネット申込を促進する。

(株)東京スタジアム

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

（様式３）

252



団体

戦略番号

戦
略
１

収入確保と経費縮減によ
る経営の安定化

見
直
し

①
①安定的かつ継続的に黒字基調となる経営構造の構築
②開業時の借入金のうち、民間金融機関借入分（2021年3月末時点944百万円）の完済

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
２

輸送の安全確保とお客様
サービスの維持・向上

見
直
し

③

①運転無事故の継続（※）
※鉄道事故報告規則第3条1項で定める「鉄道運転事故」０件の継続
②「お客様の声」を踏まえた全てのお客様が安全かつ快適に移動できるハード・ソフト両
面からのお客様サービスの向上

事業
運営

〇

戦
略
３

沿線地域との連携による
地域活性化

見
直
し

④
①1日乗車券増販に向けた、通年施策の新規実施
②増客・増収や地域のにぎわい創出に繋がる新規の期間施策を年間３件以上実施

事業
運営

〇 〇 〇 〇

戦
略
４

やりがいや働きやすさを
実感できる組織の実現

見
直
し

②

①社員満足度調査の結果向上
②2022～2023年度採用者の定着率（※）90％以上を維持
 ※定着率：（過去 3 年間の採用者のうち現在も社員である者／過去 3 年間の採用者）×
100

組織
運営

〇 〇 〇

都長期
戦略

（様式１）

 多摩都市モノレール(株) （所管局） 都市整備局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

①②

①②

個別取組事項

◆運輸収入の2020年度上期実績は、対前年
度比42.3％減と大きく減少した。下期にか
けて回復傾向もみられるものの、以前の水
準の運輸収入に戻る目途は立っていない。
◆安全運行に必要な経費の確保を最優先
に、老朽化した施設・設備の更新、借入金
返済等の資金需要にも適切に対応していく
必要がある。
◆営業収入に占める付帯事業の割合は約
３％で推移している。駅舎等の商業利用に
あたっては、道路占用の規制がある中で、
他鉄道事業者と同等の付帯事業の展開が困
難な状況にある。

◆収入確保と経費削減の観点から様々な創
意工夫を行い、営業損益の均衡・黒字化を
目指していく。
◆具体的には、安全、安定輸送を着実に推
進し運輸収入を確実に確保するとともに、
付帯事業や定期外乗車の増収を目指し、増
収策について継続的に検討していく。
◆また、事業の効率性や費用対効果の検証
を行い、現時点で緊急性の低い事業につい
ては、実施時期の見送り、統合するなど徹
底した見直しを行うとともに、契約手法の
工夫などにより更なる経費縮減を図る。

①安定的かつ継続的に黒字基調とな
る経営構造の構築
②開業時の借入金のうち、民間金融
機関借入分（2021年3月末時点944
百万円）の完済

収支試算に基づく事業の
管理

付帯事業収入の確保

経費の縮減

新型コロナウイルス感染症の影響により鉄道事業者全体で運輸収入が大幅に減少している。感染症収束の見通しは立たず、「新しい日常」の定着により今後
も厳しい環境が続くことが予測される中、事業継続に必要な資金を確保し、交通事業者としての責務を果たしていく必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標

（様式２）
 多摩都市モノレール(株)

戦略１ 収入確保と経費縮減による経営の安定化
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・複数回にわたる事業見直しを行い、当面の資金需要に対応
・収入シミュレーションの作成

・前年度決算・収入予測を踏まえた第2期中期経営計画の策
定

・前年度決算・収入予測、事業計画の見直しに応じてローリ
ングを実施

・前年度決算・収入予測、事業計画の見直しに応じてローリ
ングを実施

・広告新商品や新グッズの販売
・グッズ販路拡大

・既存事業の料金体系、契約形態等の検証
・広告新商品や駅構内商業利用の拡充に向けた検討・調整
・新グッズ開発や、グッズ販路拡大に向けた継続検討

・既存事業の契約形態等の検証結果を踏まえた改善（コンペ
方式導入など）
・駅構内に固定店舗を新規開店

・駅構内商業利用の更なる拡充

（新規）
・事業の見直しや、契約手法の工夫等による経費縮減策の実
施

・事業の見直しや、契約手法の工夫等による経費縮減策の実
施

・事業の見直しや、契約手法の工夫等による経費縮減策の実
施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

②

②

◆開業以来、年々増加していた乗降人員が
減少に転じ、回復の見通しが立たない状況
にある。
◆こうした状況の中でも、交通事業者とし
て最大の責務である安全・安定輸送を確保
していかなければならない。
◆当社は、乗降人数に応じて有人駅、無人
駅の運用を分けており、無人駅でのトラブ
ル対応や、支援を必要とするお客様への対
応などのため、これまで駅の有人時間帯増
加を進めてきたが、環境の変化に伴い、コ
スト縮減の観点から、人員配置を見直す必
要性が生じている。

◆お客様の安全と、快適な移動を実現でき
るよう、事業の基盤となる軌道・駅施設等
については、計画的な修繕・更新を行い、
事故を未然に防止することで安全輸送を確
保する。
◆また、リモートによるお客様サービスの
向上施策の検討など、無人駅でのサービス
向上をはじめ、費用対効果を検証しなが
ら、可能な限りのお客様サービス向上に向
けた取組を推進していく。

①運転無事故の継続（※）
※鉄道事故報告規則第3条1項で定め
る「鉄道運転事故」０件の継続
②「お客様の声」を踏まえた全ての
お客様が安全かつ快適に移動できる
ハード・ソフト両面からのお客様
サービスの向上

軌道・駅施設の計画的な
修繕・更新

車両修繕に合わせた車両
の機能向上

お客様サービスの向上

新型コロナウイルス感染症の影響により、鉄道業界全体で業績が悪化しており、ポストコロナを見据え、終電の繰上げや運転本数の見直しなど、お客様サー
ビスのあり方について大きな変化が起きている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
 多摩都市モノレール(株)

戦略２ 輸送の安全確保とお客様サービスの維持・向上
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

RC支柱補修１０基、エスカレーター更新５基、エレベー
ター更新１基、駅舎塗装塗塗替１駅の工事実施中

RC支柱補修6基
エスカレーター更新９基
エレベーター更新２基
駅舎塗装塗替え１駅

RC支柱補修6基
エスカレーター更新５基
エレベーター更新５基
駅舎塗装塗替え１駅

RC支柱補修８基
エスカレーター更新１基
エレベーター更新７基
駅舎塗装塗替え１駅

新規 ・UVカットガラス、抗菌作用のある吊り手の導入　４編成 ・UVカットガラス、抗菌作用のある吊り手の導入　３編成 ―

・乗降人員の増減に応じた駅有人時間帯の検討を実施

・乗降人員の増減に応じた駅有人時間帯の検討/適切な駅員
配置の実施
・無人駅でのサービス向上に向けた対策の検討、実施
・リモート接遇教育に関する外部研修の受講

・乗降人員に応じた駅有人時間帯の検討/適切な駅員配置の
実施
・対社員向けのリモート接遇研修計画の策定及び実施

・乗降人員に応じた駅有人時間帯の検討/適切な駅員配置の
実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

①②

①②

◆「新しい日常」の定着を見据え、集客と
感染防止のバランスをとった施策により、
地域のにぎわい創出につながる取組が必要
である。

◆沿線自治体や企業・団体との地域活性化
に係る連携には、更なる発展の余地があ
り、地域活性化に向けた施策の実施を前提
とする情報共有や相互協力のための関係構
築が必要である。

◆沿線地域との連携により、増客・増収に
つながる新たな旅客誘致施策を企画・実施
する。

◆コロナ禍において、マイクロツーリズム
への関心が高まる中、多摩地域を中心に都
内や近県を対象とするマーケティングリ
サーチを定期的に実施することにより、地
域における顧客ニーズを分析し、連携施策
の効果検証、施策の更なる充実に繋げてい
く。

①1日乗車券増販に向けた、通年施
策の新規実施

②増客・増収や地域のにぎわい創出
に繋がる新規の期間施策を年間３件
以上実施

新たな旅客誘致施策の実
施

沿線自治体や団体、企業
との連携関係深化、新規
連携先開拓

マーケティングリサーチ
の実施

当社が多摩地域の発展に貢献していくためには、沿線の自治体や団体、企業との連携が不可欠である。ポストコロナにおいて、地域経済の停滞が懸念される
中、都心部に乗り入れず、多摩地域のみを南北に結ぶ唯一の路線である強みを活かし、一層の地域活性を図る役割が求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
 多摩都市モノレール(株)

戦略３ 沿線地域との連携による地域活性化
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

（新規）

・1日乗車券増販に向けた新規通年施策の開始
・新規期間施策の開始（1件）
・結節する鉄道他社との連携施策（広告枠融通の検討等）を
計画

・通年施策の検証と見直し
・期間施策の検証と件数増（1件→2件）
・多摩地域における鉄道連携施策の検証と継続に向けた施策
の実施

・通年施策の更なる充実
・期間施策の検証と件数増（2件→３件）
・多摩地域における鉄道連携施策の検証と継続に向けた施策
の充実

・エリア担当制を導入し、沿線自治体との情報共有を促進
・連携候補先をリスト化し、連携施策を提案した上でのアプ
ローチを開始

・沿線集客施設との連携関係を確立
・沿線主要企業との情報共有窓口を開拓
・観光協会や商工会等含む沿線地域団体等の活性化に資する
イベント等の検討・実施

・沿線自治体や団体、企業との連携テーマに応じた施策の実
施
・沿線地域団体等の活性化に資するイベント等の検討・実施

・沿線自治体や団体、企業との連携テーマに応じた施策の検
証、更なる活性化に向けた施策の実施
・沿線地域団体等の活性化に資するイベント等の検討・実施

（新規） ・当社の認知度や需要を探るリサーチを実施 ・リサーチ結果を反映した施策を立案・実施 ・継続的なリサーチ実施と、施策への反映

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

①②

①②

◆共働き家庭の増加や価値観の多様化によ
り、育児や介護等をはじめ、プライベート
と仕事との両立を可能とする柔軟な働き方
の重要性が益々高まっている。
◆開業時に入社した固有社員が勤続20年を
迎え、組織の中心的業務を担うようになる
一方で、管理職ポストは他団体からの出向
者が占めており、固有社員のキャリアビ
ジョンを明確にすることが重要である。
◆2018年度～2020年度にかけ、組織改編
や新たな人事制度（評価・報酬制度）の構
築を実施しており、その効果や新たに生じ
た課題について検証する必要がある。

◆全ての社員が自らの仕事のやりがいや働
きやすさを感じられる職場環境を実現し、
社員満足度向上を目指す。

◆具体的には、社員満足度調査を定期的に
実施することで、社員の要望を吸い上げる
とともに、実際の業務、それによる成果創
出と総合的なシナジー効果を実現してい
く。
◆固有社員を管理職ポストへ登用していく
ことで、キャリアアップを目指す社員の
ロールモデルをつくり、モチベーション向
上に繋げる。また、柔軟な働き方を可能と
する環境の構築を進める。

①社員満足度調査の結果向上
②2022～2023年度採用者の定着率
（※）90％以上を維持
 ※定着率：（過去 3 年間の採用者
のうち現在も社員である者／過去 3
年間の採用者）×100

社員満足度調査の実施・
取組への反映

テレワーク環境の充実

固有社員の育成強化

雇用環境の見通しが不透明な状況となる中、今後、労働力人口の減少により、構造的に人材確保や労働生産性の向上が課題となることが見込まれる。従業員
満足度（ES）を高め、生産性向上や人材の定着、ひいては顧客満足度（CS）向上へとつなげていくことが重要となっている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
 多摩都市モノレール(株)

戦略４ やりがいや働きやすさを実感できる組織の実現
組織
運営

260



（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

新規
（2020年度中に調査実施予定）

・社員満足度調査の検証・取組への反映 ・社員満足度調査の実施 ・社員満足度調査を踏まえた取組の推進

・私物PCを利用したテレワークの実施
（社内サーバにアクセスできないため、できる業務に制約が
生じている）

・VPN環境の整備
・シンクライアント端末の導入
・電子会議システムや電子決裁システムの導入に向けた検討

・電子会議システムや電子決裁システムの導入 ー

・管理職任用資格認定試験を実施
・管理職候補者の社外長期派遣研修を実施

・固有社員の管理職配置ポストの検討 ・固有社員の管理職登用 ー

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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・代替手段の導入が困難な業務が存在（他交通事業者との一斉連絡）
・FAXの送受信件数98%削減（他事業者との一斉連絡や相手からの要望があった場合等除
く）

・社内会議時のペーパーレス化を実施
・eラーニングシステムの導入により、研修時のペーパーレスを促進

・紙で処理している事務（旅費、休暇等）をシステム化予定（2021年度中）
・社内会議や研修でのペーパーレスを一層推進し、コピー用紙使用量40%削減を目指す。
（本社共用複合機ベース、対2019年度比）

・全駅において、交通系ICカード利用によるキャッシュレス利用可能（IC化率：93.6％） ー

テレワーク ・私物PCを利用したテレワークを実施

・2021年度中に社内ネットワークに接続可能なシンクライアント端末を導入
・本社部門におけるテレワーク実施率40％達成（2021年度中、業務繁閑等を考慮した1カ
月）
　【実施件数/当月の勤務日数/テレワーク勤務可能な職員数】

キャッシュレス

タッチレス
・説明会及び講習会の一部内容についてはオンライン等による動画配布を実施している
が、運転士・工事委託事業者に実施するクレペリン検査（作業負荷をかけることを目的と
したテスト）は会場で実施する必要があり、オンライン化は困難。

ー
（タッチレス化不可）

５
つ
の
レ
ス

はんこレス ・規程改正の可否について検討中 ・規定改正可能な手続きについて、全件規程改正

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

・モバイルPASMO利用開始（2020年3月） ・規定改正可能な手続きについて、全件規程改正

 多摩都市モノレール(株)

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

安定的な事業運営の実現
に向けた組織・人員体制
づくりの推進

見
直
し

1

①固有社員比率を現状の64.3%から68%以上へと高める。
②指導職以上における固有社員比率を45%以上とする。
③職種の垣根を越えて参加できる研修により他職種の業務への理解や連携を深めつつ、研
修の高度化を図り、業務の質を継続的に高める体制を整え、将来当社を支える人材の育成
を目指す。

組織
運営

〇

戦
略
２

公共インフラの担い手と
しての安定的な事業運営

見
直
し

2

①収益の確保と徹底的な事業精査等による経費の節減を通じた経常黒字の確保
②安全・安定輸送のため最大限の補助金確保等による既存施設の維持更新、大規模設備投
資の計画的実施
※ホームドア３駅及び車両１編成等
③鉄道施設の譲渡代金等の約定返済を着実に実施（2023年末時点で残高728億円まで減
少）

組織
運営

〇 〇

戦
略
３

ハード・ソフト両面から
の安全・安定輸送の確保

見
直
し

3

①ホームドア5駅整備完了    ②2023年度線路内転落件数3件以内
③第4辰巳高架橋の橋脚24基の耐震補強完了
④防災基本計画等に基づく訓練を年1回程度実施、他事例の学びによるPDCAサイクルの確
立
⑤他鉄道事業者の事例を参考としつつ警察・消防と連携した実践的訓練を実施

事業
運営

〇 〇

戦
略
４

沿線のバリューアップを
含め、あらゆるお客様の
目線にたったハード、ソ
フトの取組の推進

見
直
し

4,5

①全7駅でホームと車両の隙間に櫛ゴムを設置
②天王洲アイル駅1基、東雲駅2基のエスカレータ―リニューアルが完了
③2024年の新車運行開始に向け手続等が完了
④ホーム整列ラインや車イス対応表示等の敷設、PDCAによるお客様サービス改善
⑤沿線企業等との連携、沿線イベントタイアップ2023年度12件以上

事業
運営

〇

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

都長期
戦略

（様式１）

 東京臨海高速鉄道(株) （所管局） 都市整備局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

（様式２）
 東京臨海高速鉄道(株)

戦略１
安定的な事業運営の実現に向けた組織・人員体制づくりの
推進

組織
運営

他社からの経験豊富な人材確保が厳しくなっている環境下において、安定的な事業運営と会社の発展の実現には、人材育成と技術継承による固有社員一人ひと
りの能力向上と、固有社員を主体とした体制づくりを推進する必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

・他社からの人材に頼ることなく、将来的に
も安定的な鉄道事業運営を継続していくため
に、新たな人事制度のもと、人材の育成とあ
わせて固有社員を中心とした組織体制づくり
が求められる。

・そのためには、固有社員の比率を向上させ
ることに加えて、将来当社の事業運営の核と
なる人材を多数育成することが必要である。

・従来の採用活動に加え、高卒採用や経験者
採用などにより採用した多様な人材を的確に
育成し、実力のある固有社員を積極的に中核
ポストに登用していく。

・新人事制度の円滑かつ効果的な運用に向け
昇任選考を的確に実施するとともに、新制度
の柱である人事考課制度の定着を図るため、
評価者向けの研修を継続的に実施していく。

・職種の垣根を超えた研修の実施など研修の
充実により、人材育成体制を強化していく。

①固有社員比率を現状の64.3%から
68%以上へと高める。

②指導職以上における固有社員比率
を45%以上とする。

③職種の垣根を越えて参加できる研
修により他職種の業務への理解や連
携を深めつつ、研修の高度化を図
り、業務の質を継続的に高める体制
を整え、将来当社を支える人材の育
成を目指す。

固有社員を中心とした人
員体制づくりに向けた取
組

指導職以上における固有
社員比率の引き上げ

人材育成体制の強化
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

固有社員中心の体制づくりを進め、この３年間で固有社員比
率60.7%から64.3%へと高めた。

東京2020大会後の要員計画を再整理しつつ、他社等からの
派遣社員ポストの固有社員への切り替えを進め、固有社員中
心の人員体制づくりを進める。

各部署の業務内容や育成状況等を踏まえ、他社等からの派遣
社員を固有社員へ段階的に切り替えていくことにより、固有
社員中心の人員体制づくりを進める。

各部署の業務内容や育成状況等を踏まえ、他社等からの派遣
社員を固有社員へ段階的に切り替えていくことにより、固有
社員中心の人員体制づくりを進める。

固有社員の中核ポスト登用候補者の育成を進めるとともに、
昇任選考において適格基準に達した社員を積極的に登用し、
指導職以上における固有社員比率を41%まで引き上げた。

新たな人事制度による評価・選考のもと、固有社員の育成を
進め、指導職以上における固有社員比率を42%以上とする。

新たな人事制度による評価・選考のもと、固有社員の育成を
進め、指導職以上における固有社員比率を44%以上とする。

新たな人事制度による評価・選考のもと、固有社員の育成を
進め、指導職以上における固有社員比率を45%以上とする。

職層別の研修や職務能力向上研修を毎年実施。
駅や運輸区等、各事業所において能力向上に向けた訓練・研
修を実施。
2020年度より施行した新たな人事制度の施行に伴い、人事
評価者向けの研修を開始。

・2020年度より開始した新人事制度の柱である人事考課制
度の定着に向け、人事評価者研修を悉皆研修として実施して
いく。
・高卒新入社員等若手向けの社員研修やOJTを強化する。

・職種別（駅務員、車掌、運転士等）に行っていた研修につ
いて、職種の垣根を越えて参加できる研修を企画する。
・前年の育成状況を踏まえ、高卒社員社員等若手社員の教育
を継続する。

職種別（駅務員、車掌、運転士等）に行っていた研修につい
て、職種の垣根を越えて参加できる研修を企画・実施するこ
とにより他職種の業務への理解や連携を深め、日常業務の質
を高める。

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

（様式２）
 東京臨海高速鉄道(株)

戦略２ 公共インフラの担い手としての安定的な事業運営
組織
運営

当社線の利用者はコロナの影響を受け、沿線でのイベント規模縮小、訪日外国人旅客の消失、テレワークの進展等により、大幅に減少していることに加え、東
京2020大会の開催とそれに伴う東京ビッグサイトの使用制限の延長などにより、運輸収入が減少するなど非常に厳しい状況が続くことが想定される。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

・2021年は、東京2020大会が開催されると
しても、当初想定通りのお客様が見込めるか
不透明な中、東京ビッグサイトの使用制限や
当社線沿線での屋外イベント等は開催されな
いなど、乗車人員の減少が見込まれる。
・2022年度以降についても、コロナを契機
とする、テレワークの進展などにより、乗車
人員や運輸収入がコロナ前の水準に戻ること
は困難であり、厳しい経営状況が継続するこ
とが見込まれる。
・安全・安定・安心輸送のためには、老朽化
が進む既存設備の維持更新や大規模設備投資
を実施する必要がある。
・一方、開業に係る初期投資として鉄道運輸
機構が建設した鉄道施設に対する譲渡代金等
の返済が2033年まで継続する。

・コロナの影響を確実に予測することは困難
であるが、収入が減少する中、安定的な事業
運営のため、安全・安定輸送を前提とし、乗
車人員の動向や施設の老朽化度合い等を踏ま
え、併せて事業の必要性・緊急性等を見極め
つつ、事業の先送りや見直し等を行いコスト
の節減を徹底していく。
・設備投資については、最少のコストで最大
の効果を得るため、最大限の補助金等の確保
や、既存施設の老朽化度合い等に応じた更新
時期・規模等の見極めによるコストの縮減や
平準化を行い、計画的に実施していく。
・コロナなどの環境変化を踏まえた収益見込
等の分析や、金融市場等の動向把握に努めつ
つ、過去の建設資金を約定通り返済してい
く。

①収益の確保と徹底的な事業精査等
による経費の節減を通じた経常黒字
の確保

②安全・安定輸送のため最大限の補
助金確保等による既存施設の維持更
新、大規模設備投資の計画的実施
※ホームドア３駅及び車両１編成等

③鉄道施設の譲渡代金等の約定返済
を着実に実施（2023年末時点で残高
728億円まで減少）

経費の節減や関連事業等
による収益増を通じた経
常黒字の確保

最大限の補助金確保と計
画的な設備投資

鉄道運輸機構が建設した
鉄道施設の譲渡代金等の
着実な返済
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
コロナの影響による収益減を踏まえ、安全・安定・安心輸送
の継続を前提としつつ、コンシェルジュ業務の運用見直しや
配駅務機器特別保守委託の見直し等の事業の精査等により経
費の節減に努めるとともに、駅空間を活用した横断幕広告な
どを実施した。

・乗車人員の動向や個々の施設の現況等を踏まえ、各々の事
業規模・内容等を徹底的に精査し、先送りや規模見直し等を
弾力的に行い経費を節減する。
・駅構内空間の広告等の活用、グッズ開発や販路拡大等によ
り収益増を図り、経常収支の悪化を最小限に抑える。

・乗車人員の動向や個々の施設の現況等を踏まえ、各々の事
業規模・内容等を徹底的に精査し、先送りや規模見直し等を
弾力的に行い経費を節減する。
・駅の構内空間の広告等の活用、グッズ開発や販路の拡大等
により収益増を図り、経常黒字を目指す。

・乗車人員の動向や個々の施設の現況等を踏まえ、各々の事
業規模・内容等を徹底的に精査し、先送りや規模見直し等を
弾力的に行い経費を節減する。
・駅の構内空間の広告等の活用、グッズ開発や販路の拡大等
により収益増を図り、経常黒字を維持する。

補助金を活用しながら、計画通り天王洲アイル駅へのホーム
ドア導入工事及び橋脚の耐震補強工事を進めている。

・設備投資については、既存施設の老朽化、故障頻度等に応
じて、実施範囲・時期等を個々に精査し、最少のコストで最
大の効果を上げていく。
・最大限補助金を確保し、天王洲アイル及び品川シーサイド
駅のホームドア導入工事、橋脚への耐震補強工事を進める。

・設備投資については、既存施設の老朽化、故障頻度等に応
じて、実施範囲・時期等を個々に精査し、最少のコストで最
大の効果を上げていく。
・最大限補助金を確保し、東京テレポート駅へのホームドア
導入工事や橋脚への耐震補強工事を進めていく。

・設備投資については、既存施設の老朽化、故障頻度等に応
じて、実施範囲・時期等を個々に精査し、最少のコストで最
大の効果を上げていく。
・最大限補助金を確保し橋脚への耐震補強工事を進めるとと
もに、安定運行の確保に向け、新車両導入を開始する。

長期借入金の約定返済に加え、鉄道運輸機構に対し長期未払
金の返済を予定通り行い、残高を1,084億円まで減少させ
た。（9月末時点）

長期借入金の約定返済に加え、鉄道運輸機構に対し長期未払
金の返済を行い、残高を945億円まで減少させる。

長期借入金の約定返済に加え、鉄道運輸機構に対し長期未払
金の返済を行い、残高を852億円まで減少させる。

長期借入金の約定返済に加え、鉄道運輸機構に対し長期未払
金の返済を行い、残高を728億円まで減少させる。

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

③

④

⑤

（様式２）
 東京臨海高速鉄道(株)

戦略３ ハード・ソフト両面からの安全・安定輸送の確保
事業
運営

鉄道事業者の使命である安全・安定輸送を継続的に実現するとともに、バリアフリーに対する社会的要請や近年の自然災害の激甚化などに適切に対応すべく、
ハード・ソフト両面から取組み、輸送の安全確保の更なる徹底を行っていく必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

・新型コロナウイルス感染症の影響により収
益が減少する中にあっても、鉄道事業者の使
命である安全・安定輸送を継続的に確保して
いく必要がある。

・ハード面においては、ホームドアの整備に
よるお客様の安全の確保や高架橋や橋梁等の
鉄道施設の耐震補強が必要となる。

・また、ソフト面においては、近年の自然災
害の頻発化・激甚化に対する業務活動の維持
や早期回復に向けた防災基本計画や事業継続
計画の再構築等による事故・災害等への対応
強化が必要である。

・補助金等を確保しつつ、ホームドアの整備
や橋脚数の最も多い第4辰巳高架橋をはじめ
とする高架橋や橋梁の耐震補強を進める。

・社として防災基本計画や事業継続計画等の
再構築、および実践的な教育・訓練を通じて
自然災害への対応力を向上させる。

・警察や消防等との連携、他鉄道事業者との
情報共有、訓練視察等を通じて事故・災害等
への対応能力の向上をめざす。

①ホームドア5駅整備完了

②2023年度線路内転落件数3件以内

③第4辰巳高架橋の橋脚24基の耐震
補強完了

④防災基本計画等に基づく訓練を年
1回程度実施、他事例の学びによる
PDCAサイクルの確立

⑤他鉄道事業者の事例を参考としつ
つ警察・消防と連携した実践的訓練
を実施

補助金確保の上でのホー
ムドア整備によるホーム
上安全対策の推進

補助金確保の上での災害
に強い施設の整備

防災マネジメントの強化

関係機関と連携した安全
対策の推進
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

当社7駅のうち2駅（国際展示場及び大井町）のホームドアが
整備完了

・補助金を確保しつつ天王洲アイル駅と品川シーサイド駅の
ホームドアを整備

・補助金を確保しつつ東京テレポート駅のホームドアを整備 ・東雲駅、新木場駅のホームドア整備方針を策定

第4辰巳高架橋の耐震補強に向け、契約等事前準備に着手
・補助金を確保しつつ第4辰巳高架橋の橋脚6基の耐震補強を
実施

・補助金を確保しつつ第4辰巳高架橋の橋脚9基の耐震補強を
実施

・補助金を確保しつつ第4辰巳高架橋の橋脚9基の耐震補強を
実施

防災基本計画の見直し、再構築に着手
・防災基本計画、事業継続計画（震災編）の制定・改正
・計画に基づく本社対策本部訓練等を実施

・防災上の新たなリスク洗い出し・評価
・防災基本計画、事業継続計画（震災編）の見直し等
・計画に基づく本社対策本部訓練等を実施

・防災上の新たなリスク洗い出し・評価
・防災基本計画、事業継続計画（震災編）の見直し等
・計画に基づく本社対策本部訓練等を実施

・コロナの影響で延期されている、警察と連携した訓練、第
３セクターなど鉄道事業者１２社との安全情報連絡会議への
参加、他社線の訓練視察等に向け調整中
・異常時における危機管理本部の設備を構築中

・警察・消防と連携した訓練の実施
・他社線との安全情報連絡会議参加や訓練視察等を実施

・警察・消防と連携した訓練の実施
・他社線との安全情報連絡会議参加や訓練視察等を実施

・警察・消防と連携した訓練の実施
・他社線との安全情報連絡会議参加や訓練視察等を実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

③

④

⑤

（様式２）
 東京臨海高速鉄道(株)

戦略４
沿線のバリューアップを含め、あらゆるお客様の目線に
たったハード、ソフトの取組の推進

事業
運営

今後の利用者数の回復や多様化を見据え、バリアフリー化等を通じた利用者の利便性の向上、快適に移動できる空間の整備などのハード面の取組が必要であ
る。また、一層のお客様サービスのためには、分かりやすい案内にとどまらず、地域との連携・情報発信等に加え沿線のバリューアップが求められる。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

・東京2020大会やその後の利用者数の回復
や多様化を見据え、バリアフリー化の更なる
推進や車内環境の快適性の向上など、誰もが
利用しやすく快適な施設等の整備が必要とな
る。

・また、お客様の多様化に応じたお客様サー
ビスの継続的な向上や沿線地域との連携や沿
線情報の発信により、地域の活性化や沿線の
バリューアップを目指していく必要がある。

・バリアフリー化の推進として、車椅子が単
独乗降できるよう、ホームの先端に櫛状のゴ
ムを設置し、車両とホームの隙間を縮小する
とともに、エスカレーターのリニューアルと
音声案内機能等を導入していく。

・製造から25年が経過した車両を、より快
適な車内空間を有する新型車両に置き換え
る。

・お客様サービスの持続的向上に向けた取組
を強化する。

・引き続き、沿線のバリューアップに向け、
沿線地域・企業との連携を継続・強化し、沿
線地域に来る魅力を発信し続ける。

①全7駅でホームと車両の隙間に櫛
ゴムを設置
②天王洲アイル駅1基、東雲駅2基の
エスカレータ―リニューアル完了
③2024年の新車運行開始に向け手続
等が完了
④ホーム整列ラインや車イス対応表
示等の敷設、PDCAによるお客様
サービス改善
⑤沿線企業等との連携、イベントタ
イアップ2023年度12件以上

バリアフリー化の推進

快適な車内環境の整備

高品質なお客様サービス
の実現

地域活性化への取組強化
や情報発信の充実化
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

櫛ゴムについては４駅設置済み
東京テレポート駅、国際展示場駅におけるエレベーターの増
設・拡張工事の完了

・７駅すべてにおいて、車椅子用フリースペース近くのドア
部分に櫛ゴムが設置され、単独乗降が可能となるようホーム
との隙間が縮小
・天王洲アイル駅のエスカレーター1基の更新工事の設計を
実施

・天王洲アイル駅のエスカレーター1基の更新工事を実施
・東雲駅のエスカレーター2基の更新工事の設計を実施

・東雲駅のエスカレーター2基の更新工事を実施

構造等の仕様を検討するとともにベース車両の選定を完了
工程に沿った計画を検討中

構造等の仕様を検討
車両の搬入・搬出方法の検討

構造等の仕様を確定
車両の搬入・搬出方法の確定

運輸局等への各種手続きの完了
試運転・新車両の乗務員訓練の実施

お客様ニーズの多様化等に鑑み、CSに特化した研修を1月に
実施予定。また、覆面調査を12月に行うなどにより、お客様
からの意見、要望、苦情等の幅広い声を更なる高品質のサー
ビス提供につなげるPDCAの仕組みを構築

・的確な情報提供 ; 分かりやすい案内放送や放送文例の作
成・改善を行う。ホームの整列ラインや車イス対応表示等の
敷設を実施。
・PDCAによるサービス改善 ; 覆面調査、お客様からの意
見、要望、苦情等をサービス改善につなげていく。

・的確な情報提供 ; 分かりやすい案内放送、声の出し方の徹
底を継続。HPやSNSによるタイムリーな情報提供。
・PDCAによるサービス改善 ; 覆面調査、お客様からの意
見、要望、苦情等をサービス改善につなげていく。

・的確な情報提供 ; 分かりやすい案内放送、声の出し方の徹
底を継続。HPやSNSによるタイムリーな情報提供。
・PDCAによるサービス改善 ; 覆面調査、お客様からの意
見、要望、苦情等をサービス改善につなげていく。

・映像メディアを通じた企業とのタイアップの実施
・駅前観光案内所のレンタルスペース活用を試行予定
・ツイッター等によるお台場を舞台にした人気アニメの関連
情報の発信
・2021年1月開始見込みのMaaS実証実験に参画予定

・進出企業とのタイアップの実施
・前年の試行を踏まえた駅前施設の活用方法の検討
・沿線地域情報発信エリアの拡充（品川エリア等）
・MaaS等臨海地域における都の施策やまちづくり協議会等
の活動との連携

・進出企業とのタイアップの実施
・駅前観光施設の活用方法の拡充に向けた検討
・沿線地域情報発信エリア拡充(新木場・東雲エリア等)
・MaaS等臨海地域における都の施策への参画やまちづくり
協議会等の活動との連携

・進出企業とのタイアップの実施
・駅前観光施設の活用方法の拡充に向けた検討
・沿線地域の情報発信を臨海副都心エリア以外に拡充
・MaaS等、臨海地域における都の施策への参画やまちづく
り協議会等の活動との連携

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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各事業所(各駅)から本社への業務報告のFAX受信について、紙出力から電子ファイルによ
る受信への切り替えを進めている。

各事業所(各駅)から本社への業務報告の受信の電子化を2019年度より段階的に進めてお
り、2018年度比98％削減する。

社内の幹部会議等では一部Web会議を導入。各事業所から本社への報告等についても、
ペーパーレス化を進めている。

対応可能な業務(社内の幹部会議で使用する紙資料や各事業所から本社への報告等)を対象
に2018年度比45%削減する。

全施設でキャッシュレス決済を導入済み。 ー

テレワーク
コロナ禍への対応として、一部本社社員を中心に自宅PCを活用するなどして在宅勤務を実
施している。

自宅PCの使用によりテレワークが実施できる社員のうち、本社各部署において在宅での実
施が可能な業務に従事する社員について月40%実施。(2022年3月対象)
【実施件数/当月の勤務日数/テレワーク可能な職員数】

キャッシュレス

タッチレス
工事等にかかる協議についてはメールや電話での相談も受け付けている。コロナ禍への対
応として、安全連絡会についてWEBを活用した開催の試行を検討中。

工事等にかかる相談等についてはメールや電話でも受け付けており、対応済。コロナ禍へ
の対応として始めた安全連絡会のWEB活用については、参加事業者の状況も踏まえて、継
続を目指す。

５
つ
の
レ
ス

はんこレス 作業を行う際の作業申込書、申込書に対する承認書などについて押印が必要。 当社規定等に基づく対応可能な手続については、全件規定等を改正する。

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

駅における乗車券・定期券等の購入、払い戻し、遺失物受け取り、工事関係申し込み、申
請等において書面手続きが必要。
遅延証明書や構内立ち入り許可、工事関係手続きについて書面発出が必要。

当社規定等に基づく対応可能な手続については、全件規定等を改正する。

 東京臨海高速鉄道(株)

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

機能的な組織運営の実施
新
規

①ビル管理、文書管理、電子決裁、会計システムを統合した総合マネジメントシステムの
構築
②電子決裁率　100％
③会計システムへの直接入力割合を80％減　※現行直接入力100％
④専門知識をもつ人材を育成し、生産性向上を図る。

組織
運営

〇

戦
略
２

安定した収益確保と計画
的なビル管理

見
直
し

1
①コロナ流行前の収入を確保する。約12.2億円（賃料、駐車場収入）
②民事再生債務縮小　　都への債務残高　7.1億円（2023年度末）

事業
運営

〇 〇

戦
略
３

南大沢地域に貢献する活
動の推進

新
規

①実証的、段階的な取組で一定の効果が認められたものについて事業化実施
②キーテナントとのプロモーション活動強化などによる先端技術の地域実装
③駐車場利用における利便性の向上

事業
運営

〇 〇 〇

都長期
戦略

（様式１）

(株)多摩ニュータウン開発センター （所管局） 都市整備局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②③

④

個別取組事項

◆テナントに関する情報管理が紙ベースの
ものがほとんどで手書きのものも多い。決
裁も全て紙ベースである。

◆テナントビル管理システムの情報が会計
システムと共有されていないため、請求や
支払の情報が会計システム内で共有化され
ず、会計処理に手間がかかる。

◆当社主要業務が不動産賃貸事業における
リーシングであることから、都OBで経験を
有する人材が極めてまれである。都OB以外
からの人材確保ルートを構築したが、昨今
の人材難から確保が難しいこともある。

◆テナントに関する全ての情報をシステム
化して、社内で共有化を図る。さらに起案
文書など従来紙で保存していた書類につい
て、全てシステムで保存する。

◆ペーパーレス化によるコスト削減、決裁
のスピードアップ、文書保存場所の削減、
文書の迅速な検索など業務効率化を図るた
め、電子決裁を導入する。

◆テナントビル管理システムと会計システ
ムとの連携を図り、情報を一元化し、会計
システムの処理業務を簡素化する。

◆リーシングなどのテナントビル管理だけ
でなく、施設全体の集客向上につながる販
促企画や広告、プロモーションなどができ
る人材を自社で育成する。

【目標①】
・ビル管理、文書管理、電子決裁、
会計システムと連携した総合マネジ
メントシステムの構築

【目標②】
・電子決裁率　100％

【目標③】
・会計システムへの直接入力割合を
80％減
　※現行直接入力100％

【目標④】
・専門知識をもつ人材を育成し、生
産性向上を図る。

総合マネジメントシステ
ムの構築

専門知識を持った人材の
育成

ペーパーレス化による働き方改革や業務効率化のためデジタル化が加速している。コロナの影響により、生活様式が大きくかわり、企業もデジタル技術を活
用し、ビジネスモデルや業務プロセスの変革が求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標

（様式２）
(株)多摩ニュータウン開発センター

戦略１ 機能的な組織運営の実施
組織
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

2020年10月テナントビル管理システム稼働、運用
テナントビル管理システムと会計システムとの連携における
事前調査・検討

前年度の調査・検討をもとにテナントビル管理システムと会
計システムとの連携及び構築（新システム）

2020年度に構築したテナントビル管理システムに、電子決
裁機能を加えた総合マネジメントシステムの構築、運用

（新規）
事業分析から求められるスキルを検証し、社員のスキル、経
験、各種能力などの現状を確認して、新たなニーズに合うよ
うな育成手法を決め、人材育成計画を作成する

リーシング業務に必要な不動産の知識や幅広い専門的なビジ
ネスの知識を含め外部の研修を積極的に受講させ、ビル管理
の専門知識を習得させる（1人）

リーシング業務に必要な不動産の知識などを外部の研修を積
極的に受講させ習得させる（１人）
各テナントの売上向上の施策提案や施設全体の集客向上につ
ながるプロモーションや販促事業の専門知識を外部の研修を
積極的に受講させ習得させる（１人）

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①②

◆2017年度から東京都に対する債務償還が
始まり、2026年度まで今後、毎年３億円程
度、計約27億円を弁済することになる。
　一方では、主要ビルが築27年経過し、建
物、設備の老朽化が進行しており、大規模
修繕のため2026年度までには総額約37億円
の費用を見込んでいる。
　上記必要資金の確保のため、主要事業で
ある不動産賃貸において、適正な賃料水準
のもと、テナントの維持・確保が必要であ
る。

◆今後の債務弁済と大規模修繕のための費
用増加に対し、主要事業である不動産賃貸
においてテナントを確実に維持し、安定的
に収入を確保し続けることが必要不可欠で
ある。このため、大規模修繕計画に基づき
リニューアルを着実に進め、新型コロナウ
イルス感染対策を踏まえた非接触型機器の
導入など、執務・滞在環境の向上により競
合ビルとの差別化を図る。

【目標①】
・コロナ流行前の収入を確保する。
 ※12.2億円（賃料、駐車場収入）

【目標②】
・民事再生債務縮小
　都への債務残高　※7.1億円
（2023年度末）

建物の魅力を高め競争力
向上につながるリニュー
アルの着実な実施

収益の安定的な確保

コロナ禍において、近隣地域で店舗売上低迷の結果、飲食店やサービス店などの閉店が多くなっている。テナントの撤退を防止し、安定した収益を確保する
ため、建物の魅力を高め競争力向上を図る。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(株)多摩ニュータウン開発センター

戦略２ 安定した収益確保と計画的なビル管理
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
(パオレビル）
エレベーターリニューアル設計中
（ガレリア・ユギ）
2020年10月
受変電設備改修工事契約締結

（パオレビル）
エレベーターリニューアル（５基）
（ガレリア・ユギ）
受変電設備改修工事、屋上防水工事

（パオレビル）
避難誘導灯改修、トップライト改修
（ガレリア・ユギ）
受変電設備改修（工事）、エスカレーター改修、給排水設備
工事

（パオレビル）
駐車場内装改修
（ガレリア・ユギ）
エスカレーター改修、給排水設備工事

賃貸収入　　約6.0億円
駐車場収入　約1.4億円
債務残高　　16.6億円（都への債務残高）

コロナ禍において、積極的なリーシングによるテナント確保
及び駐車場割引認証施設の拡大などにより安定した収益確保
と着実な返済を履行する必要がある。
賃貸収入　　約9.2億円、駐車場収入　約2.4億円
債務残高　　13.4億円（都への債務残高）

コロナ禍において、積極的なリーシングによるテナント確保
及び駐車場割引認証施設の拡大などにより安定した収益確保
と着実な返済を履行する必要がある。
賃貸収入　　約9.4億円、駐車場収入　約2.5億円
債務残高　　10.2億円（都への債務残高）

コロナ禍において、積極的なリーシングによるテナント確保
及び駐車場割引認証施設の拡大などにより安定した収益確保
と着実な返済を履行する必要がある。
賃貸収入　　約9.6億円、駐車場収入　約2.6億円
債務残高　　7.1億円（都への債務残高）

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

③

◆新型コロナウイルス感染症の影響で、新
たな生活様式が求められているが、それに
対応した取組が無い。従来ビル管理事業が
主体のため、地域のニーズも把握していな
い。

◆南大沢スマートシティ協議会のメンバー
として、先端技術の活用を図りながら、地
域の課題や対応策についての検討が求めら
れている。

◆現在、非接触ICカードや携帯電話を利用
した電子決済が急速に普及しているが、駐
車場精算が現金のみで、利便性に欠ける。
また近隣商業施設の割引サービスの合算処
理ができず、施設利用者の回遊性の向上に
よる駐車場利用者の増加が期待できない。

◆前年度に実施した一般的なニーズ把握調
査をさらに掘り下げ、地域のニーズ把握を
随時行い、会社の保有資産を活用した取組
を実証的、段階的に実施する。

◆都と連携しながら会社の地域貢献事業の
実施を進める。

◆駐車場精算機のキャッシュレスシステム
への対応
◆近隣商業施設との駐車場割引サービスの
合算処理の実現

【目標①】
・実証的、段階的な取組で一定の効
果が認められたものについて事業化
実施

【目標②】
・キーテナントとのプロモーション
活動強化などによる先端技術の地域
実装

【目標③】
・駐車場利用における利便性の向上

地域貢献に資する新規事
業実施

５Gなど先端技術を活用
したスマートシティの推
進

駐車場精算機のキャッ
シュレスシステムの導入

駐車場合算処理に向けた
近隣商業施設との連携

都の施策により南大沢地区が最先端の研究とICT活用による住民生活の向上が融合した持続可能なスマートエリアとして発展が望まれている。また、南大沢駅
前に３棟の商業・業務施設、２カ所の駐車場を運営する都の政策連携団体として、地域住民の生活利便のため、地域の健全な発展に貢献する。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(株)多摩ニュータウン開発センター

戦略３ 南大沢地域に貢献する活動の推進
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

2020年9月
南大沢地区におけるサテライトオフィス等のニーズ調査実施
し、自由意見欄により、新規のサービス需要についても調査
実施

地域の公的セクターとしての信用や所有する不動産の積極的
な活用など会社の強みを生かした事業計画を通して、地域の
貢献に資する地域のニーズ調査の実施
南大沢駅周辺では未設置のリモートワークステーションを開
設し、実証実験の実施

前年度に実施した地域ニーズの調査結果に基づき、地域の貢
献に資するパイロット事業の試行

前年度の実施したパイロット事業の検証を踏まえ、調査結果
に基づき地域の貢献に資する事業化の実施

(新規）
東京都が実施している南大沢スマートシティ協議会と連携
し、商業施設内にデジタルサイネージを活用した広告活動の
実施

前年度のスマートシティ協議会の検討を踏まえ、利用者の利
便性、経済性等を検討しながら、先端技術活用策を具体化し
た店内案内や会計精算等の実施

前年度までの取組みを検証し、利用者の利便性、経済性等を
検討しながら、先端技術活用策を具体化した店内案内や会計
精算等の実施

駐車場精算機のキャッシュレスシステム導入に向け交渉中
駐車場の集客力を向上させ、スムーズな入出場の実現を目指
し、駐車場管理会社とのコスト面や機器等の調整、導入準備

前年度に調整及び準備した結果を踏まえ精算機を導入                                    -

新型コロナウイルス感染拡大のため、駐車場収入が大幅に減
額となり、駐車場業務の外部委託による地域連携提案検討を
中止

地域の回遊性や滞在性を高めることにより、地域の賑わいの
向上や利用者の利便性の向上を図るため、地域の事業主体と
課題解決のための調整を進め、連携案策定

前年度の調整及び連携策を踏まえ、駐車場合算処理を試行 前年度の試行を踏まえ、駐車場合算処理の機能拡大

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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建物内の作業や工事等のための事業者からの届出が主であるため、できるだけファックス
ではなく、電子データで送信してもらうように周知している。

届出をする事業者にメールにて電子データで書類を提出するよう周知徹底を図り、事業者
の都合で対応できない場合を除き、100％デジタル化を推進する。

テナントビル管理システムが構築され、文書の保存を電子データで行い、ペーパーレスの
推進に取り組んでいる。

テナントビル管理システムによる文書登録活用により、システムで対応可能なものについ
て、2021年度のコピー用紙総使用量を40％減少させる。（2019年度対比）

賃料や使用料は会社口座に入金されるため、現金での対応は無い。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー

テレワーク
2020年８月にモバイル端末、ルーターを整備し、テレワーク実施を可能した。
テレワーク実施率   5％
【実施件数/当月の勤務日数/テレワーク可能な職員数】

テレワーク可能な職員による実施率 40％
【実施件数/当月の勤務日数/テレワーク勤務可能な職員数】

キャッシュレス

タッチレス 団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー

５
つ
の
レ
ス

はんこレス 団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

建物内の作業や工事等のための事業者からの届出が主であるため、できるだけファックス
ではなく、電子データで送信してもらうように周知している。

届出をする事業者にメールにて電子データで書類を提出するよう周知徹底を図り、事業者
の都合で対応できない場合を除き、100％デジタル化を推進する。

(株)多摩ニュータウン開発センター

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

コロナの影響による変化
に応じた営業戦略の構築

見
直
し

③④

①新たな催事案件の継続的な獲得
②主要6ホール稼働率５９％を確保（修繕等による貸出不能分を含めた稼働率）
③多角的な広告展開による広告収入の確保
④空き店舗区画の解消　件数３件⇒０件
⑤国際会議　2件獲得／年

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
２

社会状況の変化を踏まえ
た主催事業の展開

見
直
し

⑤

①主催事業における収支比率の改善
（2017～2019年度平均比で10％以上改善）
②貸館事業収入に繋がる仕組みの構築　1件
③利用者満足度の向上（大変満足と答えた割合　50%→55％）

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
３

経営基盤強化に向けた経
費節減の取組強化

新
規

①固定費率  2019年度固定費率10％以上圧縮(70%→60%以下）
②ワークフローへの電子化導入・促進　３業務フロー
（利用者から施設利用申込の電子化、各種申請の電子化、起案の電子決定、社内回付書類
など）

組織
運営

〇 〇

戦
略
４

ＤＸ・ＳＤＧｓに対する
取組促進

新
規

①配信利用等の増加に伴う通信インフラへのニーズの多様化に対応、５ＧなどＩＴを活用
した主催者・来館者向けサービス開始
②ＳＤＧｓを活用した事業展開に着手

組織
運営

〇 〇

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

都長期
戦略

（様式１）

(株)東京国際フォーラム （所管局） 産業労働局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

①②

③

④

⑤

（様式２）
(株)東京国際フォーラム

戦略１ コロナの影響による変化に応じた営業戦略の構築
事業
運営

　新型コロナウイルス感染症の拡大により当館での催事は大幅に減少している。今後は感染が収束に向かう中、催事の種別にもよるが、徐々に従来の状態に回
復する想定をもとに、適宜その状況に応じた営業戦略により収益を回復させていく。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

■当面、当館で開催される催事件数の落ち込
みによる売上の低迷が続くと予想
■コロナ以前の水準近くまで稼働率を回復さ
せ、売上を確保することにより財務状況を改
善することが必要
■コロナ収束後の経営改善に向けた新たな収
入確保策が必要

■イベント自粛等に伴う来場者減少やテレ
ワークによる出勤者減少の影響で館内飲食店
等テナントの売上は低迷し、退店するテナン
トが発生
■コロナの影響を踏まえた新たなニーズや視
点での店舗戦略が必要

■当面、国際会議開催の方向性が不透明な状
況の中、更なる誘致獲得を進めていくために
現状に即した臨機応変な取組やポストコロナ
を想定した中長期的な戦略が必要

■コロナ禍やコロナ収束後を見据えた新たな
ターゲットの取り込みに向けた販促強化
■コロナ禍等での催事開催に対応した備品・
サービス提供など顧客サービス強化

■広告媒体の開拓、実態に則した新たな商品
の開発

■コロナによる影響を踏まえた飲食店舗区画
の新たな活用策の検討（テイクアウトが強み
の店舗、飲食と物販のハイブリッド型店舗な
ど）
■新規店舗参入障壁の解消に向けた入店条件
の見直し

■オリパラレガシーの活用など当社の強みを
活かした誘致活動
■地域連携や人材育成を強化するなど戦略的
な取組を構築

①新たな催事案件の継続的な獲得
②主要6ホール稼働率５９％を確保
（修繕等による貸出不能分を含めた
稼働率）

③多角的な広告展開による広告収入
の確保

④空き店舗区画の解消
件数３件⇒０件

⑤国際会議　2件獲得／年

年度毎の新たな催事ター
ゲット選定及び販促活動
の実施

利用者ニーズに応じた新
たなサービス導入の検
討・実施

デジタルサイネージ等を
活用した広告展開

新たな店舗戦略の検討・
実施

海外主催者向け誘致活動
の強化及びMICE人材の
育成
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・コロナ禍での催事として、資格試験、オンライン会議、ハ
イブリッド会議、無観客コンサートでの利用（１０件）

・コロナが継続する見込みとして、資格試験、入学試験、実
地研修、オンライン会議、ハイブリッド会議等をターゲット
に販促活動を実施
獲得目標　２０件

・コロナがやや沈静化する見込みとして、新たなターゲット
選定による販促活動実施
通信（５G）、自動運転（Lv４）、コミュニケーションツー
ルの高機能化（VR,TE）など。
獲得目標　２０件

・コロナが概ね沈静化する見込みとして、新たなターゲット
選定による販促活動実施
人への支援（非接触ロボット）、官民共創（スタートアッ
プ）、再生可能エネルギー（太陽光、風力）など。
獲得目標　２０件

・コロナ関連の貸出備品、サービスの拡充（感染防止用備
品、座席等拭き取りサービス等）
・配信サービスの提供
企業系のフォーラムでのオンライン会議や、無観客コンサー
トでのオンライン配信など　６件

・新たなニーズに対応した追加サービスの検討
・ハイブリッド催事や配信催事の増加に伴う新たな備品、
サービス内容の検討と導入（オンライン会議、ライブ配信、
国際会議ハイブリット開催など催事の種類、規模によりニー
ズが異なる配信サービスへの対応）

・コロナ長期化による催事スタンダードの変化に対応した営
業ツールの見直し
・社会状況の変化に伴う新たな開催支援増収に向けての備品
更新、サービスの導入

・コロナ収束後の催事需要見極めと効率的な開催支援の検討
・備品更新計画策定

新規
・DXなどを活用した新たな広告収入策の検討
（デジタルサイネージ等を活用した広告商品の展開、
　ポスターケースのデジタルサイネージ化等）

・新たな広告収入策の策定及び実施に向けた検討
・新たな広告収入策の実施
　※設備投資を伴うため実施時期の変更あり

・商業施設の店舗運営状況及び地域就業状況の把握
・状況に応じた公募時期等スケジュール策定
・退店店舗の工事要件の見直し

・適正な業態出店のための募集条件の見直し
・空き区画の募集実施
・新規店舗1件

・新規店舗開店準備及び開店
・空き区画の募集継続と未出店区画の方向性策定
・新規店舗1件

・店舗構成コンセプトに基づく店舗ラインナップ完了
・店舗構成の検証
・新規店舗1件

・海外展示会への出展は全てリアル開催が中止
・人材育成のための海外研修も中止
参考：展示会①IMEX　America （ラスベガス）
②IBTM（バルセロナ）③I LTM（カンヌ）
研修①ICCA　Forum②ＵＩＡ　ROUND　TABLE

・海外展示会出展による情報収集とネットワーク形成
（オンライン参加を含め、可能性のあるターゲットは集中的
にアプローチ）
・オリパラレガシーを活用した誘致活動
・新規誘致2件
・国内外の専門研修派遣による人材育成（1研修2名程度）

・海外展示会出展による情報収集とネットワーク形成
（オンライン参加を含め、可能性のあるターゲットは集中的
にアプローチ）
・オリパラレガシーを活用した誘致活動
・新規誘致2件
・国内外の専門研修派遣による人材育成（1研修2名程度）

・海外展示会出展による情報収集とネットワーク形成
（オンライン参加を含め、可能性のあるターゲットは集中的
にアプローチ）、誘致案件の視察
・オリパラレガシーを活用した誘致活動
・新規誘致2件
・国内外の専門研修派遣による人材育成（2名程度）

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

①

③

（様式２）
(株)東京国際フォーラム

戦略２ 社会状況の変化を踏まえた主催事業の展開
事業
運営

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により社会全体でイベントの開催自粛が続いており、当社の貸館をはじめとする各事業は大きな影響を受け、厳しい経営
状況に置かれている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

■イベント自粛等により貸館事業収入は、７
０％以上の減収、館内店舗等のサービス施設
収入についても５０％近い減収になるなど、
当社の経営は過去に類を見ない厳しい状況。
■こうした中、賑わい創出など地域貢献を主
目的とした主催事業の開催については、コロ
ナ禍での実施方法や採算性などを踏まえた見
直しが必要

■コロナの影響を踏まえた主催事業の実施内
容見直し（実施規模、事業費、感染拡大防止
など）

■ポストコロナやＳＤＧｓなど社会テーマに
沿った企画検討

■貸館事業と連携した新たな主催事業スタイ
ルの検討

■主催事業が継続可能となるためのタイアッ
プ企業・協賛企業の獲得

■事業効果の明確化（主催事業利用者意見、
貸館につながった件数、広告収入など）

①主催事業における収支比率の改善
（2017～2019年度平均比で10％以
上改善）

②貸館事業収入に繋がる仕組みの構
築　1件

③利用者満足度の向上（大変満足と
答えた割合　50%→55％）

既存主催事業の開催規模
の見直し

営業戦略を融合した新た
な事業展開の検討・実施

外部連携による共催事業
の検討・実施

アンケート結果などを用
いた効果検証
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・「ラ・フォル・ジュルネ（LFJ）東京2020」開催中止
・「J-CULTURE FEST」2⇒1公演に縮小して実施予定

・「LFJ東京2021」の日程を3日⇒1日へ短縮、有料公演を6
会場から1会場に縮小
・「J-CULTURE FEST」については貸館事業の関係で休止も
含め検討

・「LFJ東京2022」の日程と会場数について開催規模を検討
・「丸の内キッズジャンボリー2022」の日程と会場数につ
いて開催規模を検討
・社会テーマに沿った主催事業の企画検討

・「LFJ東京2023」の日程と会場数について開催規模を検討
・「丸の内キッズジャンボリー2023」の日程と会場数につ
いて開催規模を検討
・社会テーマに沿った主催事業の企画検討

・中期経営計画の見直しにおいて貸館事業に繋がる仕組みの
導入について提案があった

・貸館事業で培ってきたコネクションを活用した新たな発想
に基づく企画の検証

・前年度の検証で実効性と採算性が確認された場合、開館25
周年事業の一環として実施を検討

・前年度の結果を受けて事業の継続について検討
・事業実施1件

・「J‒CULTURE FEST」協力企業から自主興行の申出を受
け、当社との共催事業として1月に実施予定

・各事業の状況に応じて、当社の主催（共催）事業として実
現することでメリットが見込まれる話題性、発信性の強い企
画との連携を個別に検討
・協賛企業獲得に向けた営業

・既存事業に加え、25周年事業についても、事業効果の向
上、経費縮減の観点から外部連携による共催事業での実施を
検討
・協賛企業獲得に向けた営業

・実施した共催事業について検証、改善を図り、共催事業と
しての実効性を向上
・協賛企業獲得に向けた営業

・アンケート結果などによる効果検証及び改善

・アンケート結果などによる効果検証及び改善
・各事業のアンケート結果を分析し、満足度に結び付いてい
ない要因を洗い出し、改善を図り、次年度の企画に反映

・アンケート結果などによる効果検証及び改善
・各事業のアンケート結果を分析し、満足度に結び付いてい
ない要因を洗い出し、改善を図り、次年度の企画に反映
・満足度５３％

・アンケート結果などによる効果検証及び改善
・各事業のアンケート結果を分析し、満足度に結び付いてい
ない要因を洗い出し、改善を図り、次年度の企画に反映
・満足度５５％

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

（様式２）
(株)東京国際フォーラム

戦略３ 経営基盤強化に向けた経費節減の取組強化
組織
運営

新型コロナウイルス感染症の感染拡大や東京２０２０大会の開催延期により、当社の貸館をはじめとする各事業は大きな影響を受け、厳しい経営状況に置かれ
ている。この難局を乗り越えるためには、徹底的な経費節減により収支改善を図る必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

■業務委託費や光熱水費など固定費の割合が
高く、利益が出にくい収支構造となってい
る。主要事業である貸館収入はコロナの影響
も残り当面限界があるため、固定費圧縮によ
る収支改善が必要

■施設利用者へのサービスや内部業務におけ
る紙処理についてサービス向上・効率化・経
費節減の観点から電子化への移行が必要

■施設稼働状況に即して業務内容を柔軟に見
直せる仕組みにして委託費を縮減
■低コストな施設維持管理手法の見直し
■更なる節電の徹底など光熱水費の縮減
■人材派遣にかかる業務見直しのほか超過勤
務縮減の徹底、退職者補充の抑制による人件
費削減

■ＩＴ活用による効率化・ペーパーレス化に
向けた業務の見直し

①固定費率  2019年度固定費率10％
以上圧縮(70%→60%以下）

②ワークフローへの電子化導入・促
進　３業務フロー
（利用者から施設利用申込の電子
化、各種申請の電子化、起案の電子
決定、社内回付書類など）

業務委託内容・施設管理
手法・契約制度の見直し

施設利用手続、社内業務
の電子化
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
・コロナ禍における業務に見合った業務委託費精査
・施設管理の見直しによる経費削減（清掃回数削減、屋上緑
化等メンテナンス中止等）
・施設内未利用時の消灯徹底による光熱水費削減
・固定費約３億円削減（2020年度修正予算）

・2022年度コンペ業務の仕様書見直しによる固定費削減策
の検討
・施設設備の抜本的な運用見直しによる経費削減
・固定費率68％程度

・コンペ実施
・2023年度コンペ業務の仕様書見直しによる固定費削減策
の検討
・固定費率64％程度

・コンペ実施
・業務委託固定費削減目標到達評価
・固定費率60％以下

・利用者向け業務は紙処理が主流だが、徐々にデジタル化に
向け検討中（FAXレス、ハンコレス）
・内部管理業務等においては、ＩＴ化の活用により効率化、
ペーパーレス化が進捗している状況
（情報共有、スケジュール管理、勤怠処理等の電子化）

・利用者向け業務のIT化に向けた検討
・内部管理は現行グループウェアを最大限活用し、業務の電
子化を更に促進。(業務フロー電子化1件）

・利用者向け業務の新システム導入（試行）※ただし、シス
テム導入については経営状況を踏まえ慎重な判断が必要
・内部管理は現行グループウェアを最大限活用し、業務の電
子化を更に促進。（業務フロー電子化1件）

・新システムの本格導入による業務の電子化（業務フロー電
子化1件）
・導入後の効果検証などによる改善

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

②

（様式２）
(株)東京国際フォーラム

戦略４ ＤＸ・ＳＤＧｓに対する取組促進
組織
運営

社会的責任ある企業として、社会構造や社会的ニーズの変化に対応して、積極的にＤＸやSDGｓなどグローバルスタンダードへ対応していくことが求められて
いる。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

■コロナ禍においてweb配信など新たなイベ
ント形態が生じる中、貸館利用の需要低下が
見込まれる
■コロナ収束後の経営改善に向けた新たな収
入確保策が必要
■SNSなどを活用した効果的な情報発信

■国際的にＳＤＧｓの取組の必要性、重要性
が高まる中、会社としての取組の方向性が不
明確

■５Ｇ環境の整備による利用者へのサービス
向上
■SNSなどを活用した施設販売促進にも寄与
する広報戦略の強化

■当社のＳＤＧｓ活動方針を策定したうえ
で、それに基づく戦略的な取組を実施

①配信利用等の増加に伴う通信イン
フラへのニーズの多様化に対応、５
ＧなどＩＴを活用した主催者・来館
者向けサービス実施

②ＳＤＧｓを活用した事業展開に着
手

５Ｇにかかるインフラ整
備及びサービスの検討・
実施

ＤＸなど活用した広報戦
略の検討・実施

SDGs活動方針及びアク
ションプランの策定
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・５Gアンテナ設置についてキャリアで検討中
・検討ＰＴを設置し、５Ｇ環境整備と利用者・来館者向け
サービス内容を検討
・５Ｇアンテナ設置に向けキャリアと調整

・ＰＴにて利用者・来館者サービス内容の検討及び実施に向
けた諸調整
・キャリアによる５Gアンテナ設置
・５Ｇを活用した主催者・来館者向けサービス開始

・５Ｇを活用した主催者・来館者向けサービス本格実施

・デジタル配信サービスを利用した催事リリース配信。
・公式ウェブサイトのアクセスログ解析による改善

・ツイッター等SNSを活用した広報の検討・実施。 ・ＳＮＳ等の効果を検証し取組内容の更なる改善 ・ＳＮＳ等の効果を検証し取組内容の更なる改善

・施設関係者を対象としたＳＤＧｓ講習会開催
・各課でＳＤＧｓに関する取組を検討、実施

・検討ＰＴを設置し、ＳＤＧｓ活動方針を検討・策定
・活動方針を基にアクションプランを検討

・活動方針を基にアクションプランを策定
・ＳＤＧｓを活用した事業展開に着手

・ＳＤＧｓを活用した事業展開の本格実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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現状、ＦＡＸで処理している事務手続きについて、今年度中に電子メールでの事務処理に
移行することを予定している。

利用者への周知を図り、２０２１年度末までに電子メールでの事務処理を軌道に乗せ、定
着化させていく。２０２１年度末までに原則、FAX送受信からのを完全移行を目指す。

社内会議については、原則、ペーパーレスとし、PCで情報共有している。プリントについ
ても複合機を利用することで誤印刷を防止し、紙の減量化に努めている。

コピー用紙の使用量を2016年度比で５０％削減する。

団体の規程等に基づき施設利用者から徴収する施設利用料や駐車場料金等については、原
則、全施設キャッシュレス化対応している。

団体の規程等に基づき、施設利用者から徴収する施設利用料や駐車場料金等については、
原則、全施設キャッシュレス化対応している。

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

(株)東京国際フォーラム

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

５
つ
の
レ
ス

はんこレス
はんこレスについては、手続きのデジタル化とあわせて取り組む方向であるが、規程改正
や別の手段により押印を省略することが可能かどうか改めて検証していく。

規程等に基づく対応可能な手続きについては、全件規程等を改正

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

紙ベースで事務処理しており、デジタル化できていない状況。デジタル化にあたっては、
新たなシステム導入の必要性も想定されることから、現状厳しい経営状況のなか、すぐに
導入することは困難な状況。

規程等に基づく対応可能な手続きについては、全件規程等を改正

キャッシュレス

タッチレス 一部の自主事業において、オンライン配信のサービスを導入し、実施中である。
2021年度に実施する主催事業については、原則、オンライン配信を併用する等の策を講じ
ながら実施していく。※2021年1月末時点では2021年度の主催事業件数は未定

テレワーク
新型コロナウイルス感染防止対策の一環としてテレワーク導入のため、前倒しで在宅勤務
対応のPCを整備し、全社員を対象にテレワークを実施している。

テレワーク可能な社員について月４０％実施（2021年７月～９月対象）
【実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数】

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

安定したグループ経営の
継続

見
直
し

⑥ 【目標①】グループ子会社の経常利益の黒字化 組織
運営

〇 〇 0

戦
略
２

臨海副都心の地域価値向
上

見
直
し

②

【目標①】MICE主催者等の利便性向上のため、MICE拠点の窓口としての機能強化が図ら
れている。
【目標②】都のDICプロジェクトの動向を踏まえ、必要に応じた支援ができている。
【目標③】立案・提言した施策が、都において採用される。

事業
運営

〇 〇 〇 〇 〇

戦
略
３

臨海副都心の賑わいの持
続と発展

見
直
し

①②④ 【目標①】年間来街者数（日本在住者）　3,700万人（当社調べ） 事業
運営

〇 〇 〇 0

戦
略
４

社会と地域を支える基盤
インフラの適切な更新と
改良

見
直
し

③④

【目標①】
　青海コンテナふ頭の物流機能を維持しながら、ヤード改修等が着実に進捗している。
【目標②】
　必要な設備が適切に更新されている。
【目標③】
　特定低公害車等への転換促進により、環境に配慮したまちの形成に貢献している。

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
５

人材育成と働きやすい職
場づくりによるグループ
の基盤強化

継
続

⑤

【目標①】事業や地域に精通するとともに多様な経験を積んだ固有社員がグループの中核
を担い、臨海地域の発展に貢献している。
【目標②】グループにおいて多様な働き方が実施され、人材マネジメントに良い影響をも
たらしている。

組織
運営

〇 〇 0

都長期
戦略

（様式１）

(株)東京臨海ホールディングス （所管局） 港湾局、産業労働局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①

個別取組事項

◆子会社の交通事業は沿線施設の開業と観光
レジャー需要に、展示会事業は旺盛な会場利
用需要に支えられ、堅調な営業成績となって
いたが、新型コロナウイルス感染症拡大によ
り経営に影響を受けている。

◆ビル事業を行う子会社（株）東京テレポー
トセンターは、リファイナンス実施により資
金収支は改善したが、借入金依存度は相対的
にまだ高い状況（35％）にある。一方で、
今後ビルの経年劣化に伴う修繕・更新投資の
増大、コロナ後のオフィス環境の変化に対応
した戦略的投資が求められる中で、必要な資
金を確保していく必要がある。

◆当社は、持株会社としてグループ財務状況
の健全化に取り組む必要がある。

◆収支状況について、定期的な現状把握とシ
ミュレーションを子会社とともに行い、新型
コロナウイルス感染症が収支に与える状況等
を踏まえながら、適切な財務運営によって安
定的な経営を維持していく。

◆ビル事業収益の向上を図り、支出効果を見
極めた効率的な資金運用に努めることによ
り、中長期的に安定したキャッシュフローの
創出を図るとともに、借入金の返済を着実に
進めていく。

◆グループファイナンスを効率的に活用し、
資金需要に対応していく。

【目標①】
　グループ子会社の経常利益の黒字
化

交通事業・展示会事業の
経営状況管理

(株)東京テレポートセン
ターの借入金の返済

グループファイナンスの
有効活用

新型コロナウイルス感染症の拡大で、旅行・出張・通勤や、催事・会議などに関する人々の動きが減少している。また、都心部における新築オフィスビルの大
量供給等でオフィスビルは厳しい競争にさらされている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標

（様式２）
(株)東京臨海ホールディングス

戦略１ 安定したグループ経営の継続
組織
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・2023年度までの収支見込を複数パターン試算中
・収支シミュレーションの実施
・事業各社との定例的な会合による状況把握
・必要な対策を検討・実施しながら事業を継続

・収支シミュレーションの実施
・事業各社との定例的な会合による状況把握
・必要な対策を検討・実施しながら事業を継続

・収支シミュレーションの実施
・事業各社との定例的な会合による状況把握
・必要な対策を検討・実施しながら事業を継続

借入金残高　457億円（年度末447億円） ・借入金残高　429億円 ・借入金残高　410億円 ・借入金残高　391億円

・新規の貸付実績なし（貸付実行中２件）

・グループ各社の資金状況を見据えた資金運用
・必要に応じてグループファイナンス預入金払出による資金
繰り改善
・貸付利率の見直し検討

・グループ各社の資金状況を見据えた効果的な資金運用
・必要に応じてグループファイナンス貸付による資金繰り改
善

・グループ各社の資金状況を見据えた効果的な資金運用
・必要に応じてグループファイナンス貸付による資金繰り改
善

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

◆ここ数年、東京ビッグサイトの拡張ととも
に近隣地域の開発が更に進み、ホテルやホー
ル等のMICE関連施設やアフターコンベン
ションに資する商業施設等が充実してきた
が、コロナ禍により今後の先行きの見通しが
困難になっている。

◆青海南地区における研究開発や産業創成に
関する施設の集積など、臨海副都心の特色を
生かした地域の発展に、都と連携して取り組
む必要がある。

◆コロナ禍による環境変化をふまえ、地域企
業と連携して地域の価値を高めていく必要が
ある。

◆当面は、MICE拠点としての特色を生かせ
るよう、先行事例や国の施策等を研究すると
ともに、施設データ集約と主催者等への効率
的な情報提供などにより、地域全体の取組と
なるよう牽引していく。

◆「スマート東京」先行実施エリアとして、
ビジネスモデルプロジェクトやショーケース
利用の受け入れに努め、地域に新しい価値を
生み出す。

◆地域に根差した団体として、地域企業や来
街者の声、客観的な地域の現況把握や施策提
言を行う。

【目標①】
　MICE主催者等の利便性向上のた
め、MICE拠点の窓口としての機能強
化が図られている。

【目標②】
　都のDICプロジェクトの動向を踏
まえ、必要に応じた支援ができてい
る。

【目標③】
　立案・提言した施策が、都におい
て採用される。

ＭＩＣＥ誘致の推進

ベイエリアDICプロジェ
クトの支援

臨海副都心の現状把握と
都への提言

臨海副都心は、都内では貴重な緑豊かで海に面した開放的な景観や多様な屋内外の貸しスペース、宿泊・商業・娯楽・教養施設等が集積する観光拠点である
が、都心の複数エリアで大規模開発が進展し、地域の相対的な魅力の低下が危惧されるとともに、コロナ禍でまちの活力が低下している。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(株)東京臨海ホールディングス

戦略２ 臨海副都心の地域価値向上
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・大丸有エリアのマネジメントスキーム等をリサーチ
・推進体制の検討着手
・MICEで活用しうる地域の施設等に関する調査の実施及び
事業スキームの検討

・体制の整備
・本格稼働に向けて活動の試行

・本格的な活動開始

「ベイエリアDigital Innovation Cityに向けた検討に係る協
定」に基づき、５G等先端技術を活用したICT企業等に対す
るニーズ調査を実施中

・ベイエリアDICプロジェクトの実現に向け、まちづくり協
議会等と連携した支援の実施
・ベイエリアDICプロジェクトに関連のあるグループ会社や
進出事業者に対する情報提供等の実施

・ベイエリアDICプロジェクトの動向に合わせた支援の実施 ・ベイエリアDICプロジェクトの動向に合わせた支援の実施

・SNS発信の分析による来街者ニーズ等の調査実施に向け調
整中

・来街者ニーズ調査を受け進出企業への調査を予定

・地域特性や来街者のニーズ等の継続的調査
・東京臨海副都心まちづくり協議会の活動への参画等を通じ
て地域企業等の意見を収集
・施策の立案、提言

・地域特性や来街者のニーズ等の継続的調査
・東京臨海副都心まちづくり協議会の活動への参画等を通じ
て地域企業等の意見を収集
・施策の立案、提言

・地域特性や来街者のニーズ等の継続的調査
・東京臨海副都心まちづくり協議会の活動への参画等を通じ
て地域企業等の意見を収集
・施策の立案、提言

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①

①

①

◆コロナ禍により臨海副都心は大変厳しい状
況にあるが、東京2020大会の主要施設にな
るビッグサイトや公園等の提供、観客輸送等
を万全に行い、大会の成功を支える必要があ
る。

◆インバウンド需要が当面見込めない中、地
域の各施設の活力が減退しないよう、地域企
業を支えていかなければならない。

◆ポスト・コロナも見据えて、2020年9月
に開業したクルーズターミナルを活かした地
域の活性化を図っていく必要がある。

◆東京2020大会開催を控えるとともに沿線
施設も相次ぎ開業しており、地域としてのア
ピールをより一層推進し、少しでも来街者を
取り戻していく必要がある。

◆大会に向けた準備を着実に進めるととも
に、開催地としてのレガシーの活用に取り組
む。

◆当社は、東京臨海副都心まちづくり協議会
の事務局業務を担うとともに、指定管理者と
して公園運営にも携わっている。地域企業と
のネットワークを活かして、屋外の公共空間
の活用も含めて、国内外の方々が楽しめる魅
力的な場を演出していく。また、展示会等の
誘致に向けた積極的な営業活動を展開し、施
設の利用を促進する。

◆将来の国際クルーズ需要の回復を見越し
て、地域をあげた寄港の歓迎や、乗下船客等
の来街を促す仕組みを構築していく。

◆大会開催や沿線施設の相次ぐ開業を活かし
て地域のPRを強化し、イメージアップを
図っていく。

【目標①】
　年間来街者数（日本在住者）
　　3,700万人（当社調べ）

※東京2020大会の本格的な土地利用
が始まる前（2018年）の水準であ
る。

※ただし、令和2年11月までの利用
推移から、定期券での来街は25％減
少する想定を置いた。

※変動予測の難しい訪日外国人旅行
者は、人数に加えない。

オリンピック成功への協
力とレガシー活用

地域企業等と連携した賑
わいづくり

利用者ニーズに基づく展
示会等の誘致活動の展開

クルーズターミナルを活
かした地域の活性化

来街者獲得のための広
報・情報発信

都内有数の屋外イベント空間である臨海副都心の公園や都有地等は、東京2020大会にも活用されるが、大会延期に伴う諸課題に対応していく必要がある。ま
た、街の大切な活力である商業・宿泊施設は、コロナ禍の影響で観光客等が減少する中、厳しい状況に直面している。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(株)東京臨海ホールディングス

戦略３ 臨海副都心の賑わいの持続と発展
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・大会延期によるビッグサイト展示棟の利用制約期間の変更
に対応
・開催地モニュメントの制作準備及び雑誌（2020年5月発
刊）への記事掲載（グループ会社で費用分担）

・大会延期に伴う展示棟利用制約の対応
・開催地モニュメントの設置、大会後のフォトスポットとし
ての活用
・オリンピックレガシー等を活かした来街者数増加や回遊性
向上に資する事業の検討

－ －

・イルミネーションアイランド実施（地域意見を集約しまち
協事業として実施）

・まち協の活動等を通じて集約した地域意見の具体化に向け
た検討
・複数の地域企業が参画するイベントの開催促進

・まち協の活動等を通じて集約した地域意見の具体化
・都の施策と連携してイベントの開催等を促進

・2022年度の取組結果を踏まえ改善を図っていく

（新規）

・施設利用者等のニーズの把握
・新規展示会等の誘致
・利用者ニーズに基づいた新たなサービス等の提供
・施設や催事等の情報発信力の強化

・施設利用者等のニーズの把握
・新規展示会等の誘致
・利用者ニーズに基づいた新たなサービス等の検討

・施設利用者等のニーズの把握
・新規展示会等の誘致
・既存顧客への施設利用促進
・利用者ニーズに基づいた新たなサービス等の提供

・自治体や船社等の最新情報把握のため、シンポジウムに参
加
・ターミナルの現地調査、管理者との意見交換実施

・乗下船客、船員の地域への誘導促進（観光ルートの紹介
等）
・ターミナルでの歓迎ムードの醸成等、賑わい創出策の検討

・ターミナルでの歓迎ムードの醸成等、賑わい創出策の実施 ・実施内容についての課題抽出、改善、実施の継続

・臨海地域ポータルサイト「東京お台場.net」の効果検証と
改善（新規コンテンツ作成等）
・10月から公式LINEアカウントによる情報発信を開始
・グループ広報企画担当者会開催予定（12月）

・「東京お台場.net」のアクセス解析等による現行コンテン
ツの分析や類似サイトのコンテンツ調査の実施
・SNSごとの特性を踏まえた情報発信方法の検討
・グループ広報企画担当者会開催等連携した広報活動の検討

・「東京お台場.net」における臨海地域の魅力あるコンテン
ツの検討・作成
・SNSの適切な使い分けによる効果的な情報発信の実施
・グループ各社が有する広報媒体の活用等連携した広報活動
の実施

・「東京お台場.net」における臨海地域の魅力あるコンテン
ツの作成
・SNSの適切な使い分けによる効果的な情報発信の実施
・グループ各社が有する広報媒体の活用等連携した広報活動
の実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

◆東京港の抜本的な貨物処理能力の向上には
既存コンテナふ頭の再編が不可欠であり、
ヤード及び荷役施設の整備・貸付等を担う子
会社東京港埠頭（株）は、都と一体となって
再編に取り組む必要がある。

◆臨海副都心の開発当初から子会社各社が運
営を担ってきた基盤インフラの主要な設備
が、更新時期を迎えている。

◆地域のさらなる発展に向け、環境に配慮し
たまちの創出に貢献することが求められてい
る。

◆中央防波堤外側ふ頭第２バースへ機能移転
した青海ふ頭第３バースの跡地を活用して青
海ふ頭を再編。青海ふ頭第４バースの拡張や
青海公共ふ頭の拡張とトランスファークレー
ンの導入により、荷役効率化と周辺の交通渋
滞緩和を図る。

◆臨海地域の都市基盤を支える公共性の高い
施設について、サービスの提供を途切れさせ
ることなく設備を更新していく。

◆グループ環境行動計画に基づき、温室効果
ガス削減等に取り組んでいく。

【目標①】
　青海コンテナふ頭の物流機能を維
持しながら、ヤード改修等が着実に
進捗している。

【目標②】
　ゆりかもめの自動運転及び熱供給
事業の冷水安定供給に必要な設備が
適切に更新されている。

【目標③】
　特定低公害車・低燃費車への転換
促進により、環境に配慮したまちの
形成に貢献している。

青海コンテナふ頭の再編
整備

インフラの安全・安定供
給を支える主要設備の円
滑な更新

特定低公害・低燃費車へ
の転換

我が国の物流を支える東京港は、今後も貨物量の増大が見込まれるなか施設能力が限界を超えつつあり、抜本的対策を要する時期にきている。また、まちびら
きから20余年を迎える臨海副都心は、開発当初から築きあげてきた「安全・安心」の特長を将来にわたって守り抜いていかなければならない。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(株)東京臨海ホールディングス

戦略４ 社会と地域を支える基盤インフラの適切な更新と改良
事業
運営

298



（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・A3ターミナルの跡地を活用して、貨物処理能力の向上に向
け青海コンテナふ頭の再編整備を本年度中に着手

・A3ターミナルの跡地を活用して、貨物処理能力の向上に向
け青海コンテナふ頭の再編整備の実施
（ヤードレイアウトの見直し及び荷役機械の更新など）

・A3ターミナルの跡地を活用して、貨物処理能力の向上に向
け青海コンテナふ頭の再編整備の実施
（ヤードレイアウトの見直し及び荷役機械の更新など）

・A3ターミナルの跡地を活用して、貨物処理能力の向上に向
け青海コンテナふ頭の再編整備の実施
（ヤードレイアウトの見直し及び荷役機械の更新など）

・ゆりかもめATC/TD装置更新：１箇所(対象6箇所中1箇所
完了)
・熱供給用冷凍機：１基更新（H7製造14基中11基更新）

・ゆりかもめATC/TD装置更新：１箇所(対象6箇所中2箇所
完了)

・ゆりかもめATC/TD装置更新：4箇所(対象6箇所中6箇所完
了)
・熱供給用冷凍機：２基更新（H7製造14基中更新13基）

・グループ各社が所有する自動車について、更新時等に ZEV
等の特定低公害・低燃費車への転換を促進

・グループ各社が所有する自動車について、更新時等に ZEV
等の特定低公害・低燃費車への転換を促進

・グループ各社が所有する自動車について、更新時等に ZEV
等の特定低公害・低燃費車への転換を促進

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

②

◆ＯＪＴやグループ共同研修等によりグルー
プ全体として人材の育成を図っているが、固
有社員の割合は全社員の約9割を占めるまで
に増加しており、更なる取組が求められてい
る。

◆広い視野を持ち、各事業や臨海地域に精通
した人材育成のため、様々な経験や研修の機
会の充実に取り組んでいく必要がある。

◆社員が意欲と能力を十分発揮することに
よって生産性向上を図れるよう、ライフ・
ワーク・バランスのとれた働き方ができる職
場環境を形成していく必要がある。

◆グループ社員に共通して必要な能力・知識
を習得するための研修は、受講対象や内容の
充実を図っていくとともに、オンライン研修
の拡充などにより、受講しやすい環境整備も
進めていく。また、グループ各社の研修担当
者等との意見交換などを通じて、より効果的
な共同研修の検討・実施を推進する。

◆固有社員について、グループ内外の人事交
流やプロジェクト研修等を継続的に行うため
の仕組みを作る。あわせて、採用（障害者雇
用を含む）の手法などの情報交換の機会を作
る。

◆個々のライフスタイルに合った働き方がで
きる職場環境の整備と、生産性の向上に必要
な施策を着実に進めていく。

【目標①】
　事業や地域に精通するとともに多
様な経験を積んだ固有社員がグルー
プの中核を担い、臨海地域の発展に
貢献している。

【目標②】
　グループにおいて多様な働き方が
実施され、人材マネジメントに良い
影響をもたらしている。

グループ共同研修

固有社員の採用・育成

多様な働き方の実現

少子高齢化が進むなか、会社が将来にわたって地域の発展を支えていくためには、人材育成及び優秀な人材に選ばれる魅力ある職場環境の創出が必要である。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
(株)東京臨海ホールディングス

戦略５
人材育成と働きやすい職場づくりによるグループの基盤強
化

組織
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・研修のオンライン化　５案件
・ハラスメント研修の対象者拡大（管理職→全社員）

・オンライン研修の拡充
・WEBも併用したプロジェクト研修の実施
・担当者会等の場を活用しつつ、新規研修の検討

・担当者会等の場を活用しつつ、新規研修の検討・実施 ・担当者会等の場を活用しつつ、新規研修の検討・実施

・2019年度の人事交流の成果について分析し、継続につい
て検討中

・受入可能ポストやフォロー体制の検討
・採用手法の情報交換会の設置

・制度化に向けた労働法制度の取扱いの整理・検討
・派遣可能な各社との人事交流の実施

・派遣可能な各社との人事交流の実施
・グループ人事交流の制度化

・テレワークをグループ全社で実施
・在宅勤務及び時差勤務を併用した働き方を全社員が実施
（２社）

・各社のテレワーク等の課題整理、解決策検討
・各種ICTツールの活用状況など社員の働き方の検証
・テレワークの積極的活用にふさわしいワークスタイルを検
討
・各社と連携し障害者雇用の推進や定着に向けて取り組む

・各社のテレワーク等の課題の解決
・生産性向上に向けた施策の実施、推進
・各社と連携し障害者雇用の推進や定着に向け取り組む

・各社のテレワーク等の課題の解決
・生産性向上に向けた施策の実施、推進
・各社と連携し障害者雇用の推進や定着に向け取り組む

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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○恒常的にFAXを使用する業務はなく、相手方の都合によりやむを得ずFAXを使用するケー
スがある。なお、受信件数の大半は、業務と関連性のない広告が一方的に送られてくるも
のである。

○相手方の都合によりやむを得ずFAXを使用するケースがあるが、そうしたケースにおい
てもペーパーレスによる取扱いができるよう、2021年内を目標に複合機を更改し、ペー
パーレスでFAXを送受信できる機種を選定する。また、更改後は、ペーパーレスによる取
り扱いを標準設定とし、紙によるFAX送受信の98%削減を目指す。

○令和2年4月から11月まで　約17万枚
○複合機の印刷設定について、両面印刷を初期設定とするなど、これまでも使用枚数の抑
制に取り組んできたところ。

○両面印刷の奨励など、引き続き使用枚数の抑制に取り組む。
○2021年内を目標にタブレット導入等の施策の実施を計画しており、導入後の期間におい
て、2019年度比で紙の使用枚数40%減を目指す。

団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し ー

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

(株)東京臨海ホールディングス

５
つ
の
レ
ス

はんこレス 団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し ー

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し ー

キャッシュレス

タッチレス 団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し ー

テレワーク
○全社員（22名）がテレワークを実施できる環境を整備した。
○なお、社員は、テレワークが可能な業務とそうでない業務のいずれにも従事しているこ
とから、在宅勤務と出勤とを併用した勤務体制を実施している。

○引き続き在宅勤務を併用した勤務体制を継続する。
○在宅勤務の実施率は月40％（※）を目標とする
　　※「実施件数/当月の勤務日数/テレワーク勤務可能な職員数」により算出

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

人材の確保・育成
見
直
し

①②

【目標①】技術指導や施工管理に従事できる１級と、特定の専門分野での業務を円滑
　　　　　に遂行できる２級の業務責任者を2023年度までに各90名育成する。
　　　　　2024年度までに各職場１名ずつ配置を目指す。
【目標②】人材育成計画の策定・運用、関連する規程等の見直し
【目標③】資格取得支援策の策定、導入

組織
運営

〇 〇

戦
略
２

新たな事業の拡大等によ
る受託事業の収益力の向
上

見
直
し

④

【目標①】建築分野の工事監督・監理部門を設立し業務を受託

【目標②】本経営改革プランの期間中における新規受託拡大による売上増（約2億円）

【目標③】発電事業の黒字化

事業
運営

〇

戦
略
３

新技術の活用による質の
高いメンテナンスの提供

見
直
し

⑤

【目標①】ウエアラブルカメラの３事業所導入による、情報伝達時間の短縮

【目標②】現場作業支援アプリの８事業所導入による、作業効率の向上

【目標③】新たに活用する技術の試行及び導入効果検証（３件）、
　　　　　検証結果を踏まえた本格導入（２件）

事業
運営

〇 〇 〇

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

都長期
戦略

（様式１）

 東京交通サービス(株) （所管局） 交通局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

303



経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②③

②

（様式２）
 東京交通サービス(株)

戦略１ 人材の確保・育成
組織
運営

今後、労働力人口が減少し、技術系の人材確保がさらに困難になることが見込まれる。このような状況においても、総合保守会社として安定した事業運営を行
うためには、これまで主に職場単位で進めていた人材育成等について、会社全体のサポートを強化していく必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆業務の中核を担ってきた都OBの減少が見
込まれる中でも、固有社員の技術力向上や技
術継承を着実に行っていく必要がある。

　

◆受託事業拡大を踏まえ、より高度な知識・
技術を有する専門人材を育成する仕組みを強
化していく必要がある。

◆業務に必要な専門性や技術力を有すること
の裏付けとなる資格の取得に対して、支援が
十分でなく、固有社員の資格取得が進んでい
ない。

◆鉄道の総合保守会社としての基礎を支える
社員の技術スキルの証左として、社内資格で
ある業務責任者の取得推奨をこれまで進めて
きた。今後、当該資格保有者を組織的に育成
することで、社員の技術レベルのボトムアッ
プを図るとともに、新たな業務領域への事業
進出や技術職員の人材育成システムにおける
メルクマールとしていく。

◆業務分野毎に策定している社員の人材育成
計画について、各職種（電気・機械・土木・
建築）に応じて高度な知識・技術を習得させ
るなど見直しを図り、専門人材の育成を図っ
ていく。
　
◆現行の資格取得時の支援に加え、取得難易
度や業務への活用度合に応じた支援策の検
討、導入を図る。

【目標①】技術指導や施工管理に従
事できる１級と、特定の専門分野で
の業務を円滑に遂行できる２級の業
務責任者を各90名育成する。2024
年度までに各職場１名ずつ配置を目
指す。

【目標②】人材育成計画の策定・運
用、関連する規程等の見直し

【目標③】資格取得支援策の策定、
導入

社外ノウハウの積極的
活用と社内研修の充実

人材育成計画の策定、
資格取得支援策の策
定・導入

局と一体となった人材
育成
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・11月末時点での外部研修受講率91.9%
・業務責任者資格保有者数　１級69名、2級71名

・外部研修受講率94％
・社内研修（業務責任者準備講習など）の開催（２回）
・新たな研修メニューの調査及びアンケート実施
・通信教育のNET申込を導入
・指標の検討

・未受講者への外部研修提案（外部研修受講率97％）
・前年度の調査・アンケートに基づく社内研修の開催（３
回）
・通信教育メニューの拡充

・未受講者への外部研修提案（外部研修受講率100％）
・前年度の実施状況を踏まえた社内研修の拡充（４回）及び
次年度に向けた研修メニュー再調査
・３か年の実績を踏まえた次年度に向けた通信教育の活用を
検討

（新規）
・人材育成計画の策定
・資格取得支援策の課題整理、方策の検討

・人材育成計画に基づいた実施（各部ごとの状況に合わせて
順次実施）
・資格取得支援策の一部運用開始

・人材育成計画の進捗確認と見直し
・資格取得支援策の本格導入

・交通局への長期派遣研修（１年間）４名
・交通局への派遣研修（５カ月間）２名

・交通局との調整（新規人事交流、研修など）
・交通局への派遣研修

・交通局との調整（新規人事交流、研修など）
・前年度の取組内容に基づく見直し
・交通局への派遣研修

・交通局との調整（新規人事交流、研修など）
・３か年の取組を踏まえた次年度に向けた検討
・交通局への派遣研修

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

（様式２）
 東京交通サービス(株)

戦略２ 新たな事業の拡大等による受託事業の収益力の向上
事業
運営

交通局の事業量増加に伴い、当社の担う事業領域が拡大する中、工事監理業務を成長の柱として育ててきた。今後も安定的な経営を行い、総合保守会社として
局に貢献するためには、新たな事業領域への進出や受託事業規模の拡大を図るとともに、採算性の悪い事業の収益力の向上を図っていく必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

【新たな事業領域への進出】
◆建築分野について、局所有地上建物の工事
監督・監理を受託できる体制を構築していく
必要がある。

【既存事業における業務範囲の拡大】
◆工事監理について、さらに業務範囲を拡大
するためには、高度なノウハウを習得する必
要がある。

◆保守管理について、より高度な知識・経験
を要する業務の受託拡大のための体制整備が
十分でない。

【発電事業の収支改善】
◆発電事業については、事業赤字を解消し、
早期の黒字化を図る必要がある。

◆建築分野については、局と当社の相互の人
材交流により、工事監督・監理のノウハウを
習得しつつ、専管組織設置に向けた準備を行
う。

◆人材交流等により、ノウハウ（高度な判断
を行うスキルや経験）の習得や体制整備を進
めることで、業務範囲を拡大していく。

◆発電事業については、経費の削減に取り組
むとともに、受託業務の増による収益増に向
けて局と協議し、収支改善を図っていく。

【目標①】建築分野の工事監督・監
理部門を設立し業務を受託

【目標②】本経営改革プランの期間
中における新規受託拡大による売上
増（約２億円）

【目標③】発電事業の黒字化

建築分野の工事監督・
監理業務受託体制整備

業務範囲拡大に対応す
るための体制整備

発電事業の収支改善
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・建築課に１名を派遣中（１年）
・固有社員の局派遣研修実施
・専管組織設置に向けた体制準備

・局派遣研修から社員が帰任しノウハウを還元
・局から当社への現役職員派遣
・業務受託開始

・更なる執行体制の拡充

・電気総合管理所に１名を派遣中（１年）
・電機設備工事監理課に都派遣職員を３名受け入れ
・必要な部門の業務範囲拡大に向けた体制整備

・工事監理についての高度なノウハウの習得
・業務範囲拡大に向けた体制整備
　（浅草線ホームドアなど）
・局とＴＫＳ共同の訓練や研修、勉強会の拡充
・必要な部門について局への派遣研修実施

・工事監理についての高度なノウハウの習得
・業務範囲拡大に向けた体制整備
・必要な部門について局への派遣研修実施

・工事監理についての高度なノウハウの習得
・継続的な業務範囲の拡大
・必要な部門について局への派遣研修実施

・受託業務の増
・配置人員の減（▲１）

・受託業務の増
・外注費の減
・収支の均衡

・受託業務の増
・収支の均衡

・受託業務の増
・黒字化

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

③

（様式２）
 東京交通サービス(株)

戦略３ 新技術の活用による質の高いメンテナンスの提供
事業
運営

都OB、就業人口減により即戦力社員の確保が困難な中、設備老朽化や機器の高機能化に対応するため、ICT等新技術を活用し、業務の効率化など、より質の
高いメンテナンスの提供を実現していく。導入効果は試行を繰り返す中で見極める必要があるが、業務の高度化・省力化の取組のため設定する。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

◆現場と事業所間の情報伝達は、主に電話
やメールを利用しているが、現場状況がリ
アルタイムで正確に把握できない、時間を
要するなどの課題がある。

◆現場作業時におけるデジタルツールの活
用が不足しているため、作業時に不測の事
態（機器故障、作業の遅延等）が発生した
場合、現場の状況報告や対応方法等を迅速
に共有できないことにより、作業時間や期
間が長引くことがある。

◆業務の効率化や実務研修などに活用でき
るデジタル技術について、常に最新の動向
を注視する必要がある。

◆ウエアラブルカメラ等を活用することに
より、迅速・正確な情報の伝達・共有を可
能にする。（遠隔指示の充実、障害対応時
間の短縮などにも寄与）

◆現場作業支援アプリ（関連資料を現場で
閲覧可能にする）を入れたタブレットを携
行し、効率的な作業につなげる。

◆社員のスキルアップの支援等を通じて質
の高いメンテナンスの提供を実現するた
め、技術の最新動向の情報収集を行い、作
業の省力化・効率化に向けた検討を進め、
新技術を導入する分野の拡大を図る。

【目標①】ウエアラブルカメラの３
事業所導入による、情報伝達時間の
短縮
　

【目標②】現場作業支援アプリの８
事業所導入による、作業効率の向上

【目標③】新たに活用する技術の試
行及び導入効果検証（３件）、検証
結果を踏まえた本格導入（２件）

実証実験と実験結果を
踏まえた導入拡大

新技術のリサーチと試
行導入及び本格導入
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・ウエアラブルカメラの試行を開始
　（１事業所及び技術管理課）
・現場作業支援アプリの試行（４事業所）

・ウエアラブルカメラの試行結果検証及び実運用（１事業
所）　試行導入、指標の検討・設定、効果検証（１事業
所）
・現場作業支援アプリの実運用（４事業所）　試行導入、
指標の検討・設定、効果検証（２事業所）

・ウエアラブルカメラの実運用　（２事業所）
・　　　　〃　　　　　試行導入、効果検証（１事業所）
・現場作業支援アプリの実運用　（６事業所）
・　　　　〃　　　　　試行導入、効果検証（２事業所）

・ウエアラブルカメラの実運用　（３事業所）
・現場作業支援アプリの実運用　（８事業所）

・交通局技術調整担当と情報交換・意見交換を進めた
・展示会において情報収集に努めた

・交通局等と連携・情報交換、展示会視察によるリサーチ
・保守業務等に有用な新技術の検討・試行導入と指標の検
討
　（１件　VR技術を使った研修教材）

・交通局等と連携・情報交換、展示会視察によるリサーチ
・前年度試行した技術の効果検証、本格導入（１件）
・保守業務等に有用な新技術の検討・試行導入（１件）

・交通局等と連携・情報交換、展示会視察によるリサーチ
・前年度試行した技術の効果検証、本格導入（１件）
・保守業務等に有用な新技術の検討・試行導入（１件）

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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Eメールの活用等により件数を減少させる
相手側からFAXによる報告を求められているものに関しては、代替の可否について協議や
調整が必要

原則、総務本部においてFAX送信数・受信数の削減▲98％

タブレットの活用等により、会議資料やマニュアル、図面等の紙出力を減少させる取組を
行っている。

原則、総務本部においてコピー用紙の使用量を2020年度比で30％減少させる。

団体の規程等に基づく手続として情報開示に係る手数料があるが、取扱実績が無い。
情報開示に係る手数料については、今後一定程度実績があった場合、費用対効果を見極め
た上で、キャッシュレス化対応を図る。

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

東京交通サービス(株)

５
つ
の
レ
ス

はんこレス

TKSで対象となる手続は全て契約関係であるが、団体の契約に関する指導監督指針により
契約の適正性確保が求められていることから、国や都（局）の制度を注視し、団体におい
ても迅速に対応する。
団体の内部事務手続について、はんこレス化を進めている。

対応可能な手続については、全件規程等を改正
内部事務手続についても、デジタル化の基盤整備を推進し、2020年度中に旅費精算システ
ムを稼働させる。

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

TKSで対象となる手続は全て契約関係であるが、団体の契約に関する指導監督指針により
契約の適正性確保が求められていることから、国や都（局）の制度を注視し、団体におい
ても迅速に対応する。
団体の内部事務手続についても、デジタル化の基盤整備を進めている。

対応可能な手続については、全件規程等を改正
内部事務手続についても、デジタル化の基盤整備を推進し、2020年度中に旅費精算システ
ムを稼働させる。

キャッシュレス

タッチレス 団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し ー

テレワーク
・タブレット41台にアプリを搭載したほか、モバイル端末９台、モバイルルーター９台を
導入した。
・テレワーク実施率は　9.1％

・モバイル端末とモバイルルーター各15台を導入する。
・テレワーク勤務可能な職員による実施率 目標40％
【実施件数/当月の勤務日数/テレワーク勤務可能な職員数】

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

水道施設の維持管理など
技術系業務の効率的な執
行体制の整備

見
直
し

①

【目標①】受託業務拡大に備え、現場における幅広い経験と専門的な知識を
有する社員を確保
【目標②】技術系受託業務へのＩＣＴ技術の導入・ＤＸ推進による業務効率化
（40業務のうち５業務）

事業
運営

〇 〇

戦
略
２

お客さま対応など営業系
業務の効率的な執行体制
の整備

見
直
し

①⑦

【目標①】営業所の運営費を５％削減（2020年度受託済営業所を対象）
【目標②】給水装置業務を含めた営業所等の窓口サービスの改善・向上
【目標③】お客さまセンターのオペレーター業務に係る運営費を２％削減
（2019年度比）

事業
運営

〇 〇

戦
略
３

IＣTなど新技術を活用し
た戦略的な自主事業等の
展開

見
直
し

①⑥

【目標①】水道関連自主事業の新規業務受託（５件以上）
【目標②】公共ＩＴ自主事業の新規業務受託における受注判断プロセスと
プロジェクトマネジメント手法の改善
【目標③】ＤＸ推進等による社内業務の改善・新規業務の開発、商品化
（試行を含め３件以上）

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
４

ＤＸの推進等による安定
的な業務運営を支える経
営基盤の強化

見
直
し

①③④

【目標①】意識調査において、20項目中11項目が他社平均以上（2020年度：６項目）
【目標②】2023年度末の定着率95％（2021年度採用者分）
（2017年度採用者：89.4％）
【目標③】全てのセグメント（局受託業務（水道施設管理、ＣＳ）、
自主事業（水道、ＩＴ））において営業利益を確保

組織
運営

〇 〇 〇

都長期
戦略

（様式１）

 東京水道(株) （所管局） 水道局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

①

①

②

個別取組事項

◆業務移転の開始当初は、都OBの採用や退
職派遣などにより、社員を確保し業務を運営
するとともに、若手社員への技術の継承を
図ってきた。

◆しかし、現在は、都OB社員の退職が増加
するとともに、社員の採用が難しくなってお
り、今後の受託拡大に向けた更なる人材の確
保・育成や技術継承が困難となっている。

◆こうした状況の中でも、今後予定されてい
るこれまで経験のない新たな技術系業務の移
転に確実に対応しなければならない。

◆技術系業務の実務研修やＯＪＴの充実など
により、個々の社員のレベルを向上させると
ともに、ICT技術の積極的な活用やＤＸの推
進によって業務を効率化させる。

【目標①】受託業務拡大に備え、現
場における幅広い経験と専門的な知
識を有する社員を確保

【目標②】技術系受託業務へのＩＣ
Ｔ技術の導入・ＤＸ推進による業務
効率化（40業務のうち５業務）

今後の業務移転を見据え
た新たな研修の実施

今後の業務移転・性能発
注方式を見据えたＯＪＴ
の見直し

業務の習熟度を測る仕組
みの検討・実施

受託業務のＩＣＴ化・Ｄ
Ｘ推進

水道局が策定した「東京水道長期戦略構想2020」では、当社への積極的な業務移転と新たな性能発注方式による包括委託により政策連携団体の創意工夫を発
揮させる方向性が明示されており、技術系業務は今後20年で業務移転される。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標

（様式２）
 東京水道(株)

戦略１
水道施設の維持管理など技術系業務の効率的な執行体制の
整備

事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・（新規）
・新規の受託業務内容について局との調整を踏まえ、新たな
研修科目を検討

・新規の受託業務内容について局との調整を踏まえ、新たな
研修科目を検討
・新規研修を１科目実施（計21科目）

・新規の受託業務内容について局との調整を踏まえ、新たな
研修科目を検討
・新規研修を２科目実施（計23科目）・見直し

・浄水場運転管理に関する業務のマニュアルの見直し

・浄水場運転管理に関する業務マニュアルをＯＪＴでも活用
しやすい内容に改善
・浄水場の包括受託に則した実践的なＯＪＴプログラムの検
討

・浄水場の包括受託に則した実践的なＯＪＴプログラム（設
計・施工、水質管理、事故対応等）の実施
・今後の性能発注方式を見据え、創意工夫を反映したＯＪＴ
の実施方法を検討

・浄水場の包括受託に則した実践的なＯＪＴプログラムの検
証・見直し
・今後の性能発注方式を見据え、創意工夫を反映したＯＪＴ
の実施方法を検討

・（新規）
・研修理解度や業務スキルを測る仕組みの検討・策定
・TWエキスパート制度（仮称）の検討

・研修理解度や業務スキルを測る仕組みの導入
・TWエキスパート制度（仮称）の運用開始

・研修理解度や業務スキルを測る仕組みの検証・見直し
・TWエキスパート制度（仮称）の運用

・技術系受託業務フローの分析・見直し検討
・ＤＸ推進に向けた社内ＰＴによる検討

・工事事故対応でのタブレット等携帯端末の試行導入
・社内ＰＴにおける検討を踏まえた受託業務へのＤＸ推進に
向けた具体的な活用を検討（点検データの蓄積、局提出報告
書等のペーパレス化等）

・工事事故対応以外の業務でのＩＣＴ機器(タブレット等携
帯端末、ドローン、ウェアラブルカメラ)の試行導入
・点検データ等のデータベース化の実施
・局提出報告書等のペーパレス化の試行

・本格実施（５業務）
・５業務以外の受託業務への拡大を検討

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

②

③

◆業務移転の開始から10年以上が経過し、
これまでの営業所やお客さまセンターの運営
などを通じて、お客さま対応に必要な経験・
ノウハウが蓄積されており、安定的な業務運
営が確保できている。

◆今後は、更なる営業所の移転による業務量
の増加に対応しつつ、当社独自の創意工夫を
行うことで、より効率的な業務執行体制を確
保した上で、お客さまサービスを向上させな
ければならない。

◆今後の営業所の移転に伴う業務の拡大や区
部・多摩お客さまセンターの機能の一元化に
伴うセンター運営の見直しを見据えて、ICT
技術の積極的な活用により、効率的な業務運
営体制の構築や業務改善を実施する。

【目標①】営業所の運営費を５％削
減（2020年度受託済営業所を対象）

【目標②】給水装置業務を含めた営
業所等の窓口サービスの改善・向上

【目標③】お客さまセンターのオペ
レーター業務に係る運営費を２％削
減（2019年度比）

効率的な業務運営による
コストの最適化

営業所・サービスステー
ション窓口の総合窓口化

窓口の混雑情報の提供、
オンライン受付の実施

お客さまセンター機能の
一元化による運営体制の
見直し

水道局が策定した「東京水道長期戦略構想2020」では、当社への積極的な業務移転と新たな性能発注方式による包括委託により政策連携団体の創意工夫を発
揮させる方向性が明示されており、営業系業務は今後10年で業務移転される。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
 東京水道(株)

戦略２ お客さま対応など営業系業務の効率的な執行体制の整備
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・（新規）
・受託営業所やサービスステーションにおける効率的な社員
配置等の検討

・受託営業所やサービスステーションにおける効率的な社員
配置等の試行
・運営費削減（３％）

・受託営業所やサービスステーションにおける効率的な社員
配置等の本格実施・検証
・運営費削減（２％、計５％）

・サービスステーションの給水装置窓口で手数料の徴収を開
始
・口座申込Web化、請求書ペーパーレス化、給水装置工事電
子申請対象拡大等の窓口でのＰＲ方法の検討

・社内ＰＴにおいて、給水装置業務と営業所業務について一
体的に案内可能な総合窓口の検討、水道局との調整
・相談・ＰＲを一体的に行う街角イベントの運用マニュアル
作成
・関係社員への研修実施

・総合窓口化を試行し、一体的な案内を実施（２か所）
・街角イベントにおける一体的な相談・ＰＲの試行
・試行を踏まえた効果の検証、改善策の検討

・総合窓口を本格実施（20か所）
・全受託事業所での街角イベントにおける一体的な相談・Ｐ
Ｒの実施

・混雑解消のため、マーカー等動線の設置

・混雑状況を分析し、情報提供の内容を選定
・受付のオンライン予約の検討
・新型コロナウイルス感染症の状況を見ながら電子申請出前
講座の開始

・混雑情報提供の試行（２か所）
・オンライン予約の試行（２か所）
・電子申請出前講座の継続実施・検証

・混雑情報提供の本格実施（20か所）・検証
・オンライン予約の本格実施（20か所）・検証
・検証を踏まえた電子申請出前講座内容の改善、実施

・お客さまセンター機能の一元化について局と調整
・ＡＩについて、なりすましに係るキーワードを登録し、ア
ラート表示させることで不適正処理防止対策を検討

・お客さまセンター機能一元化後の人材派遣及び社員の効率
的な配置、ナビダイヤル（用途別番号振分）の検討
・緊急時ナビの要件等を整理、ユーザ―権限の拡大・試行
・活用促進のため、ＡＩタブレットのコンテンツを改善

・お客さまセンターでの人材派遣及び社員の効率的な配置、
ナビダイヤルの試行による運営費削減（１％）
・改修後の緊急時ナビの本格活用、社内運用者の拡大

・お客さまセンターでの人材派遣及び社員の効率的な配置、
ナビダイヤルの本格実施・見直しによる運営費削減（１％、
計２％）
・緊急時ナビの運用状況の検証・改善

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

②

①②

③

◆水道局からの受託業務を通じて蓄積した技
術・ノウハウをもとに、技術系・営業系・Ｉ
Ｔ系に関する業務を他の水道事業体等から受
託するなど、自主事業を展開してきた。

◆現在、売上の約９割を水道局からの受託事
業が占めているが、今後、他事業体等からの
自主事業割合を拡大し、経営の自主性を向上
させていかなければならない。

◆一方で、令和元年度決算の自主事業におい
て営業損失が発生したため、原因分析を通じ
た対策を実施することで、早急な改善に取り
組む必要がある。

◆また、水道局からの受託事業に対応する人
材の確保が必要なため、新たな事業を展開す
るための体制の不足が見込まれる。

◆現在受注している自主事業の内容を精査し
て事業の選択と集中を図り、水道関連事業を
中心とした戦略的な営業活動を展開して新た
な受注に結び付ける。

◆受注前の収支見通しの精緻化、プロジェク
トマネジメント手法の見直しにより、営業損
失の大きな要因である公共IT自主事業の改
善に結び付ける。

◆ＩＣＴ活用・ＤＸ推進を踏まえた社内業務
の改善や他企業との連携等を通じた新技術の
開発により、新規業務を商品化して受注に結
び付ける。

【目標①】水道関連自主事業の新規
業務受託（５件以上）

【目標②】公共ＩＴ自主事業の新規
業務受託における受注判断プロセス
とプロジェクトマネジメント手法の
改善

【目標③】ＤＸ推進等による社内業
務の改善・新規業務の開発、商品化
（試行を含め３件以上）

既存事業の採算性の精査

受注判断プロセスやプロ
ジェクトマネジメント手
法の検証・改善

新規業務受託に向けた検
討・実施

新規業務の開発・商品化
に向けた検討・実施

改正水道法施行に伴い、全国の水道事業体で広域連携や官民連携が拡大の見込みであり、当社の強みを生かした新たな事業展開が期待されるとともに、働き方
改革の進展や新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ、ICT活用・DX推進が加速している。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
 東京水道(株)

戦略３ IＣTなど新技術を活用した戦略的な自主事業等の展開
事業
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・2019年度プロジェクト別収支管理の分析
・業務の執行体制や収益の確保状況を基に、見直しを行う事
業の方向性を確定

・顧客のニーズ把握、体制の見直しの検討等を通じて、徹底
的に採算性の精査を行い、必要に応じて既存受託事業からの
撤退も含めて、委託者と調整

・顧客のニーズ把握、体制の見直しの検討等を通じて、徹底
的に採算性の精査を行い、必要に応じて既存受託事業からの
撤退も含めて、委託者と調整

・取締役会で新規受託の審議、工程管理等の進捗状況報告
・プロジェクトマネージャーがシステム開発の工程管理等を
より厳格に実施
・監査等委員の意見を踏まえ、外部の視点を活用してプロ
ジェクト管理を支援することにより、リスク監視の精度を向
上

・契約内容や仕様の精査、収支見通しの精緻化、委託者との
協議など、受注判断プロセスの見直し
・プロジェクトマネジメント手法や外部の視点を活用したリ
スク管理体制の見直し

・受注判断プロセスの実施・検証・改善
・プロジェクトマネジメント手法の実施・検証・改善
・見直したリスク管理体制の検証・改善

・受注判断プロセスの実施・検証・改善
・プロジェクトマネジメント手法の実施・検証・改善
・見直したリスク管理体制の検証・改善

・地元企業との協業による営業活動を展開
・営業戦略の策定に向けた検討
・スマートメータ拡大に伴うデータセンターのクラウド化な
ど、事業化に向けた対応を検討

・地元企業との協業による営業活動に加え、WEB会議システ
ム等、新たな営業手法を活用した営業活動を展開
・市場動向を踏まえた営業戦略の策定
・営業戦略を踏まえた自主事業計画の策定
・既存業務の終了に合わせた新たな組織体制の検討

・自主事業計画に基づく営業活動により水道関連自主事業を
新規受託（２件）
・新たな組織体制のもと、自主事業計画に基づく営業活動に
より公共ＩＴ自主事業を新規受託

・自主事業計画に基づく営業活動により水道関連自主事業を
新規受託（３件、計５件）
・自主事業計画に基づく営業活動により公共ＩＴ自主事業を
新規受託

・ＤＸ推進に向けた社内ＰＴを設置し、課題に応じた具体的
な活用方法の検討及びニーズ発掘を行う５つの部会を設置
・社内の一部署で作成した業務システムの全社展開を検討

・ＩＣＴやＤＸを取り入れた社内業務の改善の試行（２件）
・新技術の開発に関する他企業等との折衝・調整（３件）

・ＩＣＴやＤＸを取り入れた社内業務の検証
・新技術の開発に向けた他企業等との連携（１件）

・ＩＣＴやＤＸを取り入れた社内業務の改善又は新規業務の
開発・商品化（２件）
・他企業等と連携した新技術の開発（１件）

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①②

①②

①②

③

③

◆コンプライアンスの強化に向けた取組の中
で、全社員意識調査を実施したところ、エン
ゲージメントが他社平均に比べ低いことが明
らかとなっている。

◆また、平成29年度からプロジェクト別収
支管理を実施し、経営状態の把握に努めてき
たが、十分に機能しているとは言えず、一部
の自主事業に単年度の費用が集中すること
で、令和元年度決算において営業損失が発生
している。

◆さらに、統合を機に、更なる効率化を進
め、経営基盤の強化を図らなければならな
い。

◆ICT活用・DX推進を通じた働き方改革や
多様な人材確保に取り組むことでエンゲージ
メントの向上を図るとともに、会計業務を見
直すことで経営状態を正確かつ迅速に把握
し、経営判断に活用する。

◆具体的には、テレワークの更なる推進や業
務プロセスの見直しなどを行うことで、働き
やすい環境を整備する。

◆また、新たな統合基幹業務システムを導入
することで、会計業務を効率化・自動化し、
プロジェクト別収支管理を見直す。

◆さらに、統合を契機として固定費を削減す
ることで、効率的な業務運営を実現する。

【目標①】意識調査において、20項
目中11項目が他社平均以上（2020
年度：６項目）

【目標②】2023年度末の定着率
95％（2021年度採用者分）
（2017年度採用者：89.4％）

【目標③】全てのセグメント（局受
託業務（水道施設管理、ＣＳ）、自
主事業（水道、ＩＴ））において営
業利益を確保

エンゲージメントの向上
に向けた業務プロセスの
見直し

ＩＣＴの活用や環境整備
による働き方改革の推進

今後の事業展開を見据え
た人材の確保・育成

新システムの導入等を通
じたプロジェクト別収支
管理の見直し

統合を機とした固定費の
削減（2019年度比）

水道局からの受託業務を始めとした当社の業務を安定的かつ効率的に履行するためには、人材や財務などの会社の経営基盤の強化が必要である。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

（様式２）
 東京水道(株)

戦略４
ＤＸの推進等による安定的な業務運営を支える経営基盤の
強化

組織
運営
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・社内で技術系受託業務に関する共通課題について洗い出し
を行い、局との調整を実施

・お客さまサービス業務に関する共通課題の洗い出し
・業務プロセスの見直しを行う社内ＰＴの設置・検討

・社内ＰＴの検討結果を踏まえた業務プロセスの見直し
・社員の率先した業務プロセス改革意識の醸成

・社内ＰＴによる業務プロセスの見直しの継続
・実施した取組の検証を通じた取組の見直し

・テレワーク・5つのレスの推進など、ＤＸの推進による業
務軽減の検討
・技術系職場における女性更衣室の設置に向けた調整

・くるみん、えるぼし、育児と仕事の両立支援制度等の外部
機関認証の取得に向けた条件整備
・テレワークの推進に向け、電子決裁の徹底や押印廃止に向
けた規定改正等を実施
・技術系職場における女性更衣室の設置

・くるみん、えるぼし、育児と仕事の両立支援制度等の外部
機関認証を取得（１件）
・ＤＸを活用した生産性向上につなげる働き方改革の検討
・技術系職場における女性更衣室の設置

・くるみん、えるぼし、育児と仕事の両立支援制度等の外部
機関認証を取得（２件、計３件）
・生産性向上のために、ＲＰＡや業務のシステム化を導入
・技術系職場における女性更衣室の設置

・キャリア活用採用の応募者数拡大のための運用の見直し
・社員のキャリアパスの意識把握のための異動希望調査
・「人事異動の考え方」の策定及び社内インターンシップの
検討
・リモートによる適性検査及び採用面接の一部実施

・局ＯＢ等が一定期間特定の業務に従事する柔軟な働き方を
可能とする人材登録制度を検討
・退職理由等を分析し、人事施策の改善を検討
・受託業務と自主事業の両方に対応可能なＩＴ人材の育成を
検討・実施

・人材登録制度の運用を開始
・人事施策を改善
・若手社員を対象としたモチベーション向上策を実施
・ＩＴ人材を柔軟に配置し、事業の進捗管理を通じて中核人
材を育成

・人材登録制度の継続運用
・人事施策の改善に関する検証
・若手社員を対象としたモチベーション向上策を検証
・ＩＴの中核人材をリーダーとして担当させマネジメント能
力を向上

・適時の収支報告及びプロジェクト別収支管理の実施に向け
た検討

・新たな統合基幹業務システムの選定及びそれに合わせた現
行業務手順の見直し案の作成
・プロジェクト別収支管理を強化するための分析手法を検
討・確定し、2020年度決算を対象にその分析手法を試行
・収支改善が必要な業務について、改善策の検討・実施

・新たな統合基幹業務システムの調達、試行、運用準備
・2021年度に試行した分析手法の検証・更なる改善を行
い、2021年度決算を対象に分析を実施
・収支改善が必要な業務について、改善策の検討・実施

・新たな統合基幹業務システムを本格稼働させ、適時の収支
報告及びプロジェクト別収支管理を実施
・適時の分析を活用して、収支改善が必要な業務について、
改善策を適時適切に検討・実施

・統合に伴う固定費の削減（役員数の見直し、間接部門の人
員削減、健康保険の見直し）：年約180百万円

・統合に伴う固定費の削減（役員数の見直し、間接部門の人
員削減、業務システムの効率化、健康保険の見直し）：年約
200百万円

・統合に伴う固定費の削減（役員数の見直し、間接部門の人
員削減、業務システムの効率化、健康保険の見直し）：年約
230百万円

・統合に伴う固定費の削減（役員数の見直し、間接部門の人
員削減、業務システムの効率化、健康保険の見直し）：年約
230百万円

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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・ＦＡＸレス対応不可の業務の洗い出し、それ以外は原則として廃止の方向で調整
・デジタルツール等の活用により、対応可能なＦＡＸの送信数・受信数を2020年度比で
95％削減する（本社管理部門等・例外除く）

・ペーパーレス化推進について社内通知を実施
・スキャナー（PDF化）の活用、タブレットによるペーパーレス会議、ｗｅｂ会議の推進
・通知の添付資料は、グループウェアや社内ＬＡＮ上の共有フォルダに格納

・コピー用紙の使用量を2020年度比で30％削減する（本社管理部門等・例外除く）

団体の規程等に基づく、対外的な案件は無し ー

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

 東京水道(株)

５
つ
の
レ
ス

はんこレス ・受託業務を除く当社が定める様式について、順次規程等の改正を検討 ・団体の規程等に基づく、対応可能な手続については、全件規程等を改正

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

・令和２年度から稟議起案や一部の社内申請手続について、ワークフローシステムを導入

・団体の規程等に基づく、対応可能な手続については、全件規程等を改正
・社内通知の実施などにより、稟議起案は2020年度から導入したワークフローシステムを
原則利用するものとし、2021年度の稟議決裁におけるワークフロー決定率は80％以上とす
る。

キャッシュレス

タッチレス
・オンライン入札の導入を検討
・会社説明会、採用時面接、職場紹介等、採用活動のリモート開催を検討
　（⇒左記の件数に含んでいない）

・2021年度末までに管理本部対応のオンライン入札（一般競争入札）を実施する。
・リモートで採用活動を実施する（2021年度に実施する職場紹介（職場見学会）のうち、
50％以上をリモートで実施）。

テレワーク
・テレワーク実施率の目標値を設定し、新型コロナウイルス感染症対策を推進
【テレワーク実施率の目標値】
　管理本部３割、各本部：業務に支障がない範囲

・テレワーク勤務可能な社員については月40％※実施（2022年2月対象）
※「実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な常勤社員数」により算出

（様式３）
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団体

戦略番号

戦
略
１

新たなフィールドへの挑
戦

見
直
し

6

【目標①】包括委託を通した技術領域の拡大及び運営体制の効率化に向けた改善提案
　　　　　の準備
【目標②】東京都以外の新規案件３件獲得。全国の下水道事業の課題解決に貢献し、企業
                価値を向上
【目標③】開発技術の用途先を他事業などの新たな分野に転用する改良・改善の実施１件

事業
運営

〇 〇

戦
略
２

下水道サービスのDX
新
規

【目標①】管路部門の全30事業所等でICTを活用して現場業務を効率化
【目標②】業務を効率化するAI等を活用したシステムを試行開始
【目標③】1水再生センター及び1ポンプ所で新技術を実機検証

事業
運営

〇 〇 〇

戦
略
３

人材の確保育成
継
続

1

【目標①】新卒採用の対象拡大や谷間年代の中途採用など戦略的な採用活動により、３年
　　　　　間で９０人採用
【目標②】下水道局への固有社員の研修派遣を計７名派遣。全４職種で実施し人材育成を
　　　　　推進
【目標③】VR・AR等DXを活用した効果的な映像教材の導入や技術社員の資格取得促進
                による技術力の維持向上

組織
運営

〇

戦
略
４

ガバナンスの強化
見
直
し

2

【目標①】コーポレートガバナンスに関する基本方針を策定し運用するとともに、
　　　　　取締役会の機能強化により、ガバナンスを強化
【目標②】独立性要件を満たした役員を２名登用し、経営基盤のさらなる強化や経営の
　　　　　透明性向上を実現

組織
運営

〇

戦略名
現プランとの関係

３年後（2023年度）の到達目標 目標
区分

都長期
戦略

（様式１）

 東京都下水道サービス(株) （所管局） 下水道局

経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

（様式２）
 東京都下水道サービス(株)

戦略１ 新たなフィールドへの挑戦
事業
運営

　東京都から新たに水再生センターの運転を含む業務を包括委託で受託することとなった。また、社会経済情勢の変化により国内他都市の下水道事業運営の厳
しさが増すことから、運営上の課題解決への貢献が求められている。役割の高度化や活動領域の拡大により、企業価値の向上を図っていく必要がある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

　東京都においては、下水道局が水再生セン
ター（水処理施設）に関する新たな施設運営
手法を整理し、当社は区部１施設を受託する
こととなった。これまで培ってきた技術・経
験・ノウハウを発揮しながらも、新たな業務
に的確に対応していく必要がある。
　国内他都市の下水道事業において、事業運
営上の課題解決への貢献が求められている
が、当社は、これまで東京都区部における下
水道事業の補完・代行業務を中心に行ってき
ており、今後は都や他の民間企業と連携して
東京都以外での事業拡大を図る必要がある。
また、当社の経営面においても、売上高に占
める局受託事業の割合が高いため、収入源を
多様化し、経営の安定化を図る必要がある。

　新たに水再生センターの運転業務を含む包
括委託を受託するため、さらなる創意工夫を
行い、技術力や経済性の発揮等によるサービ
ス向上を目指す。
　当社の持つ技術・ノウハウを活用し、事業
運営に課題を抱える自治体を支援し、地方と
の共存共栄に貢献する。また、これまで現場
のニーズ等を踏まえた技術開発や、局のノウ
ハウ及び民間企業や大学が持つ先進技術や専
門性を融合させた技術開発に取り組み、東京
の下水道事業等に貢献してきたが、今後は、
これらの技術を広く新たな分野にも展開を
図っていく。

【目標①】
包括委託を通した技術領域の拡大及
び運営体制の効率化に向けた改善提
案の準備

【目標②】
東京都以外の新規案件３件獲得。全
国の下水道事業の課題解決に貢献
し、企業価値を向上

【目標③】
開発技術の用途先を他事業などの新
たな分野に転用する改良・改善の実
施１件

水処理施設の新たな施設
運営手法（包括委託）の
対応

東京都以外への事業展開

開発技術の用途先を新た
な分野に転用する改良・
改善の実施
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・下水道局より、区部水再生センター（水処理施設）の包括
委託を2022年度に１施設導入する方針が示された
・下水道局との定期的な意見交換を実施

・水処理施設全般を管理・運営するために必要な業務体制の
検討・準備
・新たに包括委託となる水処理施設の運転管理に対応する運
転操作員の技術習得のためフィールド研修を実施

・雨季・乾季を含めた1年を通して行う包括委託の初年度と
して性能要件の遵守、保全管理に運転・水質管理を加えた一
体的な運営の実施
・運転操作員の人材育成及び技術力向上に向けた研修を実施

・包括委託のセルフモニタリングの実施による評価及び効率
化に向けた改善提案の準備
・運転操作員の人材育成及び技術力向上に向けた研修を継続

・排水設備関連事業23団体(28業務)完了見込み
・熊本市と下水道台帳システムを活用した共同研究の協定締
結（10/20）
・湯河原町から水質管理支援業務を受託（6/23）、延べ14
回対応
・自治体等に対してヒアリングを実施（延べ7回）

・排水設備工事責任技術者に関する更新講習等 28業務
・熊本市と下水道台帳システムを活用した共同研究を実施
・支援業務を通じて湯河原町の課題を抽出
・コンサルタント資格登録範囲の拡大
・関連業界団体と他都市への展開に向けた情報交換会を実施

・排水設備工事責任技術者に関する更新講習等 29業務
・熊本市との共同研究を踏まえ、他団体へ下水道台帳システ
ム契約に向けた営業活動を実施
・湯河原町へ水質管理支援業務に加え、保全管理支援業務を
提案

・排水設備工事責任技術者に関する更新講習等 30業務
・下水道台帳システムの新規契約を獲得
・湯河原町へ保全管理支援業務の拡大実施

新規
・用途先を新たな分野に転用する対象技術の選定に向け共同
開発者や工法協会・研究会等の開発技術関係者間での情報収
集及び分析し3件を抽出

・用途先を新たな分野に転用するための開発技術を1件選定
し、改良・改善に向けた開発者間の役割分担等の方針検討と
合意形成
・開発技術関係者間で転用技術の選定に向けた情報収集及び
分析を継続実施

・新たな分野に転用するために選定した開発技術1件の改
良・改善の実施及び試験導入に向けた条件整理
・開発技術関係者間で転用技術の選定に向けた情報収集及び
分析を継続実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇 〇 〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

②

③

（様式２）
 東京都下水道サービス(株)

戦略２ 下水道サービスのDX
事業
運営

　あらゆる産業においてICTを利用した変化が生じている中、新型コロナウイルスの世界的大流行が生じ、社会のデジタル化がさらに加速している。当社にお
いても、これらの社会変革にあわせて業務の効率化などの取組強化が求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

　当社が担っている下水道施設の維持管理業
務においては、今後、下水道施設の老朽化に
より、維持管理の困難性や点検補修等の作業
量の増加が見込まれている。また、近年多発
している局地的な大雨による浸水被害への対
策や地球温暖化防止対策のため、下水道施設
の維持管理業務の高度化や効率化にも応えて
いかなければならない。
　このような中で、当社においては、下水道
の現場実務に精通した技術とノウハウを持つ
都ＯＢ社員が今後大量に退職する状況にあ
り、若手社員に世代交代を進めていく中で、
サービス水準の低下が生じかねない状況にあ
る。同時に、若手社員スキルの向上による当
社全体の技術力の維持・向上が大きな課題と
なっている。

　当社事業において、下水道施設の維持管理
の困難性や点検補修等の作業量の増加等に対
応していく。これに向け、将来的にＡＩ等を
活用したシステムを構築し、業務の高度化・
効率化を目指す。
　当面は、DXの導入によりベテランが減り
若手が増える中でも、システムの支援を受け
ることでベテランと同等のサービス水準を維
持できるようにする。また、サービス水準の
維持にとどまらず、当社の技術力向上を目指
し、DX導入による業務の生産性向上で生み
出された時間を、現場での技術継承等に活用
していく。同時に、AIに蓄積したベテラン
の知識やARなどの映像技術を、人材育成の
ツールとしても活用していく。

【目標①】
管路部門の全30事業所等でICTを活
用して現場業務を効率化

【目標②】
業務を効率化するAI等を活用したシ
ステムを試行開始

【目標③】
1水再生センター及び1ポンプ所で新
技術を実機検証

スマートデバイスを用い
た現場業務の効率化や情
報管理の簡素化

下水道受付センターにお
ける電話応答業務支援シ
ステムの試行

管路管理業務の効率化、
省力化並びに高度な業務
遂行にAIを活用

下水処理施設の維持管理
業務の高度化・効率化
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

新規

・下水道管の維持管理や工事現場でデータ入力や図面のクラ
ウド化、リアルタイムの情報共有などを図ることによる業務
の効率化や情報管理の簡素化に向け、タブレット端末などス
マートデバイスを7０台導入し、一部の部署や業務で試行・
検証

・現場業務の効率化や情報管理の簡素化に向け、試行する対
象部署や業務を拡大

・タブレット端末などスマートデバイスを管路部門の全30事
業所等に配備し運用を開始

新規
・簡易な質問に対する自動音声応答の試行・検証
・電話機に録音機器を設置し、音声のテキスト化に必要な音
声データの蓄積・登録

・自動音声応答による電話業務の導入
・蓄積・登録した音声データのテキスト化を実施
・テキスト化した音声データを分析し、問合せに対するFAQ
の構築着手

・FAQの試行をしながら、音声データの蓄積・登録、分析を
継続し、さらなる精度の向上

新規

・現場業務にあたっては、位置情報を得て、これを元に当該
管路施設のスペックや故障履歴を入手できるようデータベー
スの作成に着手
・熟練技術者が持っているトラブルの発生から解決までの対
応方法等の経験と知識のデータ化

・現場業務にあたっては、位置情報を得て、これを元に当該
管路施設のスペックや故障履歴を入手できるようデータベー
スの作成を継続
・熟練技術者が持っているトラブルの発生から解決までの対
応方法等の経験と知識のデータ化

・現場業務にあたっては、位置情報を得て、これを元に当該
管路施設のスペックや故障履歴を入手できるようデータベー
スの作成を継続
・熟練技術者の経験と知識を基にした業務最適フロー予測シ
ステムの試行開始

・下水処理施設の維持管理業務効率化に向けたシステム検討
を開始（新技術の活用方法等の技術収集）

・運転・保全業務等の効率化に向けたAI・ICT・新技術等を
活用して業務をサポートできる作業や人でしかできない作業
等を業務分析
・関連業界団体の高度な専門的知見を活用

・センシング技術や画像分析技術等を活用し業務をサポート
するために必要な技術検討
・熟練技術者が経験と知識として保有する業務ノウハウを見
える化

・センシング技術や画像分析技術等を活用し水再生センター
やポンプ所などで実機にて検証（1水再生センター、1ポンプ
所）
・将来のAI活用に向け見える化した熟練技術者の業務ノウハ
ウのデータ化

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

③

③

（様式２）
 東京都下水道サービス(株)

戦略３ 人材の確保育成
組織
運営

　当社は下水道施設の維持管理業務を中心に東京の下水道事業を支えており、将来にわたって安定的な事業運営体制を確保するため、人材の確保育成が不
可欠である。しかし、労働市場の縮小や都ＯＢ社員の退職により、技術系社員を中心に人材確保の困難性が高まっている状況にある。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

　当社においては、下水道の現場実務に精
通した技術とノウハウを持つ都ＯＢ社員が
今後大量に退職する状況にあり、技術系社
員を中心に人材確保の困難性が高まる事態
に直面している。また、将来の安定した事
業運営のためにも、固有社員の年齢構成の
偏りを是正していく必要がある。
　都ＯＢ社員の退職による技術水準、ノウ
ハウの低下も懸念されており、若手都派遣
社員の増加や、固有社員の新卒採用の拡充
により、下水道事業経験が浅い社員が増え
る中、計画的継続的な育成、技術継承が課
題となっている。

　新卒者の確実な採用に加え、年齢層の谷
間である３０代社員を確保するための戦略
的な採用により、今後の事業運営を支える
固有社員を積極的に採用する。
　新たに採用した固有社員の育成に加え、
現場での業務経験が少ない都派遣社員の
ジョブローテーションの場として、技術継
承の取組を推進し、技術社員の資格取得の
促進や局との人材交流などにより会社全体
の技術レベルの維持向上を目指す。
　人材育成のツールとしてARなどの映像技
術を活用するなど、DXの導入により技術や
知識の継承を効果的に進める。

【目標①】
新卒採用の対象拡大や谷間年代の中
途採用等に取り組み、土木職・設備
職を中心に３年間で９０人採用

【目標②】
下水道局への固有社員の研修派遣を
計７名派遣。全４職種で実施し人材
育成を推進

【目標③】
 VR・AR等DXを活用した映像教材
の導入や技術社員の資格取得促進に
よる技術力の維持向上

人材確保の取組強化

固有社員の育成・登用

技術社員の資格取得の促
進

技術継承の取組の実施
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度

・【新卒採用】
各校へのPRに、オンラインを活用した面談等を導入
高専卒・大学卒・大学院卒を対象に採用活動を実施
・【中途採用】
35歳以下経歴不問で中途採用を実施
事務職３名を採用
技術職は、現在選考中

・【新卒採用】
高専卒・大学卒・大学院卒対象の採用を継続実施
（20校訪問・会社説明会5回）
技術系の専門学校への採用活動を試行
（5校訪問）
・【中途採用】
年齢層を勘案した採用の実施
キャリアを重視した採用方法の検討
・障害者雇用を推進

・【新卒採用】
高専卒・大学卒・大学院卒対象の採用を継続実施
技術系の専門学校への採用活動を実施
・【中途採用】
前年度の実施・検討状況を踏まえた採用の実施
・障害者雇用を推進

・【新卒採用】
高専卒・大学卒・大学院卒対象の採用を継続実施
技術系の専門学校への採用活動を継続実施
・【中途採用】
前年度の実施・検討状況を踏まえた採用の実施
・障害者雇用を推進

【局への研修派遣】
・設備職１名（１年間）本庁業務を経験
・環境検査職２名（２年間）出先と本庁両方の業務を経験
・土木職１名（７か月）本庁業務を経験
・局への派遣者は延べ20人
【固有社員の管理職】
・１名

・固有社員事務職１名を新たに下水道局に研修派遣（計5
名）
・固有社員の積極的な管理職への登用

・固有社員技術職１名を新たに下水道局に研修派遣（計6
名）
・固有社員の積極的な管理職への登用

・固有社員技術職１名を新たに下水道局に研修派遣（計7
名）
・固有社員の積極的な管理職への登用

【資格取得支援、勉強会改善・充実】
･社外講習会受講支援（15名受講）
･社内勉強会の開催（延べ85名参加）
【下水道施設維持管理に関する資格】
･下水道管理・第3種技術認定24名受験
（合格発表12月18日）

【講習会・勉強会改善・充実】
・新卒固有社員を対象に、下水道第3種技術検定勉強会及び
下水道管理技術認定試験の講習会や模擬試験を実施し、主
任級職昇任選考時までに資格取得率100％
【新規】
・社外講習会の受講支援に一級土木施工管理技士を追加

【講習会・勉強会改善・充実】
・新卒固有社員を対象に、下水道第3種技術検定勉強会及び
下水道管理技術認定試験の講習会や模擬試験を実施し、主
任級職昇任選考時までに資格取得率100％
・社外講習会の受講支援を継続

【講習会・勉強会改善・充実】
・新卒固有社員を対象に、下水道第3種技術検定勉強会及び
下水道管理技術認定試験の講習会や模擬試験を実施し、主
任級職昇任選考時までに資格取得率100％
・社外講習会の受講支援を継続

・技術継承委員会を２回開催、年間行動計画に基づき今年
度の取組を推進
・エキスパートエンジニアからの改善提案の活用
・若手座談会に向けての検討実施

・「写真でみる下水道施工・維持管理の解説」改訂作業を
機会とした技術向上の取組の実施
・VR・AR技術等を活用した効果的な映像教材の開発
・技術継承委員会の行動計画に基づく取組の継続実施

「写真でみる下水道施工・維持管理の解説」改訂版を活用
した勉強会等の実施
・VR・AR技術等を活用した効果的な映像教材の試行・検
証
・技術継承委員会の行動計画に基づく取組の継続実施

・VR・AR技術等を活用した効果的な映像教材の導入
・導入予定の映像教材を関連業界団体の研修等に活用
・技術継承委員会の行動計画に基づく取組の継続実施

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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経営
改革

事業
執行

ポスト
コロナ

先進的
なDX

財務
民間等
連携

長期
戦略

〇

【戦略を設定する理由・背景】

到達目標

①

②

（様式２）
 東京都下水道サービス(株)

戦略４ ガバナンスの強化
組織
運営

　下水道局において今後の施設運営手法の検討が行われ、当社に新たな役割が求められるなどグループ経営の強化、ガバナンスの強化が求められている。ま
た、会社法の改正やコーポレートガバナンスコードの改訂等により、ガバナンスの強化が社会的にも求められている。

団体における現状(課題) 戦略（課題解決の手段） ３年後（2023年度）の到達目標 個別取組事項

　当社では、これまで内部統制システムの整
備やコンプライアンス確保の取組を強化して
きた。今後も政策連携団体として下水道局と
一体的な事業運営を行っていくため、さらに
ガバナンスを強化する必要がある。
　当社の役員構成は、都関係者が多数を占め
ているが、今後は政策連携団体として経営基
盤強化や経営の透明性向上を図るため、民間
の人材の活用が必要となっている。加えて、
東京都以外への事業展開や下水道サービスへ
のDX導入など当社が重点的に進める取組に
も、民間における知見の活用が必要となって
いる。

　役員に民間の人材を登用することにより民
間の知見や経営感覚を取り入れ、東京証券取
引所が定めるコーポレートガバナンスコード
等を参考に基本方針を策定する。また、外部
の視点を経営の監督に活かし、内部統制の強
化やコンプライアンスの確保を図る。特に、
関連当事者間取引や契約に関するチェックを
強化し、その結果を公表することにより、経
営の透明性向上を図る。
　加えて、役員のトレーニングに関する方針
を定め、民間の経営手法を積極的に導入する
とともに、社外役員と経営課題を共有し活発
な議論を行うことにより、事業の拡大やDX
導入による業務の高度化・効率化などにも民
間の知見を活用していく。

【目標①】
コーポレートガバナンスに関する基
本方針を策定し運用するとともに、
取締役会の機能強化により、ガバナ
ンスを強化

【目標②】
独立性要件を満たした役員を２名登
用し、経営基盤のさらなる強化や経
営の透明性向上を実現

ガバナンス確保の取組強
化

民間の人材の登用
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（様式２）

2021年度 2022年度 2023年度
・基本方針の策定に向けて社内で調査・検討を実施
・内部統制やコンプライアンス確保の取組に関する事項など
取締役会の議題を拡充
・社外役員に対して会社の重要な取組事項に関する情報提供
を実施

・コーポレートガバナンス基本方針を策定
・取締役会の開催頻度の増加（原則、年６回開催）
・コーポレートガバナンス基本方針に基づき、関連当事者間
の取引や契約に関するチェックの強化、役員のトレーニング
の方針の策定など取締役会の審議議案を拡大

・コーポレートガバナンス基本方針の運用
・関連当事者間の取引や契約に関するチェック結果の公表
・役員のトレーニングの実施
・取締役会の実効性の分析評価を実施
・前年度の取組を踏まえ、改善実施

・コーポレートガバナンス基本方針の運用
・前年度の取組を踏まえ、改善実施

・常勤取締役のうち１名を民間から登用するため、社内に役
員選考委員会を設置するとともに、選考の手続きを実施

・役員の独立性判断基準を策定・公表
・独立性要件を満たした取締役１名以上を達成
・監査役の機能強化を図るため、独立性要件を満たした社外
監査役１名の選任手続を実施

・監査役の機能強化を図るため、独立性要件を満たした社外
監査役を１名増員（監査役２名体制）

―

３か年の取組（年次計画）2020年11月時点の実績
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水道工事、ガス工事等が実施される際に下水道管を誤って掘削しないよう水道工事等の受
注事業者から工事の立会いを依頼される。この依頼がFAXで行われており、受信件数にお
いて多くの比率を占めている。
そのほか、下水道施設の修繕にかかる見積依頼をFAXで行っている。

電子化に対応する複合機が設置されている部署については、業務の見直しと合わせて、
FAXの電子化を行う。送信については、可能な限りメール等に移行する。
2020年度比98％削減する（本社、2021年11月対象）。

社内PCのほぼ全てがデスクトップPCであり、ノートPCのように各自が持ち込んで会議や
打合せを行うのが困難な状況にある。またペーパーレス会議システムも未導入である。
電子決裁システムも導入していないため、全てが書面決裁の状況にある。

2021年10月に更新するPC120台を、全てノートPCへと切り替える。合わせて、社用携帯
向けに配備している無線LANをノートPC向けに転用するなど、環境整備に取り組む。
また、電子決裁システムを導入し、電子決裁を進める。
社内への啓発も行いながら、2020年度比30％削減する（本社、2021年11月対象）。

８項目の手続きがあり、その総件数8100件の８割弱が駐車場使用料の徴収である。
上記すべての手続で、口座振替に対応している。

すべての手続でキャッシュレス化を達成している。

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標

共通戦略 テレワーク・行政手続きのデジタル化・５つのレスの推進

 東京都下水道サービス(株)

５
つ
の
レ
ス

はんこレス 駐車場賃貸業務に係る申込・解約について、申請書に押印を求めている。
団体の規程等に基づく対応可能な手続については、全件規程等を改正し、押印を廃止す
る。
デジタル化が可能な部分について、メール等での受付を検討する。

FAXレス

ペーパーレス

手続の
デジタル化

申請業務については、人孔番号文字キャップ購入申込、研修申込（民間事業者向け）、排
水設備工事責任技術者試験準備講習会の申込等がある。すべて、書面での手続となってい
る。
通知については、駐車場の料金改定通知、研修終了証交付等の業務がある。

団体の規程等に基づく対応可能な手続については、全件規程等を改正する。
デジタル化が可能な申請業務については、事務フロー等を整理し、メール受付の試行を開
始する。
通知については、可能な限りメール等で対応する。

キャッシュレス

タッチレス
・下水道研修センターによる事業者へ講師の派遣や事業者を対象とした研修
・土木技術課による排水設備工事責任技術者試験の受験準備講習会について、対面を原則
としているが、併せて一部でeラーニングを実施している。

講師派遣、研修等の参加申込みについては、社内規程や様式、事務フロー等を整理し、
メール受付の試行を開始する。

テレワーク
・2020年10月にテレワーク端末100台を追加し、テレワークの取組を試行しており、テレ
ワーク率は10％となっている。
・テレワークの実施に係る課題・問題点等の整理を進めている。

・2021年10月に更新する120台のPCにテレワーク端末の機能を持たせ、在宅勤務可能な
職員の全てにテレワーク可能な端末を配備する。
・テレワークを実施する際の課題や問題点の解消を進め、テレワーク率40％に拡大する
（本社、2021年11月対象）。
　【実施件数／当月の勤務日数／テレワーク勤務可能な職員数】

（様式３）
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